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令 和 ４ 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 令和４年10月12日 (水曜日)

開 会 午後５時59分

散 会 午後６時20分

場 所 第７委員会室

本委員会に付託された事件

１ 乙第27号議案 令和３年度沖縄県水道事業会計

未処分利益剰余金の処分につい

て

２ 乙第28号議案 令和３年度沖縄県工業用水道事

業会計未処分利益剰余金の処分

について

３ 認定第１号 令和３年度沖縄県一般会計決算

の認定について

４ 認定第２号 令和３年度沖縄県農業改良資金

特別会計決算の認定について

５ 認定第３号 令和３年度沖縄県小規模企業者

等設備導入資金特別会計決算の

認定について

６ 認定第４号 令和３年度沖縄県中小企業振興

資金特別会計決算の認定につい

て

７ 認定第５号 令和３年度沖縄県下地島空港特

別会計決算の認定について

８ 認定第６号 令和３年度沖縄県母子父子寡婦

福祉資金特別会計決算の認定に

ついて

９ 認定第７号 令和３年度沖縄県所有者不明土

地管理特別会計決算の認定につ

いて

10 認定第８号 令和３年度沖縄県沿岸漁業改善

資金特別会計決算の認定につい

て

11 認定第９号 令和３年度沖縄県中央卸売市場

事業特別会計決算の認定につい

て

12 認定第1 0号 令和３年度沖縄県林業・木材産

業改善資金特別会計決算の認定

について

13 認定第1 1号 令和３年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業特

別会計決算の認定について

14 認定第12号 令和３年度沖縄県宜野湾港整備

事業特別会計決算の認定につい

て

15 認定第13号 令和３年度沖縄県国際物流拠点

産業集積地域那覇地区特別会計

決算の認定について

16 認定第14号 令和３年度沖縄県産業振興基金

特別会計決算の認定について

17 認定第15号 令和３年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計決算

の認定について

18 認定第16号 令和３年度沖縄県中城湾港マリ

ン・タウン特別会計決算の認定

について

19 認定第17号 令和３年度沖縄県駐車場事業特

別会計決算の認定について

20 認定第18号 令和３年度沖縄県中城湾港（泡

瀬地区）臨海部土地造成事業特

別会計決算の認定について

21 認定第19号 令和３年度沖縄県公債管理特別

会計決算の認定について

22 認定第20号 令和３年度沖縄県国民健康保険

事業特別会計決算の認定につい

て

23 認定第21号 令和３年度沖縄県病院事業会計

決算の認定について

24 認定第22号 令和３年度沖縄県水道事業会計

決算の認定について

25 認定第23号 令和３年度沖縄県工業用水道事

業会計決算の認定について

26 認定第24号 令和３年度沖縄県流域下水道事

業会計決算の認定について

委員の選任

令和４年10月12日、本委員会の委員は議長の指名

で次のとおり選任された。

小 渡 良太郎君 仲 里 全 孝君

石 原 朝 子さん 呉 屋 宏君

島 袋 大君 中 川 京 貴君

仲 田 弘 毅君 上 里 善 清君

当 山 勝 利君 照 屋 大 河君

決算特別委員会記録（第１号）
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島 袋 恵 祐君 瀬 長 美佐雄君

西 銘 純 恵さん 國 仲 昌 二君

平 良 昭 一君 金 城 勉君

當 間 盛 夫君

本日の委員会に付した事件

１ 委員長の互選

２ 副委員長の互選

３ 乙第27号議案 令和３年度沖縄県水道事業会

計未処分利益剰余金の処分に

ついて

４ 乙第28号議案 令和３年度沖縄県工業用水道

事業会計未処分利益剰余金の

処分について

５ 認定第１号 令和３年度沖縄県一般会計決

算の認定について

６ 認定第２号 令和３年度沖縄県農業改良資

金特別会計決算の認定につい

て

７ 認定第３号 令和３年度沖縄県小規模企業

者等設備導入資金特別会計決

算の認定について

８ 認定第４号 令和３年度沖縄県中小企業振

興資金特別会計決算の認定に

ついて

９ 認定第５号 令和３年度沖縄県下地島空港

特別会計決算の認定について

10 認 定第６号 令和３年度沖縄県母子父子寡

婦福祉資金特別会計決算の認

定について

11 認 定第７号 令和３年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計決算の認定

について

12 認定第８号 令和３年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計決算の認定に

ついて

13 認定第９号 令和３年度沖縄県中央卸売市

場事業特別会計決算の認定に

ついて

14 認定第1 0号 令和３年度沖縄県林業・木材

産業改善資金特別会計決算の

認定について

15 認定第1 1号 令和３年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業

特別会計決算の認定について

16 認定第 1 2号 令和３年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計決算の認定に

ついて

17 認定第13号 令和３年度沖縄県国際物流拠

点産業集積地域那覇地区特別

会計決算の認定について

18 認定第14号 令和３年度沖縄県産業振興基

金特別会計決算の認定につい

て

19 認定第15号 令和３年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計決

算の認定について

20 認定第16号 令和３年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計決算の

認定について

21 認定第17号 令和３年度沖縄県駐車場事業

特別会計決算の認定について

22 認定第18号 令和３年度沖縄県中城湾港（泡

瀬地区）臨海部土地造成事業

特別会計決算の認定について

23 認定第19号 令和３年度沖縄県公債管理特

別会計決算の認定について

24 認定第20号 令和３年度沖縄県国民健康保

険事業特別会計決算の認定に

ついて

25 認定第21号 令和３年度沖縄県病院事業会

計決算の認定について

26 認定第22号 令和３年度沖縄県水道事業会

計決算の認定について

27 認定第23号 令和３年度沖縄県工業用水道

事業会計決算の認定について

28 認定第24号 令和３年度沖縄県流域下水道

事業会計決算の認定について

29 閉会中継続審査について

30 決算特別委員会運営要領について

31 理事の選任

委員長、副委員長の互選

令和４年10月12日、仲田弘毅君が委員長に、西銘

純恵さんが副委員長に選任された。

理事の選任

令和４年10月12日、照屋大河委員、國仲昌二委員

及び仲里全孝委員が理事に選任された。

出席委員

委員長 仲 田 弘 毅君

副委員長 西 銘 純 恵さん

委 員 小 渡 良太郎君 仲 里 全 孝君
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石 原 朝 子さん 呉 屋 宏君

島 袋 大君 中 川 京 貴君

上 里 善 清君 当 山 勝 利君

照 屋 大 河君 島 袋 恵 祐君

瀬 長 美佐雄君 國 仲 昌 二君

平 良 昭 一君 金 城 勉君

當 間 盛 夫君

3ii4

○新垣伸弥議会事務局政務調査課主幹 決算特別委

員会設置後、初めての委員会でありますので、委員

長及び副委員長の互選を行う必要があります。

委員長の互選に関する職務は、委員会条例第７条

第２項の規定により、年長の委員が行うことになっ

ております。

出席委員中、仲田弘毅委員が年長者であります。

よって、この際、仲田委員に委員長の互選に関す

る職務をお願いいたします。

仲田弘毅委員、委員長席に御着席願います。

（年長委員、委員長席に着く）

○仲田弘毅委員 ただいまから、決算特別委員会を

開会いたします。

委員会条例第７条第２項の規定により、年長の私

が委員長互選の職務を行います。

どうぞ、よろしくお願いいたします。

これより、委員長の互選を行います。

委員長の互選は、指名推選による方法と投票によ

る方法がありますが、いずれの方法によるか御協議

をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、互選の方法等について協議）

○仲田弘毅委員 再開いたします。

委員長の互選については、休憩中に御協議いたし

ましたとおり、指名推選によることとし、私から指

名したいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員 御異議なしと認めます。

よって、委員長には、仲田弘毅を指名いたします。

ただいまの指名に御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員 御異議なしと認めます。

よって、委員長には、私仲田弘毅が選任されまし

た。ありがとうございました。

以上で、委員長の互選は終わりました。

3ii4

○仲田弘毅委員長 次に、副委員長の互選を行いま

す。

副委員長の互選は、指名推選による方法と投票に

よる方法がありますが、いずれの方法によるか御協

議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、互選の方法等について協議）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

副委員長の互選については、休憩中に御協議いた

しましたとおり、指名推選によることとし、委員長

の私から指名したいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員長 御異議なしと認めます。

よって、副委員長には、西銘純恵さんを指名いた

します。

ただいまの指名に御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員長 御異議なしと認めます。

よって、副委員長には、西銘純恵さんが選任され

ました。

ただいま副委員長が選任されましたので、御挨拶

を自席でお願いいたします。

○西銘純恵委員 ただいま副委員長に選出していた

だき、大変ありがとうございます。

委員長を支えながら、本委員会が円滑に運営され

るよう努力してまいりたいと思います。

委員各位の御協力をよろしくお願いいたします。

○仲田弘毅委員長 以上で、副委員長の互選は終わ

りました。

3ii4

○仲田弘毅委員長 休憩いたします。

（休憩中に、協議事項について事務局より説

明）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

乙第27号議案及び乙第28号議案の議決議案２件並

びに認定第１号から認定第24号までの決算24件を一

括して議題といたします。

ただいま議題となりました議決議案２件及び決算

24件については、閉会中に審査することとし、議長

に対して、閉会中継続審査の申出をしたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

3ii4

○仲田弘毅委員長 次に、決算特別委員会運営要領

について、御協議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、事務局から決算特別委員会運営
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要領案の概要説明後に協議を行い、案のと

おり決することで意見の一致を見た。）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

決算特別委員会運営要領については、休憩中に御

協議いたしましたとおり、決することに御異議あり

ませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

3ii4

○仲田弘毅委員長 次に、ただいま決定されました

決算特別委員会運営要領に基づき、委員長及び副委

員長のほかに、理事３人の選任が必要でありますの

で、理事３人の選任について御協議をお願いいたし

ます。

休憩いたします。

（休憩中に、理事３人の選任について協議）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

これより、理事３人の選任について、お諮りいた

します。

理事に 照屋大河委員、國仲昌二委員及び仲里全

孝委員の３人を指名したいと思いますが、これに御

異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

理事の皆さんには、委員会の円滑な運営に御協力

いただきますようお願いいたします。

次に、お諮りいたします。

ただいま決定されました決算特別委員会運営要領

に基づく、各常任委員会への閉会中調査の依頼につ

きましては、委員長に御一任願いたいと思いますが、

これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲田弘毅委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、予定の議題は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、10月19日水曜日午前10時から委員会を開

きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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決算特別委員会運営要領

この要領は、「決算議案の審査等に関する基本的事項(常任委員会に対する
調査依頼について）」（令和４年10月７日議会運営委員会決定）に定めるもの
のほか、決算特別委員会（以下「委員会」という。）の運営に関し、必要な事項
を定めることにより、委員会の円滑な運営に資するものとする。

１ 決算特別委員会の開催場所について
決算特別委員会は第７委員会室で行うものとする。

２ 委員席の配置
別紙１のとおりとする。

３ 審査日程
審査日程は別紙２のとおりとする。ただし、審査の都合により必要があるときは、

委員会に諮り変更することができる。

４ 各常任委員会に対する調査依頼
(1) 決算特別委員長(以下「委員長」という。）は、別添様式１により各常任委
員長に閉会中調査を依頼するものとする。

(2) 各常任委員長は、上記の閉会中調査終了後に別添様式２により決算調査
報告書（以下「調査報告書」という。）を委員長に提出するものとする。

(3) 決算議案の審査等に関する基本的事項(常任委員会に対する調査依頼に
ついて）４（４）に係る決算特別委員への調査報告書の配付については、
タブレットに格納するものとする。

５ 説明員
決算の概要説明は、土木建築部長、会計管理者、病院事業局長及び企業局長が行

い、決算審査意見の概要説明は代表監査委員が行うものとする。

６ 決算及び決算審査意見の概要説明に対する質疑
(1) 質疑の時間は、委員１人10分とする。
(2) 各委員の質疑の時間は、出席委員間で相互に譲渡することができるものとする。
その場合、譲渡する委員はあらかじめ委員長に譲渡する時間及び譲渡をされる委
員について報告するものとする。また、譲渡をする委員は譲渡をされた委員が質
疑をする間は着席しなければならない。

(3) 質疑の時間には、答弁時間は含まないものとする。
(4) 質疑時間の終了５分前に１回、１分前に２回及び終了時に５回それぞれ電子音
等で報知する。

(5) 質疑は一問一答方式で、自席に着席したままで行うものとする。
(6) 質疑の順序は多数会派順とする。

７ 総括質疑
(1) 総括質疑の通告締切日時は、決算特別委員会において総括質疑を行う日の前日
（県の休日を除く。）の正午とし、別添様式３により政務調査課に提出するも
のとする。

(2) 総括質疑の項目、方法、時間及び順序等は、委員会に諮って決定するも
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のとする。

８ 理事会
(1) 理事会は、委員長、副委員長及び理事３人をもって構成する。
(2) 理事は、委員長が委員会に諮って指名する。
(3) 理事は、委員会の円滑な運営について委員長及び副委員長に協力し、委員間の
連絡調整に当たる。

(4) 理事会は、総括質疑の項目、方法、時間及び順序等について協議を行う
ものとする。

９ その他
決算議案の審査等に当たっては、委員会室における新型コロナウイルス感

染症対策に留意しつつ、審査等の充実との両立に努めるものとする。

雑 則
以上のほか、委員会の運営について必要な事項は、その都度委員長が委員会に諮っ
て定める。
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別紙１

委 員 席 の 配 置

議 会 事 務 局

（録音・計時） 補 助

議 会 事 務 局 答弁席

議 会

事務局
説 明 員 席

仲 田 弘 毅

委 員 長

上里善清委員 仲里全孝委員 小渡良太郎委員

照屋大河委員 当山勝利委員 石原朝子委員

島袋恵祐委員 島袋 大委員 呉屋 宏委員

西銘純恵委員 瀬長美佐雄委員 中川京貴委員

國仲昌二委員 金城 勉委員

平良昭一委員 當間盛夫委員
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別紙２

決算特別委員会審査日程

年 月 日 曜 日 時 間 事 項 関係室部局等

決算特別委員会
本 会 議 ○委員長及び副委員長の互選

令 和 ４ 年
水

及 び 各 ○閉会中継続審査の件
1 0月 1 2日 委 員 会 ○委員会運営要領の件

終 了 後 ○理事の選任
○各常任委員会に対する調査依頼の件

決算特別委員会
○概要説明
・令和３年度一般会計及び特別会計決算
・令和３年度企業会計決算 土 木 建 築 部 長
･令和３年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰 会 計 管 理 者

10月 1 9日 水 午前10時 余金の処分について 病 院 事 業 局 長
･令和３年度沖縄県工業用水道事業会計未処分 企 業 局 長
利益剰余金の処分について 代 表 監 査 委 員
・一般会計、特別会計及び企業会計に対する審
査意見

○会計管理者及び代表監査委員に対する質疑

1 0月 2 0日 木 午前10時
各常任委員会

関 係 室 部 局
○所管事務に係る決算事項の調査

各常任委員会
1 0月 2 1日 金 午前10時 ○所管事務に係る決算事項の調査 関 係 室 部 局

○決算調査報告書記載内容等についての協議

1 0月 2 2日 土

1 0月 2 3日 日

1 0月 2 4日 月 決算調査報告書整理日

1 0月 2 5日 火
決算特別委員への決算調査報告書の配付
（正午）

10月 2 6日 水 午前10時
決算特別委員会
○総括質疑の方法等についての協議

10月 2 7日 木
総括質疑通告締め切り
（正午）

決算特別委員会
○総括質疑
○採決
･令和３年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰

1 0月 2 8日 金 午前10時 余金の処分について
･令和３年度沖縄県工業用水道事業会計未処分
利益剰余金の処分について
･令和３年度一般会計及び特別会計決算
･令和３年度企業会計決算
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（令和４年10月７日議会運営委員会決定）

決算議案の審査等に関する基本的事項

（常任委員会に対する調査依頼について）

決算議案の審査については、その効率的で充実した審査に資することを目的とし、各常任委員会において決

算特別委員会から調査依頼を受け、専門的な立場から所管事務に係る決算事項を調査する方式としたところで

ある。こうした決算議案の審査・調査に当たっては、下記の基本的事項を定めることにより、決算特別委員会

及び各常任委員会の円滑な運営に資するものとする。

記

１ 審査日程について

決算議案の審査日程はおおむね別紙２のとおりとし、具体的な決算特別委員会の審査日程は同委員会にお

いて決定するものとする。

２ 調査依頼事項について

（１）各常任委員会に対する調査依頼事項は、沖縄県議会委員会条例第２条に規定する所管事務に係る決算事

項とする。

（２）調査依頼に関する様式は別に定めるものとする。

３ 各常任委員会における調査について

（１）質疑の時間は、各審査日委員１人10分とする。

（２）各委員の質疑の時間は、出席委員間で相互に譲渡することができるものとする。その場合、譲渡す

る委員はあらかじめ委員長に譲渡 する日、時間及び譲渡をされる委員について報告するものとする。

また、譲渡する委員は譲渡をされた委員が質疑する間は着席しなければならない。

（３）質疑の時間には、答弁時間は含まないものとする。

（４）質疑時間終了５分前に１回、１分前に２回及び終了時に５回それぞれ電子音等で報知する。

（５）質疑の順序については多数会派順とする。なお、２日目は第２多数会派から質疑を行い、第１多数会派

は最後に行うものとする。

（６）監査委員である議員は調査には加わらないものとする。

（７）各常任委員会での採決は行わないものとする。

４ 決算調査報告書の作成及び配付について

（１）決算調査報告書（以下「調査報告書」という。）は、各常任委員会での協議に基づき各常任委員長が作

成するものとする。この場合、各常任委員会での協議を省略して調査報告書の作成を各常任委員長に一任

することができるものとする。

（２）調査報告書に記載する事項は、各常任委員会における審査概要、決算特別委員会において知事等に対し

て改めて質疑が必要とされる事項（以下「総括質疑」という。）及びその他委員から特に申出のあった事

項とする。

（３）総括質疑について

ア 各常任委員会における質疑において、総括質疑を提起しようとする委員は、その該当事項を総括質疑

とする旨を発言するものとする。

イ 各常任委員会における質疑終了後、総括質疑を提起しようとする委員がその理由等を説明した後、決

算特別委員会における総括質疑についての意見交換や当該事項の整理を行った上で、決算特別委員会に

報告するものとする。

ウ 各常任委員会における上記イの意見交換や整理の中において、総括質疑として報告することについて
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反対の意見が述べられた場合には、決算特別委員会に報告する際にその意見も併せて報告するものとす

る。

（４）調査報告書は、決算特別委員会において総括質疑の方法等を協議する日の正午までに決算特別委員に配

付するものとする。

（５）調査報告書の様式は別に定めるものとする。

５ 総括質疑について

（１）審査の最終日に知事等の出席を求め、本県における１会計年度の締めくくりとなる決算について、大局

的な観点から総括質疑を行うものとする。

（２）限られた時間の中で県民にとって有益な議論となるよう、質疑項目の絞り込みを行うものとする。

（３）総括質疑の時間は、２時間（午前中）をめどに終了するものとする。

（４）質疑を行う委員は、あらかじめ文書によりその内容を通告するものとする。

６ 質疑の時間及び方法等について

決算特別委員会における質疑の時間及び方法その他必要な事項は当該委員会において決定するものとす

る。

７ 理事会について

決算特別委員会の円滑な運営等を図るための調整、協議等を行うため同委員会に理事会を設置するものと

する。
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（別紙２）

決算議案の審査日程

年月日 委員会 時間 事項 関係室部局等

○委員長及び副委員長の互選

９月定例 本会議 ○閉会中継続審査の件

会期中 決算特別 及び各 ○委員会運営要領の件

(１日目) 委員会 委員会 ○理事の選任

終了後 ○各常任委員会に対する調査依頼の件

○□□□年度一般会計及び特別会計決算の 会計管理者

概要説明 関係室部局

以降 決算特別 ○□□□年度企業会計決算の概要説明 代表監査委員

閉会中 委員会 10時 ○決算審査意見概要説明

(２日目) ○会計管理者及び代表監査委員に対する質

疑

(３日目) 各常任 10時 ○所管事務に係る決算事項の調査 関係室部局

委員会

各常任 10時 ○所管事務に係る決算事項の調査 関係室部局

(４日目) 委員会 ○決算調査報告書記載内容等についての協

議

(５日目) ○決算調査報告書整理日

(６日目) ○決算調査報告書整理日

報告書配付

(７日目) 決算特別 午後 ○決算特別委員への決算調査報告書の配付 （正午）

委員会 ○総括質疑の方法等についての協議

質疑通告締切

(８日目) ○総括質疑通告書の提出 （正午）

決算特別 10時 ○総括質疑 関係室部局等

(９日目) 委員会 ○採決
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

年 長 委 員 仲 田 弘 毅

委 員 長 仲 田 弘 毅
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令 和 ４ 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 令和４年10月19日 (水曜日)

開 会 午前10時２分

散 会 午後５時25分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県水道事業会計

第６回議会 未処分利益剰余金の処分につい

乙第27号議案 て

２ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県工業用水道事

第６回議会 業会計未処分利益剰余金の処分

乙第28号議案 について

３ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県一般会計決算

第６回議会 の認定について

認定第１号

４ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県農業改良資金

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第２号

５ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県小規模企業者

第６回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

６ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中小企業振興

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

７ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県下地島空港特

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第５号

８ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県母子父子寡婦

第６回議会 福祉資金特別会計決算の認定に

認定第６号 ついて

９ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県所有者不明土

第６回議会 地管理特別会計決算の認定につ

認定第７号 いて

10 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県沿岸漁業改善

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第８号 て

11 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中央卸売市場

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第９号 て

12 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県林業・木材産

第６回議会 業改善資金特別会計決算の認定

認定第10号 について

13 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港（新

第６回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第11号 別会計決算の認定について

14 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県宜野湾港整備

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第12号 て

15 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県国際物流拠点

第６回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第13号 決算の認定について

16 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県産業振興基金

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第14号

17 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港（新

第６回議会 港地区）整備事業特別会計決算

認定第15号 の認定について

18 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港マリ

第６回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

認定第16号 について

19 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県駐車場事業特

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第17号

20 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港（泡

第６回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

認定第18号 別会計決算の認定について

21 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県公債管理特別

第６回議会 会計決算の認定について

認定第19号

22 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県国民健康保険

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第20号 て

23 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県病院事業会計

第６回議会 決算の認定について

認定第21号

24 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県水道事業会計

第６回議会 決算の認定について

認定第22号

25 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県工業用水道事

第６回議会 業会計決算の認定について

認定第23号

決算特別委員会記録（第１号）
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26 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県流域下水道事

第６回議会 業会計決算の認定について

認定第24号

出席委員

委員長 仲 田 弘 毅君

副委員長 西 銘 純 恵さん

委 員 小 渡 良太郎君 仲 里 全 孝君

石 原 朝 子さん 呉 屋 宏君

島 袋 大君 中 川 京 貴君

上 里 善 清君 当 山 勝 利君

照 屋 大 河君 島 袋 恵 祐君

瀬 長 美佐雄君 國 仲 昌 二君

平 良 昭 一君 金 城 勉君

當 間 盛 夫君

説明のため出席した者の職、氏名

土 木 建 築 部 長 島 袋 善 明君

会 計 管 理 者 名渡山 晶 子さん

出納事務局会計課長 大 石 優 子さん

企 業 局 長 松 田 了君

病 院 事 業 局 長 我那覇 仁君

代 表 監 査 委 員 安慶名 均君

3ii4

○仲田弘毅委員長 おはようございます。

それでは、ただいまから決算特別委員会を開会い

たします。

令和４年第６回議会乙第27号議案及び乙第28号議

案の議決議案２件、令和４年第６回議会認定第１号

から認定第24号までの決算24件を一括して議題とい

たします。

本日の説明員として、土木建築部長、会計管理者、

病院事業局長、企業局長及び代表監査委員の出席を

求めております。

それでは、審査日程に従い、土木建築部長、会計

管理者、病院事業局長及び企業局長から決算の概要

説明並びに代表監査委員のほうから決算審査意見の

概要説明を聴取した後、会計管理者及び代表監査委

員に対する質疑を行います。

なお、土木建築部長、病院事業局長及び企業局長

に対する質疑は、調査を依頼しております常任委員

会において、明10月20日及び21日に行われます。

まず最初に、会計管理者から令和４年第６回議会

認定第１号から同認定第20号までの決算20件につい

て概要説明を求めます。

名渡山晶子会計管理者。

○名渡山晶子会計管理者 ただいま議案となってお

ります、認定第１号から第20号までの令和３年度沖

縄県一般会計決算及び特別会計決算について、その

概要を御説明いたします。

令和３年度沖縄県歳入歳出決算書につきましては、

ページ数が多いことから、説明資料として、決算書

の抜粋を作成しておりますので、そちらを用いまし

て説明をさせていただきます。

また、参考資料として令和３年度歳入歳出決算の

概要も掲載しておりますので、適宜御参照ください。

それでは、ただいまスマートディスカッションで

表示しました令和３年度一般会計・特別会計歳入歳

出決算書（抜粋）を御覧ください。

初めに４ページを御覧ください。資料のページは

両端に付しておりますので、中央の数字は決算書本

体のページとなっております。

４ページは、一般会計の歳入歳出決算事項別明細

書の歳入の総括表となっております。

表側は款別に、１の県税から16の市町村たばこ税

県交付金まで、表頭は左から右に、予算現額、調定

額、収入済額、不納欠損額、収入未済額となってお

ります。

それでは、一番下の行の歳入合計欄で御説明いた

だきます。

予算現額の計欄は１兆1996億8896万3099円に対し、

その２つ右、収入済額は、１兆736億9709万2856円と

なっております。予算現額に対する収入済額の割合

は89.5％となっております。

不納欠損額は２億2746万2946円となっております。

その主なものを款別に申し上げますと、１の県税が

１億2177万8597円、８の使用料及び手数料が6107万

224円となっております。

収入未債額は29億4912万4185円となっており、そ

の主なものは、１の県税が17億5684万6368円、14の

諸収入が５億9983万2012円となっております。

６ページから７ページを御覧ください。

歳入歳出決算事項別明細書の歳出の総括表であり

ます。

表側は、款別に１の議会費から14の予備費まで、

表頭は左から右に、予算現額、支出済額、翌年度繰

越額、不用額となっております。

それでは、一番下の行の歳出合計欄で御説明いた

します。予算現額の計欄は、１兆1996億8896万3099円

に対し、支出済額は１兆622億1157万9732円となって

おります。予算現額に対する支出済額の割合は88.5％

となっております。

翌年度繰越額は、繰越明許費が978億2672万4968円、

事故繰越が12億202万7944円となっております。繰越
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明許費の主なものは、８の土木費が306億7164万

4457円、７の商工費が245億1731万3000円となってお

り、事故繰越の主なものは、６の農林水産費が６億

3304万9000円、８の土木費が２億1220万9344円となっ

ております。

不用額は384億4863万455円となっております。主

なものとして、４の衛生費が96億9410万8986円、７の

商工費が78億9010万3563円となっております。

次に、実質収支について御説明いたします。

８ページを御覧ください。

一般会計の実質収支に関する調書で、単位は千円

で表示しております。

歳入総額１兆736億9709万3000円に対し、歳出総額

１兆622億1158万円となっております。歳入歳出差引

額、いわゆる形式収支額は114億8551万3000円、歳入

歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源72億511万

1000円を差し引いた実質収支額は、42億8040万2000円

となります。

次に、農業改良資金特別会計などの19の特別会計

について御説明いたします。

それでは、10ページを御覧ください。

19の特別会計の歳入歳出決算事項別明細書の歳入

の総括表となっております。

表側は、会計別に、１の農業改良資金特別会計か

ら19の国民健康保険事業特別会計までとなっており

ます。

特別会計の歳入について、歳入合計欄で御説明い

たします。

12ページを御覧ください。

予算現額の計欄は2383億1115万5933円に対し収入

済額は2443億7739万7679円となっており、予算現額

に対する収入済額の割合は102.5％となっておりま

す。

不納欠損額は642万4453円となっており、収入未済

額は31億8037万4711円となっております。

14ページを御覧ください。

特別会計の歳入歳出決算事項別明細書の歳出の総

括表となっております。

歳出合計欄で御説明をいたします。

16ページから17ページを御覧ください。

予算現額の計欄は2383億1115万5933円に対し支出

済額は2368億6537万261円となっており、予算現額に

対する支出済額の割合は99.4％となっております。

翌年度繰越額は、繰越明許費が１億2200万3000円

となっており、不用額は13億2378万2672円となって

おります。

以上で、令和４年第６回沖縄県議会認定第１号か

ら第20号まで、令和３年度沖縄県一般会計決算及び

特別会計決算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲田弘毅委員長 会計管理者の説明は終わりまし

た。

次に、代表監査委員から同決算に対する審査意見

の概要説明を求めます。

安慶名均代表監査委員。

○安慶名均代表監査委員 皆さんおはようございま

す。

それでは、審査意見書の概要を御説明いたします。

ただいま表示しました令和３年度沖縄県歳入歳出

決算審査意見書の１ページを御覧ください。

第１、審査の概要について御説明いたします。

令和３年度の沖縄県歳入歳出決算につきましては、

地方自治法第233条第２項の規定により、知事から、

令和４年７月27日付で審査に付されました。

監査委員は同決算書及び関係書類について沖縄県

監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月21日

に知事へ審査意見書を提出いたしました。

審査の対象となった会計は、一般会計及び19の特

別会計であります。

審査に当たっては、決算の計数は正確であるか、

予算の執行は法令に適合して行われているか、財政

運営は合理的かつ健全に行われているか、財産の取

得、管理及び処分は適正に行われているか等の諸点

に主眼を置き、決算書と関係諸帳簿及び証拠書類等

との照合などを行い、審査を実施しました。

次に、２ページを御覧ください。

第２、審査の結果及び意見について御説明いたし

ます。

まず１、審査結果であります。

令和３年度一般会計及び各特別会計の歳入歳出決

算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関す

る調書及び財産に関する調書の計数を、それぞれ関

係諸帳簿及び証拠書類と照合し審査した限りにおい

て、いずれも正確であると認められました。

また、収入、支出及び契約に関する事務並びに財

産の取得、管理及び処分等については、一部に是正

または改善を要する事項が見られたものの、おおむ

ね適正に処理されていると認められました。

次に２、審査意見であります。

歳入歳出決算の状況につきましては、会計管理者

から説明がありましたので、私からの説明は省略い

たします。

３ページの８行目を御覧ください。

令和３年度の一般会計及び特別会計は、合理的か
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つ健全に運営され、予算に計上された各般の事務事

業についてはおおむね適正に執行されていました。

しかし、一部に是正または改善を要する事項があ

ることから、次の４点に留意し、適切な措置を講ず

るよう要望しております。

１点目は、（１）行財政運営についてであります。

令和３年度決算の状況を普通会計ベースで見ます

と、歳入決算の財源別構成比では、繰入金及び地方

税等の増により、自主財源が前年度に比べ144億

5600万円、5.0％増加しておりますが、依存財源が国

庫支出金等の増により、前年度に比べ1550億8400万

円、26.4％の大幅な増加となり、そのため、自主財

源の歳入全体に占める割合は相対的に低下し、前年

度を4.0ポイント下回る29.1％となっております。

また、財政調整基金など主要３基金の令和３年度

末残高は約747億円と一定程度確保されているもの

の、財政力指数や自主財源の割合は、九州平均や全

国平均を下回っており、依然として地方交付税や国

庫支出金等に大きく依存した脆弱な財政構造となっ

ております。加えて、高齢化の進行等に伴い、今後

とも社会保障関係費等の義務的経費の増加が見込ま

れることから、引き続き経費節減や効率的・効果的

な事業執行に努めるとともに、産業振興による安定

的な税源の涵養等、歳入確保に向けた不断の取組が

必要だと考えております。

このような中、新型コロナウイルス感染症は、引

き続き県民生活や県経済に大きな影響を与えており

いまだ終息が見込めない状況にあることから、今後

も感染防止対策や経済・雇用支援対策等に適切に対

応する必要があります。４ページの５行目を御覧く

ださい。引き続き新型コロナウイルス感染症対策に

必要な財源などへの財政支援を国に強く働きかける

とともに、歳入と歳出のバランスが取れた持続可能

な財政運営の確立に努めていただくよう要望してお

ります。

２点目は、（２）収入未済額の縮減及び不納欠損処

理についてであります。令和３年度の収入未済額は、

一般会計と特別会計の合計で61億2949万8896円と

なっており、前年度に比べ13億7822万6191円、18.4％

減少しております。

そのうち、県税の収入未債額は、令和２年度は新

型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例制

度の適用により増加しましたが、令和３年度は同制

度の適用が終了したこと等により11億2780万1214円

減少しております。

収入未済額については、縮減に向けた対策が進め

られておりますが、依然として多額であるため、住

民負担の公平性と歳入の確保の観点から、その縮減

を図ることは重要な課題であります。今後とも、新

たな収入未済の発生防止と効率的で実効性のある徴

収を図るため、契約などの債権発生時に滞納に備え

た方策を取ることや、滞納初期の状況把握等による

納付・償還指導、福祉制度の活用など、関係機関と

連携し、債務者の実情に即した様々な方策を講ずる

よう要望しております。

次に、令和３年度の不納欠損額は、一般会計と特

別会計の合計で２億3388万7399円となっており、前

年度に比べ３億817万4949円、56.9％減少しておりま

す。債権の管理については、債権を放置したまま時

効を迎えることのないよう、個々の債務者の実態把

握に努めるとともに、督促、差押え及び債務の承認

等、関係法令に基づく措置を的確に講ずるなど、適

切に対処する必要があります。やむなく不納欠損と

して整理すべきものについては、標準マニュアル等

に基づき、事務手続を進め適切な債権管理に努める

よう要望しております。

３点目は、（３）事業執行についてであります。

一般会計の予算の執行率は88.5％で、前年度に比

べ0.5ポイント低下しております。

また、特別会計の予算の執行率は99.4％で、前年

度に比べ0.8ポイント上昇しております。

翌年度繰越額は、一般会計と特別会計の合計で

991億5075万5912円となっており、前年度に比べ187億

9925万1880円、23.4％増加しております。

５ページの３行目を御覧ください。

不用額は、一般会計が過去最高額の384億4863万

455円、特別会計を含めた合計で397億7241万3127円

となっており、前年度に比べ68億3968万3273円、

20.8％増加しております。

新型コロナウイルス感染症は、変異株の出現もあ

り、想定を上回る感染状況が長期間継続しました。

このような中、県は速やかに対策を立案し、十分な

予算を確保し、迅速に事業を執行することが求めら

れました。また、同感染症の感染動向により、執行

に大きな影響を受けた事業も多くありました。

決算審査に当たり、このような特殊事情を考慮す

る必要もありますが、事業の執行に当たっては、事

業効果が早期に発現されるよう、工事等の早期発注、

執行管理の徹底、関係機関との十分な調整などによ

り執行率を向上させ、繰越額、不用額の圧縮に努め

るよう要望しております。

４点目は、（４）財務に関する事務についてであり

ます。

財務に関する事務については、主として、収入、
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支出及び契約、財産や備品の管理等の基本的な事務

において、財務規則等に定められた手続によらない

不適正なものが見られました。

特に今般、複数の部局で国庫補助金の繰越しや実

績報告等の手続において誤った金額を報告したため、

本来、国から交付される補助金の受入れができず、

一般財源や翌年度の国庫補助金を充当する事案が発

生しました。

国庫補助金に関する事務は全庁共通の事務であり、

それに誤りが生じた場合、県の財政に大きく影響し、

県行政への信頼を損ねることになります。

当該事案の発生要因を分析し、所要額を適時、確

実に受け入れることができるよう、進捗管理の徹底、

関係部署及び担当職員間の連携体制や事務処理のチ

ェック体制の見直しなど、再発防止策を講ずるよう

要望しております。

最後に、今後とも、最少の経費で最大の効果を上

げるという行財政運営の基本原則にのっとり、様々

な取組を通して、より一層、確かな事業管理及び適

切な事務処理に努めるよう要望しております。

以上が審査意見であります。

なお、６ページ以降は、令和３年度沖縄県歳入歳

出決算書等に基づいた決算の概要を記載しておりま

すので御参照ください。

以上で、沖縄県歳入歳出決算審査意見書の概要説

明を終わります。

○仲田弘毅委員長 代表監査委員の説明は終わりま

した。

次に、病院事業局長から令和４年第６回議会認定

第21号の決算について概要説明を求めます。

我那覇仁病院事業局長。

○我那覇仁病院事業局長 委員の皆様おはようござ

います。

病院事業局の令和３年度決算の概要について、令

和３年度沖縄県病院事業会計決算書に基づいて御説

明申し上げます。

初めに、事業概要から御説明いたします。

決算書の15ページを御覧ください。

事業報告書の１の概況の（１）総括事項について。

沖縄県病院事業は、県立北部病院をはじめ６つの県

立病院と16か所の附属診療所を運営し、県民の健康

保持に必要な医療を提供するため、医師や看護師等

の医療技術員の確保とともに、施設及び医療機器の

充実を図るなど、医療水準の向上に努めております。

業務状況については、入院患者延べ数が53万1457人、

外来患者延べ数が70万1650人で、総利用患者延べ数

は123万3107人となり、前年度と比べて３万548人の

増加となりました。

次に、決算状況について御説明いたします。恐縮

ですが、１ページに戻りまして御説明いたします。

まず、決算報告書の（１）収益的収入及び支出に

ついて、収入の第１款病院事業収益は、予算合計額

656億5634万3000円に対して決算額は707億6741万

6820円で、予算額に比べて51億1107万3820円の増と

なっております。

その主な要因は、新型コロナウイルス感染症関連

の収益受入れに伴う増のため、第２項の医業外収益

において102億2634万8219円増加したところによるも

のです。

次に、支出の第１款病院事業費用は、予算額合計

679億6604万7000円に対して決算額は631億7509万

5978円で、不用額は47億9095万1022円となっており

ます。その主な要因は、医師等の人員確保が困難と

なり、給料及び手当などが当初の見込みを下回った

ことにより、第１項の医業費用において46億1032万

1333円の不用が生じたことによるものです。

２ページを御覧ください。

（２）資本的収入及び支出について、収入の第１款

資本的収入は、予算額合計72億8568万6000円に対し

て決算額は53億6471万6830円で、予算額に比べて19億

2096万9170円の減となっております。その主な要因

は、建設改良費の執行減及び繰越しに伴い、企業債

借入れが減少したため、第１項の企業債において14億

1740万円の減収が生じたことによるものです。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計90億

8410万5554円に対して決算額は70億8366万5238円で、

翌年度への繰越額が６億8684万1097円で、不用額が

13億1359万9219円となっております。その主な要因

は、施設整備費における入札執行残のほか、整備内

容の見直しによるもの、資産購入費においては、コ

ロナに起因する製造・流通網の混乱等により納期が

見通せず、年度内執行が困難となったこと等による

ものであり、第１項の建設改良費において12億2167万

9836円の不用が生じたことによるものです。

３ページを御覧ください。

令和３年４月１日から令和４年３月31日までの損

益計算書に基づきまして、経営成績について御説明

申し上げます。

１の医業収益は、入院収益、外来収益などを合計

した480億2753万3552円で、２の医業費用は、給与費、

材料費、経費などを合計した597億4670万8020円で、

１の医業収益から２の医業費用を差し引いた医業損

失は117億1917万4468円となっております。

３の医業外収益は受取利息配当金、他会計補助金、
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国庫補助金などの合計で219億6826万3507円となって

おります。

４ページを御覧ください。

４の医業外費用は、支払い利息、長期前払消費税

勘定償却、雑損失を合計した27億6168万1928円で、

３の医業外収益から４の医業外費用を差し引きます

と、192億5658万1578円の利益が生じております。こ

れに医業損失を加えた経常利益は74億8740万7110円

となっております。

５の特別利益は６億5216万9659円で、６の特別損

失は16億4949万6026円であり、差引き９億9732万

6367円の損失を計上しており、当年度純利益は64億

9008万743円で、前年度繰越欠損金67億2209万8309円

を合計した当年度未処理欠損金は２億3201万7566円

となっております。

５ページを御覧ください。

剰余金計算書について御説明申し上げます。表の

右の欄、資本合計を御覧ください。

前年度末残高15億2640万8242円に対し前年度処分

額が０円、当年度変動額は64億9008万743円で、当年

度末残高は80億1648万8985円となっております。

下の欠損金処理計算書について御説明申し上げま

す。１行目、当年度末残高の未処理欠損金は２億

3201万7566円で、これにつきましては全額を翌年度

に繰り越すことになります。

６ページを御覧ください。

令和４年３月31日現在における貸借対照表に基づ

きまして、財政状態について御説明申し上げます。

まず、資産の部における１の固定資産は（１）の有

形固定資産と、７ページに移りまして、（２）の無形

固定資産、（３）の投資を合わせた合計で、458億9443万

4484円となっております。

２の流動資産は、（１）の現金預金、（２）の未収

金、（３）の貯蔵品などを合わせた合計で、304億4269万

1982円となっております。

１の固定資産、２の流動資産を合わせた資産合計

は、763億3712万6466円となっております。

８ページを御覧ください。

次に、負債の部における３の固定負債は、（１）の

企業債、（２）の他会計借入金などを合わせた合計で、

404億2702万5076円となっております。

４の流動負債は、（２）の企業債、（３）の他会計

借入金、（４）のリース債務などを合わせた合計で、

113億404万9166円となっております。

５の繰延収益で、長期前受金から収益化累計額を

差し引いた繰延収益合計は、165億8956万3239円と

なっております。

３の固定負債、４の流動負債、５の繰延収益を合

わせた負債合計は683億2063万7481円となっておりま

す。

９ページを御覧ください。

資本の部における資本金合計は18億7858万4732円

となっております。７の剰余金は、（１）の資本剰余

金、（２）の利益剰余金の合計で、61億3790万4253円

となっております。

６の資本金と７の剰余金を合わせた資本合計は

80億1648万8985円で、これに負債合計を加えた負債

資本合計は763億3712万6466円となっております。

以上で、認定第21号令和３年度沖縄県病院事業会

計決算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲田弘毅委員長 病院事業局長の説明は終わりま

した。

次に、代表監査委員から同決算に対する審査意見

の概要説明を求めます。

安慶名均代表監査委員。

○安慶名均代表監査委員 それでは、審査意見書の

概要を御説明いたします。

ただいま表示しました令和３年度沖縄県病院事業

会計決算審査意見書の１ページを御覧ください。

第１、審査の概要について御説明いたします。

まず１、審査の対象であります。

令和３年度の沖縄県病院事業会計決算につきまし

ては、地方公営企業法第30条第２項の規定により、

知事から令和４年７月27日付で審査に付されました。

監査委員は、同決算書及び決算附属書類について

沖縄県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月

21日に知事へ審査意見書を提出いたしました。

次に２、審査の方法であります。

審査に当たっては、病院事業が常に経済性を発揮

するとともに、その本来の目的である公共の福祉を

増進するように運営されているかどうかについて、

決算書及び決算附属書類と関係書類等々の照合など

を行い実施しました。

２ページを御覧ください。

第２、審査の結果及び意見について御説明いたし

ます。

まず１、審査結果であります。

審査に付された決算諸表は、法令に適合し、かつ

正確であり、令和３年度の経営成績及び令和４年３月

31日現在の財政状態を適正に表示しているものと認

められました。（１）経営成績及び（２）財政状態に

つきましては、病院事業局長から説明がありました

ので、私からの説明は省略いたします。
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４ページを御覧ください。

次に２、審査意見であります。

県立病院は、救急医療、小児・周産期医療、離島

・僻地医療などの政策医療を提供するとともに、地

域医療を確保することにより、県民の生命及び健康

を守り、生活の安心を支える重要な役割を担ってお

ります。特に、新型コロナウイルス感染症への対応

に当たっては、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律に基づく指定医療機関として

重要な役割を果たしております。このため、これら

の機能を持続的に果たすことができるよう、経営の

安定化が求められております。令和３年度決算は、

64億9008万743円の純利益を計上しました。その結果、

当年度末の累積欠損金は２億3201万7566円に縮小し、

資本合計は、前年度の15億2640万8242円から80億

1648万8985円に増加しております。しかしながら、

本来業務に係る医業損失は117億1917万4468円で、前

年度に比較して１億5571万9237円、1.3％増加してお

り、極めて厳しい状況にあります。

県立病院が公的医療機関としての役割を果たすた

めには、組織が一丸となって経営改善に向けて取り

組むことが必要であります。

今後の病院運営に当たっては、次の４点に留意し、

適切な措置を講ずるよう要望しております。

１点目は、（１）経営改善の取組についてでありま

す。県立病院が本県における基幹病院として、また

地域における中核病院として、今後も必要な医療を

適切かつ安定的に提供していくためには、自律的な

経営のもと、健全経営を確保する必要があります。

新型コロナウイルス感染症は、県立病院の医療、経

営に大きな影響を与えており、経営状況の分析も困

難な状況にありますが、このような中でも、可能な

限り、医業収益の確保や医業費用の縮減などに取り

組み、同感染症の終息後も、事業規模に見合った手

元流動性を持続することができるよう、引き続き対

策を講ずるよう要望しております。

５ページを御覧ください。

２点目は、（２）医師等の医療スタッフの確保につ

いてであります。県立病院が地域の医療ニーズに対

応し、良質で安定した医療サービスを提供するため

には、医師、看護師などの医療スタッフを安定的に

確保する必要があります。

６ページを御覧ください。

県立病院の一部では、医師の欠員等により、診療

科の休診や診療の制限が行われていることから、引

き続き医療スタッフの安定的な確保と定着を図ると

ともに、働き方改革への取組を進めていただくよう

要望しております。

３点目は、（３）財務に関する事務について是正・

改善を要する事項についてであります。病院事業局

の定期監査において、基本的な財務に関する事務の

不適正な処理が確認されており、依然として指摘件

数が多い状況にあります。これらの多くは、担当者

において関係規定などの基礎知識の理解不足がある

こと、管理監督者の審査が不十分なことが主な要因

と考えております。病院事業局では、企画機能の強

化や、県立病院事務部門の体制強化を図るため、令

和４年４月に、本庁組織の再編や県立病院の事務部

各課に係を設置して、事務職員を増員しており、そ

の所期の目的を達成できるよう、担当者及び管理監

督者それぞれに必要な研修の充実を図るなどして、

引き続き事務部門の体制強化に取り組み、県立病院

の地域医療への貢献を経営面から支える専門性の高

い体制を構築するとともに、財務事務の適正な執行

に努めていただくよう要望しております。

４点目は、（４）新型コロナウイルス感染症への対

応についてであります。今般の新型コロナウイルス

感染症の拡大に対応するため、県立病院においては、

医療スタッフ、病床、機材等の十分な体制を確立す

るとともに、メンタルサポートの体制を充実させる

など、医療スタッフの心身両面へのケアに努めるこ

とが求められています。今後も、感染症医療を含む

政策医療を担う県立病院の機能を安定的に維持する

ため、関係部局や関係機関と十分に連携を図り、万

全な対策を講じていただくよう要望しております。

以上が、審査意見であります。

なお、７ページ以降に、令和３年度沖縄県病院事

業会計決算書等に基づいた決算の概要を記載してお

りますので、御参照ください。

以上で、沖縄県病院事業会計決算審査意見書の概

要説明を終わります。

○仲田弘毅委員長 代表監査委員の説明は終わりま

した。

次に、企業局長から、令和４年第６回議会乙第27号

議案及び乙第28号議案の議決議案２件、令和４年第

６回議会認定第22号及び同認定第23号の決算２件に

ついて、概要説明を求めます。

松田了企業局長。

○松田了企業局長 おはようございます。

それでは、令和３年度の水道事業会計及び工業用

水道事業会計の決算並びに両会計決算の結果生じま

した未処分利益剰余金の処分について、その概要を

御説明申し上げます。

初めに、認定第22号、令和３年度沖縄県水道事業
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会計決算について御説明いたします。

ただいま通知されました決算書の１ページを御覧

ください。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明申し上げます。

収入の第１款水道事業収益は、予算額の欄の右端

の合計298億1287万7000円に対して決算額は297億

4234万3928円で、予算額に比べて7053万3072円の減

収となっております。その主な要因は、第１項の営

業収益における給水収益の減少によるものでありま

す。

次に、支出の第１款水道事業費用は、予算額合計

298億535万5963円に対して決算額は289億2860万

1793円で、翌年度繰越額が１億3018万3798円、不用

額が７億4657万372円となっております。不用額の主

な内容は、第１項の営業費用における動力費等の減

少によるものであります。

続いて２ページを御覧ください。

（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

げます。

収入の第１款資本的収入は、予算額合計168億

9963万1000円に対して決算額は106億5232万9113円

で、予算額に比べて62億4730万1887円の減収となっ

ております。その主な要因は、建設改良工事の繰越

しに伴い、第２項の国庫補助金が減少したことなど

によるものであります。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計219億

5154万6625円に対して決算額は151億4704万2200円

で、翌年度への繰越額が64億6519万7020円、不用額

が３億3930万7405円となっております。繰越しが生

じた主な要因は、第１項の建設改良費において、工

事実施に際し、必要な追加工事の検討や関係機関と

の協議、許可等に不測の日数を要したことによるも

のであります。不用額の主な内容は、第１項の建設

改良費における県単独事業の執行残等によるもので

あります。

次に、３ページの損益計算書に基づきまして、経

営成績について御説明申し上げます。

１の営業収益155億8066万8680円に対して、２の営

業費用は267億104万6335円で、111億2037万7655円の

営業損失が生じております。

３の営業外収益125億8879万4917円に対して、

４ページにございます営業外費用は９億840万6248円

で、右端の上のほうになりますけれども、116億8038万

8669円の営業外利益が生じており、経常利益は５億

6001万1014円となっております。

５の特別利益、特別損失を加味した当年度の純利

益は５億6525万9386円となり、この当年度純利益が、

当年度未処分利益剰余金となっております。

次に、５ページの剰余金計算書について御説明申

し上げます。

右端の資本合計の欄でございますけれども、資本

合計の前年度末残高473億1005万6236円に対し、当年

度変動額が５億6523万5903円に増加したことにより、

資本合計の当年度末残高は478億7529万2139円となっ

ております。

次に、６ページを御覧ください。

剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

ます。

右端にございます未処分利益剰余金については、

当年度末残高５億6525万9386円の全額を将来の企業

債償還に充てるため、議会の議決を経て、減債積立

金に積み立てることにしております。

次に、７ページの貸借対照表に基づきまして、財

政状態について御説明申し上げます。

まず、資産の部については、８ページの中頃にな

りますけれども、資産合計4224億2039万4696円となっ

ております。

負債の部については、９ページになりますけれど

も、負債合計3745億4510万2557円となっております。

資本の部につきましては、10ページの下から２行

目となりますけれども、資本合計478億7529万2139円

となっております。

なお、11ページから13ページは決算に関する注記、

また15ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

以上が、認定第22号、令和３年度沖縄県水道事業

会計決算の概要でございます。

次に、ただいま通知しました決算書の45ページを

御覧ください。

引き続きまして、認定第23号、令和３年度沖縄県

工業用水道事業会計決算について御説明申し上げま

す。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明申し上げます。

収入の第１款工業用水道事業収益は、予算額合計

７億1393万2000円に対して、決算額は７億692万

7482円で、予算額に比べて700万4518円の減収となっ

ております。その主な要因は、第１項の営業収益に

おける給水収益の減少によるものであります。

次に、支出の第１款工業用水道事業費用は、予算

額合計６億6377万8937円に対して、決算額は６億

2431万6018円で、翌年度への繰越額が129万7822円、
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不用額が3816万5097円となっております。不用額の

主な内容は、第１項の営業費用における修繕費等の

減収によるものであります。

次に、46ページを御覧ください。

（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

げます。

収入の第１款資本的収入は、予算額合計１億4196万

2000円に対して決算額は9413万5200円で、予算額に

比べて4782万6800円の減収となっております。その

主な要因は、建設改良工事の繰越しに伴い、第１項

の国庫補助金が減少したことによるものであります。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計１億

8828万1422円に対して決算額は１億6308万2340円で、

翌年度への繰越額が1159万7958円、不用額は1360万

1124円となっております。繰越しが生じた要因は、

第１項の建設改良費において、工事の実施に際し、

想定外の事由による追加工事の検討等に不測の日数

を要したことによるものであります。不用額の主な

内容は、第１項の建設改良費における県単独事業の

執行残等によるものであります。

次に、47ページの損益計算書に基づき、経営成績

について御説明申し上げます。

１の営業収益３億3241万8765円に対して２の営業

費用は５億8437万9920円で、２億5196万1155円の営

業損失が生じております。

３の営業外収益３億3743万1089円に対して48ペー

ジの４の営業外費用が992万1489円で、右端の上のほ

うにありますけれども３億2750万9600円が営業外利

益となっており、経常利益は7554万8445円となって

おります。

５の特別利益、６の特別損失を加味した当年度の

純利益は7574万6908円となり、これに前年度繰越欠

損金21万176円を補填した後の7553万6732円が当年度

未処分利益剰余金となっております。

次に、49ページの剰余金計算書について御説明申

し上げます。

右端の資本合計の欄に記載されておりますけれど

も、資本合計の前年度末残高14億5653万6425円に対

し当年度変動額が7574万6908円増加したことにより、

資本合計の当年度末残高は15億3228万3333円となっ

ております。

次に、50ページを御覧ください。

剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

ます。

右端に記載されております未処分利益剰余金につ

いては、当年度末残高7553万6732円の全額を、今後

の建設改良費の財源に充てるため、建設改良積立金

に積み立てることにしております。

次に、51ページの貸借対照表に基づきまして、財

政状況について御説明申し上げます。

まず、資産の部については、52ページの中頃にな

りますけれども、資産合計60億86万6100円となって

おります。

負債の部につきましては、負債合計44億6858万

2767円となっております。

資本の部につきましては、54ページの下から２行

目になりますけれども、資本合計15億3228万3333円

となっております。

なお、55ページから57ページは決算に関する注記、

また59ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

以上が、認定第23号、令和３年度沖縄県工業用水

道事業会計決算の概要でございます。

続きまして、２事業の決算で生じました未処分利

益剰余金の処分につきまして、議案を提出しており

ますので、御説明いたします。

ただいま通知しました議案書、77ページを御覧く

ださい。

乙第27号議案令和３年度沖縄県水道事業会計未処

分利益剰余金の処分についてを御説明いたします。

本議案は、決算における未処分利益剰余金５億

6525万9386円の全額を、将来の企業債償還に充てる

ため、減債積立金に積み立てることについて、地方

公営企業法第32条第２項の規定により、議会の議決

を必要とすることから提出したものであります。

続きまして、78ページを御覧ください。

乙第28号議案令和３年度沖縄県工業用水道事業会

計未処分利益剰余金の処分について御説明いたしま

す。

本議案は、決算における未処分利益剰余金7553万

6732円の全額を、今後の建設改良費の財源に充てる

ため、建設改良積立金に積み立てることについて、

地方公営企業第32条第２項の規定により、議会の議

決を必要とすることから提出したものであります。

以上で、乙第27号議案及び第28号議案の説明を終

わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲田弘毅委員長 企業局長の説明は終わりました。

次に、代表監査委員から、令和４年第６回議会認

定第22号及び同認定第23号に対する審査意見の概要

説明を求めます。

安慶名均代表監査委員。

○安慶名均代表監査委員 それでは、審査意見書の
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概要を御説明いたします。

ただいま表示しました令和３年度沖縄県水道事業

会計及び沖縄県工業用水道事業会計決算審査意見書

の１ページを御覧ください。

第１、審査の概要について御説明いたします。

まず１、審査の対象であります。

令和３年度の沖縄県水道事業会計及び沖縄県工業

用水道事業会計決算につきましては、地方公営企業

法第30条第２項の規定により、知事から令和４年７月

27日付で審査に付されました。

監査委員は、同決算書及び決算附属書類について、

沖縄県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月

21日に知事へ審査意見書を提出いたしました。

次に２、審査の方法であります。

審査に当たっては、水道事業及び工業用水道事業

が常に経済性を発揮するとともに、その本来の目的

である公共の福祉を増進するように運営されている

かどうかについて、決算書及び決算附属書類と関係

書類等との照合などを行い、実施しました。

２ページを御覧ください。

第２、審査の結果及び意見について御説明いたし

ます。

まず１、審査結果であります。

審査に付された決算諸表は、法令に適合し、かつ

正確であり、令和３年度の経営成績及び令和４年３月

31日現在の財政状態を適正に表示しているものと認

められました。

水道事業会計の経営成績及び財政状態について、

また４ページから記載しております工業用水道事業

会計の経営成績及び財政状態につきましては、企業

局長から説明がありましたので、私からの説明は省

略いたします。

６ページを御覧ください。

次に２、審査意見であります。

令和３年度は、沖縄県企業局中長期計画の４年目

に当たり、企業局においては施策目標である安全で

安心な水の供給、安定した水の供給、健全な経営の

持続、県民に信頼され満足度の高い水道の実現に向

けた施策、取組を進めております。

両事業会計を取り巻く経営環境は、施設の更新や

耐震化などにより厳しい状況にあることから、今後

ともこれらの取組を着実に推進し、さらなる経営基

盤の強化に努めていただくよう要望しております。

まず、水道事業会計については５億6525万9386円

の純利益を計上しておりますが、前年度に比較して

５億7366万3963円、50.4％減少しております。これ

は主に営業費用が増加したことなどによるものであ

ります。

中長期計画においては、将来的な人口減に伴い水

需要が減少する一方で、施設の耐震化や老朽化に伴

う更新等による資金需要の増加が見込まれており、

経営状況は厳しくなることが予想されます。

今後の事業運営に当たっては、施策目標の達成に

向けて、各種施策、取組を着実に推進し、経営の健

全化、効率化を図っていただくよう要望しておりま

す。また、沖縄本島周辺離島８村への水道用水供給

事業の広域化については、令和３年度末までに、粟

国村、北大東村、座間味村（阿嘉・慶留間地区）、令

和４年度に入り伊是名村に用水供給が開始されてい

ます。残る南大東村、伊平屋村、渡嘉敷村、渡名喜

村、座間味村（座間味地区）についても、引き続き

着実に推進していただくよう要望しております。

次に、工業用水道事業会計については、7574万

6908円の純利益を計上しており、前年度の純損失21万

176円に比較して、7595万7084円増加しております。

これは主に資産減耗費の減により、営業費用が減少

したことなどによるものであります。また、供給単

価は給水原価を4.45円上回っておりますが、施設利

用率は57.17％で、施設規模に見合った需要が確保さ

れておらず、経営環境は依然として厳しい状況であ

ります。

今後の事業運営に当たっては、水道用水供給事業

と連動して、経営の効率化に努めるとともに、工業

用水道の既設管路沿線地域に立地する企業の需要開

拓を推進し、経営の健全化を図っていただくよう要

望しております。

以上が、審査意見であります。

なお、７ページ以降に、令和３年度沖縄県水道事

業会計及び沖縄県工業用水道事業会計決算書等に基

づいた決算の概要を記載しておりますので、御参照

ください。

以上で、沖縄県水道事業会計及び沖縄県工業用水

道事業会計決算審査意見書の概要説明を終わります。

○仲田弘毅委員長 代表監査委員の説明は終わりま

した。

次に、土木建築部長から、令和４年第６回議会認

定第24号の決算について、概要説明を求めます。

島袋善明土木建築部長。

○島袋善明土木建築部長 令和３年度沖縄県流域下

水道事業会計の決算について、その概要を御説明い

たします。

決算書の１ページを御覧ください。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明いたします。
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収入の第１款流域下水道事業収益は、予算額の欄

の右端の合計115億4131万2000円に対して決算額は

114億3941万4749円で、予算額に比べて１億189万

7251円の減収となっております。その主な要因は、

第２項の営業外収益における長期前受金戻入の減少

によるものであります。

次に、支出の第１款流域下水道事業費用は、予算

額合計115億267万5000円に対して決算額は107億

3744万9904円で、翌年度繰越額が9079万2900円、不

用額が６億7443万2196円となっております。不用額

の主な理由は、第１項の営業費用における委託料及

び減価償却費の減少等によるものであります。

２ページを御覧ください。

（２）資本的収入及び支出について御説明いたし

ます。

収入の第１款資本的収入は、予算額合計96億338万

985円に対して決算額は72億5194万61円で、予算額に

比べて23億5144万924円の減収となっております。そ

の主な要因は、建設改良工事の繰越しに伴い、第２項

の国庫補助金が減少したこと等によるものでありま

す。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計112億

3055万7800円に対して決算額は85億778万7709円で、

翌年度への繰越額が25億952万4401円、不用額が２億

1324万5690円となっております。繰越しが生じた主

な理由は、第１項の建設改良費において、工事実施

に際し、計画変更の検討や関係機関との協議等に不

測の日数を要したことによるものであります。また、

不用額の主な理由は、第１項の建設改良費における

県単独事業の執行残等によるものであります。

３ページを御覧ください。

損益計算書に基づきまして、経営成績について御

説明いたします。

１の営業収益49億6801万6420円に対して、２の営

業費用は100億4421万7799円で、50億7620万1379円の

営業損失が生じております。

４ページを御覧ください。

３の営業外収益59億7236万914円に対して４の営業

外費用は３億８万9959円で、右端上から１行目にな

りますが、56億7227万955円の営業外利益が生じてお

り、経常利益は５億9606万9576円となっております。

５の特別利益を加味した当年度の純利益は５億

9818万4193円となり、この当年度純利益が当年度未

処分利益剰余金となっております。

５ページを御覧ください。

剰余金計算書について御説明いたします。

右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度期末残高192億5614万6319円に対し当年度変動

額が５億9818万4193円増加したことにより、資本合

計の当年度末残高は198億5433万512円となっており

ます。

６ページを御覧ください。

剰余金処分計算書について御説明いたします。

右端にあります未処分利益剰余金については、当

年度末残高５億9818万4193円の全額を、今後の企業

債償還に充てるため、沖縄県流域下水道事業の設置

等に関する条例第４条第１号の規定に基づき、減債

積立金に積み立てることにしております。

７ページを御覧ください。

貸借対照表に基づきまして、財政状態について御

説明いたします。

まず、資産の部については、最下段になりますが、

資産合計1488億3728万9063円となっております。

９ページを御覧ください。

負債の部については、右端上から２行目になりま

すが、負債合計1289億8295万8551円となっておりま

す。

資本の部については、右端下から２行目になりま

すが、資本合計198億5433万512円となっております。

負債資本合計については、最下段になりますが、

1488億3728万9063円となっております。

なお、10ページ及び11ページは決算に関する注記、

また13ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

以上で、令和３年度沖縄県流域下水道事業会計決

算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲田弘毅委員長 土木建築部長の説明は終わりま

した。

次に、代表監査委員から、同決算に対する審査意

見の概要説明を求めます。

安慶名均代表監査委員。

○安慶名均代表監査委員 それでは、審査意見書の

概要を御説明いたします。

ただいま表示しました令和３年度沖縄県流域下水

道事業会計決算審査意見書の１ページを御覧くださ

い。

第１、審査の概要について御説明いたします。

まず１、審査の対象であります。

令和３年度の沖縄県流域下水道事業会計決算につ

きましては、地方公営企業法第30条第２項の規定に

より、知事から令和４年７月27日付で審査に付され

ました。
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監査委員は同決算書及び決算附属書類について、

沖縄県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月

21日に知事へ審査意見書を提出いたしました。

次に２、審査の方法であります。

審査に当たっては、流域下水道事業が常に経済性

を発揮するとともに、その本来の目的である公共の

福祉を増進するように運営されているかどうかにつ

いて、決算書及び決算附属書類と関係書類等との照

合などを行い、実施しました。

２ページを御覧ください。

第２、審査の結果及び意見について御説明いたし

ます。

まず１、審査結果であります。

審査に付された決算諸表は、法令に適合し、かつ

正確であり、令和３年度の経営成績及び令和４年３月

31日現在の財政状態を適正に表示しているものと認

められました。

流域下水道事業会計の経営成績及び財政状態につ

きましては、土木建築部長から説明がありましたの

で、私からの説明は省略いたします。

４ページを御覧ください。

次に２、審査意見であります。

流域下水道事業は、経営基盤の強化や財政マネジ

メントの向上等にさらに的確に取り組むため、令和

２年４月１日に沖縄県下水道事業特別会計から公営

企業会計に移行したもので、今回が移行後２回目の

決算となります。

公営企業会計の適用によって作成された損益計算

書、貸借対照表等に基づく公営企業の経営状況の分

析、経年比較、他団体との比較により、経営の課題

が把握できることから、それを踏まえて、経営の効

率化・合理化をより計画的に推進していただくよう

要望しております。

令和３年度の経営成績は５億9818万4193円の純利

益を計上しており、前年度に比較して２億9958万

4405円、100.3％増加しております。

これは主に維持管理負担金の増により、営業収益

が増加したことなどによるものであります。

今後、施設・設備の老朽化や腐食に伴う更新投資

の増大等が見込まれ、厳しい経営環境下においても、

持続可能な下水道サービスを提供するため、沖縄県

流域下水道事業経営戦略で定めた効率化・経営健全

化のための取組方針に基づく施策、取組を着実に推

進し、さらなる経営基盤の強化に努めていただくよ

う要望しております。

以上が、審査意見であります。

なお、５ページ以降に、令和３年度沖縄県流域下

水道事業会計決算書等に基づいた決算の概要を記載

しておりますので、御参照ください。

以上で、沖縄県流域下水道事業会計決算審査意見

書の概要説明を終わります。

○仲田弘毅委員長 代表監査委員の説明は終わりま

した。

以上で、令和４年第６回議会、第27号議案及び乙

第28号議案、令和４年第６回議会認定第１号から同

認定第24号までの決算の概要説明及び同審査意見の

概要説明は終わりました。

島袋善明土木建築部長、松田了企業局長及び我那

覇仁病院事業局長、大変御苦労さまでございました。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、土木建築部長、企業局長及び病

院事業局長退席）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

これより、会計管理者及び代表監査委員に対する

質疑を行います。

なお、本日の質疑につきましては、決算特別委員

会運営要領に従って行うことにいたします。

本日の委員会は、決算議案の概要及び決算審査意

見の概要を聴取し、大局的な観点から、決算の全体

的な状況などについて審査することにしております。

なお、決算議案に係る各部ごとの詳細な審査につ

いては、本特別委員会の依頼により、所管の常任委

員会において調査することとなっております。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、委員長の

許可を得てから、重複することがないよう、簡潔に

発言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ告げた上で、資料の該当

ページを表示し質疑を行うよう、御協力をお願いい

たします。

なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は在席する必要がありますので、

あらかじめ御了承お願いします。

それでは、直ちに、各決算に対する質疑を行いま

す。

小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員 おはようございます。

説明ありがとうございます。幾つか質疑をさせて

いただきます。

ちょっと時間がないので、発表者になるのは厳し

いかなと思っているんですけれども、まず、意見書

のほうから幾つか確認をさせてください。
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まず不納欠損に関してですね。審査意見書の10ペー

ジの不納欠損額の状況ということで、下の表の特別

会計で、林業・木材産業改善資金と、国際物流拠点

産業集積地域の那覇地区に関して、皆増という形に

なっております。

その理由というか、どうなっているのか、教えて

ください。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度の沖縄県林業

・木材産業改善資金特別会計の不納欠損ですが、

430万5000円となっておりまして、こちらの内容は過

去平成２年でございますが、１人の個人に対する貸

付金に対しまして、時効の援用があり、今回不納欠

損に至ったというところでございます。

また、沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区

特会の不納欠損額は85万872円となっておりますが、

こちらにつきましては、旧沖縄自由貿易地域―現

在の国際物流拠点産業集積地域那覇地区でございま

すけれども、こちらに入居していた企業１社が、撤

退後に原状回復義務を履行するまで建物を占拠して

いた期間の使用料相当分約78万円余りと、あと光熱

水費の延納による遅延損害金が６万円余りというこ

とで、こちらに対しまして今回時効の援用があった

ということで、不納欠損処理を行ったというふうに

聞いております。

○小渡良太郎委員 両方、個人に対してということ

で理解しました。

あと、細かいんですけれども、放置駐車車両の違

反金ですね。不納欠損額調、別表になるんですけれ

ども、80ページです。

一般会計の諸収入、延滞料、延滞金加算金及び過

料のところの放置駐車車両違反金49万5000円とあり

ます。放置車両の違反金が不納欠損になるというこ

とは、時効になっているのかなと考えるんですけれ

ども、この債権管理として適切なのかどうか、見解

をお聞かせください。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

今、委員から御指摘のありましたとおり、放置車

両違反金の不納欠損が49万5000円ございます。放置

車両違反金については、警察の所管でありますけれ

ども、この債権管理については職員と滞納整理―

専従の会計年度任用職員の複数名配置をしておりま

して、債権管理マニュアルに基づき、この未収金の

徴収対策を実施をしているところでございます。今

回の不納欠損については、その納付義務者の死亡等

により収納に至らなかった事案について、時効完成

後に不納欠損処理をしたというふうに聞いておりま

す。

以上です。

○小渡良太郎委員 死亡の場合には仕方ないかなと

思うんですけれども、やはり法令にのっとって、特

に道路交通は沖縄の人みんなが関わっている部分で

もありますし、その違反金の部分で、逃げ得とは言

わないんですけれども、そういったのが発生すると、

やはり社会通念上よろしくないのかなと。しっかり

法律を守って取るというところが、私も免許行政に

関わっているものですから、教えている立場でも必

要なのかなと思いますので、確認をさせていただき

ました。

次に、繰越しに関してですね。審査意見書81ペー

ジに繰越しの状況の中でその他というのがあるんで

すけれども、かなり増えているように―75％近く

増えているようなので、その他の内訳を教えていた

だきたいと思います。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

令和３年度の一般会計の繰越しの要因の中で、た

だいま御指摘のありましたその他という理由に区分

しているものが276億円ございます。

前年度に比べ118億円、率にして74.9％の増加でご

ざいますが、このその他に区分されているものが、

この上のほうにあります計画変更であるとか、関係

機関との調整の遅れ、あるいは用地取得などの特定

の区分に含まれない理由のものがその他に区分され

ているということと、あと、沖縄振興公共投資交付

金、それから沖縄振興特別推進交付金、ソフトとハー

ドの交付金の市町村事業に関わる部分、これについ

てもその他に区分されております。

今回、大きく繰越しが―このその他の区分が増

えた理由ですけれども、内容を確認しますと、ウチ

ナーンチュ応援プロジェクト、これに関わる繰越し

が162億円ございまして、これが令和４年の１月から

２月にかけて発出した飲食店に対する時短要請に係

る協力金の申請期間とか、支給期間が年度を越える

ことになったということで、今回はその他のほうに

分類し、かなり大きな増になっております。

以上でございます。

○小渡良太郎委員 あと、ちょっとその他を先に聞

いたんですけれども、全体として188億円増えている

んですが、先ほどの説明とちょっと重なるかなと思

うんですけれども、主な理由と執行状況は先ほど説

明ありましたので、主立った事業とかもし分かるの

であれば教えてください。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度の一般会計に

おける繰越額990億2875万2912円となっておりまし

て、委員がおっしゃいましたように約188億円増加し
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ているところでございます。

繰越しの主な理由ですけれども、先ほど代表監査

のほうから御説明ありました部分と重なりますけれ

ども、工事計画の変更や関係機関との調整に時間を

要したことでありますとか、やはりコロナ感染症の

拡大によって、先ほどありましたが時短要請に係る

協力金の申請期間が年度をまたぐというところでの

繰越額が大きくなっているところです。

主な事業といたしまして、先ほどのウチナーンチュ

応援プロジェクトが162億円、あと地域観光事業支援、

これはおきなわ彩発見等のキャンペーンですけれど

も、これも感染状況によってキャンペーン停止期間

とかがあったりして、計画変更があったというとこ

ろですし、また、新型コロナウイルス感染症の受入

病床確保事業、これにつきましても、病院が感染症

対策で年度内に申請等をするのが難しい場合が多い

ということでの繰越して後で申請を受け付けるとい

うような体制を取ったというところもありまして、

以上のような理由から繰越額として全体で188億円増

加したというところでございます。

以上でございます。

○小渡良太郎委員 ありがとうございます。

もう一つ、ちょっと予算書からなかなか見えてこ

なかったので確認したいんですけれども、新型コロ

ナウイルス感染症の対応のための地方創生臨時交付

金、昨年、令和３年度も結構下りてきたと思うんで

すけれども、これに係る繰越額とかっていうのも、

今説明あった部分以外に、もしあれば教えてくださ

い。

○安慶名均代表監査委員 一般会計の繰越額約990億

円ございますけれども、その中に含まれているこの

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

の充当事業、これに係る繰越金が約184億円含まれて

ございます。

その主な内容については、先ほど会計管理者から

もお話がありました、ウチナーンチュ応援プロジェ

クトであるとか、受入病床の確保事業であるとか、

ワクチン検査パッケージ等の活用促進事業などが、

主な臨時交付金の充当事業の繰越しということに

なってございます。

以上です。

○小渡良太郎委員 今回増えた理由は、主にこのコ

ロナ関連の予算、事業の部分で、繰越しになるとい

うことで理解をしてよろしいですか。

188億増えたうちの184億円が、今コロナ関連―

臨時交付金ということだったので。

○安慶名均代表監査委員 おおむねそのような理解

でよろしいかと思います。

○小渡良太郎委員 ありがとうございます。

あと、歳入歳出決算書からも少し確認をします。

歳入歳出決算書の65ページ、森林環境譲与税、歳

入の部分があります。

これの算定過程と、あと、この財源を活用した事

業とかというのも、もし教えていただければ。

○名渡山晶子会計管理者 森林環境譲与税は、温室

効果ガス排出削減目標の達成であるとか、災害防止

等を図るための森林整備等に必要な地方財源を安定

的に確保するという観点で創設をされました森林環

境税と併せて創設をされた譲与税となっておりまし

て、令和３年度の収入済額は2569万円となっている

ところです。

この使途といたしましては、森林整備を実施する

市町村の支援等に要する経費に充当するということ

になっておりまして、農林水産部によりますと、令

和３年度は全市町村が使えるような事業支援のシス

テム構築に関する費用、あるいは市町村職員の森林

事業に対する理解増進等の人材育成に係る教材を作

成したり、アドバイザーを派遣したりと、そういっ

たような事業に充当したというふうに聞いていると

ころでございます。

○小渡良太郎委員 ありがとうございます。

次の66ページの交通安全対策特別交付金があるん

ですけれども、これたしか法律上、交通安全対策に

係る事業に充当するということで、ちょっと特殊な

財源になっていると思うんですが、この充当事業を

把握されておりますか、教えてください。

○名渡山晶子会計管理者 交通安全対策特別交付金

は、増加する交通事故に対処するために、反則金収

入を原資といたしまして、地方公共団体が必要な道

路交通安全施設の設置などの経費に充てるために創

設をされた交付金でございます。

全国の交通反則金等の収入を交通事故の発生件数

等の指標で配分をして交付をしているというふうに

聞いていますけれども、その使途につきましては、

地方公共団体が単独事業として行う信号機であると

か、道路標識等の設置・管理に充てているというと

ころでございまして、土木建築部が所管する県単交

通安全施設整備事業費、公安委員会が所管する交通

安全施設管理費等に充当しているというふうに聞い

ているところでございます。

○小渡良太郎委員 ありがとうございます。

あともう一つ、97ページ、美ら島ゆいまーる寄附

金、ふるさと納税の沖縄県版ですけれども、これに

関して、どのような事業に活用されているのか教え
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てください。

○名渡山晶子会計管理者 美ら島ゆいまーる寄附金、

令和３年度の実績は379件、約2697万9000円というふ

うに聞いているところでございます。

活用方法でございますが、沖縄県の伝統文化の継

承と発展、あるいは自然環境の保全、平和の創造と

発信、離島の振興などの事業全体に活用するという

ことで聞いているところでございます。

○小渡良太郎委員 最近、企業版ふるさと納税とい

うのもいろいろと出てきていると思うんですけれど

も、これに関する事例とかというのはあるのか教え

てくだい。

○名渡山晶子会計管理者 企業版ふるさと納税制度

は、国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェ

クトに対して、企業が寄附をした場合に最大で寄附

額の９割が軽減されるというような制度でございま

すけれども、令和３年度の寄附実績が1600万円で、

寄附企業としては５件、国のホームページで公表を

されているところでございます。

５件からの寄附、1600万円を収納しているという

ふうに聞いております。

○小渡良太郎委員 この企業版、個人版を合わせて、

ふるさと納税、沖縄県もいろいろと受けているんで

すけれども、他府県と比較してどういう状況かとい

うのまで把握されてますか。

○名渡山晶子会計管理者 申し訳ございません。

他府県との比較に関しましては、ちょっとこちら

のほうでは把握してないので、部局で御確認いただ

けたらと思います。

○小渡良太郎委員 終わります。

○仲田弘毅委員長 仲里全孝委員。

○仲里全孝委員 皆さん、おはようございます。

まず初めに、決算全般について、会計管理者そし

て代表監査委員の考え方を確認していきたいと思い

ます。

まず初めに、知事と会計管理者についての関係を

伺います。

○名渡山晶子会計管理者 地方自治法第170条におい

て、会計事務については、予算の執行、契約の締結、

公有財産の管理を執行機関が、そして収入支出の現

実の収支の手続、決算の調整、現金の出納等を会計

管理者が行うというふうに定められているところで

ございます。

○仲里全孝委員 ここで会計管理者にちょっと確認

します。

決算を議会の認定に付すに当たって、どのような

内部手続、いわゆる決算の過程、プロセスがなされ

ているのかお伺いしたいと思います。

○名渡山晶子会計管理者 決算手続につきましては、

地方自治法の第233条に規定がされているところでご

ざいます。

会計管理者は、決算を調整し、出納閉鎖後３か月

以内に証拠書類、その他政令で定める書類と併せて

知事に提出をいたします。

これは会計管理者決裁で行います。

知事は、決算及びその他政令で定める書類を監査

委員の審査に付するということで、これは知事決裁

になります。

監査委員は、提出をされた決算書を基本に、附属

資料等に基づいて、照合及び審査をした上で、監査

委員の合い議による意見の決定に基づいて、60日以

内に知事に意見書を提出するということになってお

ります。

知事は、監査委員の審査に付した決算を監査委員

の意見をつけ、知事決裁を得て、次の通常の予算を

審議する会議、９月議会までに議会の認定に付する

ということになっております。

また、知事は議会の認定に付した決算の要領を住

民に公表しなければならないというふうにも規定さ

れているところでございます。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

昨今、議会の中で、国庫補助金の未収入だとか、

議会にかける、上程すべきことが提案されなくて、

既に支出されているという問題が生じておりますけ

れども、そのときの会計管理者の責務、関わりはど

ういうふうになってますか。

○名渡山晶子会計管理者 まずは、一般的な契約の

流れを御説明させていただきたいのですけれども、

執行機関においては、まず、予算執行伺いで契約の

目的ですとか、執行予定額、競争入札なのか、随意

契約等なのかという契約方法等を定めて決裁後、入

札等を実施いたしまして、相手先が確定した後に、

支出負担行為を整理いたします。

それを出納機関―私どもですけれども、出納機

関に事前合い議をして、あと執行機関において契約

を締結いたします。

さらに、事業完了後に履行を確認し、出納機関に

対して支出命令を行うというのが一般的な契約の流

れになっております。

出納機関においては、その支出命令を受けたとき

には、法令または予算に違反していないこと、債務

が確定していること等を確認した上で支出をするこ

ととなっております。

今回の議会の議決に付すべき契約３件につきまし
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ては、２件については―２件目、３件目の契約に

ついては、この審査の過程で手続の不備というのを

指摘したところでございますが、最初の１件目につ

いてはその確認が十分ではなく、支出まで至ってし

まったことに関しましては、出納機関として重く受

け止めているところでございます。

○仲里全孝委員 再度確認させてください。

この２件についても、会計管理者が最終的に決裁

を下したということでしょうか。

会計管理者を通っているわけですか。

○名渡山晶子会計管理者 ２件目につきましては、

支出命令の段階で出納に回ってきているときに不備

を指摘しております。

ほぼ同時期になったんですけれども、３回目の契

約の支出負担行為の合い議が回ってきておりました

ので、この２件については不備があるのではないか

というような疑問を投げかけたというところでござ

います。

○仲里全孝委員 会計管理者から意見を出されてい

るということでしょうか。中身を教えてください。

○名渡山晶子会計管理者 この契約金額は議会の議

決に付すべき案件ではないかということで確認をお

願いしたというところでございます。

○仲里全孝委員 分かりました。

次に進みます。次に、一般会計と特別会計を単純

合計したのでは、会計間の繰入れ、繰り出しをダブ

ル計上しており、実態を現していない。

純計をするとどのようになるのか、内容を教えて

ください。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度における一般

会計から特別会計への繰入額は、７会計に対しまし

て合計で778億712万490円となっております。

また、特別会計から逆に一般会計へ繰入れた額と

いうのが２億2038万8049円となっています。

令和３年度の一般会計の形式収支は114億8551万

3124円となっていますが、この繰り出し、繰入れを

行わなかった場合には、先ほどの約778億円の歳出が

減少することから、形式収支といたしましては890億

7224万5565円となると。一方で、特別会計の形式収

支のほうですが、75億1202万7418万円が先ほどと同

額の778億円の歳入が減少するということになります

ので、形式収支はマイナス700億7470万5023円という

ことになるかと思います。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

そのとき、一般会計と特別会計、別々に上程する

のが一般的な考え方ではないんでしょうか。

今、会計管理者が述べるように。

○名渡山晶子会計管理者 地方公共団体の歳入歳出

というのは、それぞれ個別に、特別会計はまた独立

した会計ということで立てておりますので、そういっ

たルールに従って繰入金、繰出金、それぞれの会計

で計上することになっております。

○仲里全孝委員 分かりました。

次に移ります。所有者不明の土地管理特別会計に

おいて、予備費が毎年度計上されております。

毎年度、全額不用となっているんですよね。

使用する見込みがない場合には、一般会計へ繰り

出すべきではないのか、その点について、会計責任

者としてどういう見解をされているのか伺います。

○名渡山晶子会計管理者 御承知のように、この所

有者不明土地管理特会というのは、去る大戦で焦土

と化し、所有者が判明しなかった土地を適正に管理

するために設置をされた会計でございますけれども、

この所有者不明土地管理特別会計では、歳入予算か

ら管理に要する経費を除いた余剰額を予備費として

計上しています。

この予備費につきましては、災害等不測の事態で

管理する土地等に応急的な対応が必要となったとき

に備えている。あるいは土地の返還―この所有者

不明の土地の真の所有者が判明をしたときには、そ

の土地を例えば貸付けをしていて、使用料等が生じ

た場合には、その使用料等は管理に要する経費を除

いて、一緒にお返しをするということにルール上なっ

ているということで、その還付金の支払いが必要に

なったときに備えているというふうに聞いておりま

す。

また、歳入歳出の決算余剰金が生じた場合は、法

令においてこれを積み立てることというような規定

もあるようでございまして、毎年度、全額不用とい

う状況にはあっても、そのように特別会計内で積立

てているというふうに理解しているところでござい

ます。

○仲里全孝委員 この積立てする目的とか、明確に

根拠、毎年度同じ金額が予備費に計上されているん

ですけれども、それはどういうふうに考えています

か。

○名渡山晶子会計管理者 予備費の目的が、先ほど

申し上げましたような不測の事態、あるいは還付金

の支払いに備えるということになっておりますので、

なかなか実際の所要額というのは見込みにくいのか

なと思っておりまして、定期的な額を計上している

のかなとも思いますけれども、すみません、その辺

りの詳細につきましては部局で御確認をいただけた

らと思います。
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○仲里全孝委員 分かりました。

委員会でもちょっと確認していきます。

次に、３ページの健全化判断比率審査意見書の中

で、健全化判断比率に係る審査意見書が、令和２年

度から情報量が薄くなっている。

分子・分母ごとに要素分解しないと、トレンドや

分析、背景、理由が分からない。

決算資料を充実することについて、監査委員の考

え方をお願いします。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

ただいま委員から御指摘のあったとおり、この健

全化判断比率の審査意見書につきましては、令和２年

度から各比率に関する概要部分を除いて、審査の結

果及び審査意見のみを提出することとしております。

これは、令和２年度は監査基準が制定をされて、

全国でスタートして、さらに内部統制の制度もスター

トというところで、いろんな業務の一環として、様

々な規定や要領等も、内容を再検討いたしました。

その際に、この健全化判断比率並びにこの資金不

足比率を議会に報告する前に、監査委員の審査に付

すのは、これの比率についての客観性、あるいは正

確性を監査委員の審査を経て担保するというような

観点からなされているものであるということで、各

県の審査意見書の状況も確認したところ、このよう

な形の審査意見書が多く公表されておりましたので、

そういう中でこの取扱いも参考にしながら見直した

というところでございます。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

そのときに、ちょっと確認したいのは、県の起債

などが細かくこれまでは明記していたものが、確認

できない、見えない、県民に公表するのに、情報が

欠けているのではないのかなということで、確認し

ました。

いかがでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 お答えします。

今、委員のおっしゃるとおりの部分ございますが、

私どもとしては、監査委員が審査意見を知事に提出

するに当たっては、その内容をチェックをして、数

値と法令に適合して、正確であるというところを意

見として述べるというのが主でありまして、他県も

そのような取扱い、様式でこの意見書を出している

ところが多くございますので、それに合わせたとい

うところであります。

今おっしゃったような内容の細かい部分について

は、それは当然、審査意見書を作る過程で監査委員

はチェックをしておりますけれども、監査委員とし

ては、知事に対して、それが正確であるということ

の結果だけを意見としては述べるいうところで、健

全化判断比率等の内容等については、これはまた作

成をしている側の説明の部分なのかなというような、

役割分担というか、そういうところで他県の状況も

そのような取扱いをされているということで見直し

をしたというところです。

○仲里全孝委員 判断比率そのものは、沖縄県の場

合はパーセントが下回って、それは適切に処理され

ているのは分かるんですけれども、ぜひ、中身が意

見書の中で明記をされるような見直しを、可能なも

のはぜひ取り組んでいただけないかなというふうに

思います。

いかがでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 この健全化判断比率等に

ついては、まず、知事が作成するものであります。

それを提出をされて、監査委員が内容を審査する

という役割でありますので、作成する側と審査する

監査委員の審査意見書の資料の在り方、公表の仕方、

これについては作成をしている知事の側との調整も

含めて、今後検討していきたいと思います。

○仲里全孝委員 よろしくお願いします。

次に、基金について、何点か確認させてください。

決算書の99ページ、261ページ、財政調整基金につ

いて、取崩し90億、積立て約345億となっているが、

大幅に積立てが増加した要因をお願いします。

○名渡山晶子会計管理者 財政調整基金につきまし

ては、令和４年５月に345億2820万5000円を積立て、

90億8954万2000円を取り崩しておりまして、５月末

現在高が465億40万6000円ということになっておりま

す。

積立額が増加した要因といたしましては、令和３年

度において、地方交付税の追加交付があったり、あ

るいは県税が増収になったりというようなことによ

り、積立額が増えたというふうに聞いているところ

でございます。

○仲里全孝委員 交付金の増額と、県税の増額と、

どれぐらい多くなってますか。増えてますか。

○名渡山晶子会計管理者 地方交付税につきまして

は、令和２年度と比較して約258億円増加をしており

ます。

県税収入につきましては、同じく令和２年度と比

較して約78億円の増額ということになっているとこ

ろでございます。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

次に移ります。減債基金について、取崩しが約108億

円、積立て約223億円となっているが、臨時財政対策

費返還基金への対応として、積立てられた額と、そ
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の積立額の考え方についてお伺いしたいと思います。

○名渡山晶子会計管理者 減債基金につきましては、

委員がおっしゃいましたように、令和４年５月に

223億257万9000円を積立て、108億円を取り崩してい

るところでございます。

そのうち、臨時財政対策費償還基金費に係る分が

94億5474万6000円というふうに聞いているところで

はございますけれども、御質問の積立額の考え方に

つきましては、基金それぞれ各部局において所管を

しておりますので、こちらのほうからはなかなかお

答えしづらい部分がございますので、減債基金は総

務部のほうに御確認をいただけたらと思います。

○仲里全孝委員 分かりました。

また委員会のほうで確認したいと思います。

この積立て、そもそも目的がありますか。

目的、皆さんのほうで把握されていますか。

○名渡山晶子会計管理者 減債基金は県債の償還に

必要な財源の確保により、県債残高の適正な管理を

行い、将来にわたる健全な財政運営に資することを

目的として設置をされた基金だというふうに位置づ

けられております。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

次に移りたいと思います。県有施設整備基金につ

いて、繰入金27億円を活用した主な事業というのは

何でしょうか、伺います。

○名渡山晶子会計管理者 県有施設整備基金、令和

３年度の繰入収入済額27億円を活用して充当した事

業は全部で41事業ございますけれども、その主なも

のといたしましては、玉城青少年の家改築事業、こ

ちらのほうが約２億8000万円、県単離島空港整備事

業約２億2000万円、県民の森管理事業費に約１億

3000万円などというふうに聞いているところでござ

います。

○仲里全孝委員 分かりました。

この件について、詳細を委員会で確認していきた

いと思います。

次に移ります。

土地開発基金について、近年、全く活用がされて

いない状況である。今後の在り方はどういうふうに

考えているのかお伺いします。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

土地開発基金は、公用もしくは公共用に供する土

地をあらかじめ取得することによって、事業の円滑

な執行を図るために設置された基金であります。県

が、県の土地開発公社、あるいは町村土地開発公社

に必要な経費の財源に充てるため貸し付けるという

基金でございます。

今、委員のおっしゃるように直近の貸付け状況と

しては、平成25年度に北中城村の米軍用地返還地サ

ウスプラザ地区への公民館等の用地取得のための資

金として、町村土地開発公社へ貸付けをして、28年

度に全額を償還されております。

その後は基金からの貸付けはないというふうに聞

いております。

設置については、基金設置の趣旨、あるいは経済

情勢を踏まえ、今後、所管部局においては適切に活

用していく方針というふうに聞いております。

基金の今後の在り方について、個別には監査委員

として言及はできませんけれども、やはりそれぞれ

の基金の設置目的、あるいは社会経済情勢、これを

踏まえて、適切かつ効率的な運用が図られるように、

活用状況も見ながら、不断に検討する必要があると

いうふうに考えております。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

次に進みたいと思います。

職員退職手当基金について確認したいと思います。

近年、取崩しが行われていない状況であるが、基

金の在り方として実際適正なのか、お伺いしたいと

思います。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

職員退職手当基金でありますが、これは職員の退

職手当の支給に要する経費の財源に充てるために設

置をされた基金であります。

この基金は昭和63年に設置をされて、その残高と

しては、平成18年度の約179億円、これがピークであ

りまして、その後取崩し等がありまして、近年は50億

円余りで推移をしているというところでございます。

所管部局の方針としては、今後の財政状況と、退

職手当の需要の動向を見極めながら活用していく予

定というふうに聞いております。

この基金につきましても、先ほどの土地開発基金

と同様に、やはり基金の設置の目的であるとか、そ

の時々の社会経済情勢を踏まえて、適切かつ効率的

な運用を図る、このことを不断に検討していく必要

があるというふうに考えております。

○仲里全孝委員 ありがとうございます。

国が今後、定年を65歳まで延長すると、そういう

ふうに決定しました。

今後、この退職手当というのは、国からの何らか

の措置があるわけですか。

補塡はありますか。

○安慶名均代表監査委員 大変申し訳ありませんが、

この退職手当についての延長した場合の財源措置、

これについては今、監査委員としては承知をしてお
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りません。

○仲里全孝委員 分かりました。

ありがとうございます。

また、こちらのほうでも、ほかの委員会で確認し

ていきたいと思います。

これで終わります。

ありがとうございました。

○仲田弘毅委員長 休憩いたします。

午後０時11分休憩

午後１時33分再開

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

石原朝子委員。

○石原朝子委員 よろしくお願いします。

決算書の104ページになりますけれども、104ペー

ジのほうで過年度収入5100万余りの収入が入ってお

りますけれども、その内訳についてどういうふうに

なっておりますでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 過年度収入5115万9639円

の内訳でございますが、令和２年度精神障害者医療

保護入院費補助金の精算に伴う追加交付分の受入れ

が4535万4639円、令和２年度に発生した農地農業用

施設及び林道の災害復旧事業に係る補助金580万

5000円がその内容であるというふうに聞いておりま

す。

○石原朝子委員 この過年度収入というのは毎年、

このような金額で計上されていくんでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 金額は年度によってばら

つきがあろうかと思いますけれども、例えば国の補

助金というのは各要綱によって様々でございまして、

今回のような形で、当該年度、事業を行って、その

翌年度に国庫として精算をして追加で収納をした場

合などには、過年度収入という形で整理がされると

いうところでございます。

○石原朝子委員 過年度収入が発生する要因という

のは、この国庫補助事業の精算等に伴うものが主に

なるということですね。

○名渡山晶子会計管理者 年度によって、もしかし

たら違う種類のものも上がってくる可能性はあろう

かと思いますけれども、今回に関しましては、国庫

補助に係る精算分ということで２件を計上している

というところでございます。

○石原朝子委員 今回、資料として、令和３年度の

内部統制評価報告書が提出されておりますけれども、

監査委員にお伺いしますけれども、今回、この内部

統制評価報告書を御覧いただいての御意見を少しお

聞かせいただけますか。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

内部統制制度は、令和２年度から全国一斉に導入

された制度でございます。

この制度の中では、年間の内部統制の結果を評価

報告書に取りまとめて、監査委員の審査に付すとい

うような仕組みになってございますので、今回の委

員御指摘の報告書についても、監査委員で審査をし

て、審査意見書を発出してございます。

これは、自治体が組織としてあらかじめリスクが

あることを前提として、法令等を遵守しつつ、適正

に業務を執行することがいろいろ求められていると

いうところでございまして、評価の方法としては、

この内部統制の評価報告書が知事によって行われる

わけですけれども、知事による評価が評価手続に沿っ

て適正に行われたかどうか、あるいはその内部統制

の不備について、重大な不備についての判断がある

わけですけれども、その判断が適切に行われている

かどうか、これについて監査委員が審査をしてござ

います。

今回の審査の結果としては、その評価手続及び評

価結果に係る記載は相当であるというふうな意見を

述べさせていただいております。

以上です。

○石原朝子委員 今回のこの報告書、令和２年度か

らこの制度が適用されているわけですけれども、今

年度、この報告書の中に重大な案件が生じていたと

いうことなんですけれども、その中で、国庫支出金

に係る過少申請があったようですが、そういった事

件に関しては決算にどのように反映されているのか

お伺いしたいんですけれども。

○安慶名均代表監査委員 ただいまの国庫補助金の

過少申請の場合、令和３年度の決算で土木建築部の

ほうに発生しておりますけれども、これについては

繰越額が小さかったということで、国庫の受入れが

できなかったということですので、一般財源で決算

をしたというふうに考えています。

○石原朝子委員 この案件に関しては、令和３年度

決算書のほうでは、表記されてないということでしょ

うかね。

今年度の予算で相殺されるという話は聞いており

ますけれども。

○安慶名均代表監査委員 委員が今おっしゃってい

た今年度で精算というのは総務部のほうでありまし

た10億円のものでございます。

これについては、国の令和４年度予算から、過年

度支出をして精算をしていますけれども、これにつ

いては今年度の予算の執行状況を見ながら、財源の
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手だては検討ということだったと思います。

今この内部統制評価報告書に載っている国庫補助

金の過少申請は、これは土木建築部の１億円余りの

件でございます。

これについては一般財源で決算がされているとい

うところでございます。

○名渡山晶子会計管理者 少し補足をさせていただ

きますと、代表監査委員のほうから御説明ありまし

た、国の過年度支出によって10億円余りは出された

というところでございまして、この10億1892万2688円

につきましては、令和４年５月30日に国庫金受入れ

済みというところで、令和３年度の歳入としては収

納されているということでございます。

○石原朝子委員 分かりました。

ありがとうございます。

補足ではありますけれども、この事業に関しての

決算財源事業別内訳支出済というものを、そういっ

た相殺が確認できる資料等もございますでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 この歳入につきましては、

農林水産部の農業費国庫補助金の中の内訳の一つと

して入っている―調定がされていますので、その

中で含まれておりまして、事業名としてちょっと決

算書には載っていないかと思います。

○石原朝子委員 大変申し訳ないんですけれども、

その事業をですね、決算ベースの財源内訳表を資料

として頂きたいんですが、それは可能でしょうか。

○仲田弘毅委員長 休憩いたします。

（休憩中に、会計管理者から令和３年度歳入

として収納されていることが分かる資料で

よいか確認があった。）

○仲田弘毅委員長 再開します。

名渡山晶子会計管理者。

○名渡山晶子会計管理者 調定等の書類に関しまし

ては、執行機関のほうで実施をいたしますので書類

はこちらにはないのですけれども、出納部門のほう

で保管している帳票としまして、国庫金受入済通知

書というのがございますので、そちらについて提供

をさせていただきたいと思います。

○石原朝子委員 よろしくお願いします。

最後になりますけれども、今回、内部統制の評価

報告書を見て、やはり財務関係の手続上の、結構ミ

スが多いようなんですけれども、職員に対してどう

いった庁内研修をやっておられるのか、３年度の実

績等を御報告お願いいたします。

○名渡山晶子会計管理者 出納事務局においては、

会計事務に関わる職員ですとか、かいの出先機関の

出納員を対象とした研修を実施しております。

令和３年度の実績ということであれば、会計事務

研修のほうが119名の参加、かいの出納員研修のほう

が46名の参加というふうになっておりまして、今年

度から、これはコロナで集合研修が密になってしま

うというところもあって、オンライン形式とのハイ

ブリッドで行っております。

このような形で、遠隔の職員等も参加しやすいよ

うな研修体制も取りながら、出納事務局といたしま

しても、ミスの防止ですとか会計スキルの向上に努

めてまいりたいと考えております。

○石原朝子委員 その研修の際に使用されました研

修資料等も頂けますでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 少し見繕って提供したい

と思います。

○石原朝子委員 ぜひ、私も見てみたいので、はい。

その研修、やはり皆さん、職員忙しいので、なか

なかオンラインでも、日にち設定がされていますと

参加が難しいと思うので、やっぱりオンデマンド化

によって、その職員が見たいときに、調べたいとき

に、紙ベースも必要ですけれども、そういった情報

提供もよろしいのではないかという要望なんですけ

れども、その件に関してどう考えておりますか。

○名渡山晶子会計管理者 研修を実施いたしました

ら、またその後、アンケートなどを実施して職員の

声を拾いながら、よりよい研修の在り方、創意工夫

を重ねてまいりたいと考えております。

○石原朝子委員 やはり公金の取扱い、財務関係に

関する諸手続等も、県民にとっては、もう大変な不

利益を被ることになりますので、ぜひともそこら辺、

強化していただいて、内部統制の報告に上がる件数

が少なくなっていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

以上です。

○仲田弘毅委員長

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 会計管理者にお伺いしますけれども、

僕も２つ、３つ見繕ってやりますので、よろしくお

願いします。

まずね、内部統制監査、今の評価報告書を送りま

す。

これについて少し皆さんの意見を聞かせていただ

きたいと思うんですけれども。そこの６ページを少

し開けていただけますか。

これね、ちょっと私はこれ読んでいて非常にショッ

クを受けて、皆さんと我々、政治家と行政は感じ方

が違うんだなと思っているんですよ。

まずね、アの国庫補助金の繰越額の過少申請、こ
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れはもう今やっていますから、別にこれについては

もうこれ以上やりません。

イの公文書の紛失、監査の皆さんはこれをどう捉

えているんですか。

分かるかな、６ページのイだよ。

もう１回言う、内部統制評価報告書、６ページ。

○安慶名均代表監査委員 お答えします。

令和３年度の内部統制評価報告書では、４件の重

大な不備が指摘をされています。

その中の一つが今、御指摘の公文書の紛失だと思

いますが、これは情報管理の分野で、この公文書の

紛失というのが重大な不備として上げられておりま

すけれども、この情報関連の不備については、昨年

度に引き続き重大な不備としての指摘ということに

なっていると思っております。

大変重大な事案だというふうな認識は持っており

ます。

この重大な不備として判断をしてこの報告書に載

せたその手続過程について、監査委員としては、審

査をして、適正に重大な不備としての判断がなされ

て公表されたものというふうに認識をしております。

以上です。

○呉屋宏委員 この後処理はどうしたのか。

これね、同じものの17ページになるのかな、情報

管理に関する事務。

これ皆さんは多分、破棄をしただろうという想定

の下でこの210名の個人情報を、だろうということで

破棄されているんでしょう。

違うの。

○安慶名均代表監査委員 内部統制の評価、部局に

よるこのヒアリングの中では、この書類については

所外へ持ち出したという経緯はないということで、

今、委員がおっしゃるように、誤って破棄した可能

性が高いというところです。

そのため、それが所外に個人情報が流出した可能

性は低いというような判断をされていると聞いてお

ります。

○呉屋宏委員 監査委員にお聞きしますけれどもね、

これは皆さんが書いてあることなんだよ、僕が言っ

ているわけじゃない。

皆さんは多分、所外に持ち出された可能性は薄い

と、だから恐らく別の書類も一緒に破棄したんだろ

う、これだろうなんだよ。

これね、210名の個人情報がこういう形で流れると

いうのは皆さんの感覚と我々の感覚が違うのかな、

そんなふうにも感じるんだけれども、これ重要だと

思うんですよ、僕は。

続けて言いますね、その次の重要課題の３番、こ

れは７ページのウ、自宅療養期間中における外出、

新型コロナウイルスに感染して保健所から自宅療養

の要請を受けた職員が、療養期間中に飲食を伴う会

食などの外出を繰り返すという事案が発生した。

これどう思っているのか。

○安慶名均代表監査委員 すみません、今の質問に

ちょっとお答えする前に、この評価報告書は監査委

員が出した報告書ではございません。

総務部のほうで取りまとめた報告書で、監査委員

としては、この報告書が所定の手続を経て作成され

たということを審査して、回答して意見書を出して

いるというところでございます。

今、この報告書の個別の具体的な内容について、

監査委員が中に入って審査をしてチェックをしたと

いうようなことではございませんので、ちょっと個

別の事案の内容については、私どもではなかなかお

答えしにくいところがございます。

○呉屋宏委員 じゃあこの沖縄県の知事部局から

回ってきたこれは、監査委員は読んでないってこと

か。分からないということか。

○安慶名均代表監査委員 もちろん、報告書が提出

されて審査に付されておりますので、バックデータ

も含めて資料を点検しながら、この報告書が出来上

がった経緯であるとか、内部統制のリスクの認識の

仕方であるとか、そのチェックの仕方、あるいはそ

の中で、これについては重大な不備に当たるという

ところの評価部局の内規の中でチェックをしてこれ

だけを出してきていますので、この辺の手続がちゃ

んと、所定の事前に用意された手続手順に沿ってな

されて報告書にまとめられたということのチェック

をしてございます。

○呉屋宏委員 じゃあこれは、この重大課題か何か

を評価するものは、監査委員が判断することじゃな

くて、今の話では、部局長が、もしくは知事部局で

それを判断をして、これを監査委員に送ったと。

皆さんが出したのは、これに対する審査意見書と

いうのが出ているよね、これを読んで、これを出す

んでしょう。

これを読んで皆さんがどう思ったかということを

僕は聞いているんだよ。

○安慶名均代表監査委員 私ども、監査委員が審査

意見書で述べている部分というのは、この内部統制

の評価が所定の手順に沿って、知事部局が評価をし

ているというところのまずチェックをして、その部

分について審査意見を述べてございます。

この内容についてどう思うかというところについ
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ては、―監査委員でその内容について議論をして

意見書にまとめているということではございません

ので、監査委員の公式な見解としては、内容につい

ては、ちょっと申し上げられないところです。

○呉屋宏委員 じゃあ続けてやりましょうね。

４番が一番大事なことで、これ、僕も土木環境委

員ですからね、これ本部港内の施設で１人亡くなっ

ているんですよ。県の施設のドアに挟まれてね。こ

こまではね、今また監査とのやり取りになるから内

容については言わない。

しかし、８ページの２番、全庁的な内部統制評価

についてという形で知事部局が判断していることは

何て書いてあるかというと、前記第２の３に従い評

価を実施した結果、各評価項目に対して適切な取組

がなされており、整備上・運用上の重大な不備は認

められませんでしたと。

人一人が亡くなってて重要な案件ではないという

ことなんですかこれは。

皆さんに見解を―これは土木環境委員会でもや

るけれども、これはこういう話なのか。皆さんはこ

れを見てどう感じるの、監査は。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

整備上・運用上の重大な不備というのは、この整

備上というのはこの評価に係る、この業務に係るマ

ニュアルであるとか、いろんな手続がまずしっかり

立てられているかどうか、そして、運用上の不備と

いうのは、これを運用するに当たって、そこに重大

な誤り、適切な運用がなされなかった事案がないか

どうかとか、そういった制度上の話でありまして、

今、委員がおっしゃるように、この事案が重大な事

案ではないという判断ではございません。これは当

然、大変重い事案だというふうに認識をしておりま

す。

以上です。

○呉屋宏委員 私はね、この項目の一番ショックを

受けたのは、この８ページですよ。

全庁的な内部統制評価、いわゆる知事部局の考え

方、皆さんに対して言うつもりはないけれども、そ

こまで言うんであればね、あえて言いませんよ。し

かし、整備上・運用上重大な不備は認められません

でしたってここに、このコメントを知事部局が書い

ているということ自体が僕には理解ができないわけ。

これ僕が書いたんじゃないよ。ここだけはね指摘

をしておきたいと思いますから、これ今後ね、ここ

には座ってないけれども、多分マスコミも見ている

と思うよ。こんな状況が重要課題じゃないっていう

こと自体がね、評価されていること自体が、私は信

じられない。

次、行きます。

ちょっとお伺いしますけれども、16ページにある

地方消費税の清算後の地方税の収入1756億となった

と。しかし、コロナ禍で疲弊する沖縄経済という一

方で、税収は過去最高となっていることの現状、こ

れは会計管理者はどう思っているの。監査でもいい

や、どちらでもいいよ。

○名渡山晶子会計管理者 決算の数字で申し上げま

すと、令和３年度の県税収入につきましては、前年

度比約73億円増加ということになっておりまして、

これは一部の業種―金融業ですとか、建設業、あ

るいは医療機器等の販売業等と聞いておりますけれ

ども、収益の改善が見られたということで法人事業

税が増加をしている。

そして、地方消費税に関しましては、課税取引の

増加ですとか、輸入に係る取引による収入増とかが

ありまして、その部分についても増加をしている。

地方消費税清算金ですけれども、これは最終消費

地と課税地が、消費税の場合と違うということで、

各都道府県が全部出し合って、一定の要件の下に配

分をし直すという清算金でございますけれども、こ

ちらにつきましても、全国的に課税取引が増えたと

いうことで、地方消費税清算金も前年度比で約55億

円増加しているということで、決算上の、今、監査

委員意見書に触れられている収入増の部分の数字に

つきましては、状況としては、そのような内容になっ

ているというところでございます。

○呉屋宏委員 これは増収になったわけだから、こ

れどこに行ったの、このお金は。

○名渡山晶子会計管理者 県税並びに地方消費税清

算金につきましては、自主財源というふうになって

おりますので、必要な事業と判断された事業に予算

づけをされて、それぞれ活用されているものと考え

ております。

○呉屋宏委員 考えているわけじゃなくてさ、結局、

これだけ増収になったわけだから、これを再度、疲

弊したこの社会に戻す、経済に戻すということのも

のは、どこに行ったかは分からないのか。基金に積

み上げられたのか、何なのか。

○名渡山晶子会計管理者 国庫支出金等の歳出の使

途が限定をされていないというところで、一般財源

でございますので、委員がおっしゃいましたように、

基金に積み上げられた部分ももちろんあるでしょう

し、各事業費の中に充てられたものもあるというふ

うに理解しているところでございます。

○呉屋宏委員 見ていると議会でこのコロナ禍の中



－36－

でずっと議論をしていて感じるのはね、ほとんどが

地方交付税としてコロナ対策の部分で回ってきた部

分もかなりあるんだよね。９割だとかっていう形の

国庫で回ってきている。ここからほとんど出ている

んだよ。だから、この増収分がどこに行ったかとい

うのは、多分、これまた基金に回ったのかなという

ような感じがしているんですね。ここのポイントポ

イントで、今、増収になったことは分かる、これは、

いろんな部分で増収になったんでしょう。ところが、

これに対してこの使い方で社会にもう一回、下ろし

て、疲弊しているところに使うということができな

かったのかなという感じがして、増収になった分だ

けの事業が起こったかというと、起こっているよう

には見えないんだよ。そこで僕は聞いているんです

よね。専門じゃないから分からないと言われたらも

うそれ以上は言えないので。

それと、もう一つ議論したいのが、会計管理者に

聞きたいけれども、この一借の定義っていうのが僕

よく分からないんだが、どういうことか。

○名渡山晶子会計管理者 一時借入金は、地方自治

体内において、一時的に歳入と歳出で、歳入不足に

なったときに借入れを行い、それをもって事業執行

に充てるというところで、当該年度内に返済をする

ことが要件と言いますか、返済をすることになって

いる借入金でございます。

○呉屋宏委員 これもよく分かる。

これもね、皆さんね、15ページの一番下に、一借

の実行状況というのがある。これね、こんなに細か

く３日間借りるとか、こんなぐじゅぐじゅ、借りな

いといけないのかなと思いながら僕は不思議でしょ

うがなかったんだけれども。

例えば借入れ実行額というの、これ累計で言えば

４兆円余っているわけでしょう。

違うの。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度の一時借入れ

実行額は、189日間で４兆631億3200万円となってお

ります。

○呉屋宏委員 これどこから借りているのか。

○名渡山晶子会計管理者 指定金融機関等となって

おります。

○呉屋宏委員 午前中の議論でもあったんだけれど

も、あなた方は、いろんな基金というポケットがあ

るさね、このポケットから使うことはできないの、

そこにもう一回返せばいいんじゃないの。

何でわざわざ市中銀行から、こんな細かく３日間

とか５日間とかって借りる必要があるのか。

何のためにこの基金というのがあるの。

そこから流用できないのか。

○名渡山晶子会計管理者 基金に属する余裕基金と

いうのは通常、流動性の高い基金を除く約９割が中

長期の運用をしているところでございます。

今、委員がおっしゃいましたように、この一時借

入れ、一時的な資金不足というのは、３日だったり、

10日だったり、非常に細かく、借りなくていい日も

あれば、借りる日もあるというような形でありまし

て、基金の繰替え運用というのももちろん制度上で

きる形にはなっていますけれども、現時点において

は、一時借入れをしながら、もっと根本的な話とし

て各部局に対して早期の国庫金の受入れ等を呼びか

けているというようなことで対応しているところで

ございます。

○呉屋宏委員 僕が言っているのはそうじゃない、

僕は午前中でも、仲里委員が言っていた中に、皆さ

んの基金の中に、県有施設整備基金繰入金というの

があるんだよ。さっき、何年前かな、５年前に１回

使ったって言っていたけれども、これほとんど使わ

れてないんだよ。恐らくこれを設置して、基金を入

れてね、恐らく使ったっていうのは２回か３回ぐら

いだよ。多分これ、50年前からあるんじゃないの。

このような基金がここの中に存在してて、この基金

を柔軟に運用するということができないのか。基金

はどうなっているかというのは、あまり監視したこ

とないんじゃない。

○名渡山晶子会計管理者 先ほども申し上げました

ように、基金のうち、当座の取崩し予定があるよう

な流動性のある部分を除いては、ほぼ９割が定期預

金であったり、あるいは債券であったりというよう

な形で中長期の運用をしているという状況にござい

ます。

○呉屋宏委員 そこまで言うんだったら、この施設

整備基金、これは幾らあるの今、残額は。

○名渡山晶子会計管理者 県有施設整備基金の令和

４年５月現在の残高でございますが、231億853万

3000円となっております。

○呉屋宏委員 さっき言いましたね、この基金の状

況、この基金を見て４兆631億、これが累計だよね１年

間の。つまり、300億借りて、３日後にまた300億返

して、また１週間後に300億借りてまた返してと、こ

んなことをやっているわけでしょう。それで民間に

0.002かの金利を払っているわけでしょ。

この金利の上限というのは幾らなの。要するに、

0.002で借りられる枠は幾らまで。

○名渡山晶子会計管理者 指定金融機関と交わして

いる借り越し契約の内容といたしましては、利率は
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県の所有する定期預金のうちの利率の低いものから

順次、適用していって、その利率は当該定期預金の

利率と同率であるというところで、ちなみに令和３年

度におきましては、0.002％という形でほぼ借りてい

るところでございます。

それを超える場合につきましては、短期プライム

レートを適用ということで、直近で言いますと

2.175％になるわけですけれども、そこには至ってい

ないという中で、その0.002の範囲内で借入れを行っ

たというところでございます。

○仲田弘毅委員長 休憩いたします。

（休憩中に、呉屋委員から上限額の確認があっ

た。）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

名渡山晶子会計管理者。

○名渡山晶子会計管理者 預けている金額はもっと

上なんですけれども、借り越し契約の上限額を、こ

れは議会の議決も得まして、１年度で700億円以内と

いうふうに定めているところでございます。

○呉屋宏委員 これだけ皆さんが今、この一借でやっ

ている期間というのは、この700億、最高でどれぐら

いまで行っているの。

○名渡山晶子会計管理者 最高借入額は、令和４年

１月の522億円でございました。

○呉屋宏委員 基金で充当できるという基金を調べ

たことはありますか。この基金だったらできるんじゃ

ないかという基金を調べたことがありますか。

○大石優子出納事務局会計課長 お答えします。

一時借入金ですけれども、普通地方公共団体の長

が歳出予算の支出をするために一時借入金をするこ

とができるということで、長権限で行っております。

先ほどの基金の中でということでしたけれども、

一時借入れが発生して、令和３年度についてはコロ

ナ関係で支出が厳しかったものですから、財政課と

も協議をして、財政調整基金であるとか、そういう

形で運用ができないかということで相談を行ってい

るところです。

○呉屋宏委員 さっきの会計管理者とは違うじゃな

い。基金の質が違うからって、あんたは今、財政と

相談しているって、お互い合ってないんじゃないの、

今の話は。

○名渡山晶子会計管理者 説明が不足しておりまし

たが、流動性の高い基金を除きというところでござ

いまして、財政調整基金というのは流動性が高いと

言いますか、必要に応じて出し入れをする基金とい

うことで、財政調整基金に関しましては、万一に備

えて、短期の運用をしながら、場合によっては、そ

ういう基金からの融通というのも相談をしていると

いうところでございます。

○呉屋宏委員 減債は何に使っているの。

幾らあるの。

○名渡山晶子会計管理者 減債基金の令和４年５月

末時点での残高は、406億2707万8000円でございます。

○呉屋宏委員 僕はね、こういうものをうまくかみ

合わせれば、そこまでこんなね、どたばたしながら

こんな借りたり返したりさ、それは電子的にやって

いるんだろうけれども、そういうことはもう一回見

直したほうがいいと思うよ。

何のための基金。世の中は、ポケットに預金がな

くて困っている、県庁は、ポケットにお金がいっぱ

いあって困っているんだよ。僕はそんなふうにしか

見えない。コロナになってお金が集まっているのは、

地方公共団体ですよ、今のところ。それをなぜ民間

にもっと出さないんだというところが僕は非常に問

題だと思うよ。ここは、適正にやっているっていう

ことは分かる。適正にやればいいということではな

くて、いいですか、あなた方のあれ見てごらんよ、

今から議論するけれども、公債比率は7.1か、経常収

支比率が88.0、こんな数字がね、あなた方、コロナ

になってから、財政の数字がよくなっているんだよ。

民間は悪化しているんだよ。この意味が分からない

のかと。この間僕は一般質問で酪農組合の話をした

けれども、本当に倒産しようとしている。明日、本

当に仕事を辞めるという人たちがいる中で、ここに

基金が積まれていること自体が僕は許せない。県民

の代表として、僕はこれは許せない。

それでは、令和３年度の健全化判断比率審査意見

書から質問しますが、全国的に見ても、実質公債費

比率、将来負担比率が相当改善していますね。大規

模な金融緩和の下で金利水準も低下しています。

このような状況において起債を積極的に行い、将

来への投資を大胆に行う可能性が沖縄県には備わっ

ていると考えているけれども、皆さんはどう考えて

いるのか。

○安慶名均代表監査委員 実質公債費比率等につい

ては、高率補助で沖縄県は裏負担が少ない。そのた

めの起債発行が少なくて済むというところ、それか

ら、いろんな行革プランの中で、臨財債等以外の建

設債については、箱物を抑制ということで、210億円

という目標を掲げて、その範囲内に収めるというよ

うな取組をずっと今、継続してやっています。

そういったことの効果が現れていて、全国に比較

してもかなり良好な数値が今、出ていると思います。

以上です。
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○呉屋宏委員 僕は、監査の皆さんとこの議論をや

るということではなくて、ここを通してからしか皆

さんのところから、県庁知事部局には行かないんで

す。

これはちゃんと報告をしてほしいと思っているし、

民間がどういう思いで今、生活をしているかという

こともよく分かってほしいと思う。

実質公債比率のランキング、これちょっと古いラ

ンキングだけれども、沖縄は決して悪くはない。そ

して、将来負担比率、さっき言った公債費比率もそ

うです、将来負担比率を今、安慶名さんが言ったと

おりなんだよ。

これはね、どこから来るかというと、おっしゃる

とおり、沖縄振興計画があってね、高率補助がある

からこうなっているんですよ。僕は本会議でも言っ

たんだが、あと10年しかありませんよと。

あなた方、この将来負担比率なんていうのはね、

みんなが200とか300いっているところに、今、沖縄

県はここに出ている決算書では30ですよ、30。東京

に勝つか勝たないかだよ。東京が一番低い。将来負

担が30％しかない。30％とは言わないけれども、そ

れぐらいの部分だ。これはね、一番上はどれぐらい

かといったら、沖縄が30に対して兵庫県が345、北海

道が328、新潟県が284、こんなところですよ。沖縄

は30だよ。

高率補助、こういうもので全部公共工事をやって

きたけれども、あなた方はまだ出し惜しみをしてい

る。沖縄のこの渋滞見てごらん。ここに何でお金を

投資させないかということがね、監査が指摘をでき

ないかもしれないけれども、そういう形で公共工事

を誘発させていかないと、あと10年で使っていかな

いと、本当にこれ、10年後はもう公共工事もなくな

りますよ。そういう議論ができるところは、ここし

かないんだよ。

どう思う、これ。

○安慶名均代表監査委員 沖縄振興特別措置法の中

での高率補助制度の恩恵を受けている部分が、今、

委員がおっしゃるように、非常に多いかと思います。

その辺りは率としては非常にいいわけですけれど

も、ただ、また別の指標、自主財源比率であるとか、

財政力指数、そういった指標では、これはまた、全

国平均、九州平均よりもかなり下回っているという

状況もあって、審査意見書にも書いてありますけれ

ども、依然として、国庫であるとか、地方交付税と

か、国の地方財政対策、地方財政制度の動向に大き

く影響を受けるというところでは、そういう意味で

は、全国でもよくない状況にあります。

いろんな指標があるので、そういうことを勘案し

ながら、いろんな政策を選択していくべきだとは思

います。

高率補助については、やはり、今回の振興計画で

も継続をしておりますけれども、これはいつになる

か分かりませんけれども、やはり全国と同様な条件

の中でも、伍して戦えるような財政構造をつくって

いかないといけない。それは非常に重要な課題だと

いうふうに思っています。

○呉屋宏委員 皆さん、そんな難しいことではない

けれども、専門の言葉が入ってくるから難しい。

いいですか、さっき言った基金、貯金が、自分の

ポケットに現金がいっぱい入っている。おまけに、

道を造るときには、ほかの都道府県は50％が国庫、

50％が自己負担。いいですか、沖縄は10％が自己負

担、90％は国庫、国からもらえる。この段階で造ら

ないと、いつ造るの。自主財源10％はポケットに入っ

ているんだよ。

そういうものをうまく回転させないと、何か、基

金にいっぱい積み上げていけば何かいいのかなとい

うような、そんな錯覚さえ起こる。

平成12年か13年ぐらいに、行財政改革っていうの

が推進されてきましたよ、今から20年ぐらい前にね。

そのときに、この20年前の行財政改革のときに、経

常収支比率を落とせ、公債費比率を落とせ、それが

ね、さも行政が一生懸命やっているという指標だっ

たと思う。ところが、今ここまで来たときに、我々

がやらなければいけないのは何か。

住民に対して、県民に対してどれだけ還元して、

その人たちを助けて、もうけられるようにして飯食っ

ていけるようにするか、これが県庁の仕事だよ。財

政の指数をよくすることがあなた方の仕事ではあり

ません。

じゃあ聞きますけれども、財政指標について今言

いますが、平成23年度と令和３年度の標準財政規模、

何でこれが582億も上がっているのか。

何の意味があるの、これ。

どんな理由で上がったのか。

○安慶名均代表監査委員 標準財政規模は過去の数

字とか手元に今ないので、ちょっと比較できないん

ですが、標準財政規模というのは、地方公共団体の

標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すもので、内容的には、標準税収入

額であるとか、普通交付税をプラスしたものという

ことになっていますので、やはり税収の増であると

か、普通交付税の額であるとか、そういった部分で

一般財源の額が増えてきているというのが標準財政
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規模にも反映しているのだろうというふうに思いま

す。

○呉屋宏委員 僕が言いたいのは何かっていうのは

こうなんですよ、これね、標準財政規模というのは、

今言ったとおり、580億もの力がついてきているん

じゃないのか。

私はこれをそういうふうに見ていいですか。この

標準財政規模というのはそういう目で見ていいのか。

○安慶名均代表監査委員 標準財政規模の意味する

ところは、通常収入されるであろう経常的な一般財

源ということですから、これだけの額が増えたとい

うことは、それだけ独自に対応できる財源が確保で

きているというところだと思います。

○呉屋宏委員 だから、僕が言いたいのは何かとい

うと、これは一般質問でもずっと議論してきたんだ

けれども、本当に今、もうこの10年で仕上げなけれ

ばいけないという、僕は焦りがある。政治家として。

皆さんは違うのかもしれないけれども。僕らはそう

いうのが自民党の中にあって、どうしてもこの渋滞

の状況、鉄軌道の問題、ＭＩＣＥの問題、これどう

やって片づけるのか。

今まで大型工事をやってこなかったから、これだ

けのものが積み上がってきているわけだよ。基金も

そうだし、いろんな部分で。

もう一つ、逆に聞きますけれども、経常収支比率

が８％落ちましたね。これは何が要因なのか。

○安慶名均代表監査委員 令和３年度の決算におけ

る経常収支比率は88.0％でございます。

前年度96.4％ですので、8.4ポイント、今回は大き

く低下をしたというところでございます。

この比率が低下した要因としては、国税収入が見

込みよりも増えたことによって、地方交付税が増加

したというようなことが主な要因だというふうに考

えております。

経常収支比率が令和３年度に少し改善をしたとい

うものは、やはりこの交付税の関係もあって、他の

都道府県においても同様な傾向が出ているというふ

うに承知をしております。

以上です。

○呉屋宏委員 経常収支比率の中身を見ているとね、

人件費が決して落ちてはいないんだね。2.0％上がっ

ているんだよ。

だけどね、これよく分からないのが、このその他

の経費で13.2％下がっているってことはどういうこ

と。何なの、その他って。

○安慶名均代表監査委員 その他の部分については、

令和３年度の決算統計において、これまで県単融資

事業の元利収入を経常一般財源として捉えておりま

したけれども、これについては、この元金分につい

ては使途が特定されるものだということで、全国的

にその特定財源とするということで、経常一般財源

からこの分は控除されたというところで、その他が

減っているというふうに承知しています。

○呉屋宏委員 もう少し分かりやすく言ってくれな

いか。どういうこと―特定されるとか、されない

とかって、どういうことか。

○安慶名均代表監査委員 県単融資事業に係る元金

収入、これが経常一般財源としてこれまでその他経

費の中に含められておりましたけれども、これにつ

いては、またこれが回って、貸付けに回っていくと

いうようなところで、使途が特定されたものなので、

純粋な一般財源ではないということで、この分につ

いては除かれたということでございます。

○呉屋宏委員 僕はこの間、昨日、おとといもちょっ

と中身を全国的に調べさせていただきました。

しかし、この経常収支比率が県段階で90を切ると

いうのがね、今、これ19年度、2019年ベースなんだ

けれども、この数字を見ていると90％切っていると

ころというのは東京と沖縄しかないんだよ。

こういう状況で見ていると、これ何なんだろうな、

沖縄は。本当に行政の中身が非常にいい回転をして

いるのか、何なのかが僕にはよく分からない。

もう一つは、これ教育委員会でも今問題になって

いる、先生方の休職、あるいは離職、そういうのも

ありながら人件費は増えているわけでしょう。

だから、こういう数値というのは、何かどうもだ

まされているような気がして、ずっとこの２日間、

見てきたんだけれども。

どうなんだろう、今、実際に、沖縄県の財政って

順調にいっているの、いっていないの。

○安慶名均代表監査委員 ただいまの質問にお答え

する前に、経常収支比率なんですけれども、委員か

らは今、昨年度の数値を見ますと、90を切ったとい

うのは本当に少ない都道府県ということになります

けれども、これは正式な数値ではありませんが、速

報値というか、独自に調べた調査では、全国平均、

九州平均も、令和３年度は88.0になるというような

情報も聞いているところでありまして、今回、経常

収支比率がこれだけ大幅に落ちたのは、本県のみの

傾向ではなくて全国的な傾向ということは御報告を

させてください。

その上で、今の御質問ですけれども、沖縄県は、

全国、九州と比べて、先ほど来お話のある公債比率

であるとか、将来負担比率、あるいは１人当たりの
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県債残高、これが非常に良好な状況にあります。

また、健全化比率の審査においても、いずれも早

期健全化基準を下回っているというところでは、非

常に堅実な財政運営が行われているだろうというふ

うに思います。

ただ、一方で自主財源比率、あるいは財政力指数、

これはかなりまだ低くありますし、先ほど来申し上

げている国庫であるとか、交付税の国の動向によっ

て大きく影響を受けるというところでは、依然とし

て、ある意味脆弱な財政構造というふうにあるとい

うふうな認識を持ってございます。

以上です。

○呉屋宏委員 この数値を一つ一つ当てはめながら、

沖縄県に当てはめてみたんですね。

私は今回、決算をやるときに、一つ一つ細かくやっ

てみようと思ってやってみると、不思議なことが分

かってきたんだけれども、これは、県庁があんまり

仕事しなかったら数字はよくなるんだよね、はっき

り言って。

何も事業をしなければ、経常収支比率も、公債比

率もよくなるんだよ。財政の将来負担も低くなるん

だよ。

だから、この経済に対して、自分たちで県が一生

懸命事業を打ち込みながら、なおかつこの数字をで

きるだけ上がらないようにコントロールしていくと

いうのは非常に難しいことだと思う。

これについて会計管理者どう思うか。あなたがコ

ントロールしているんでしょ。

○名渡山晶子会計管理者 すみません、出納機関と

しては、なかなかお答えしづらいところでございま

す。

○呉屋宏委員 出納責任者としてではなくて、個人

の名渡山さんとしてどう思う。

○名渡山晶子会計管理者 個人的な意見を申し上げ

る場でないと思いますけれども、県職員、コロナ禍

の中で、懸命に業務に取り組んでいるということは

申し上げたいと思います。

○呉屋宏委員 さっきも言ったんだけれども、これ

ね、恐らく大型の事業が始まっていけば、間違いな

くこの数字は悪化しますよ、確実に悪化する。公債

比率も上がっていく。全ての基金も吐き出さなけれ

ばいけなくなる。

しかし、これは、僕らがやらなければいけないの

は、この10年だと思ってますよ。これを、10年以降、

この基金を流したり、あるいはその10年後から経常

収支比率が上がったり、あるいは公債費比率が上がっ

たりするとね、これは致命的な話になるだろうな、

将来負担の数字が30じゃなくて、これが恐らく10年

後にはどれぐらいになるんだろうな、100、200ぐら

いに上がっていったときに、これを元に戻す作業が、

沖縄振興計画がなくなったときにできるかというと、

まず無理だと思います。

だからこそこの10年で、この監査を見てこの10年

で何を沖縄県がやるかっていうことは、とっても将

来に対する責任が問われているんですよ、今。その

ことが大事なんだよ。だから監査をやるんですよ。

次の会計年度に生かすために今監査をやっているわ

け。

だから令和５年度、この事業がどこに重きを置い

て、どういうふうにして沖縄をつくっていくかとい

うことは、当然、これは皆さんがつくった沖縄振興

計画で示されている。問題はそれをいつ実行してい

くか。

しかし、沖縄振興計画は10年でやらなければいけ

ない。だからこそ、この10年間で、何から先にやっ

て、お金を積み上げながら、事業をうまく回転させ

ていくということを、これはうまく執行部がしっか

りと調整しながらやっていかないと、これ大変なこ

とになる。財政破綻すると思いますよ。昔の北海道

の市のような形でね、あの状況になると思います。

そこはどう思いますか。

○安慶名均代表監査委員 委員がおっしゃることも、

大変重要なことを、今御指摘をされているかと思い

ます。

私どもとしても、この監査において、決算審査に

おいて、いろんな資料を見させていただいて、いろ

んな分析をして、ここにしっかりと明記をすること

によって、現在の沖縄県の財政が置かれている現状

を、執行部、あるいは委員の先生方にもしっかりお

伝えをして、それをベースに、そういった明日の沖

縄をつくる議論が展開されるということは、非常に

本望であります。

おっしゃるように、やはり有利な制度が今あるう

ちに、その後を見据えた事業を仕掛けていくという

ことは、非常に重要なことだというふうに思ってお

ります。

以上です。

○呉屋宏委員 これをね、皆さんともう一つ共有し

てほしいところが―皆さんに言ったってしようが

ないかもしれないけれども、この危機感を、実は41市

町村と共有をしながら、県は、この41市町村を引っ

張っていかないといけない立場にいると思うんだ。

だから、何とか皆さんがリーダーシップを取って、

41市町村を引っ張る県議会であり、県庁であるとい
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う形にならないと、これは将来の負担増は間違いな

いと思います。

その中身を、ここだけちょっと聞かせてください。

沖縄振興特別推進交付金、沖縄振興公共投資交付

金、これ、それぞれ交付金を活用した事業の執行率

と繰越率、不用率が分かりますか。

○安慶名均代表監査委員 ソフト交付金、沖縄振興

特別推進交付金の令和３年度の執行状況、執行率で

すが、県分、市町村分を含めて、82.3％ということ

でございます。

それから、ハード交付金においては、年度内の執

行額が66.0％になっております。

以上です。

○呉屋宏委員 僕は、この市町村分というのは、皆

さんには確かに責任はないのかもしれないけれども、

一緒になってつくっていこうとするような、ハード

もソフトも一緒につくっていこうとするような予算

の組み方であってほしいなと思っているんですよ。

隣近所である市町村であっても、お互いライバル

みたいな形でやっているようなところが、かなり僕

は市町村を回ってみて感じるんですね。

だから、こういう特別推進交付金を使って、沖縄

県全体で、これは僕は沖縄県が引っ張っていかない

と、その実効性は薄いのかなという感じがしていま

す。ですから、リーダーになって、皆さんが引っ張

るということをしっかりやらなければ、これはなか

なか前にいきませんから、こういうのがもう随分続

いていますね、６割の執行率だとかっていうことで

やってますから、これを監査のほうとしてはどうやっ

たらよくなるというような指摘をしているのか。

○安慶名均代表監査委員 ソフト交付金は82.3％の

執行率で、スタートの頃に比べてかなりよくなって

います。

今、市町村のお話もされてましたけれども、一括

交付金がスタートした当初の数年は、やはり市町村

は市町村で、配分された額は、自分の団体のものだ

と。これを何とか使い切るということで、最後まで

持ち込んで、まだ執行ができなくなって、これが不

用になったり、繰越しになるという状況がございま

した。

そういう中で、いろんな厳しい御意見もある中で、

やはり市町村は、まずは市町村分については市町村

全体の一括交付金、全体の財産だというような認識

が生まれてきて、そういう中で、いろいろとこの執

行調整を、密度を高めて、事業がなかなか仕組めな

い、あるいは規模が縮小する場合には、それは必要

とする他の市町村に柔軟に融通して、市町村全体で

執行率を高めていくというような取組は、やはり県

の企画部市町村課を中心に、市町村がしっかりやっ

てきた結果が、今、当初に比べてかなり執行状況が

よくなった理由にはなっているかと思っております。

そういう意味では評価してございます。

○呉屋宏委員 おっしゃるとおりだ。

沖縄県にある市町村ですからね。

あくまでも全体のバランスをとるのは沖縄県庁だ

から、そこの企画部の市町村課がしっかりとしたリー

ダーシップをとらないと、これはなかなか難しいと

思いますよ。

市町村でもね、ばらつきがかなりあるんですよ。

自分の足でずっと回ってみて感じるのは、あんなに

広い面積を持っている国頭村が、5000名切って4700名

になる。ところが、今、嘉手納なんか見てください

よ。ほとんど83％ぐらい基地に取られてて、コンパ

クトなところで皆さん暮らしている。こういうとこ

ろっていうのはね、あんまりお金がかからない行政

ができるんだよ。ところが、国頭みたいなあんな広

いところに、あっちこっちに小学校があったりする

というのもある。こういうのを一緒になって、皆さ

んでこういう、さっき言った振興交付金、これで何

とか一緒になってやっていけないかということをね、

僕はやらないといけないと思いますよ。

金武なんかのように、基地を抱えながら、縦長の

部分で、南北に長いところでね、だけれども税収は

あれだけのホテルが建っているから、固定資産税は

がんがん入ってくるわけでしょう。そういうところ

と、全くない粟国では同じような状況は考えられな

い。

だから島づくり、41市町村づくりというのは、皆

さんの責任でやっていただかないといけない。県議

会も頑張るけれども、そういうような視点に立たな

いと、この沖縄の振興計画というのはなかなか生か

せない。

これ今見ていると、市町村に全部投げっぱなしで

すよ、今の状況は。市町村から上がってくるものを

県でやるっていう感じです。国とかけ合ってみたら

できませんでしたって返す。

これでは執行率は落ちるよ。

だから、どういう指摘をしていくかっていうのは、

もう少し中身に突っ込んでみて、私は判断をしてほ

しいなと思います。

残念ながら１分余り残ってますが、これで終わり

たいと思います。

以上です。

ありがとうございました。
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○仲田弘毅委員長 上里善清委員。

○上里善清委員 よろしくお願いいたします。

私のほうからは、審査意見書のほうから拾って質

問していきたいと思います。

よろしくお願いします。

３ページのほうですね、行財政運営についてとい

うことで、自主財源は増加したが、依存財源が増え

たということで、比率が29.1％となったというふう

になっておりますが、この自主財源が増加した要因

は、どんな要因がありましたかね。

○安慶名均代表監査委員 自主財源、自主財源比率

としては、今回、国庫が大幅に増えた関係上、相対

的に率としては低下をしてございますけれども、金

額としては、自主財源全体で144億円増額になってま

す。

その内訳として、大きな増の要因は、繰入金が150億

ですね。それから、地方税の増が約100億円というと

ころが、自主財源の主な増えた要因、内容でござい

ます。

○上里善清委員 ２年続くコロナで、僕らとしては

税収が減るんじゃないかというふうに予想していた

んですけれども、これ逆に増えていますよね。ちょっ

と理解に苦しむんだけれども、増えたことはいいこ

ととしましょう。

あと、依存財源として、コロナ対策の予算がかなり

入ってきたと思うんですよね。そのせいで依存財源

が増えたという形になっていると思いますが、この

コロナの事業の総額といいますか、いろんな事業が

下りてきたんですが、どれぐらいまでいきましたか

ね。

○安慶名均代表監査委員 コロナ関連の事業の決算

としては、決算額で約2949億円でございます。

○上里善清委員 その中に、歳出の部分のほうです

が、義務的経費が増加している。その中の人件費な

んですが、先ほどもちょっと委員からいろいろ質問

あって、教育関係で人員が足りないから、いろいろ

と途中採用してみたり、補充しているという形にな

ると思うんですが、どの辺でこの人件費が増えたの

か、これ詳細分かりますか。

○安慶名均代表監査委員 審査意見書の17ページに

性質別の内訳がございますが、その中に人件費があ

ります。

約28億円ほど増になっていますけれども、その主

な内容としては、これは教職員数の増、それから会

計年度任用職員制度の導入等の影響というふうに聞

いております。

○上里善清委員 分かりました。

あと、県債残高なんですが、約6000億ぐらいある

ということで、これは減債基金から計画的にこの県

債というのは消化していく、返済していくと思うん

ですが、この5983億というのは、ここ直近でどんな

感じでしょうか。

多いんでしょうか、低いんでしょうかね。

○安慶名均代表監査委員 県債残高については、先

ほど申し上げた高率補助制度の影響で、その補助の

裏分が小さいというところで、必然的に県債を発行

する額も小さくなっているということ。

それから、県のいろんな行革プランの中で、通常

債を210億円以内に発行を収めるというような抑制策

等で今取り組んでるところで、そのような影響が出

ておりまして、ずっと毎年、残高が小さくなってい

くという状況がございました。

ただ、令和３年度に限っては、臨時財政対策債等

の発行増もあって、４億7000万ほど増加に転じたと

いうところでございます。

○上里善清委員 直近の五、六年でいいんですが、

県債の残高として、一番多かったのはどれぐらいで

すか。

○安慶名均代表監査委員 決算統計の普通会計にお

ける県債残高ですけれども、23年度末がピークとい

うところで、6848億円が最も高い残高でございます。

○上里善清委員 主要３基金についてちょっとお尋

ねしたいんですが、財政調整基金、あと減債基金、

ほかの基金なんかあると思うんですがね。

主要３と言っておりますので、その内訳の残高を

教えてください。

○安慶名均代表監査委員 主要３基金と言われてい

る財政調整基金、減債基金、県有施設整備基金の合

計ですけれども、決算審査意見書上は、３月末の年

度末で捉えておりますので、これでいきますと約

747億円になっております。

○上里善清委員 これは３つ合わせたやつですよね。

別々でちょっと答えていただけますか。

○安慶名均代表監査委員 億円単位で申し上げます

が、財政調整基金が211億円、減債基金が291億円、

県有施設整備基金が244億円。

○上里善清委員 先ほど呉屋委員からもあったよう

に、この基金をずっと積み上げていくというよりは、

活用するということを今、考えないといけないんじゃ

ないかと僕も思っております。

県債の残高がかなり1000億ぐらい減っていますよ

ね。その中で、この基金の活用というのは、このま

ま積み上げていくほうがいいのか、投資的目的で投

資していったほうがいいんじゃないかと私も思うん
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です。

これについて、ちょっとコメントがあればお願い

します。

○安慶名均代表監査委員 今、申し上げました３月

末時点の基金の決算の金額で申し上げましたけれど

も、このベースで全国比較しますと、全国平均が335億

円で、これ財政調整基金ですね。

沖縄県の211億円に対して全国が335億円、九州平

均が104億円ということで、沖縄県の財調の状況は全

国平均よりは低いですけれども、九州平均よりは多

いという状況があります。

基金の額がどれだけが適正かというような示され

た基準等はありませんけれども、全国と比較して、

ある程度、遜色ない基金を今、確保していて、緊急

事態であるとか、想定外の歳入減、そういったもの

に対応できるだけの一定程度の額が今、確保されて

いるというような理解をしております。

○上里善清委員 747億円余りこの基金が積み上がっ

ているということで、積極的に事業を推し進めていっ

ていただきたいというふうに私も思いますね。

今まで、主なものは、多分やってきたと思うんで

すが、課題のある部分が、きちっと前に進まないと

いう現状もありますのでね。基金の活用を積極的に

提案していただきたいというふうに思います。ここ

はこれで終わります。

あと、この収入未済額についてなんですが、かな

りよくなっておりますね、未済額というのは。

本来は100％で徴収していただきたいんですが、こ

の未済額の主な未済になった部分は、どんなものが

あるのか、ちょっとお聞きします。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度の一般会計に

おける収入未済額29億4912万4185円ということで、

前年度と比較して約12億3474万円、29.5％の減少と

いうことになっています。

収入未済額の主なものといたしましては、県税が

17億5684万円、生活保護費返還金等の諸収入が５億

9983万円、県営住宅使用料等含む使用料及び手数料

が約４億9652万円等々の中身になっているところで

ございます。

先ほど、減少したということで申し上げましたけ

れども、その減少した主な理由といたしましては、

まずは県税のほうで約11億2700万円ぐらい減ってお

りまして、これは令和２年度にコロナの影響で、特

例として徴収の猶予というのが認められておりまし

て、そのうちの約18億円余りが、令和３年度に収納

をされたということ等により改善をしているという

ことと、あと使用料、手数料等で約7600万円減になっ

ておりまして、これは県営住宅使用料等の収入未済

が減ったというようなことが、増減理由としては挙

げられるかと思います。

○上里善清委員 この督促しても、なかなか払って

いただけないと。この督促する、何年たったら無効

や不納欠損になってしまうというパターンだと思う

んですが、大体、年月としては３年ぐらいがめどで

すか。

○名渡山晶子会計管理者 不納欠損処理をする理由

といたしましては、時効の援用のほかに、破産であっ

たり、和解等によって債権が消滅したりという様々

な事由があるかと思いますけれども、委員お尋ねの

時効につきましては、その債権が発生した種類、理

由によって異なっておりまして、例えば生活保護費

返還金等の公法上の債権については５年、一般の貸

付金等、私法上の債権につきましては、大体10年の

ものが多いですし、その債権の発生した事由によっ

て、ばらばらになっています。

○上里善清委員 時効というのは、普通、何年でし

たかね。

税金別に多分、取る項目によって違うと思うんで

すけれどもね。

○名渡山晶子会計管理者 例えば先ほど申し上げま

した県営住宅の使用料は10年でございます。

また、貸付金、例えば母子寡婦福祉貸付金等ござ

いますが、それも10年で、生活保護費返還金等の公

法上の債権というは、もう５年がたてば、援用とか

が必要なく、時効を迎えるというように、年数も様

々ということになっております。

○上里善清委員 分かりました。

じゃ、最後にいたします。

５ページのほうですけれどもね。

この不備によって、国庫補助金を返納するという

ことがあったんですが、今度のワクチン接種、抗原

検査の件もしかりなんだけれども、このチェック体

制ということで、見直しするというふうになってお

りますが、どういうふうな見直しをされたんでしょ

うかね。

○名渡山晶子会計管理者 今般の抗原キットの件に

関しましては、特に、私どもの確認が十分でなかっ

たことから、１件支出に至ったことについては、重

く受け止めているところでございまして、私どもの

チェック体制の確保としましては、まずは、今回の

事例を職員間で共有しながら、重層的にチェックを

していくということで、そのチェック体制を整える

ということ。

それから、先ほど研修の話が出ましたけれども、
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会計職員向けの研修等々において、今回の事例等も

活用しながら、その認識を深めていきたい、全体の

認識を深めていきたいということがございます。

あわせまして、執行機関向けに関しましては、執

行機関が支出負担行為を起こすときに財務会計シス

テムというシステムを使うのですけれども、そのと

きに議会に係る事項の金額のものを支出負担行為と

して打ち込んだときに、議会の議決を得る必要を確

認してくださいというような注意喚起のためのメッ

セージが出るような改修をしておりまして、本日、

その改修も終了したということで、執行機関のほう

で支出負担行為を起こすときには、そういったメッ

セージで確認をするような体制というのも取ったと

ころでございます。

いずれにしましても、再発防止ということで、執

行機関も含めて、私ども出納機関も含めて、きっち

り取り組んでまいりたいと考えております。

○上里善清委員 様々なチェック体制、今のこれは

パソコンを使った体制ですよね。これも重要だと思

うしね。まず、決裁上がってきたときは、これは課

長さんに上がって、次は部長さんに上げてという形

になるんですか、今。

○名渡山晶子会計管理者 それも事案によってばら

ばらなんですけれども、例えば金額とか、費目によっ

て幾らまでのものは、例えば執行伺でしたら課長ま

で、あるいは、統括監までといったような形が決裁

規程、財務規則等の中にそれぞれ定められておりま

すので、それによって、チェックも進んでいくとい

うところでございます。

○上里善清委員 一般企業では、そばの人にまず見

せて、これでいいのかなと。オーケーであれば、課

長さんという形取るんですよ。そのあとに、部長に

上がっていって、常務、専務が印鑑押すわけですよ。

だから、この部長ぐらいで止まってしまうのか、

上のほうというのは、誰がいるんでしょうかね。副

知事なんですか、これ。

この行政のチェック体制というのは、部長のほう

でもう終わり、エンドですか。

○名渡山晶子会計管理者 その歳出科目と金額に

よっては、知事決裁まで行くものもございます。

例えば、大きな工事とかによりますと、執行伺に

おいて、知事決裁まで行くものもあれば、部長決裁、

統括監決裁というような形で、それぞれ定められて

いるところでございます。

○上里善清委員 度重なるミスを見ていたらね、何

かチェック体制のマニュアルが働いてないのではな

いかという思いもちょっとあるもので、今後、大き

な懸案が出ないように、しっかりやっていただきた

いなというふうに思います。

以上です。

○仲田弘毅委員長 続きまして、当山勝利委員。

○当山勝利委員 よろしくお願いします。

歳入歳出決算審査意見書のほうで、やらせていた

だきます。

まず、経常収支比率に関しましては、先ほどあり

ましたので、これは割愛させていただきます。

それで、財政力指数に関して伺います。

こちらの表にもありますように、財政力指数が

0.36177ということなんですが、まず、この財政力指

数、九州で何番目なのか、それから全国的には何番

目なのか、お答えください。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

沖縄県の令和３年度の直近の財政力指数は

0.36177でありますけれども、九州、全国と比較とな

りますと、２年度ベースの比較になりますが、令和

２年度の財政力指数が、沖縄県が0.37469でございま

す。

それで見ますと、九州８県中本県は４位、全国47都

道府県中本県は35位となっています。

○当山勝利委員 ここの考察というのかな、皆様方

の意見書の中には、平均より比べて低いので、もう

ちょっと頑張ってほしいということは、それはよく

分かるんですけれども、九州の中では、福岡が一番

高くて六点幾つとか、それから熊本が高くて四点幾

つとかという、他県よりも比較的財政力指数が高い

ところ、特に福岡が引っ張り上げているようなとこ

ろがあるので、そことの平均だけで比較すると、

ちょっとあれなので、もう少しその表記を工夫して

いただけないかなと。

ただ平均と比べて低いですよと言っているだけ

じゃなくて、九州の中ではこのぐらいの位置にあり

ますよ、だけれども頑張りましょうねというような

書き方だと、もっと分かりやすいかと思います。

それは御検討ください。

令和２年度まで増えていきました、財政力指数で

すね。令和３年度は、残念ながら減少しているわけ

なんですが、この要因について伺います。

○安慶名均代表監査委員 今、委員御指摘のとおり、

令和２年度までは改善傾向にありましたが、これに

ついては、県内景気の拡大等の税収増が影響をして、

改善傾向にあったものだというふうに理解をしてご

ざいます。

令和３年度はその辺の税収の影響が出たものだと

いうふうな認識でございます。
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以上です。

○当山勝利委員 今の答弁聞くと、腑に落ちないの

が、県税は増えていますよね。税収が落ちたという

答弁だと、ちょっと納得いかないんですけれども、

そこら辺どう考えてますか。

○安慶名均代表監査委員 財政力指数は、過去３か

年間の平均値を出しますので、税収好調な年度の部

分と、コロナの関係で、２年度は税収が落ちていま

す。３年度は回復をしていますけれども、その辺の

影響が出ているかと思います。

この３年度の単年度の決算数値だけで財政力指数

が出るものではありませんので、その前のことも影

響していますので、そういう状況だというふうに認

識をしています。

○当山勝利委員 じゃあ令和２年度に税収、確かに

落ち込んでましたけれども、その影響で減っている

ということですね。

では、次に進みます。繰越しについてなんですが、

これも午前中議論ありましたけれども、地方創生臨

時交付金の充当事業ということが約184億円、それが

繰越しになっている大きな要因ですと。

約２割弱減になると思いますけれども、この事業

以外での主な繰越事由というのは何でしょう。

○安慶名均代表監査委員 この地方創生臨時交付金

充当事業以外の主な繰越しでは、まず沖縄振興公共

投資交付金―ハード交付金、これが179億円で、ソ

フト交付金が81億円、それから、新型コロナウイル

ス感染症緊急包括支援交付金事業の分が約43億円、

それから海岸漂着物等地域対策推進事業―軽石の

回収等の事業、これで約15億円ございます。

以上が主なところでございます。

○当山勝利委員 分かりました。

それで、考察の中に、想定を上回る感染状況とい

うのを一つの理由に挙げていらっしゃいました。こ

の繰越額が990億円ですか。

この感染対策というものに、相当職員の方々も忙

殺されているというふうに思っているんですけれど

も、そういうことが、本来の業務の圧迫をして、繰

越額が増えたというふうなことも考えられますで

しょうか。

○安慶名均代表監査委員 審査意見書では、想定を

上回る感染状況が長期間継続をしたことが、執行額

にも大きく影響したというふうな記載をしてござい

ますが、単純に職員が非常に厳しい中で業務をした

ことは事実だと思います。

ただ、コロナの交付金事業が短期間に緊急事態に

対応するということで、多額の予算を見込んで予算

計上して執行をする中で、どうしても見通し、見込

みのとおりに執行できなかったというところで、大

きな繰越しが出ておりますし、コロナ関連の事業以

外にも、コロナの影響で人が離島に派遣ができない、

いろんな公共工事の業務に携わる人が離島に移動し

て仕事ができない期間が長くあったりとか、あるい

はいろんな設備機器の納品がコロナの関係で遅れる

とか、国際的な影響で、半導体の関係の備品が相当

納品が遅れて、それに伴って主たる事業も含めて繰

越しをしたというようなことがありまして、そういっ

た想定を上回る感染状況が長く続いたということで、

いろんなところに影響が出た。

これが、どうしても執行率が低下して繰越しが増

えた、あるいは不用になったということに影響があっ

たのだろうというふうな理解でございます。

○当山勝利委員 分かりました。

ありがとうございます。

それで、今ちょっと送りましたけれども、これも

あったと思うんですが、繰越しの状況の要因別で、

計画変更の割合が41％と、最も高いわけですよね。

たしか例年高いとは思うんですけれども、ここら

辺の件、繰越額がどうしても大きいわけですから、

これはやはり繰り越さないようにというふうに、皆

様方もそうしてほしいというような意見ではあると

思うんですけれども、その要因としてこの計画変更

が最も高い要因になっている。

ここら辺どのように分析されていますでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 令和３年度の一般会計の

繰越しの要因の中で、今御指摘のとおりの計画変更

によるもの、これが一番多くあります。

約409億円、全体の41％を占めております。

計画変更の区分は、当初想定しなかった事情によ

り計画を変更せざるを得なかったため、繰越しとなっ

たものといった事業を区分しておりますけれども、

監査委員のほうでこれだけの多くの事業を詳細に分

析はしてございませんけれども、過去５年間の推移

を見てみますと、このコロナ関連の事業が始まった

昨年度の令和２年度から、この計画変更に区分され

る割合が急激に増えているというところがございま

す。

令和２年度急激に増えて、３年度もさらに増えた

というところがありまして、そういう数値の傾向か

ら見ますと、コロナ関連が、この計画変更のところ

に区分されている事業が多かったのかなというふう

な理解をしています。

○当山勝利委員 分かりました。

ありがとうございます。
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令和２年度、３年度、コロナ関係の影響が大きかっ

たということですね。

例年600億とか700億とか、コロナ前でも繰越額が

あったわけですよね。この額というのは、言ってし

まえば、沖縄県の一つの、那覇を除いて、一つの市

ぐらいの年間の予算ぐらいあるわけで、これだけの

繰越額というのはとても大きいなと思っているんで

すが、それに対して監査のほうとして、どのような

考えをお持ちでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 今回、コロナの関係で、

２年度、３年度、繰越額が大幅に増えております。

ただ、その以前から繰越額は多額であるというこ

とで、いろんな御指摘を受けているところでありま

す。

やはり、充てる事業があって確保した予算ですの

で、現年度で早めに着工して予算を執行して、事業

の効果を早期に発現させるということが大変重要だ

と思いますので、様々な事情がありますけれども、

やはりその事業効果を早期に発現するということが

目標ですので、工事等の早期の発注であるとか、執

行管理の徹底、あるいは関係機関との事前の十分な

調整、そういったことで、執行率の向上をさせて、

繰越額は極力圧縮をするというような取組が必要で

あるということ。

これについては、毎年度、要望しているところで

ありますけれども、今回の審査意見書でも、これだ

け多額の繰越しが出ておりますので、さらに要望を

させていただいているところです。

以上です。

○当山勝利委員 分かりました。

ありがとうございます。

次ですね、資金収支等の状況について伺いますが、

先ほどもありましたけれども、借入れ実行額が４兆

円を超えている状況なんですが、これだけの巨額の

延べの借入れが過去にありましたでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 記録として確認をしまし

て、昭和57年以降においては、過去に例のない借入

れ実績であったというところでございます。

○当山勝利委員 そうなんですね。

一時的な資金不足というのはそこに書いてある上

にも、資金残高等を見れば分かるんですけれども、

不足が起きている要因というのは何ですか。

○名渡山晶子会計管理者 一時借入れの大きな要因

というのが、支出の時期と国庫支出金を受け入れる

時期のずれが生じることによって、一般財源による

立替払いをしなければならないという部分での一時

的な資金不足というのが主な理由になっております。

令和３年度は、国庫支出金を財源とするコロナ関

係の支出が大きく増加をしておりまして、多額の立

替払いが生じたことに伴い、資金不足に陥り、この

ような一時借入金が大きく発生したというところで

ございます。

なので、出納事務局といたしましては、各部局に

対しまして国庫補助金の早期の受入れを呼びかけた

り、あるいは関係部局長会議で課題を共有しながら

意識づけをしていただくようお願いをするなどの取

組をして、資金の早期受入れに努めたところでござ

います。

○当山勝利委員 国庫補助金の国からのお金は、県

の努力で改善できるものですか。

○名渡山晶子会計管理者 国の支払い時期という部

分もございましょうが、県のほうから請求をすると

いう部分で早期の受入れを働きかけたり、早期の受

入れの県側の事務を適切に行うということは非常に

大きな意味のある取組だと思っておりまして、その

呼びかけを４半期ごとにしているところでございま

す。

請求漏れがないか、その時期を失していないかを

含めて確認をお願いしているところでございます。

○当山勝利委員 請求漏れとか、そういうのは当然、

あってはいけないことだと思うんですが、通常の国

庫の受入れという時期を、県が早期に国に要求すれ

ばもらえるというものですか。

○名渡山晶子会計管理者 そのことも含めまして、

昨年度は、知事会を通して、知事のほうから、各県

と連携をして、国の交付金等の早期の交付をお願い

するなどの取組、国側への働きかけも含めて行った

ところでございます。

○当山勝利委員 コロナの状況において、対策しな

ければいけないものは対策しなきゃいけない、その

分お金も出さなきゃいけないけれども、国からのお

金がまだその分入ってなければ、仮払いで県のほう

がやらなきゃいけないという部分でそういうふうに

なっているのかなという理解をしますけれども。

なかなか国のほうから、国庫のほうが払い込まれ

る時期というのが決まっているようにも聞いており

ますので、そこら辺はまた努力していただけたらと

思いますし、先ほどもありましたけれども、基金の

ほうからの流用というのは、どこの自治体でもやっ

ているところは多いと思いますので、そこら辺はやっ

ぱり検討する必要があるのかなとは思いました。

最後になりますけれども、今、現年度、令和４年

度におきまして、こういう資金不足はありますか。

○名渡山晶子会計管理者 令和４年度に入りまして、
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４月１日から３日までの３日間、あと、５月13日か

ら15日までの３日間ということで一時借入金が発生

しております。

借入れ実行額が325億3800万円ということ、これは

日々の借入額の累計額でございますけれども、５月

16日以降は発生をしておりません。

○当山勝利委員 分かりました。

これからまたどうなるか分かりませんけれども、

いろいろ大変かと思いますが頑張ってください。

以上で終わります。

○仲田弘毅委員長 休憩いたします。

午後３時28分休憩

午後３時51分再開

○仲田弘毅委員長 それでは再開いたします。

島袋恵祐委員。

○島袋恵祐委員 よろしくお願いします。

今タブレットでお示ししているところなんですが、

監査意見書のほうから３ページのところの、下から

９行目のところですかね。

意見書の中で、高齢化の進行等に伴い、今後とも

社会保障関係費等の義務的経費増加が見込まれるこ

とから、引き続き経費節減や効率的、効果的な事業

執行に努めるとともに、というところがあるんです

けれども、この社会保障関係費等の義務的経費の増

加ってあるんですけれども、それは今もう年々増加

しているんでしょうか。

まず最初にこれを伺います。

○安慶名均代表監査委員 義務的経費の増加ですけ

れども、歳出決算を性質別で見たときに、義務的経

費に含まれているのが人件費、扶助費、公債費であ

りますけれども、これについては２年度から３年度

にかけて、前年度比で55億ほど増加しております。

毎年度、義務的経費は増える傾向にあるものとい

うことで、このような記述をしております。

○島袋恵祐委員 分かりました。

本当にもう高齢化が今後、進行していくという中

で、引き続き経費節減や効率的、効果的な事業執行

に努めてほしいということを記載されているんです

けれども、具体的にこの経費節減や、効率的、効果

的な事業執行ということを、皆さんとしてはどういっ

たことで意見をしているのかということを、中身を

教えてもらいたいんですけれども。

○安慶名均代表監査委員 やはり、義務的経費、経

常的経費が増えていく中で、経常、一般財源、自主

財源の確保が大変重要かと思っております。

それがまた、自主財源比率の改善にもつながると

いうところで、やはり自主財源を確保する様々な方

策がありますけれども、基本的には県税の税収の増

であるとか、あるいは使用料、手数料の見直しであっ

たり、収入未済額の解消、それから県有財産の有効

活用とか、効率的な事業執行など、様々な対応があ

ると思いますけれども、それぞれの事業をしっかり

と、また県の策定する行革プラン等にのっとって着

実に実行することが、効率的、効果的な、トータル

として事業執行につながるのかなというふうに考え

ております。

○島袋恵祐委員 私がここでちょっと危惧したのが、

やっぱりこの財源を確保するというところの観点で、

県民に負担を強いることも、その中身に入ってくる

のかなというのを危惧したんですよね。

国民健康保険料の負担を増やすとか、また介護保

険料の負担を増やすとか、まさに国もそういったこ

とで進めている部分もあったりとかするものですか

ら、そういったことではないということで理解して

よろしいでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 財源を確保していく中で、

全く負担が一切、どのような分野においても起きな

いというのは、なかなか難しいことだと思います。

やはり負担というか、公平性であるとか、あるい

は受益者がしっかり適正な負担をするとか、そういっ

た部分はどうしてもこれは出てくるところかと思い

ますけれども、全体として、県民に負担を強いて、

財源を確保するという趣旨ではございません。

○島袋恵祐委員 分かりました。

引き続きその取組も頑張ってもらいたいと思うん

ですが、もう一つ聞きたかった、これまでも議論に

なっている財政調整基金の関係なんですけれども、

これも３ページの真ん中辺りにあるんですが、令和

３年度の期末残高が約747億円ということで、前年度

よりも増えてはいるんですかね。

それで、皆さんのほうでは、一定程度確保されて

いるということなんですけれども、皆さんの見解と

して、どのぐらいの額が確保されていれば一定程度

確保されている、何かそういう判断とか基準みたい

なものというのがあるんでしょうか、教えてくださ

い。

○安慶名均代表監査委員 基金残高に適正な額、水

準というところで、明確にそれが規定されている法

令であるとか、あるいは客観的な指標というのはな

いと思っています。

それは専らその各地方公共団体の判断に基づいて、

積立てや取崩しが行われているのが実情だと思いま

す。

災害、あるいは伝染病発生等の緊急事態であると
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か、想定外の歳入減への備えであるとか、あるいは、

今後増加が見込まれる社会保障関係費とか義務的な

そういった経費、それから公共施設の老朽化等に伴

う改修や建替えなどの更新投資、そういった将来の

負担に対して、ある一定程度、残高を確保する必要

があると思っておりまして、今、全国との比較の中

で、全国平均、九州平均との比較の中での位置づけ

として、監査委員としては一定程度、そういった緊

急の場合の対応はできる程度の財源が今、基金とし

て確保されているというような理解をしております。

○島袋恵祐委員 安慶名代表監査委員からもありま

したように、やはり財政基金というのを、県民のた

めに積極的に活用しなきゃいけないという御意見、

それも僕もそのとおりだなと思うんですが、その一

方で述べられたように、やっぱり災害級のいろんな

ことがあった際、今であればコロナの状況の中で、

この財政調整基金を活用して事業を遂行するという

形で、一時期本当に相当少なくなった時期もありま

したよね、この財政調整基金のほうがですね。

やっぱり一定程度、何か万が一あったときに使え

る額というのはあるべきじゃないかなということも

一方は考えたことで、この趣旨で質問をしたんです

けれども、先ほど述べられたことで、考えがあるこ

とが分かったので、それでいいかなと思うんですけ

れども、本当に全庁的な皆さんの取組を、今後も頑

張って、この一つ一つを県民のために使ってほしい

と思いますので、引き続き頑張ってください。

以上です。

○仲田弘毅委員長 瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 お願いします。

まず審査意見書３ページ、４ページ、毎年のよう

に行政運営の収入未済額の縮減、あるいは不納欠損

処理、事業執行、財務に関する事務等に関する要望

というふうに、監査意見をつけてます。

ちなみに、令和２年度の決算に指摘した―前年

度に指摘した、その指摘を受けて、執行部側は改善

されたというふうに見られるのかどうか伺いたいと

思います。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

決算審査意見書においては、例年、決算審査を通

して、重要と思われる留意点について意見を述べて

いるところであります。

県の大きな決算ですので、やはりどうしても毎年

度、同じような記述が見られるところもございます。

２年度の審査意見に関する取組、改善状況ですけ

れども、まず初めに、この行財政運営についての中

では、昨年度も新型コロナウイルス感染症に対応す

るため、必要な財源の確保などを国に強く働きかけ

るよう要望したところでありますけれども、これに

ついても、全国知事会を通して、あるいは県から直

接、国の要請も行われて、財源確保の努力をしてい

るというふうに認識をしております。

ただ、このコロナ感染症、いまだ終息が見込めな

い状況で、今後も感染防止対策、あるいは経済雇用

の支援対策、これはしっかり適切に対応する必要が

ありますので、今年度も、昨年と同様に、引き続き

国への財政支援の働きかけ、それから歳入歳出のバ

ランスのとれた持続可能な財政運営、これについて

は今年度も同様に要望したところであります。

また、収入未済額の縮減及び不納欠損処理であり

ますけれども、新たな収入未済の発生防止と実効性

ある徴収を図るため、これは債務者の実情に即した

徴収方法を講ずるよう求めたところであります。

収入未済額は、今年度は徴収猶予の特例制度の関

係もありまして、大分、収入未済は減少しておりま

して、13億円余り、18.4％縮小しているというよう

な成果が出ております。

事業執行につきましても、例年、執行率の向上を

求めているところですが、今回、コロナの関係で繰

越額、不用額もかなり拡大をしてございますので、

これについては、今年度も同様なことを、意見を申

し上げたところであります。

また、最後に、財務に関する事務ですけれども、

例年、財務規則等で定められた手続によらない、不

適正な事務処理が見られるということで、定期監査

において指摘をし、これについては措置状況を提出

させまして、その改善の取組については、しっかり

監査委員のほうで確認をしております。

また、翌年度の定期監査においては、同様な事案

がまた発生していないか、そこもしっかりフォロー

するような形で確認をしておりますし、今後は、こ

の内部統制制度と連携して、このリスクの発現を未

然に防止できるような体制を構築をしていただきた

いということを、今回特に要望しているところであ

ります。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 自主財源の状況、特徴的な内容

について、とりわけ県税の税収の推移、分析を伺い

たいと。

実は個人、法人県民税は減っていると。でも、個

人、法人事業税は増えていると。この増減、増える、

そういった中で言うと、どういう分析をされている

のか伺えたらと思います。

○名渡山晶子会計管理者 直近５年間の県税の収入
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額の推移を見ますと、令和元年度までは増収傾向に

あったところが、令和２年度は減収となりましたが、

令和３年度については、前年度に比べ73億248万円、

率にして5.5％の増収となっているところでございま

す。

これは委員もおっしゃいましたけれども、コロナ

の感染症の影響から、一部の業種などについて企業

収益が改善傾向となったことから、法人事業税につ

いては増収で、そのほかにも課税取引が増加したと

いうことで、地方消費税が増収というところがござ

いました。

個人事業税等に関しましては、前年度の収入をも

とに課税をされるという部分がございまして、その

辺りの影響があったものと考えているところでござ

います。

○瀬長美佐雄委員 法人税等の納付状況で、コロナ

感染症に関する補正をされて、交付金の充当をする

と。経済対策として、とりわけ商工関係の予算も結

構つけてきたと思います。そことの関係で、事業継

続、あるいは業績悪化防止に、この間の補正予算が

ある一定効果を上げたと見られるのか、その評価分

析について伺います。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

新型コロナウイルス感染症対策に関する総括的な

評価というところですけれども、予算を計上して、

その事業の効果、評価というのは、これは、コロナ

の対策本部等の場で行うことが適当ではないかと考

えております。

ただ、決算審査を通して、令和３年度は変異株の

出現もあり、想定を上回る感染状況が長期間継続を

したというところで、県は感染防止対策、医療の確

保、生活、雇用、産業の支援など、全庁挙げて取り

組んだ結果が、今回の決算の歳入歳出ともに過去最

大、１兆円を超える決算を記録しました。

それから、一方で、コロナの関連の事業で、非常

に苦労した部分もあって、繰越しが増えたり、ある

いはコロナの影響で、事業が思うように展開できな

くて不用になってしまったというところで、そういっ

た繰越し・不用も増えたというようなところが、大

きな意味で、コロナに係る決算の評価ということで

お答えさせてください。

○瀬長美佐雄委員 沖縄振興予算について伺います。

ＯＩＳＴ、あるいは国直轄事業というのが含まれ

て、3000億ということですが、沖縄県が実質的に事

業に関与する予算という点では、予算額としてはど

のぐらいになるんでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 内閣府が公表している沖

縄振興予算、令和３年度は、3010億円でございまし

た。

そのうち、沖縄県が関与する沖縄振興公共投資交

付金でありますとか、沖縄振興特別推進交付金等の

合計は1535億円となっております。

なお、沖縄振興予算に係る国の決算額については、

把握をしていないところでございます。

○瀬長美佐雄委員 振興予算3000億と言いながらも、

実質はまた1500億ということですね。

次、伺います。先ほど一括交付金のソフト、ハー

ド事業について、執行率がありました。こちら、先

ほどのは県と市、合計ですと。であるならば、県の

ソフト、ハード、それぞれの執行率はどうなってい

るのかと。

あと、合算でいいんですが、繰越しや不用額など

は改善されたのかどうかを伺います。

○名渡山晶子会計管理者 沖縄県が実質関わる予算

決算ということでよろしいですか。

総務部がまとめた令和３年度のソフト交付金の執

行率は82.3％で、前年度に比べ1.7ポイント減少をし

ております。

繰越額は78億7600万円で、率にして9.8％の減少。

不用額につきましては、25億9300万円で、前年度

と比べ132.3％の増加となっているところでございま

す。

次に、ハード交付金のほうでございますけれども、

ハード交付金の執行率は66.0％で、前年度に比べ

5.1ポイント減少しております。

繰越額につきましては227億9300万円で、前年度に

比べ15.0％増加。

不用額につきましても１億5900万円で、前年度に

比べ74.0％減少しているというところでございます。

以上でございます。

○瀬長美佐雄委員 一括交付金全体の推移も確認し

たいのですが、先ほどの質疑の中でいうと、当初に

比べれば、県と市町村も連携しながら執行は改善さ

れているというふうなことだったと思います。

それでありながら減額された理由で聞かれてくる

のは、執行率が低いということで、今年度減らした

というのですが、実態、どんな感じなんでしょうか、

伺います。

○安慶名均代表監査委員 一括交付金の予算計上に

つきましては、以前は交付金のスタートの当初は、

執行状況が確かに悪いところもございまして、執行

率が課題とする厳しい意見がありました。

それが減額の理由というところもございましたが、

様々な県、市町村の努力の成果が上がりまして、平
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成30年以降は、30年度88.5％まで、マックスで執行

率も上がるというような状況で、それ以降、各年度

80％を超えているというような、改善された状況が

あります。

今、直接の担当ではありませんけれども、私の聞

いた範囲では、最近は執行率というよりも、沖縄振

興の総額予算の中から、所要額を確保した上で適切

な金額を一括交付金として措置をしたというような

説明になっているのかなというふうに理解をしてい

ます。

○瀬長美佐雄委員 ある意味で、恣意的に判断した

という結果だと思います。

県を通さないで、市町村に国が直接交付する一括

交付金は増えているという、その状況があろうかと

思いますが、執行状況については把握すること可能

ですか。

それとも、国直轄なので、執行状況は確認できな

い、どんな状況でしょう。

○安慶名均代表監査委員 今、委員御質問の事業は、

一括交付金というより、沖縄振興特定事業推進費の

ことだと思います。

これについては、沖縄振興特別推進交付金、一括

交付金のソフト交付金を補完をし、機動性を持って

迅速対応に、柔軟に対応すべき市町村等の事業に対

して、国が補助をするということで事業展開がされ

ております。

内閣府のホームページによりますと、元年度が35億

円、２年度が70億円、３年度が85億円、４年度が80億

円ということで、予算の措置はされているというこ

とは確認をしておりますけれども、監査委員として

は、その執行状況までは把握はしてございません。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 ありがとうございます。

振興予算もそうですが、一括交付金もそうだと思

いますが、そもそも沖縄県の自立に向け、自由度の

高い、沖縄の独自性も保障するということでつくら

れたのが、この一括交付金だったのではないかと思

います。

最近の減額傾向は本当にいかがなものかと思いま

すが、この一括交付金の果たしている役割、果たし

てきた役割については、どういう評価をされている

んでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 お答えします。

一括交付金の果たしている役割でございますけれ

ども、同交付金は、沖縄振興特別措置法に基づいて、

沖縄振興に資する沖縄の特殊性に起因する事業等を、

県及び市町村の自主的な選択に基づいて、既存の国

庫補助制度ではなかなか対応のできなかった沖縄の

特殊事情に起因する住民ニーズの高い施策、例えば

離島振興、あるいは人材育成、交通や物流コストの

軽減、医療、福祉、教育施策など、様々な分野に事

業展開が可能になったというふうに理解をしており

ます。

また、産業振興分野においても、沖縄の優位性を

生かした集中的、戦略的な事業が、集中的にこの資

金が投下されて、事業が実施され、その成果も上がっ

ているものというふうな評価をしてございます。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 21ページの表の中に、自動車税

に係る部分で、環境性能割という項目があって、こ

れについてはどのような性質の税なのか、確認です

がお願いします。

○仲田弘毅委員長 休憩いたします。

（休憩中に、瀬長委員から後ほど資料提供い

ただきたいとの要望があった。）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 自動車税収は、一定程度増えて

いるという決算になっていて、その内容について伺

います。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度における自動

車税の収入済額は156億7089万1180円となっておりま

して、前年度に比べて１億51万708円増加をしている

ところでございます。

○瀬長美佐雄委員 自動車税の中には、米軍関係自

動車税も入っているかと思いますが、それは、どん

な状況なんでしょう。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度の定期賦課に

おける米軍人、軍属等の課税額は３億2381万円と聞

いております。

○瀬長美佐雄委員 米軍関係車両は、課税率が県民

と違うということで、それ自身が優遇税制だと思い

ますが、その仕組みに関して説明等を伺いたいと思

います。

○名渡山晶子会計管理者 米軍構成員等の私有自動

車に係る自動車税の税率につきましては、日米安全

保障条約第６条に基づく地域協定第13条第３項及び

第14条第６項の規定に基づき、日米合同委員会にお

いて合意された税率によって課税することとなって

おり、地方税法に定める自動車税の標準税率とは異

なっているところでございます。

平成11年度に米軍構成員等の私有自動車に係る自

動車税の税率が平均15.4ポイント引上げられたとこ

ろではありますが、一般の民間車両に比べて、まだ
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低い税率になっているというふうに聞いているとこ

ろでございます。

○瀬長美佐雄委員 県民並みに課税した場合、この

米軍関係の自動車税の収入見込み―今、軽減され

ているわけですから、県民並みに納めてもらったら

税収は幾らになるのか伺います。

○名渡山晶子会計管理者 総務部によりますと、一

般県民並みの税率に置き換えて算出した場合の税額

は、令和３年度については、10億1671万円になると

のことでございます。

○瀬長美佐雄委員 差額―先ほど３億余りと、県

民並みに納めてもらったら10億を超えるということ

でした。

復帰後に始まった制度的な優遇なので、遡って復

帰後米軍関係自動車税のある意味で差額というのは、

どれぐらいになるのか伺います。

○名渡山晶子会計管理者 復帰後、昭和47年から令

和３年度までの50年間の民間車両と米軍人私有車両

の税額の差額から算出した累計額といたしましては、

約305億1185万円になるとのことでございます。

○瀬長美佐雄委員 最後になりますが、やっぱり、

県民並みにしっかりと納めてもらうことが、その税

が県民福祉増進にもつながるという点では、この県

民並み課税の実現は、やっぱり追求すべきだと思い

ますが、その取組について、どのような状況なのか

伺います。

○名渡山晶子会計管理者 毎年８月頃に開催される

渉外関係主要都道府県知事連絡協議会を通して、当

該優遇制度を是正することを国に要望しているとい

うところでございます。

また、県と基地所在市町村で構成される沖縄県軍

用地転用促進・基地問題協議会においても、日米地

位協定の見直しについて、平成12年以降、毎年国に

要請しているとのことでございます。

○瀬長美佐雄委員 以上です。

ありがとうございました。

○仲田弘毅委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 すみません、よろしくお願いしま

す。お疲れさまです。

最初に、名渡山会計管理者にお尋ねしたいと思う

んですけれども、コロナ関連の補正が、前年度相当

多くて、そして、県職員の皆さんも対応について、

とても御苦労されたと思うんですよね。

それで、今、監査委員の審査意見書を使ってお尋

ねをしたいと思うんですけれども、22次にわたる補

正で、その前年度は16次にわたる補正ということで、

去年度は、さらに補正が多かったという業務の中で

会計出納業務、振り返ってどうだったかをお尋ねし

ます。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度決算は、先ほ

ど歳入歳出ともに１兆円を超えるということで、非

常に大きなコロナの影響を色濃く反映した決算に

なっております。

出納機関においても、例えばコロナ関連業務への

兼務職員の発令も含め、あるいは、これは全県庁の

部局共通ではあると思うんですけれども、コロナ対

策の円滑な実施に向けて、私どもの取組でまいりま

すと、膨大な対策に係る歳出の審査等に、非常に神

経を使いながら取り組んできたというふうに考えて

いるところでございます。

また、コロナ関連の事業に関しましては、緊急迅

速に対策を打っていくという、やはり必要性がある

ところでもございますので、会計事務の十分な審査

期間の確保に苦慮をしながら、支払日に間に合うよ

うな形で、かつ適正な予算の執行という部分で、職

員一同、苦心しながら取り組んできたというふうに

考えているところでございます。

○西銘純恵委員 特に苦慮をされたというのか、厳

しいなと思ったのはありませんか。

体制上は、一時的に増やすとか、そういうところ

までは必要あったんでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 出納機関においては、コ

ロナ関連の業務に従事をするということで、職員を

兼務職員として発令をして、コロナの業務に就かせ

るなどという対応をしておりますけれども、これは

全部局共通で職員一丸となってコロナ対策に取り組

むという点はあったところでございますが、それに

伴って増員とかというようなことは、このような状

況ですから、かなっていないところでございます。

臨時的任用職員の配置という点でカバーをしたと

いうところでございます。

○西銘純恵委員 職員の皆さんの労働環境がどうな

のかというのは、多分、総務のほうでお尋ねすると

いうことで置いておきたいと思うんですけれども、

あと、代表監査委員に１年間１兆円、最高の予算規

模になった事業ですね、２年目を迎えたんですけれ

ども、監査の目から見て、どのように評価されてい

るのかお尋ねします。

○安慶名均代表監査委員 令和３年度は、令和２年

度に引き続き、この新型コロナウイルス感染症に対

応する、その感染防止、あるいは、経済雇用支援対

策に、全庁を挙げて取り組んだ年度だったろうと思

いますし、その事業の取り組んだ結果が、この１兆

円を超える過去最高の決算額という数値にも現れて
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いるのだろうと思っております。

監査としてもこのコロナ感染が拡大する中で、非

常に監査の手法にも苦労、知恵を絞りながら、各監

査、コロナ対応で忙しい部局、部署の皆さんの協力

も得ながら、その方々の負担も軽減することも含め

て、工夫しながら年度を乗り切ったというふうに思っ

ております。

以上です。

○西銘純恵委員 職員の皆さん、監査委員事務局等

も全体的に厳しい中で、内部統制評価報告書という

のを、新たに知事部局のほうから報告を受けられて、

それに対して意見を出されているんですけれども、

初歩的なところで監査意見出されているようですが、

それについて説明をお願いします。

○安慶名均代表監査委員 内部統制の制度は、令和

２年度から知事部局において導入されておりまして、

その年度において評価報告書が出るのが、今回の報

告書で２度目ということになります。

２度目の審査意見書を作成したところです。

審査の着眼点としては、この内部統制の制度が、

知事によるその評価が、この評価手続、予定されて

いる評価手続に沿って適正に、適切に実施をされた

かどうか、あるいは内部統制の不備について、重大

な不備に当たるかどうかの判断をするわけですけれ

ども、その判断が適切に行われているかどうか、こ

の２つの観点から検討を行い、審査をするというこ

とになっておりまして、その審査の結果としては、

その評価手続及び評価結果に係る記載は相当である

と、適切であるというような監査の結果を意見で述

べているところであります。

以上です。

○西銘純恵委員 初歩的なんですけれども、一部の

課などで共通して起こりうるリスクについて識別し

ていないもの、監査の指摘をリスクとして識別して

いないというのがあるんですけれども、これは具体

的にどのようなことを指して、それは改善に向けて

やられているのかどうか。

○安慶名均代表監査委員 この内部統制の制度を導

入して、その作業を進めるに当たって、これまで監

査委員が定期監査で指摘した内容が、当然そのリス

クのベースになろうかと思っていまして、内部統制

の推進部局でも、過去の定期監査の指摘状況を踏ま

えて、このリスクの識別にまず当たったというとこ

ろでありますけれども、我々が実際に、定期監査の

際にも、その内部統制の識別したリスク、あるいは

評価がどのようになされているか、定期監査の際に

確認もしております。

その際に、通常、どの課でも起こりうるようなリ

スクが、その該当の課においてはリスクとして認識

をされていなかったものがあったり、あるいは過去

に、その課なりに指摘をした事項が、リスクとして

認識をしていなかったというようなものが見られた

ということで、今回そういった意見を述べて、その

辺の改善を求めたところであります。

○西銘純恵委員 監査意見書はそうですけれども、

知事が出された報告書そのものも、結構重大な事故

につながったとか、いろいろ執行部の中からも、自

らの自己分析、評価とかもありましたので、やっぱ

り双方で内部統制というのは重要だなと思いますの

で、今後もやっていただきたいと思います。

監査意見、今21ページを出しましたけれども、

４ページの県税収入のところで、事業税関係ですか

ね、感染症に係る徴収猶予の特例を使ったので収入

未済があるということでありましたけれども、今の

21ページのほうで、どことどこでこの徴収猶予が含

まれているのか、分かりますか。

それと、３年度で適用が終了したとあるんですけ

れども、徴収猶予をやったけれども、３年度―今

年度になるんでしょうかね、３年度に納税という形

になるんでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 徴収猶予の特例制度です

が、今回、この分が収納されたということで、収入

未済額が大きく減少しております。

11億余り、県税の収入未済が減少しておりますけ

れども、収入未済の減少のあるのが、個人県民税、

法人事業税、不動産取得税というところですので、

そのほうに、ちょっと細かい詳細は申し訳ないんで

すが、分からないんですが、そこに含まれているか

と思います。

トータルとして、この徴収猶予の特例制度を受け

たのが23億5751万8000円になります。

約23億5000万ありますけれども、このうち令和４年

の５月までの時点で収納されたのが18億9000万円、

約80％は収納されたというところで、この部分が、

県税収入が増えたこと、あるいは収入未済が減少し

たことに反映しているというふうに認識をしており

ます。

以上です。

○西銘純恵委員 あと、80％ということですけれど

も、実際はコロナの影響というのはまだまだあるの

で、現在まで続いているしね。

これは収納してもらうということになった場合、

徴収猶予という国の制度というのはもう終わってい

るということで、この残りの皆さんの支払いについ
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てはどうなっているんでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 すみません、ちょっと今

手元にデータとしてはないのですが、本庁の委員監

査を実施をしておりますけれども、その際に、この

徴収猶予の特例制度でまだ残っている分については、

今後どうなるかという質問をしておりますが、その

際には、該当の部局からは、既存の猶予制度、そう

いうものを活用して、実情に応じて対応するという

ような御回答をいただいたところであります。

○西銘純恵委員 今、担当部のほうで、何らかの徴

収猶予に該当するのか、それとも、どういう方法で

納税してもらうかというところを検討してもらって

いると受け止めたんですが、よろしいんですか。

○安慶名均代表監査委員 監査の際の発言としては、

通常の既存の猶予制度を利用して、ある意味、猶予

を延長して対応している部分も、もう既にあるとい

うような話を聞いております。

個々の実情に応じて、そういった仕組みも活用し

ながら、適切な対応をしていきたいというようなこ

とをお伺いしております。

○西銘純恵委員 80ページ、不納欠損というところ

になると思うんですよ、今話されたのは。

沖縄県における債権管理に関する方針が制定され

て、結構いつまでも徴収をかけていくという、督促

するということでは、やっぱり返済ができる、でき

ないという厳しい皆さんの状況がね、具体的に県と

してつかんで、不納欠損でできるのはやる必要があ

るんじゃないかという、そういう議論の中で、債権

管理に関する方針が出ていると思うんですね。

それで今度、今80ページ出しましたけれども、不

納欠損という中で、具体的に今度、私この理由のと

ころをここ数年の間で初めて見たものですから、こ

れ不納欠損の項目というのかな、それについて少し

説明をいただけますか。

○安慶名均代表監査委員 不納欠損については、審

査意見書の留意事項の中においても、債権を放置し

たまま時効を迎えることのないように、関係法令、

あるいはマニュアル等に基づいて適切に対応しなさ

いということを述べてあります。

そういう中で、やむなく不納欠損として整理すべ

きものについては、そのマニュアルに基づいて、事

務手続も進めていただきたいと、これも含めて適切

な債権管理というような、監査委員としてもそうい

う趣旨で記述をしております。

今の80ページの不納欠損の区分は、いろんな内容

によって、その性格によって時効の違いがございま

すので、それに基づいた分類というところになって

おります。

例えば金銭債権の消滅時効であれば、５年間不行

使で時効になりますし、徴税法の租税の徴収権、こ

れについても、法定納期限の翌日から５年間不行使

で時効により消滅をする、あるいは滞納処分をした

ときに、停止後３年間で納税義務が消滅をする。

民法上の債権―私法上の債権については、おお

むね10年で消滅するという時効がございますので、

そういった区分に基づいて不納欠損をしたものを、

この表で整理をしているということであります。

○西銘純恵委員 不納欠損は総額どれだけですか。

そして、債権管理の方針が、債権管理っていったら

回収するというのをね、サービサーにもやってとい

う意識があるんですが、方針からすれば、きちんと

今、分類をして、ちゃんと不納欠損でやるべきもの

を整理されていったということで私、大きな前進じゃ

ないかなと思っておりますので、額を教えていただ

いて終わります。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度の不納欠損額

は、一般会計で２億2746万2946円となっております。

また、特別会計では642万4453円というふうになっ

ているところでございます。

○仲田弘毅委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 歳入歳出決算審査意見書のほうで

ちょっと質問していきたいと思います。

まず、先ほどから出ているんですけれども、経常

収支比率、前年度の96.4％から88％ということで、

先ほどの説明では、全国的なものだという説明があっ

たんですけれども、この中のその他の経費ですけれ

ども、この説明をお願いしたいんですが。

○安慶名均代表監査委員 経常収支比率の中のその

他の項目経費、相当の経費がかなり、前年度よりも

パーセントが落ちておりますけれども、これは県単

融資事業の元金収入をこれまで経常一般財源として

おりましたけれども、その元金分の使途は特定され

たもので、一般財源にはそぐわないということで、

国のほうからその取扱いを変更したということであ

ります。

○國仲昌二委員 この元金収入ですか、今話してい

たのは。それの取扱いが国の方針で変わったという

ことで減ということになっているという理解でよろ

しいですか。

○安慶名均代表監査委員 総務省に確認をして取扱

いを変更したものというふうに財政課からは聞いて

おります。

○國仲昌二委員 はい、分かりました。

では、次に行きます。８ページをお願いします。
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実質収支の状況の中で、このページの４行目のほ

うにあるように、単年度収支が11億円余りの赤字と

なっています。

その説明をお願いしたいんですが。

○名渡山晶子会計管理者 単年度収支額は、収入済

額から支出済額を差し引いた形式収支額から翌年度

へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額を算出

いたしまして、そこからさらに前年度の実質収支額

を差し引くことで算出をされます。

令和３年度の単年度収支額は11億5844万520円の赤

字となっておりますけれども、これは翌年度へ繰り

越すべき財源の額が令和２年度と比較して増加し、

単年度収支額が減少したことによる赤字となったも

のと考えているところでございます。

○國仲昌二委員 この繰越額が増えたので赤字に

なったという説明ですか。

○名渡山晶子会計管理者 繰越額を差し引く―結

局、令和２年度の実質収支、繰越金ですから、それ

を差し引くことによって単年度収支としては、単年

度として見た場合は減少したというところでござい

ます。

○國仲昌二委員 分かりました。

次は15ページですね。これも先ほどから出ている

んですけれども、資金繰りの話ですね。

このページの、先ほど説明があった一借ですね、

一時借入金、４兆円を超えるということで、これま

でなかったような借入金だということですけれども、

その上の表ですね、歳計現金の運用収入があって、

平成29年の約2800万から、令和３年度では１万7000ま

で、その運用収入というのが減少しています。

これと一借の額というのは連動しているんでしょ

うか。

○名渡山晶子会計管理者 今期の運用方針といたし

ましては、安全確実であること、有利であること、

また、支払準備金に支障を来さないことを基本に、

的確な予測の下で余裕資金を活用する形で運用して

いるところでございます。

令和３年度につきましては、委員御指摘のとおり、

一時借入れが恒常的に発生をしたというところで、

歳計現金における余裕資金がございませんでした。

その関係で、そもそも運用資金の不足であったと

いうことと、あとは0.002というような低利であった

という部分がありまして、非常に少額になってしまっ

たというところでございます。

○國仲昌二委員 この一借、令和４年度、これまで

の借入れは、三百何十億でしたか。

○名渡山晶子会計管理者 令和４年度に入りまして

からは、６日間の借入れで累計が325億3800万円と

なっているところでございます。

○國仲昌二委員 今まで325億。

今年度の見込みというんですかね、前年度は４兆

円を超えたというんですけれども、今年度の見込み

としてはどういうふうに見込んでいるんでしょうか。

○名渡山晶子会計管理者 今年度、今のところ６日

間の一時借入れで済んでいるところでございますが、

余裕資金という意味では今年度も厳しい状況に変わ

りはございません。

出納事務局といたしましては、先ほど来申し上げ

ていますが、各部局に対しまして早期の国庫受入れ

を呼びかけるなどの取組により支払準備金に支障を

来さないような形での運用、それから、必要に応じ

て一時借入れ等の検討を行いながら、事業執行に支

障が出ないようにしていくというところでございま

す。

○國仲昌二委員 支払いが逼迫して一借をするとい

うことですけれども、この要因、やはりコロナ対策

というんですかね、コロナ関係の支出というのが大

きい要因になりますか。

○名渡山晶子会計管理者 令和３年度におきまして

はコロナ関係の、いわゆる対策費に係る支出が多く

ございましたし、あるいはまた、県単融資制度とい

うことで、大きなお金を金融機関に預託をしたりと

いうような取組もございました結果、余裕資金とし

てはかなり厳しい中での運営だったというところで

ございます。

○國仲昌二委員 では、次行きます。次は23ページ

ですね。各款ごとの歳入になっていくんですけれど

も、地方交付税です。

この説明で、基準財政需要額が増加したことと、

それから、基準財政収入が減少したことで増加しま

したと説明があるんですけれども、この需要額の増

加と収入額の減少というのをちょっと説明できます

か。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

交付税が258億円余り、今回増収となっております。

その理由として、需要額の増、収入額の減という

ことを記載しておりますけれども、基準財政需要額

については、国勢調査による人口の基礎数値の更新、

あるいは教職員の増等による教育費の増、児童虐待

防止対策経費の増等による厚生労働費の増というも

のが基準財政需要額が増えた主な要因ということに

なっております。

収入額につきましては、コロナの影響を踏まえて

地方の税収は減るだろうという見込みが当初ありま



－55－

したので、その分が交付税の算定にも反映している

ものというふうな理解をしております。

○國仲昌二委員 ということは、コロナ禍の影響で、

いわゆる普通交付税が増加したというのは全国的な

傾向だというふうに考えてよろしいんですか。

○安慶名均代表監査委員 全国的な傾向だというふ

うに認識しております。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

次、26ページの下のほう、第14款の諸収入のほう

に行きたいと思います。

この諸収入の説明の中の一番下の、収入未済額は

５億9000万、約６億ですね。その主なものは雑入の

３億8000万とあるんですけれども、この収入未済額

の雑入というのは主にどういった収入なんでしょう

か。

○安慶名均代表監査委員 お答えします。

諸収入の中に項で雑入というのがございます。ま

た、さらにその項の中に、目で雑入というのがござ

います。この雑入の内訳が、生活保護返還金、児童

扶養手当返還金、さらに、ちょっと中身不明ですが、

また雑入というのがございます。

ここまでが今、お答えできるところです。

○國仲昌二委員 返還金ですか、生活保護返還金。

○安慶名均代表監査委員 生活保護返還金、児童扶

養手当返還金。

○國仲昌二委員 じゃあ次また行きます。

30ページで民生費のほうの説明欄の下の３行です

けれども、不用額は73億で、老人福祉費、それから、

児童福祉費、社会福祉費と生活保護の扶助費という

のがあるんですけれども、それで不用額が上の表を

見ると前年度より23億増になっているんですね。

これ47％とかになるのかな。

これはちょっとあまりにも大きいんですけれども、

この大きな要因というのはこのコロナ関係なんで

しょうか。

○名渡山晶子会計管理者 民生費の不用、約73億円

でございますけれども、主なものといたしましては、

介護従事者や障害施設の従事者への慰労金というの

を令和２年度から繰り越しておりました。

結局使わなかった残額というのが約13億円、それ

から、同じくコロナの緊急包括支援金ということで、

施設向けのコロナ対策等の補助金に係るものにつき

ましての残額が20億円というような形で、かなり大

きな額のコロナ対策に係る残が生じたというところ

が主な理由であるかなというふうに考えております。

○國仲昌二委員 次は32ページ、第８款の土木費の

ほうですけれども、これもちょっと表を見てみたら、

翌年度繰越額が37億増になっているんですよね。

説明欄の６行目か、その主なものはということで、

道路新設改良費とかいろいろ説明あるんですけれど

も、この大幅に増になった説明をお願いしたいんで

すが。

○名渡山晶子会計管理者 土木費の繰越しにつきま

しては、前年度比37億円余りの増というふうになっ

ているところでございます。

こちらにつきましては、主な理由が用地取得難や

工事計画変更等による事業の繰越しであったり、国

の補正予算関連で、年度途中の補正予算の事業化に

より、適正な工期を確保する必要があったりという

ような理由というふうに聞いているところでござい

ます。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

次は34ページ、11款の災害復旧費。

これで災害復旧費が17億、約18億ですね、前年度

と比較しても11億余りの増になっています。

これ災害復旧費ですので、何でこんな不用額が出

たのかなという疑問があるので、説明ができればお

願いします。

○名渡山晶子会計管理者 大きなものといたしまし

てなんですけれども、漁港漁場災害復旧事業におい

て、約８億円の不用が生じておりますが、これは軽

石の被害に係る対策といたしまして、当初は全ての

漁協、27漁港分の予算を確保したところですけれど

も、実際に被害が生じて対策を講ずるところが５つ

の漁港だったというところでの不用だというふうに

聞いております。

○國仲昌二委員 分かりました。

それでは最後ですけれども、35ページですね。

諸支出金のところの説明欄、３行目の右側のほう

から、財政調整基金積立金と、それから減債基金積

立金が増加したことで、支出済額は増加していると

いう説明なんですけれども、今基金の状況を見ると、

財政調整基金は前年度の現在高からマイナスになっ

ているんですね。

11番目の減債基金はプラスにはなっているんです

けれども、先ほどの説明にあったような278億とか

150億増加したっていうのが見当たらないんですけれ

ども、これ説明できますかね。

○安慶名均代表監査委員 お答えします。

決算審査意見書では65ページに基金の一覧がござ

いますが、この基金については出納整理期間があり

ませんので、３月31日がこの決算年度末になってお

ります。

実際、いろんな予算、歳入歳出予算は出納整理が
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ありますので、実際には５月末のこの決算に合わせ

て基金の出し入れがあります。この部分の差が出て

いる。要するに、歳入歳出には基金の実際の年度、

出納整理の５月末の時点の出入りを反映しますけれ

ども、この65ページの基金一覧の年度末というのは

３月31日ということになっていますので、その差が

出ております。

○國仲昌二委員 現在日が違うということでよろし

いですね。

分かりました。ありがとうございます。

私は終わります。

○仲田弘毅委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 本日最後でありますから、よろし

くお願いします。

決算審査意見書の中の審査の結果及び意見から、

３ページの行財政運営についてですが、令和３年度

の歳入で、前年度に比べ自主財源が144億5600万円、

５％増加したということで、自主財源が増加した理

由、先ほど、どのようなことが挙げられるかという

質疑がありましたけれども、国庫支出金、繰入金な

どと説明していましたが、逆に減額した区分等にど

のようなものがあるか教えていただきたい。

○安慶名均代表監査委員 お答えいたします。

令和３年度の自主財源はトータルで140億円余り増

えておりますけれども、その中で、減額した項目は、

県単融資制度に係るこの中小企業振興資金の元利収

入の減などがありまして、諸収入が80億2200万円減

になっております。

それから、分担金、負担金、寄附金で整理をして

おりますけれども、そこにある土木の寄附金の減に

よって、この分担金、負担金、寄附金が42億8900万

円の減少となっております。

以上です。

○平良昭一委員 この寄附金がかなり減ったという

ような話があるけれども、その辺はどういう状況で

すか。

○安慶名均代表監査委員 土木費の寄附金が約43億

円減ってますけれども、その内訳は、首里城火災復

旧・復興の寄附金が約33億円の減、それから、土地

開発公社からの寄附金10億円が２年度ありましたけ

れども、３年度はこれがなかったということで10億

円の減、トータルで約43億円の減になっております。

以上です。

○平良昭一委員 使用料及び手数料とか、このコロ

ナの影響で、いわゆる特例があったというふうに記

憶しているが、その辺は関わっていないですか。

○名渡山晶子会計管理者 使用料及び手数料の減に

つきましては、県立芸術大学の法人化が行われまし

て、そこに関わる使用料収入であった２億4000万等

が減少したことというのが主な理由として挙げられ

るかと思います。

○平良昭一委員 これは今年度はそういうことでは

ないということで理解していいのか、今後また続く

のか。

○名渡山晶子会計管理者 県立芸術大学の分に関し

ましては、もう法人化完了しておりますので、今年

度の決算にはその理由は出てこないのかなというふ

うに考えております。

○平良昭一委員 分かりました。

あと、このコロナ禍における県財政と新型コロナ

ウイルス感染症対応の臨時交付金の件で伺いますが、

令和３年度の沖縄県のこの都道府県分ですね、この

臨時交付金はどの程度措置されてきていますか。

○安慶名均代表監査委員 新型コロナ対応地方創生

臨時交付金の令和３年度の沖縄県の配分額は、トー

タルで1404億円ということになってございます。

以上です。

○平良昭一委員 先ほどから非常に言われてきてお

りますが、この３ページの財政調整基金、主要３基

金の残高の問題がありましたけれども、コロナの対

策により基金を取り崩しての対応をしてきたものが

結構あった割には、増えた要因の詳細がちょっと私

には理解がまだできてないんですけれども、その辺

どうでしょうか。

○安慶名均代表監査委員 例えば財政調整基金につ

いて言えば、この基金が増えたのは、地方交付税や

県税収入が増えたことが主な要因というふうに聞い

ております。

○平良昭一委員 先ほど九州平均、全国平均、いろ

いろ比べてましたけれども、まだ下回っているとい

う指摘で皆さんはあるわけですよね。

これは、今後の見通しとしてはどうなっているか

というのは、皆さんのほうでは把握できないか。

○安慶名均代表監査委員 全国平均よりは下回って

いて、九州平均よりは上回っているというところで、

ある一定程度、確保できているというような判断を

しております。

具体的な数値の基準がない中で、他県との比較の

中でそういう判断をしておりますけれども、この財

政調整基金で言えば、この出納整理をした後の基金

の総額としては今、約466億円になります。

この内容ですけれども、既にこの令和４年度の当

初予算の編成時にその収支不足の対応として、取崩

し見込みとして、今233億円ほど予定をされておりま
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す。

それから、この普通交付税が、今回税収が低くな

るという前提で普通交付税が増えていますけれども、

この分の見込みの違いで、今後、３年間かけて、約

113億程度精算をされるということも見込まれており

ますし、こういうものが今、466億円の財政調整基金

の中で既に使途が予定されているものが含まれてい

るというところでありますので、その全額が自由に

充当できる財源ではないのかなというふうに考えて

います。

○平良昭一委員 その辺は、皆さんの立場の中では、

そういうふうな形で言うしかないだろうなと思いま

すが、やっぱり民間企業の経験者からすると、これ

は非常に経営としてはいかがなものかなというのが

これまでの委員の提言だったと思うんですよ。

そういう面では、皆さん監査委員の意見がこの基

金利用の適材適所の財政運営を止めているようなこ

とにはなってないかなという心配もあるんですけれ

ども、その辺、どういう考え方を持ってますか。

○安慶名均代表監査委員 監査委員としては、適正

な数値という指標がない中で、どの程度が必要であ

るということはちょっと言えないところであります

し、様々な事情の中で財政運営がされておりますの

で、そこは財政当局の適正な判断の中で財政運営が

行われるものと考えております。

ただ、やはり基金は緊急事態、想定外の事態に対

しての基金として積み上げておかないといけない部

分と、また、その財源を効果的に執行するという、

これもまた必要な部分であると思いますので、その

辺のバランスを取った財政運営をやっていただきた

いというふうに考えています。

○平良昭一委員 これは単年度でいろいろ言われる

問題ではないはずですから、今後も注目していかな

いといけないなと思っています。

ちょっと戻りますが、同じ２ページの、令和２年

度の単年度収支、臨時交付金により黒字を計上して

その一つの要因であると思われるが、令和３年度の

単年度収支は赤字となっているということを言われ

てますけれども、その要因は何ですか。

○名渡山晶子会計管理者 単年度収支が赤字となっ

た要因でございますが、次年度への繰越額が増大し

たことで、実質収支が前年度に比べ約11億5800万円

減少したことというところで、単年度としては、差

し引く分が大きくあったというところで、単年度と

しては赤字になったというふうに理解しているとこ

ろでございます。

○平良昭一委員 こういう事例というのは、よくあ

ることなのか。

○名渡山晶子会計管理者 単年度収支につきまして

は、これまでも赤字、黒字の年、様々でございまし

て、ここ５年間の推移で言いますと、令和２年度が

23億7700万円余りの黒字、令和元年度が約10億900万

円余りの赤字、平成30年が５億1700万円余りの黒字

というような形で、年度によって赤字の年もあれば、

単年度で見ればというところですけれども、黒字の

年もあるということで、継続的に赤字が継続してい

るわけではないというところでございます。

○平良昭一委員 ちょっと不思議だったもんですか

ら、ありがとうございます。

最後に、ここ数年の決算の経緯を見てですね、令

和４年度の自主財源、特に地方税についての歳入見

込み、来年度か、どのように推計しているかという

のは皆さんのほうでは分からないかな、これはまた、

総務部でしか分からないかな。

○安慶名均代表監査委員 自主財源等については、

審査意見書の中で監査委員が記述をしているところ

でありますけれども、今年度の見通し等については、

我々のほうでは分からないところであります。

○平良昭一委員 終わります。

○仲田弘毅委員長 お疲れさまでございました。

以上で会計管理者及び代表監査委員に対する質疑

を終結します。

説明員の皆さん大変御苦労さまでございました。

ありがとうございました。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○仲田弘毅委員長 再開いたします。

次回は、10月26日水曜日午前10時から委員会を開

きます。

委員の皆さん大変御苦労さまでございました。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

ありがとうございました。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 仲 田 弘 毅
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令 和 ４ 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 令和４年10月20日 (木曜日)

開 会 午前10時８分

散 会 午後５時15分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県一般会計決算

第６回議会 の認定について（知事公室、総

認定第１号 務部及び公安委員会所管分）

２ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県所有者不明土

第６回議会 地管理特別会計決算の認定につ

認定第７号 いて

３ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県公債管理特別

第６回議会 会計決算の認定について

認定第19号

出席委員

委員長 又 吉 清 義君

委 員 仲 村 家 治君 花 城 大 輔君

仲 田 弘 毅君 山 里 将 雄君

当 山 勝 利君 西 銘 純 恵さん

渡久地 修君 國 仲 昌 二君

平 良 昭 一君 當 間 盛 夫君

上 原 快 佐君

欠席委員

島 尻 忠 明君

説明のため出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 嘉 数 登君

基 地 対 策 統 括 監 溜 政 仁君

参事兼基地対策課長 古 堅 圭 一君

辺 野 古 新 基 地 知 念 宏 忠君
建 設 問 題 対 策 課 長

防 災 危 機 管 理 課 長 池 原 秀 典君

総 務 部 長 宮 城 力君

総 務 私 学 課 長 山 内 昌 満君

人 事 課 長 知 念 百 代さん

行 政 管 理 課 長 嘉 数 広 樹君

財 政 課 長 又 吉 信君

税 務 課 長 前 本 博 之君

管 財 課 長 池 原 勝 利君

警 察 本 部 長 鎌 谷 陽 之君

警 務 部 厚 生 課 長 仲 吉 猛君

生 活 安 全 部 長 宮 城 貴君

地 域 部 長 前 花 勝 彦君

警 備 部 長 市 原 悠 樹君

3ii4

○又吉清義委員長 ただいまから総務企画委員会を

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る令和４年第

６回議会認定第１号、同認定第７号及び同認定第19号

の決算３件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長及び

警察本部長の出席を求めております。

まず初めに、総務部長から総務部関係決算事項の

概要説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 委員の皆様、おはようございま

す。

それでは、令和３年度総務部所管の一般会計並び

に所有者不明土地管理特別会計及び公債管理特別会

計の２つの特別会計の歳入歳出決算について、説明

資料に基づいて御説明いたします。

１ページをお願いいたします。

総務部所管の歳入総額について御説明いたします。

総務部一番上の計の行、予算現額（Ａ）の欄6247億

4547万6064円、調定額（Ｂ）の欄6196億6163万9750円、

収入済額（Ｃ）の欄6176億5384万3957円、うち過誤

納金1403万259円、不納欠損額（Ｄ）の欄１億2737万

3497円、収入未済額（Ｅ）の欄18億9444万345円となっ

ております。調定額に対する収入済額の割合である

収入比率は99.7％となっております。

２ページをお願いいたします。

総務部所管の歳出総額について御説明いたします。

総務部計の行、予算現額（Ａ）の欄2787億3045万

5000円に対し、支出済額（Ｂ）の欄2766億6132万

7062円、翌年度繰越額（Ｃ）の欄３億7228万5000円、

不用額16億9684万2938円となっております。予算現

額に対する支出済額の割合である執行率は99.3％と

総務企画委員会記録（第１号）
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なっております。

次に、会計ごとの歳入歳出決算について御説明い

たします。

３ページをお願いいたします。

一般会計の歳入決算の概要について御説明いたし

ます。

総務部所管分の合計額は、予算現額5581億174万

5064円、調定額5530億2435万3401円、収入済額5510億

2930万5706円、うち過誤納金1403万259円、不納欠損

額１億2737万3497円、収入未済額18億8169万2247円、

収入比率は99.6％となっております。収入済額の主

なものは、２行下の（款）県税1402億4298万3958円、

次５ページの下から３行目の（款）地方交付税2400億

6286万5000円であります。

恐縮ですが、戻りまして３ページをお願いいたし

ます。

収入済額のうち、過誤納金の主なものは、上から

４行目の（款）県税1366万9143円であります。過誤

納金の主な理由としては、県税に係る減額更正等に

よる過誤納で、出納整理期間中に還付処理ができな

い分となっております。

不納欠損額の主なものは、同じく（款）県税１億

2177万8597円であります。その主なものは、（項）県

民税8654万6838円、４行下の（項）事業税2328万

4973円。

次の４ページの３行目、（項）自動車税988万3994円

となっております。不納欠損の理由として、滞納処

分できる財産がない、滞納者の所在不明等の理由に

より、関係法令に基づき不納欠損の処理をしたもの

であります。

３ページに戻りまして、収入未済額の主なものは、

（款）県税17億5684万6368円であります。主なもの

は、すぐ下の（項）県民税13億2308万8321円、（項）

事業税１億5530万8027円、（項）不動産取得税１億

5904万499円となっております。収入未済額の主な理

由としては、納税者の収入の減、失業、病気などに

よる経済的理由や法人の経営不振による資金難、倒

産などによる滞納などによるものであります。

６ページをお願いいたします。

下から７行目の（款）財産収入の収入未済額4537万

2926円は、（目）財産貸付収入で生じており、その主

な要因は、借地人の病気や事業不振による収入の減

などの経済的理由によるものであります。

７ページをお願いいたします。

真ん中あたりの（款）諸収入の収入未済額7947万

2953円の主なものは、（項）雑入のうち、（目）違約

金及び延納利息3829万9442円で、その主な要因は、

財産貸付収入と同じく、借地人の病気や事業不振に

よる収入の減などの経済的理由によるものでありま

す。

９ページをお願いいたします。

一般会計の歳出決算の概要について御説明いたし

ます。

総務部所管分の合計額は予算現額2120億8672万

4000円に対し、支出済額2102億1593万9369円、翌年

度繰越額３億7228万5000円、不用額14億9849万

9631円、執行率は99.1％となっております。

繰越額につきましては、（款）総務費における長期

的な視点に立った公共施設のマネジメントを推進す

る事業において、明許繰越として計上しているもの

であります。

繰越しの理由は、入札不調により、発注計画の見

直しに日数を要したこと及び関係者と工事車両出入

口等の仮設計画協議に時間を要したため、年度内に

完了することが困難になったことによるものであり

ます。

次に、不用額について主なものを御説明申し上げ

ます。

（款）総務費の不用額４億6842万2757円は、主に

高等学校等就学支援金の支給実績が見込みを下回っ

たこと等により不用が生じたものであります。

10ページをお願いいたします。

（款）公債費の不用額5265万3889円は、主に県債

の償還利子の金利の低下による不用であります。

（款）諸支出金の不用額2043万7985円は、主に、

次の11ページの（項）環境性能割交付金及び（項）

法人事業税交付金において、その原資となる環境性

能割及び法人事業税の県の税収が見込みより少なく、

市町村への交付すべき金額が減少したことによる不

用であります。

12ページをお願いいたします。

（款）予備費の不用額９億5698万5000円は、年度

内の緊急支出に充用したものの残額であります。

以上が、一般会計における総務部の決算概要でご

ざいます。

特別会計の決算概要13ページをお願いいたします。

所有者不明土地管理特別会計について御説明いた

します。

当会計は、去る沖縄戦で公図及び公簿類の喪失に

起因する所有者不明土地を県が管理するための特別

会計であります。

歳入決算の概要について、予算現額１億7875万

1000円、調定額２億586万3536円、収入済額１億9311万

5438円、収入未済額1274万8098円となっております。
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収入未済額の主なものは、（款）諸収入719万7684円

で、借地人の病気や事業 不振による収入の減など

の経済的理由によるものであります。

次に、14ページをお願いいたします。

歳出決算の概要について御説明いたします。

予算現額１億7875万1000円に対し、支出済額1396万

4880円、不用額１億6478万6120円となっております。

不用額の主なものは、県が管理する所有者不明土地

において、災害等不測の事態が発生した場合の緊急

対応等に用いる経費である予備費の支出がなかった

ことによるものであります。

15ページをお願いいたします。

公債管理特別会計について御説明いたします。

当会計は、県債の元金償還及び利子支払、借換債

の発行等、公債費に関する収支を一般会計と区別し

て管理するための特別会計であります。

まず、歳入決算の概要について御説明いたします。

合計で予算現額664億6198万円、調定額及び収入済

額は同額で664億3142万2813円となっております。

16ページをお願いいたします。

歳出決算の概要は、合計で予算現額664億6498万円

に対し、支出済額664億3142万2813円、不用額3355万

7187円となっております。不用額の主なものは、（目）

利子の3130万6597円で、県債の償還利子の金利の低

下によるものであります。

以上が総務部所管の一般会計及び特別会計の令和

３年度歳入歳出決算の概要であります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことといたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算議案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明10月21日、当委員会

の質疑終了後に改めて総括質疑とする理由の説明を

求めることにいたします。

なお、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰に、どのような項目を聞

きたいのか確認しますので、簡潔に説明するようお

願いします。

その後、決算特別委員会における総括質疑につい

ての意見交換や当該事項の整理を行った上で、決算

特別委員会に報告することにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会に準じて譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

信者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等あらかじめ告げた上で、説明資料の該

当ページを表示し、質疑を行うようお願いいたしま

す。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に際しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆様の御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

休憩いたします。

（休憩中に、委員長より持ち時間の譲渡につ

いて説明）

○又吉清義委員長 再開いたします。

それでは、これより直ちに総務部関係決算事項に

対する質疑を行います。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 今朝、昨日の決算委員会のメンバー

から報告聞いてちょっと質問させていただきたいん

ですけれども、令和３年度財政調整基金がかなり大

幅に増額されているというふうにありました。

この要因は何でしょうか。

○又吉信財政課長 お答えします。

財政調整基金についての地方交付税等のぶれが令

和３年度追加補正等があって、そういうものもあっ

て増えております。

それについては令和４年度の収支差を見ながらや

るものと、あとは精算金というのがあるんですけれ

ども、交付税がぶれてですね、向こう３年間で交付

税が減額される部分がありますので、そういう分を

勘案して残したものという形になります。

○花城大輔委員 これ本来であれば、この国からの

交付金は令和３年度内に使うべきであるというふう

に私は思います。

特に、令和３年度中に商いを諦めた人、生活困窮

している中で苦しんでいる人、たくさんおられたは

ずだと思うのですが、交付金を執行しないで積立金

に回したのは正常だと言えますか。

○又吉信財政課長 お答えします。

国のほうから、先ほども話しましたけれども、追

加した国の令和３年度補正で追加した交付税につい
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ては、本来だとその分を、臨時財政対策債を減らす

のですけれどそこはもう減らさないので、その臨時

財政対策債に係る分については後年度については交

付税措置をしないということで国のほうから通知が

ありましたので、その分については減債基金のほう

に積み立てるということで、特に、令和３年だけで

見るとそうかもしれないですけれど、後年度の部分

が減るものですから、それに備えているというとこ

ろでございます。

○花城大輔委員 正直、今の説明でちょっとぴんと

こないのは私の悪いところかもしれませんけれども、

私が聞きたいのは、この令和３年度の積立てた分を

本来は困っている企業や家庭に対して使うべきでは

なかったのですかということです。

なので、この積立ての在り方については、正常だっ

たのですかと聞いているのです。

○宮城力総務部長 まず450億円程度ということで過

去最高の残高となっております。

そのうち令和４年度の取崩し分で340億円、これは

今回の補正分も含めてでございます。

先ほど交付税の話がありましたけれども、交付税

が上振れして、精算の結果、後年度100億円余り返さ

ないといけない、つまり交付税が減ってしまうとい

うことがあって、その分も基金に積立てておく必要

がある。

結果的に、今、令和４年度末の残高見込額は120億

円でございまして、これもまた次年度の当初予算に

充てるために、一定程度の規模が必要になってくる

ところで、持続的な予算の編成を図る上では、特に

コロナで財政需要が非常に高まっていることもあり

まして、このような数字になったというところでご

ざいます。

出し惜しみしているわけではなくて、後年度の予

算編成も見据えた上で基金の残高水準を維持してい

るというところでございます。

○花城大輔委員 今、一定程度というような言葉あ

りましたけれども、これまで総務企画委員会では財

政調整基金の適正な数字というものは、どのあたり

にありますかという質問も、いろんな方がされてい

る中で、それについては回答が今までなかったわけ

ですよ。

これだけあるからいいとか、これだけあるからま

ずいとかということじゃないというような話でした

けれども、もうそうであれば、くどいようですけれ

ど、やはり私は県民に向けて執行するべきであった

というふうに思っています。

これはどうしても県民がこの数字の状況を聞いた

ときに、納得できないと思うのですよね。

我々非常に困っている中で何とか踏ん張ってやっ

てきた。または、いつか明るくなると思っていたけ

れど、まだまだ明るくならない。そんな中で、県が

過去最高の財政調整基金を積み上げたということに

対して、県民にどう説明すればいいですかね。

○宮城力総務部長 コロナ感染症に係る、いろんな

経済対策を今予算化してきているところでございま

す。

基本は、国の臨時交付金を活用しつつも一般財源

も投入しながら、しっかり対応してきているところ

で、また年度の後半には、国の経済対策に絡む補正

もございます。

そのあたりでもしっかり県民の皆様が事業等順調

に進めるような予算を編成して、この一般財源を活

用しながら対応してまいりたいと考えているところ

でございます。

○花城大輔委員 私は、今回の報告を聞いて、やは

り困っている県民に対して目が向いてなかったので

はないかというふうに思うわけです。

専門的な立場から先ほどの答弁の中でも、私が聞

いたこともないような言葉も使われていましたけれ

ども、私はこの件に対して、ぜひ県知事から説明を

求めたいというふうに思っていますので、委員長、

これ要調査事項として、知事が本当にこの予算の執

行内容、これで正しかったのかということを聞いて

いただきたいというふうに思いますので、要調査事

項として提起をさせていただきたい。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から花城委員に対して、

誰にどのような項目を確認したいのか改め

て説明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 知事に対して、県民が困窮してい

る中で、経済が疲弊している中で、こんなに財政調

整基金を積み立てることが正しかったのかどうか、

そして本当に県民のことを考えているのかどうか。

そのようなことを質問させていただきたいと思いま

す。

○又吉清義委員長 ありがとうございます。

ただいまの提起内容については、10月21日の質疑

終了後に協議いたします。

では、質疑を続けてください。

○花城大輔委員 それでは続いて、通知している内

容とは別なのですが、これは次の質問です。

近年の予算執行率をちょっと教えていただきたい
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のですけれども、毎年執行率がいいとか悪いとかと

いうことが、一般質問の中でも出てくるわけですけ

れども、日々改善されているということが毎回答弁

されていますけれど、ここ数年の執行率について説

明をお願いします。

○又吉信財政課長 お答えします。

一般会計における歳出予算の執行率についてお答

えします。

直近５年間で申し上げますと、平成29年度が

91.3％、平成30年度が90.8％、令和元年度が90.5％、

令和２年度が89.0％、令和３年度が88.5％となって

いて、おおむね90％前後で推移しております。

○花城大輔委員 88％から約91％未満ぐらいの推移

でやっていますけれども、これについての評価はど

のようなものがありますか。

○又吉信財政課長 お答えします。

やはり公共工事とかでありますと、どうしても年

度途中とかで予定してなかったというか、予測不可

能な事例とかがあって、どうしても繰り越さざるを

得ない、あるいは、国の補正とかがあった経済対策

についてはその時期とかの性質上、繰り越さざるを

得ないということがあって、一定程度は執行率が落

ちるというのは、それはもうあり得ることだと思っ

ております。

しかしながら、やはり現年度の予算ですので、で

きるだけ執行率を高めて行う必要があるというふう

に考えております。

○花城大輔委員 引き続きぜひ改善を図っていただ

きたいと思います。

それでは続いて、主要施策の成果に対する報告書

の中の９ページ、所有者不明土地管理費、この事業

はいつから始まったのか説明をお願いします。

○池原勝利管財課長 お答えします。

沖縄戦に起因する所有者不明土地につきましては、

もともと県民の土地が沖縄戦によって登記簿等の公

簿類が喪失し、戦後の米軍の土地所有権認定作業や

琉球政府の地籍調査においても、所有者が判明しな

かった土地のことを指しております。

当該所有者不明土地については、昭和27年米国民

政府布告により、地目が墓地及び霊地などは市町村

が、それ以外は琉球政府が管理を開始しております。

昭和47年の復帰後に沖縄復帰特別措置法に基づき

まして、県及び関係市町村が当分の間従前どおりの

管理をすることとして現在に至っているところであ

ります。

以上です。

○花城大輔委員 これ平成24年から調査が始まって、

現在に至っているというふうに説明を受けています

けれども、いろいろと法的なものが整備されていな

いものが、今、また県の職員の時間を使っていると

いうふうに聞いていますけれど、これ大臣に対して

要請した内容をちょっと教えていただきますか。

○池原勝利管財課長 お答えします。

これまで沖縄及び北方対策担当大臣等に対しまし

ては、所有者不明土地の抜本的解決に向けた取組の

加速化、県民の財産として有効活用が図られるよう

配慮することを要望しております。

今年度は、９月に岡田沖縄及び北方対策担当大臣

が来庁された際に、所有者不明土地問題については、

法制上の措置及び財政措置などの取組を加速するこ

と並びに県民の財産として有効活用が図られるよう

配慮することを要望しております。

以上です。

○花城大輔委員 この事業でこれまでかかった経費

と収入の総額は平成24年度からでいいですけれど、

幾らになりますか。

○池原勝利管財課長 経費は昭和47年からになって

いるので、これまでにかかった経費で答えてよろし

いでしょうか。

復帰後、琉球政府から管理を引き継いだ所有者不

明土地につきまして、昭和47年度から令和３年度ま

での経費及び収入額は、収入額としましては財産貸

付収入及び国庫支出金で16億3378万円、経費として

土地管理業務費などで15億8002万4000円となってお

ります。

なお、平成24年度から平成30年度までの期間にお

きまして、国の委託により測量や探索調査事業を実

施しております。

それによりまして、当該事業に係る国庫支出金及

び経費７億6457万5000円がそれぞれ含まれていると

いうことになっております。

以上です。

○花城大輔委員 大して―何というんですかね、

大きな県益とはならない事業になるかもしれません

けれども、これいつまでこの事業は続くのですか。

○池原勝利管財課長 今回、沖縄戦に起因する所有

者不明土地につきましては、新沖縄21世紀ビジョン

基本計画及び実施計画においても、真の所有者に返

還するまでの間の適正な管理、関連法の適用による

解決の実現、県民の貴重な財産として有効活用が図

られるよう、国に対し抜本的解決に向けた法制上の

措置及び財政措置の取組を加速するよう求めるなど

の取組を続けているところでございます。

また、国におきましても、平成24年度から平成30年
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度まで測量や探索調査を行うとともに、平成30年度

から令和３年度までに有識者による検討会の実施、

今年度から実務的検討を行うなどの解決に向かって、

今取り組んでいるところでございます。

県としましては、引き続き国や市町村及び関係団

体と連携し、抜本的解決に向けて取り組んでいきた

いと考えているところでございます。

以上です。

○花城大輔委員 あまりかみ合っている感じはしな

いのですが、法整備がなされるまでは継続しないと

いけないという理解でいいのですかね。

○池原勝利管財課長 所有者不明土地につきまして

は、全国的な問題等もございまして、ただいま関連

法等も様々出てきております。

そういうのをまず活用しながら、ただ、どうして

もそれで解決できないものについて、また法制度と

かあらゆる手段を用いまして解決につなげていきた

いと考えているところではございます。

○花城大輔委員 終わります。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 おはようございます。

昨日、決算特別委員会で会計管理者、それから、

代表監査委員の説明を受けましたけれども、先ほど

我が会派の花城大輔委員から質問がありましたとお

り、令和３年度の決算事項の説明の中で、財政調整

基金が例年よりも大幅に増額されたということなの

ですが、実数、再度御説明をお願いできませんか。

○又吉信財政課長 お答えします。

まず、決算全体で見てみますと、財政調整基金を

除いた令和３年度、２年度の収入済額を比較します

と1680億円増えているということと、これを除いた

支出済額と比較すると1429億円という形で、支出の

伸びよりも収入の伸びのほうが大きかったというの

が決算を比較したものの状況になっております。

その差額で、251億円ほど収支が増えていますので、

その分が多くなって財調に積み立てることができた

と。ただし、そこについては地方交付税の上振れ分

があって、向こう３年間かけて精算する額というの

が110億円程度入っています。

この110億円程度については、向こう３年間で精算

していくということですので、その分は、ちょっと

特殊要因で除く必要があると考えております。

それと、あと令和４年度当初予算の編成に当たっ

ては、収支差のほうがかなりあって、財調を例年以

上に多く取り崩さないといけないという形がありま

して、そういうのを見据えて、まずやりました。

それと、令和３年度途中ですけれども、補正予算

を編成していった結果、８月で当初あった財調がゼ

ロになったと、枯渇した時期がありましたので、そ

れを見据えて例年以上に少し持っておかないといけ

ないというところもあって、そのような結果になっ

ております。

先ほど部長からありましたけれども、今回も４次

の補正、９月補正までやった上で、この400億円余り

あったものが今120億円ぐらいまで来ていますので、

それほど余裕があるということではないというふう

に考えております。

○仲田弘毅委員 これ若干、我々の感覚と違うとい

うのを先ほど花城委員からも話がありましたけれど

も、今まさにコロナ禍がある程度落ちついてきたと

はいえ、この３か年間における経済的なダメージ、

逼迫した状況というのは、いまだ続いているわけで

す。

しかも、今世界的な物価の高騰、特に燃料費の高

騰等によって、相当窮地に追い込まれている県内企

業もたくさん見受けられますし、またそういった相

談も、我々としては受けてきたつもりであります。

ですから、そういったものを急遽、私たちはこの

財政調整基金でもって緩和していく、こうすべきだ

というふうに考えているわけですが、この答弁が、

我々の状況と、昨日もかみ合っていない。

どうしても、答弁者の最高責任者である知事に御

足労願って、知事から御答弁をいただきたいという

ことで、要調査事項に取り入れていただきたいと、

委員長にお願いをしたいと思います。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から仲田委員に対して、

誰にどのような項目を確認したいのか改め

て説明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 財政調整基金を、やはり今現状に

応じた予算組みに組入れていただきたい。

それを知事に答弁をお願いしたい。

○又吉清義委員長 ありがとうございました。

ただいまの提起内容については、10月21日の質疑

終了後に協議いたします。

質疑を続けてください。

○仲田弘毅委員 主要施策の所有者不明土地の管理

費について伺います。

まず、その事業内容は先ほど花城委員に答弁があ

りましたけれども、当初計画で1505筆の管理を行っ

たとありますけれども、その予算執行が約半額とい

うその理由は何でしょうか。
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○池原勝利管財課長 お答えします。

所有者不明土地管理費の内容としましては、主に

専任職員を配置しまして、人件費やパトロール、除

草等の所有者不明土地の管理に係る経費となってお

ります。

執行率52％の主な理由としましては、新型コロナ

ウイルス感染症対策によりまして、年度途中に専任

職員が兼務発生により異動したことによりまして、

人件費が減となったのが主な要因となっております。

以上です。

○仲田弘毅委員 これ新沖縄21世紀ビジョンにも位

置づけられているということですが、沖縄担当大臣

等に法制上あるいは財政措置等の要請が行われてい

るということですが、このような予算執行率の中で

強い要請ができないのではないかというふうに大変

懸念しているわけですが、その点についてはいかが

ですか。

○池原勝利管財課長 専任職員のほうは、どうして

もコロナの影響がありましてそこに緊急的に輩出し

たところであります。

一方、適正な管理につきましては、会計年度任用

職員を活用しまして定期的なパトロール等を行いま

して、適正に管理されているか、また、不法投棄は

ないかとか、管理を行ったところがあります。

また、国のほうで―内閣府のほうで、現在検討

会を実施しておりまして、そこにまず参加して、県

の意見とか、また、調整等を行っておりまして、解

決に向けて、そういう形で国と連携しながら対応し

てきたところでございます。

○仲田弘毅委員 この事業は平成24年度からの事業

というふうになっておりますが、これまでに、真の

所有者に返還された不明地というのはどの程度にな

りますか。

○池原勝利管財課長 昭和47年度から令和３年度ま

での時点の数字を申し上げますと、県管理地で378筆、

市町村管理地で438筆、合計で810筆となっていまし

て、管理解除率は23.2％となっております。

○仲田弘毅委員 戦後77年になります。

その当時の不明地になった要因は戸籍の喪失とい

うことになっておりますが、もうその実情が分かる

方々というのは、年々減っていくと思うんですね。

急を要する事業だと思いますので、県も早急に対応

策、よろしくお願いしたいと思います。

次に、同じく主要施策の16ページですが、公共施

設のマネジメントについてお聞きします。

県が管理する公共施設の中で、老朽化した30年以

上の施設の割合をお聞きしたいと思います。

○池原勝利管財課長 お答えします。

県が管理する庁舎、県立学校、県営住宅、県立病

院等の公共建築物のうち、築30年以上の建物の割合

は面積ベースで、令和２年度末時点におきましてで

すが、約38％となっております。

○仲田弘毅委員 これもやはり老朽化したというこ

とですから、急を要する施設があると思うんですけ

れども、今後の取組についてはいかがですか。

○池原勝利管財課長 委員御指摘のとおり、老朽化

が38％進んでいるところもございます。

それに合わせて平成28年度に、公共施設マネジメ

ントを推進する観点から公共施設等総合管理計画を

設置しております。

また、今年度は、まずそれについて改定を行って

おります。

基本的にやはり、老朽化が集中しますと財政負担

のコストもかかりますので、そういう財政負担の平

準化等、また、予防保全等に努めながら、施設の長

寿命化につなげる形で全庁的に対応していきたいと

考えているところでございます。

○仲田弘毅委員 部長の説明では、次年度繰越額３億

7000万円余り、これは入札の不調、不落によるとい

うお話がありましたが、もうちょっと詳しく御説明

をお願いできませんか。

○宮城力総務部長 繰越しは、八重山職員住宅の平

得団地、これの改修工事の２工区分となっています。

まず、１工区については工事安全対策について、

自治会―いわゆるこの職員住宅に入っている自治

会との調整に時間を要したこと、一部改修工事をし

て一部はまた住宅として活用しながら工事をするも

のですから、その安全対策の調整に時間を要したこ

と、また２工区については２回の入札不調があって、

その対策を講ずるために不測の日数を要したことが

主な理由となっております。

現在の進捗状況ですが、１工区は６月20日に工事

を完了しておりまして、２工区については11月末に

工事を完了する予定となっております。

○仲田弘毅委員 予算の執行率、不用額、費用対効

果含めて、決算は大変重要なポイントだというふう

に考えますので、実際、誠心誠意努力して、解消で

きるように頑張っていただきたいと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 それでは、お願いします。

まず、決算審査意見書の中から少しお聞きしたい

と思います。

７ページ、歳入歳出決算の状況、一般会計ですね、
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これを見ますと、歳入歳出決算ともに、前年度と比

較して1700億円以上増加しています。

今１兆超える決算額となったということで、報告

もあったんですけれども、これは新型コロナの影響

によるということは分かってはいるのですが、この

当該年度の決算の結果、これについてどういうふう

に捉えているか、部長なり、課長なり、所見をお願

いしたいと思います。

○宮城力総務部長 今委員おっしゃったとおり１兆

円を超える決算規模で、これ過去最大規模となりま

す。

要因としましては、今、委員がおっしゃったとお

り新型コロナウイルス感染症対策、それから、それ

に係る経済対策によるもので受入病床の確保であっ

たり、あるいは宿泊療養施設運営費の対策、それか

ら時短協力金、事業継続に係る県単融資など、これ

らが大幅に予算の増加の要因となっているところで

す。

この予算規模も―決算規模もそうですが、予算

規模も１兆円を超える規模で、これは補正予算22回

組みました。

通常であれば、大体５回とか６回とかというとこ

ろを22回にわたる補正予算を計上した、措置したと

いうところで、機動的な予算編成ができたのかなと

いうふうに認識しているところでございます。

○山里将雄委員 ありがとうございました。

コロナの影響で大きくなっているということです

が、当然、それはコロナ後には、また通常の予算編

成になっていると。

ただ、それに向けて、しっかりとこの今の予算あ

るいは決算を立て直していかないと、今後は厳しく

なるのかなというふうな気がしますので、その辺は

しっかりと対応をお願いしたいと思います。

続きまして、４ページの収入未済額等の欠損処理

について、少しお聞かせください。

収入未済額61億円、一般会計、特別会計を合わせ

てですけれども61億円と。

それから不納欠損が２億3000万円というふうに

なっています。

これ総務部でも19億円とか、あるいは不納欠損が

13億円とか、総務部だけを見てもかなり大きな金額

になっているのかなというふうに思います。

その状況について、少し説明をお願いしたいと思

います。

○又吉信財政課長 私のほうから県全体のことにつ

いてお答えしたいと思います。

まず、県のほうで、債権に関しては沖縄県におけ

る今後の債権管理に関する方針というのを策定しま

して、それに基づいて債権管理の標準マニュアルと

いうものを作成しております。

その後、適切な管理、債権管理を徹底、滞納発生

の未然防止をするために、いろんな債権回収の強化

などの未収債権の職員向けの取組を推進しておりま

す。

令和３年の３月には、沖縄県債権管理条例を制定

いたしまして、一層の適正化を図るという取組を行っ

ております。

それを踏まえまして、令和３年度に４件の債権放

棄を行って、去る６月議会でその報告をしたところ

でございます。

引き続きこの方針とかのマニュアル、あるいは条

例に基づいて、適切に債権を管理していきたいとい

うふうに考えております。

○山里将雄委員 この意見書の中で、県税が令和２年

度の徴収猶予によって増加したけれども、令和３年

度は同制度の適用が終了したことで、10億、11億の

減少とあるんですね、説明の中に。

これはどういうことなのか、少し説明をお願いし

ます。

○前本博之税務課長 お答えいたします。

徴収猶予の特例制度につきましては、新型コロナ

ウイルス感染症の影響によりましておおむね20％程

度の減収となったものに対して適用しておりました。

沖縄県では令和３年度末時点で975件、23億5752万

円ほど徴収猶予をしておりまして、同じく令和３年

度末時点で18億9007万円が既に納付済みとなってお

ります。

委員おっしゃるとおり、徴収猶予の特例制度が終

了したことにより、かなりの―８割程度返納をさ

れたわけですけれども、それに加えて、令和３年度

から、県税事務所の窓口業務、コールセンター、い

わゆるルーチン業務を委託したことによりまして、

県税職員が滞納整理とか財産調査とかそういったと

ころに注力できることになったことも大きく影響し

ているものと考えております。

以上です。

○山里将雄委員 これは令和２年から比べてこれだ

け減っているということですね。

令和３年度は、じゃあその徴収猶予については、

もう終了していると、行っていないということです

ね。

○前本博之税務課長 お答えいたします。

特例は終了しておりますけれども、既存の猶予制

度がございまして、特例から既存の猶予制度に移行
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したものが41件、額で１億2062万円となっておりま

す。

以上です。

○山里将雄委員 このコロナで、大変厳しい状況が、

家庭とか、あるいは企業とかでもあったわけですか

ら、この猶予制度というのは非常に助かるといいま

すかね、そういう制度だと思いますので、ぜひそれ

を継続してやっていていただきたいなというふうに

思います。

次に収入未済は依然多額ですけれども、その縮減

を図ることは重要な課題との指摘がこの意見書の中

で書かれていますけれども、収入未済は、いずれは

不納欠損につながっていくということもありますの

で、収入未済と不納欠損の縮減、それを図るための

対策とか、そういうことはどういう方針をお持ちで

すか。

○前本博之税務課長 県税について申し上げますと、

毎年度５月に自動車税の納期内納付の推進のための

広報ですとか、あと11月、12月には納税推進月間と

しまして、市町村と連携して自主納税を推進するた

めの広報宣伝活動を実施しておりまして、自主財源

の確保と公平、公正な税負担の実現のために、県民

に対して納税意識の高揚を図っております。

また納税環境の整備といたしまして、コンビニで

すとか郵便局での納付に加えまして、令和２年度か

らは、電子決済、クレジットカードとか、インター

ネットバンキング、あとＬＩＮＥＰａｙ、ＰａｙＰ

ａｙなどの電子決済を導入いたしまして、納税者の

利便性向上を図っているところでございます。

それから、県税の収入未済の約74％を占めており

ます、個人県民税、均等所得割につきましては市町

村と積極的な取組が必要なことから各県税事務所が

管轄しております、各県税事務所内で設置しており

ます、個人住民税の徴収対策協議会というのがござ

いまして、それを活用いたしまして、法改正等によ

る対応の情報共有ですとか、あと県税、市町村税職

員合同での研修会などを実施しまして、市町村との

積極的な連携を図っております。

加えまして、体制強化といたしまして県税の職員

を市町村職員として併任発令することによりまして、

市町村の滞納整理への支援ですとか、県税事務所長

と市町村長の連名によりまして共同催告、巡回、電

話相談等による業務支援なども行っており、あと差

し押さえた土地や建物の合同公売なども行っており

ます。

一方で不納欠損につきましては、滞納事案の調査

ですとか精査を徹底しまして、財産がないですとか、

あと不明なものにつきましては、財産を差し押さえ

ることにより生活が困窮するものにつきましては、

法令等にのっとりまして、滞納処分の執行停止など

を講じているところでございます。

以上です。

○山里将雄委員 大変丁寧な説明ありがとうござい

ました。

昨日、急遽入れたのですが。

すみません、長過ぎて、後で議事録等々また確認

させてもらいたいなと思います。

ありがとうございます。

次、同じく決算審査意見書の中からですけれども、

18ページの主要財政指標の状況について、少しお伺

いします。

主要財政指標については、これまでも問題なく改

善傾向にもあると思うのですが、今回の決算でも特

に問題ないというふうにはなっているのですけれど

も、その中で、特に経常収支比率が96.4から8.4ポイ

ントの減と、大きく改善している状況があるんです

ね。

88％と88.0というふうになっているのですけれど

も、九州平均でも95.0、全国平均でも94.7なのです

ね。それに比べても低いと。

人件費とか扶助費とか公債費とか、この経常経費

の主要な項目については増えているのですけれども、

その他の経費が大きく減少している状況があります。

経常経費というのは御承知のとおり、財政の弾力

性を示す指標であって、これがよくなっているとい

うことは非常にいいことではあるのですが、これだ

け減少した要因は何なのか少し教えていただけます

か。

○又吉信財政課長 まず、経常収支比率がよくなっ

た原因についてからお答えしたいと思います。

その原因ですけれども、国税の収入等が増えて、

昨年の―令和３年度のほうで地方交付税の追加配

分があったという形で、これが大きな要因を占めて

おります。

これについては全国的な傾向で、今、委員がおっ

しゃった九州平均の95.0％とか全国平均の94.7とい

うのは令和２年度のものでありまして、令和２年度、

令和３年度は、全国的にこれが改善してきていて、

平均すると、今速報値ですけれども、大体本県と同

じような形、88ぐらい、これまだ独自の集計ですが、

大体同じぐらいだというふうに考えております。

その他の経費が、数字ですけれども、これについ

ては、令和３年度の決算統計を集計する際に、県単

融資事業についての元金収入―県単融資で県が出



－68－

して銀行のほうがそこに協調倍率、３倍とか５倍協

調倍率して民間に貸し出すのですが、それは年度末

には返ってきます。

返ってきていて、これが予算上の一般財源という

形で歳入も歳出も組まれるのですが、これが決算統

計上、国のほうと調整したときに、これについて使

途が特定されているという形で、見かけ上は一般財

源なんだけれども、ここについては特定されている

という形で、この経常収支比率のものからは抜くべ

きというようなことを国のほうと確認して、それを

抜いた結果がその他のところで、なっているという

ところでございます。

○山里将雄委員 すみません、もう一度、その経費

のことを何ておっしゃいましたかね。

○又吉信財政課長 県単融資事業。

県単融資事業のほうでやっております。

ちなみにですけれども、同じような形で、県単融

資事業―これ令和３年度決算から抜いたのですが、

令和２年度の決算から抜いた場合に、経常収支比率

が令和２年度96.4だったのが95.8という形ですので、

95.8と88を比べたほうがいいのかなというふうに思

います。

○山里将雄委員 それでは、今これだけを改善して

いるような状況が見えるのですけれども、実質的に

はそうでもないというふうな捉え方になるのですか。

○又吉信財政課長 お答えします。

先ほど申しました、昨年は―令和３年度の全体

のあれとしては、国が地方財政計画をつくるときに

収入が相当落ちるという形で国が見込んでおりまし

た。

これ県税のほうもそのような形で見込みました。

ところが令和３年度ですね、県税のほうも伸びて、

国税のほうも伸びました。

その結果、交付税の原資となる国の税収が伸びた

ものですから、追加交付があったという形で、令和

３年度について特別なものだというふうに考えてお

りますので、今年度以降については、また元の状態

に戻るのかなというふうに考えております。

○山里将雄委員 ありがとうございました。

このコロナの感染拡大によって、この財政の悪化

はどうしても避けられない部分があったと思うので

すが、今後この財政指標がどのように変わっていく

か、今後やっぱり少し悪くなっていく状況が生じて

くるのか、その辺はどうお考えですか。

○又吉信財政課長 お答えします。

コロナ後、どのような財政状況の指標になるか、

動きになるかというのは、今、推測するのはちょっ

と困難な状況ではあります。

ただ先ほど申しましたとおり、恐らくコロナが収

束してくると臨時交付金とか、包括支援交付金等が

まずなくなる、あるいは減額されるということで、

国庫の依存財源のほうが減りますので、その分、自

主財源のほうが増えるとかですね、そんな見え方に

はなるのかなと。

ただいずれにしてもどういう形になるのかという

のは、ちょっと今のところは困難というところでご

ざいます。

○山里将雄委員 しっかり取り組んでいただきたい

と思います。

また、質問取りには、もう２つほど通告をしてあっ

たのですが、時間が短いので、これで終わりたいと

思います。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 それでは、ただいま通知させてい

ただきました、下の収入済額のほうで、令和３年度、

新型コロナの影響もまだまだ残っている中でしたけ

れども税収が増えています、県民税でですね。

その件について、その増えた要因について伺いま

す。

○前本博之税務課長 お答えいたします。

令和３年度の県税収入額は、過去最高の1402億

4298万円となっておりまして、前年度と比較で73億

248万円、5.5％の増となっております。

増収となった主な要因につきましては、主に法人

事業税と地方消費税の増収によるものとなっており

ます。

法人事業税の増につきましては、税率の引上げに

よる影響、あとは国等の施策による金融業や公共工

事が増加したことによる建設業の収益が増加したこ

と、また、新型コロナウイルス感染症に係る衛生関

連商品の売上げが伸びたことにより、一部の企業で

収益が増加したことによるものとなっております。

また、地方消費税の増につきましては、巣籠もり

需要による消費が増えたことや、あと、円安、原油

高騰による輸入額が増加したことによるものと考え

ております。

以上です。

○当山勝利委員 分かりました。

個人県民税は減少していますよね。

その理由については、どうなっていますでしょう

か。

○前本博之税務課長 お答えします。

個人県民税につきましては、令和３年度の課税分

につきましては、コロナの影響を受けました令和２年
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の所得に対して、課税される分となっておりまして、

コロナの影響によりまして収入の減ですとか、納税

義務者が減になっていることが影響しております。

以上です。

○当山勝利委員 分かりました。

そうすると、令和４年は令和３年の収入に応じて、

令和４年も、このような傾向は続くというふうに考

えてよろしいですか。

○前本博之税務課長 お答えします。

令和３年所得につきましては、令和２年所得より

も増加しておりまして、したがいまして、令和４年

度の調定額自体は令和３年度より、さらに増えてお

ります。

以上です。

○当山勝利委員 分かりました。

ありがとうございます。

あと、個人事業税、法人事業税に関しては、その

要因に先ほど答えていただきましたので、これは飛

ばしますし、それから収入未済等についても、昨日、

今日と議論がありましたので飛ばさせていただきま

す。

あと、繰越額もですね、昨日いろいろとさせてい

ただいていますので、これも飛ばします。

琉球政府文書デジタル・アーカイブズ推進事業の

在米沖縄関係資料収集公開事業の件で伺います。

これまで収集した写真とか動画を、昨年度の10月

末までに公開するという作業を進めているとしてい

ましたけれども、その進捗状況について伺います。

○山内昌満総務私学課長 在米沖縄関係資料収集公

開事業につきましては、米国国立図書館に所蔵され

ております、沖縄戦や戦後の米国統治などの沖縄に

関する写真と動画を収集して、インターネットで公

開するという事業で、平成29年度から実施している

ところですが、令和３年度までに収集した資料につ

いては、昨年の12月末までに１万2393点を既に公開

をしております。

○当山勝利委員 ホームページ、昨日かな、確認さ

せていただきまして、資料のほう見ましたけれども、

あそこで見られる資料というのは一部のような感じ

もしたのですが、ちょっと使い方が分かりにくいの

か、ちょっとそこら辺、改善の必要もあるかもしれ

ないのでちょっと検討をお願いしたいのですが。

○山内昌満総務私学課長 利用者の方から利用がし

づらいですとか、そういう課題等もあると思います。

これにつきましては、公文書館のホームページで

アンケートを実施しておりまして、利用者のニーズ

に対応した機能改善ですとか、より分かりやすい翻

訳へ変更する等、これまでも必要な修正をしており

ますので、利用者のほうから県の公文書館のホーム

ページのほうに、そういう声を届けていただければ

対応してまいりたいと考えております。

○当山勝利委員 どこからでもアクセスして見られ

る資料になっていますので、ぜひ、使いやすいもの

をお願いします。

次に移ります。

公共施設マネジメント推進事業の、この一番下の

課題ですけれども、この課題についてちょっと説明

をお願いいたします。

○池原勝利管財課長 お答えします。

県では行政サービスの向上に努めながら、できる

限り少ない経費で最適な施設の管理運営を行うため、

平成25年度に沖縄県ファシリティマネジメント導入

基本方針を策定し、公共施設マネジメントを推進し

ております。

その一環で、施設の長寿命化を図るモデル事業と

しまして、大規模改修事業を行っているところでご

ざいます。

今後の対応としましても、まず当該事業で得たノ

ウハウを技術職の配置がない施設においても活用で

きるよう、施設を長寿命化するための改修工事検討

マニュアルを策定することとしておりますが、おの

おのの施設類型に合致するマニュアルをどのように

策定するかということが、まず課題だと考えており

ます。

また、今後は施設を予防保全するに当たっては、

各施設管理者が適切な点検に対応することが必要で

すが、そのための技術能力の向上や職員一人一人の

長寿命化に対する理解が必要だと考えております。

そのため技術研修を行い、予防保全技術などの向

上に努めるとともに、広報等を通じて、職員の意識

啓発についても取り組んでいきたいと考えていると

ころでございます。

以上です。

○当山勝利委員 ではここに書かれていることは、

県庁内の話であって、県内の民間事業者の話ではな

いということですか。

○池原勝利管財課長 お答えします。

委員御指摘の点、あくまでもこれにつきましては、

県内の老朽化した施設について長寿命化を図るため

に、どういう形であれば長寿命化を図れるか、どう

いう改修を行えばできるかというモデル事業という

形で、県内の庁舎に係る事業となっているところで

ございます。

○当山勝利委員 ですので、ここに書かれているこ
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とは、このノウハウというのは、県庁としてですよ、

沖縄県庁の中の職員のノウハウであって、民間のノ

ウハウまで含めている課題ではないということです

よね。

○池原勝利管財課長 御指摘のとおりでございます。

○当山勝利委員 以上、終わりにします。

○又吉清義委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 お疲れさまです。

最初に、先ほど財政調整基金の中で、臨時財政対

策債が今後、政府が交付しないという答弁を受けた

ように聞いたのですが、そこの説明をお願いします。

○宮城力総務部長 まず、ちょっと技術的な話にな

りますけれども、交付税が最初に算定されて、その

ときに現金である地方交付税と借金である臨時財政

対策、これがセットで本来の地方の収支不足分の一

般財源を補うもの。

その原資、地方交付税の原資は、国税５税になり

ます。

国税５税の決算が大分思ったよりも伸びたので、

その分を、また地方に配分することになった。

ところが、これ年度の後半でしたので、もう既に

臨時財政対策債を発行して、本来であれば、交付税

が増えた分は臨時財政対策債が減るはずですが、も

う既に臨時財政対策債を発行している団体があって、

交付税から臨時財政対策債の振替のできる時期を失

しているということで、交付税として配分する。

その代わり、その分の後年度の臨時財政対策債は

減額するということで、臨財財政対策債を配分しな

いということではなくて、後年度で調整するという

ことです。

○西銘純恵委員 臨時財政対策債、現在高、結構あ

ると思うのですけれども、これが約束どおり、後年

度きちんと来ないということは問題があると思った

ので、お尋ねしましたが、現在高をお尋ねします。

○又吉信財政課長 お答えします。

令和３年度末の臨時財政対策債の現在高は3273億

円となっております。

○西銘純恵委員 次に移ります。コロナ対応で県職

員の労働環境について、前年度、大変厳しかったか

と思うのですが、それについてお尋ねします。

○知念百代人事課長 コロナ対策では、非常に多く

の職員が動員、それから兼務、それから本務職員と

して配置されて対応に当たっていたところでござい

ます。

○西銘純恵委員 先ほど、兼務として別に移られた

とかってありましたけれども、途中本務採用という

のはなかったでしょうか。

それと臨時採用を結構やられたと思うのですが、

これはどうなったのでしょうか。

○知念百代人事課長 まず、臨時的な任用職員とい

うもので対応しております。

それからもう一つの質問、もう一度お伺いしてよ

ろしいですか。

○西銘純恵委員 何名ですかと聞いたんですよね、

人数。

○知念百代人事課長 本庁、保健所全体の人員体制

でお答えいたしますと、正職員で487名、任期付職員

で70人です。

臨時的任用職員で24人、会計年度任用職員で30人

というふうになっておりまして、合計で611名となっ

ております。

○西銘純恵委員 これは令和３年度が、２年からコ

ロナが大変厳しくなって、その臨時で入れられた

818名というのは、その以前の令和元年になりますか。

コロナがないときと比べては、どれだけ増でやっ

たのでしょうか。

○知念百代人事課長 大変申し訳ございません。

手元に令和２年度のものがないのですが、増加し

ているということは確実でございます。

○西銘純恵委員 途中採用ってなかなかいないと思

うんですよね。

だから、そのときはその経過を経て、やっぱり本

務どれだけ増やさないといけないとか、保健所とか

ね、そういうのも見えてきたと思いますので、やっ

ぱり必要な定数というのはぜひ考えてもらいたい。

それで、育児休暇、年休などの行使についてはど

うだったのでしょうか。

○知念百代人事課長 すみません、先ほどの質問で

１点だけ追加をさせてください。

途中での採用につきましては、新規採用職員、例

えば、保健師などは10月１日、それから11月１日で

の採用といったところで、今年度も実施していると

ころでございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員より先ほどの答弁では

途中での本務採用はないとのことであった

が、訂正してほしいとの確認があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

○知念百代人事課長 先ほどお答えいたしました、

本務での途中での採用につきましては、新規採用職

員を採用するといったところで、保健師などは10月

１日、それから11月１日に向けての採用を準備して

いるところでございます。

続いて、年休の消化についてお答えいたします。
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令和３年の年次有給休暇の平均取得日数というの

は14日というふうになっております。

新型コロナ前の令和元年の13.9日から0.1日増加し

ている状況でございます。

以上です。

○西銘純恵委員 育児休暇も聞いたんですよね。

○知念百代人事課長 育児休業の取得率につきまし

て、令和３年度は男性19.9％、女性が100％というふ

うになっております。

以上です。

○西銘純恵委員 コロナ前の令和元年の比較もやり

たいと思ったのですが、年休は増えているというこ

とでいいと思うのですが、病休の状況はどうですか。

職員の皆さん、結構、多忙で大変だったんじゃな

いかなというところを危惧しているのですが、いか

がですか、病休は。

○知念百代人事課長 病気休職となっている職員に

ついては、令和元年が34人、それから令和２年度

46人、令和３年度で65人と、ちょっと増加の傾向に

あります。

○西銘純恵委員 令和３年、今年度どうなるかとい

うのはあるのですが、やっぱり結構なストレス、大

変な業務だろうなと思いますので、そこをケアする

という体制も取ってもらって、そして、やっぱり職

員が足りないという部分は、定数のところではぜひ

見直して、検討をやっていただきたいと要望して終

わります。

次、資料を送りました、私立学校振興事業をお尋

ねします。

その中の６番、私立学校通学費負担軽減ですけれ

ども、これ、ほかの事業は私立専修みんな入ってい

るのですが、この６番について、交通費の支援につ

いては入っていないんですが、専修学校の拡充につ

いては検討されているのでしょうか。

○山内昌満総務私学課長 この事業につきましては、

私立の高校生等ということで、高校生と中学生を対

象にしておりまして、これについては教育長のほう

の要綱に基づきまして、公立と私立、私立につきま

して、総務部のほうの事業で支援している事業でご

ざいます。

この事業の対象につきましては、県内に在住する

非課税世帯等の対象につきまして、中学、高校とい

うことでやっておりますので、専修学校の高等専門

課程は、対象になっておりません。

以上です。

○西銘純恵委員 私立324人、年間それぐらいですけ

れども、専修学校も同じように低所得で通っている

皆さん、いるかと思うんですよね。

ぜひ検討してほしいと思うのですが、いかがです

か。

○山内昌満総務私学課長 すみません、先ほど答弁

で、専門課程につきましてはということで、対象で

はないとお答えしたのですが、専修学校の高等課程、

中学を卒業して入学ができるという課程につきまし

ては、これもこの要綱の中で現在支援しておりまし

て、私立学校の専修学校の高等課程につきましても、

支給の対象となりましたのが、114名の専修学校の高

等課程の生徒さんに対しても、令和３年度の支援実

績がございます。

以上です。

○西銘純恵委員 この324人の中には入っているとい

うことでよろしいですか。

○山内昌満総務私学課長 はい、324人の内数でござ

います。

○西銘純恵委員 ちょっと、記載が誤解を生んでい

るというのはあります。

最後に、県外大学等進学の10万円の―県外でこ

の支援をする10万円、受験のときの。

それは、子ども未来だとは思うのですけれども、

この私立専修はいかがですか。

特に、私立はやっているけれども、専修学校の保

護者が知らなかったということで話がありましてね。

対象になっていないのでしょうか。

○山内昌満総務私学課長 委員から御照会がありま

す県外大学を受験する際の渡航費用の補助、上限10万

円として航空運賃等の支援をするという事業につき

まして、令和４年度から、子どもの未来県民会議に

おきまして事業が実施されていると聞いております。

対象世帯等の要件がございますが、その支給対象

となる高校生につきまして確認したところ、県内の

全日、定時、通信制の高校生は対象ですが、専修学

校の高等課程の生徒は、今現在、対象とされていな

いということで確認してございます。

これにつきましては、専修学校の高等課程も状況

としては同じ高校生、対象の高校生等と同じような

状況にあるというふうに考えておりますので、子ど

も生活福祉部を通じまして、県民会議のほうと、今

後対象について、ちょっと調整、議論していきたい

と考えております。

○西銘純恵委員 ぜひ対象に入れてほしい、次年度

になると思いますが。

以上です。

○又吉清義委員長 先ほど、西銘委員の質疑に対す

る答弁に関して、人事課長から訂正したいとの申出
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がありますので、発言を許します。

○知念百代人事課長 先ほど、コロナに係る人員体

制についてお答えしたところですけれども、先ほど

申し上げました、合計で611名というのは、令和４年

６月15日現在となっておりまして、最新の数字がご

ざいましたので、それを改めてお伝えしたいと思い

ます。

令和４年10月１日現在で、正職員488名、任期付職

員が63人、臨時的任用職員21人、会計年度任用職員

が29人の合計で601人となっております。

よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 渡久地修委員。

○渡久地修委員 決算書の項目、ちょっと探せない

んだけれど、コロナで去年一番大きな問題になった

のが、この緊急対応をどうするかという点で、事業

継続計画でしたか、ＢＣＰというのがありますよね。

緊急時の対応、これが去年あたりからクローズアッ

プされて、県もその計画を策定していたのか、しつ

つあったのか、その辺が去年度どうだったかちょっ

とお願いします。

○嘉数広樹行政管理課長 お答えいたします。

コロナ対策業務の実施に当たっては、本務職員に

加えて、職員の兼務配置であるとか動員の対応が必

要となってきたところでございます。

対応業務の加速的な追加や対応期間が長引く中、

職員に負担が生じている状況がございました。

総務部においては、必要人員の確保及び職員の負

担軽減の双方の観点から、各部長に対して不要不急

の通常業務の休止、縮小等の見直しを行って、コロ

ナ対応業務に迅速かつ的確に対応できる体制づくり

と、職員の負担軽減を図る具体的な取組を行うよう、

通知を発出しているところでございます。

具体的には、令和３年５月21日に各部長に知事か

らの通知として不要不急の通常業務の休止、それか

ら縮小等の見直しを積極的に行うよう通知したとこ

ろで、令和４年４月12日には各部長に対して、通常

業務の再点検、見直しの再点検と、あと、見直し内

容の報告依頼を出したところです。

そういったＢＣＰの取組を総務部で行っていたと

いうことでございます。

以上です。

○渡久地修委員 これは緊急対応、災害対応、これ

は今も全国的にも、あるいは民間にもこれ求められ

ていますよね。

それで沖縄県も、コロナが出るまでは計画はやろ

うということだったけれども、これがしっかりと策

定されていたかどうかとかというのもあるんだけれ

ど、今回のこのコロナ危機の対応の中で、しっかり

とこれはもう確立されつつありますか。

○嘉数広樹行政管理課長 お答えいたします。

沖縄県では、災害時等における計画等、感染発症

時の計画を策定しているところでございます。

災害時には通常のＢＣＰの話ですけれども、感染

症の場合には、新型インフルエンザ等対策行動計画

というものを策定しているところでございます。

ただ、今回のコロナにおきましては、期間がかな

り長期間に及ぶということで、新型インフルエンザ

等対策行動計画はどちらかというと比較的短い期間

を想定していたものですから、その計画に基づいて

対応ができていたかというと、それはその計画に基

づかないで、先ほど申し上げた通知等において行っ

ていたというところでございます。

○渡久地修委員 この感染との戦い、これからも続

くので、このＢＣＰというのを、この際やっぱりしっ

かりと動くように、機動的に動くように、引き続き

頑張ってください。

次に、今の答弁の中であった、不要不急の事業の

延期、中止というのもあったのかな、中止、延期と

かというのはあったと思うんだけれども、これ、私

たちも緊急対応という点で、財源確保の上でも、延

ばせる事業は延ばしてくれと、そして財源を確保す

べきだと。あるいは、人もそこに配置できるように

してくれということも、議会でも何度も取り上げた

り、提案もしてきましたけれども、この去年の決算

の中で、いわゆる、延期したりストップしたりして

集めたのがどれくらいあったのかというのがこの決

算書の中で分かるんだったら教えてください。ある

いは、どういう事業だったのかというのも含めて。

○又吉信財政課長 お答えします。

まず、具体的な事業とか額について、今ちょっと

手元に持っていないのですが、全体の話で言います

と、まず今年度384億円不用、令和３年度決算で出て

いますので、その中に、中止したものとか事業規模

を縮小したものの額が入っているものと思われます。

それ以外に、不用が1000万以上あれば２月補正で

減額するという方針がありますので、去年の２月補

正がトータルで510億の補正予算を組んでいるのです

が、内訳が、増の事業が767億、減の事業254億あり

ますので、この254億の中にも、途中で中止した事業

等の財源が入っていることと考えております。

それと、これは令和２年度末ではあるんですけれ

ども、令和３年については厳しくなる見込みでした

ので、令和２年度末に、通常では発行しないような、

調整債とか、行政改革推進債とか、減収補塡債とか、
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そういうものを発行して、一般財源を19億確保して

いますので、そういうもので令和３年を乗り切った

というところでございます。

○渡久地修委員 部長、この県の仕事に、先ほど、

不要不急という言葉があったけれど、不急というの

はあったとしても、県の仕事に不要というのはない

はずなんだよ。

みんなそれぞれ必要だということで、それぞれ事

業をやっていると思うんだよね、それぞれのよ。

ただ、ＢＣＰなり、あるいは、こういう緊急対応

の際に、各部が不要不急の財源を出せますかと判断

しなさいと言ったらね、それぞれみんな重要な事業

として位置づけるから、その部で、これは延期して

もいいですということはなかなか判断できないと思

うんだよ。

そこをやっぱり判断するのは総務部であったり、

あるいは県の三役あたりがやって、もう今はこの事

業は一旦停止してでもここに財源回そうとかという

ことをやらないといけないというのもあると思うの

で、そこはこれからも判断を求められてくると思う

んだけれども、そういう体制もこのＢＣＰの中に入

れるのか、あるいは緊急対応をどうするのかという

のは、そこはしっかりと議論とかはやられて、ある

いは、この令和３年度のものでも実行されてきまし

たか、どうですか。

○宮城力総務部長 ＢＣＰを立てつつも、まずマン

パワーの話でいうと、兼務発令がたしか200人近い兼

務発令をして、その分、コロナ対応以外のところに

穴が開いた。

これについては、臨時的任用職員を配置するなど

してどうにか対応しているところで、仕事が、この

仕事を１年先延ばしにして、財源がどの程度生まれ

るか、こういう事業費が、何というんですかね、多

額の事業というのは、対外的に、県民の皆様にいろ

んなサービスを提供する、こういう事業が大きくて、

こういうのは多分止められない。

そういう意味では、内部管理の仕事であったり、

県民性、サービスが非常に薄い部分、こういう部分

が中心になって、事業の先送りとかという話になる

かと思います。

委員おっしゃるとおり、不急はあったとしても不

要はないということは、おっしゃるとおりでござい

ます。

そのあたりの見極めは、総務部だけではなかなか

難しいところもありますので、そこは担当部局とじっ

くり話合いながら、今後も対応していきたいという

ふうに考えています。

○渡久地修委員 例えば、公共工事とか、これ延ば

しなさいと言ったら、今度はこの仕事がなくなるわ

けよね。

そういう意味で、それはとても、口で言うのは簡

単だけれど、いざ実行するとなったら大変なんです

よ。

だけど、こういう事業、緊急対応の際に財源確保

とかというときには、これは各部各部ではなかなか

判断が難しいんですよ。

だから、これはもう最高の三役クラス、あるいは

総務部でしっかりやって、ＢＣＰの中でしっかり位

置づけてやらないと、今後のこういう緊急対応、大

事だと思いますので、この分は常に念頭に置いて、

よろしくお願いします。

以上です。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 よろしくお願いします。

まず、今送りましたけれども、交付税のほうから

ちょっと質問したいと思います。

先ほどから説明があるように、税が増収して、追

加交付があったというような話ですけれども、この

説明欄の中では、需要額が増加して収入が減少した

という説明になっているのですが、ちょっとこの説

明をお願いします。

○又吉信財政課長 お答えします。

今おっしゃった交付税の算定に当たっては、標準

的な基準財政需要額から基準財政収入額というのを

やるのですが、このそれぞれを令和２年と比べたと

きに、このような基準財政需要額のほうは増えていっ

て、基準財政収入額が、この交付税の算定上は減少

していると。

あくまでもこれは算定上の話、実収入ではなくて。

そういう結果、交付税のほうが増えたというとこ

ろでございます。

○國仲昌二委員 要するに原資が増えたので―い

わゆる税が増収したので、その原資が増えたという

ことでの説明ですか。

○又吉信財政課長 今のお話は追加交付の際の、補

正の際の理由はおっしゃるとおりでございますけれ

ども、当初については、令和２年、あくまでも国が

見積もった基準財政収入額と基準財政需要額、それ

と令和３年を比べたときにはこのように、説明に書

いてあるような現象が起こったというところでござ

います。

○國仲昌二委員 分かりました。

要するに、これは前年度と比較してという話です

ね。
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追加交付があって、前年度に比べて増加したとい

うのがあるのですが、これ、今の話、要するに、前

年度と比べて需要額が増えて、収入額が減って、交

付税が増加というのと、それから、追加交付があっ

たと。

この２つが増加要素ということでよろしいですか。

○又吉信財政課長 主なものはそのようになってお

ります。

それ以外に、国勢調査のほうの人口が新たに令和

３年に反映された結果、人口の分で伸びた分もござ

います。

○國仲昌二委員 それで、先ほど、財調に積立ての

話になったときに、後年度で返済が110億程度見込ま

れるというような説明があったと思うのですが、こ

の説明をちょっとお願いします。

○宮城力総務部長 交付税算定する際の基準財政収

入額、税収見込額を積み上げていくことになります

けれども、その中で、後年度精算が生ずるのが法人

事業税、法人関係で、これについては見込んでいて、

基準財政需要額との差額分が交付税として交付され

るわけですが、その税収、当初見込んでいたよりも、

県税ですね、これも伸びた。ですので、この伸びた

分については、後年度精算として100億以上が差し引

かれるというところでございます。

○國仲昌二委員 分かりました。

精算で、後年度で返済するというのが110億程度と

いうことで理解しました。

それに関連するのですが、今度は実質収支の状況

の中で、単年度収支が11億余りの赤字となっていま

すけれども、この要因の説明をお願いします。

○又吉信財政課長 お答えします。

今おっしゃったとおり、まず令和３年度の実質収

支が42億余りで、令和２年度が54億という形で、単

年度収支は11億余りの赤字になっております。

実はこの中には、包括支援交付金等を前年度に受

入れて、その余った分を返すという返還金、国の返

還金があります。それが、令和２年度は約24億ほど、

この54億の中に24億ほど入っていたと。

令和３年度については42億の中に10億ほど入って

いたと。

それを除けば、約30億ぐらいで同じぐらいなのか

なというふうに考えております。

○國仲昌二委員 今説明したのは、単年度収支が赤

字になった説明ですか。

○又吉信財政課長 お答えします。

先ほど話したとおり、令和２年度には、国に返す

べきお金が24億含まれた実質収支になっていました。

令和３年度は、国に返すお金が10億という形で、

返すお金が12億減っています。

その分がこの実質単年度収支に反映しているとい

うところでございます。

○國仲昌二委員 返済した額が減って赤字になると

いうことがちょっと理解できないのですが。

○又吉信財政課長 ごめんなさい。

返済した額ではなくて、前年度に包括支援交付金

等を多く受け入れた。翌年度に返さないといけない

と。

この額が実質収支の中に、令和２年度は24億含ま

れていました。

令和３年度は10億含まれています。

ごめんなさい、返済する額が入っています。

○國仲昌二委員 ２年度で受入れたものを３年度で

返済したという、これが要因としては大きいという

ことですかね。

○又吉信財政課長 そのとおりです。

令和２年度の54億のうち、令和３年度に24億は国

に返す償還金が含まれていますと、この実質収支の

中には。

令和３年度の42億の実質収支の中に10億円、令和

４年に10億円返す財源が入っているという形、その

返すお金を引くと大体30億ぐらいという形で、同程

度というふうに考えております。

○國仲昌二委員 私がなぜその質問をするかという

と、先ほどから、交付税は増えていますよと、県税

も伸びていますよと。

収入が伸びているという中で、なぜ赤字が出るの

かという単純な疑問でしたけれども、さっき言った

前年度の受入れを後年度で返すというような要因が

あるということなので、後でまたちょっとこれは質

問したいと思います。

それに関連して、今度は経常収支比率ですね。

先ほど説明があったのは、県単融資の特定財源に、

一般財源から特定財源に、国の方針で移ったと、取

扱いが変わったということでの、88％に下がったと

いうことですけれども、令和２年度はこの特定財源

分を除いても、96.4から95.8ぐらいしか下がらない

のに、今年度は何ポイントですかね、６ポイント、

７ポイントぐらいですか。

これは同じ要因でそうなるのですか。

○又吉信財政課長 お答えします。

これは全国的な傾向でして、その要因として、先

ほど来ありますけれども、地方交付税がかなり伸び

たという形で、それが一般財源という形で扱われま

すので、全国的に経常収支比率はよくなっていて、
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こちらの集計では、全国に80％台、88程度、同じぐ

らいなのかなというふうに見ております。

○國仲昌二委員 要因で一番大きいのはやはり、そ

の交付税の増とか、一般財源の増、伸びというのか

なと思っていたのですが、この県単融資が表に出て

きているものですから、そこでちょっと疑問でした。

同じ表で、一番下に財政力指数というのがありま

すよね。

これ、今年度は前年度比で低くなっています。

さっきから話があるように、交付税も伸びた、県

税も伸びたという中で、経常収支比率も好転したと

いう中で、なぜこの指数が落ちているのかなという

のがちょっと疑問なので、教えてください。

○又吉信財政課長 お答えします。

まず、財政力指数が基準財政需要額分の基準財政

収入額をやって、それを過去３年の平均という形に

なります。

令和３年度は、先ほど来言っている、国がかなり

落ちるだろうという形で、基準財政収入額を低く見

積もっていたというところで、落ちているというよ

うなところでございます。

○國仲昌二委員 以上で終わります。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後１時21分再開

○又吉清義委員長 ただいまより午後の部を再開い

たします。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 主要施策の成果に関する報告書か

らです。午前中もありましたけれども、所有者不明

土地の管理費についてですが、この所有者不明土地

の現状と課題について、もう一度聞かせてください。

○池原勝利管財課長 お答えします。

沖縄戦に起因する所有者不明土地につきましては、

令和３年度末現在、県管理地が1505筆、約90ヘクター

ル、市町村管理地が1189筆、約８ヘクタールとなっ

ており、合計で2694筆、約98ヘクタールとなってお

ります。

戦後76年余りを経た現在、土地所有権を証明する

物的、人的証拠の確保はますます困難となっており、

所有者が特定される可能性が極めて低くなっている

と考えます。

また、管理者の権限は保存行為、性質を変えない

範囲内における利用、または改良の行為に限られ、

処分行為となる長期の賃貸借や建物の建築、土地の

購入を希望する賃借人等に売却ができないことから、

土地の円滑、有効な利活用が阻害されていることが

課題となっていると考えます。

そのため県では、新・沖縄21世紀ビジョン基本計

画においても、真の所有者に返還するまでの適正な

管理、関連法の適用による解決の実現、国に対し、

抜本的な解決に向けた法制上の措置及び財政措置の

取組を加速するよう強く求めるなどの取組を位置づ

けたところでございます。

○平良昭一委員 県が管理するものと市町村が管理

する部分、これ地目によって変わっているというこ

とか。

○池原勝利管財課長 委員御指摘のとおり、市町村

につきましては、復帰前から墓地、霊所等について

は市町村が、それ以外の管理地については県が管理

することとなっております。

○平良昭一委員 実際、現状として、市町村とのや

り取りというのは行われているのか、これ。

○池原勝利管財課長 昨年度は行うことできません

でしたが、令和元年度、２年度についてはそういう、

県、市町村が検討会議とか、説明会を実施しており

ます。

また、今年度につきましては、国、県、市町村の

連絡会議とかも実施予定としておりますので、そう

いう形での調整・連携を図っていきたいと考えてお

ります。

○平良昭一委員 国といろいろ調整をしていると言

うけれど、実際、国の考え方というのと県の考え方

というのは一緒なのか。

○池原勝利管財課長 まず、基本的に抜本的解決と

いうところについては、基本的には認識は一緒、考

え方を統一していると考えております。

ただ、今、現在国のほうで検討されている内容と

しましては、全国的な所有者不明土地の課題があり

まして、次年度民法が改正されます。

その中で、所有者を知らず、または存在を知らな

い土地につきましては、利害関係者が裁判所に申請

を行い、新たな財産管理制度を立てるということで

売買ができるという新たな制度が施行されます。

そういう制度をまず活用して、まず対策を図って

いこうということで、今、国のほうは検討のほうを

進めているところでございます。

○平良昭一委員 これ、他の都道府県でも同じよう

な状況があるのか。

○池原勝利管財課長 例えば長崎、広島等に原爆が

落ちたときにも公簿等については移転していたとい

うことを聞いておりまして、先の大戦に起因して発

生した所有者不明土地については沖縄県だけじゃな

いかと考えております。
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○平良昭一委員 となると、大戦の影響であれば特

例ですよね、これ、沖縄県の場合は。

そう思っていいですか。

○池原勝利管財課長 沖縄戦に起因する所有者不明

土地については、沖縄県独自の課題だと考えます。

○平良昭一委員 今これ、課題いろいろあるかもし

れないけれど、引き続き頑張っていかないといけな

いな、これ。

続いて、防災危機管理センター整備事業、このス

ケジュールをちょっと聞きたい。

○池原勝利管財課長 お答えします。

県では集中豪雨や台風、地震などの自然災害のみ

ならず、新型コロナ感染症対策など、複雑・多様化

する危機事案に迅速かつ的確に対応し、県民の生命、

身体及び財産を保護することが喫緊の課題となって

いることから、令和２年度に沖縄県防災危機管理セ

ンター棟、これ仮称でございますが、基本計画を策

定しました。

同計画では令和７年度からの運用を予定しており

まして、令和３年度は基本設計、令和４年度には実

施設計を行っているところでございまして、令和５年

度から建築工事に着手することとしております。

以上です。

○平良昭一委員 本格的に事業を開始するというの

はいつですか。

○池原勝利管財課長 事業の開始でございますか。

○平良昭一委員 出来上がってから。

○池原勝利管財課長 令和７年度からの供用を、運

用を予定しております。

○平良昭一委員 続いて私立学校振興事業。

専修学校の補助だけでいいですから、学校数や補

助額等などが分かれば教えていただきたい。

○山内昌満総務私学課長 主要施策の成果に関する

報告書に記載しております、私立専修学校授業料等

減免事業につきまして、令和３年度の実績で県内の

専門学校46校に在籍する生徒2627人に対しまして、

12億1260万7000円を補助しております。

以上です。

○平良昭一委員 さきの総務企画委員会の中で、陳

情でＳＯＬＡ学園の問題があったときに、上原委員

から補助金の打切りに該当するような要素じゃない

かという質疑があったと思うんですよ。

その点に関して県の考え方はどうなのか。

それに該当すれば、打ち切るというような考え方

もできるのか。

○山内昌満総務私学課長 先日の総務企画委員会の

中で触れられておりました私立学校助成法の第５条

の中の規定で御質問を受けましたが、この規定につ

いては減額の規定となっておりますが、この規定は

主語が国になっておりまして、国が所管する大学、

または高等専門学校を対象とした規定になっており

ます。

県をはじめとする、それぞれの所轄庁の権限につ

きましては、同法の12条に助成に関し必要があると

認める場合において、報告聴取、質問検査等を行う

ことができるという規定がございます。

実際、補助金に関しましての取扱いですが、県に

おいては毎年度、学校法人等から提出を受けた実績

報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等によ

り、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するも

のであるかどうかを調査して、適合すると認められ

る範囲において額を決定しております。

補助金の補助要綱に基づきまして、その補助の対

象となる内容等について審査して、補助決定した額

について、実績に応じて交付すべき額を確定すると

いう流れになります。

以上です。

○平良昭一委員 あくまでも国が所管となっている

わけですから、許認可というのは、県がやって学校

を認可するわけですよね。

その中で県がやれるような範囲と、また国がやれ

る範囲というのは分かれているわけよね。恐らく分

かれていると思うのですが、その中で自分たちが判

断できて、学校運営に関して、これは補助金の対象

にならないということを県が感じれば、それができ

るというふうに理解していいのか。

○山内昌満総務私学課長 まず、所管につきまして

は、大学等国の所管と、あと都道府県の所管という

ことで、法令で規定が分かれております。

専修学校につきましては、沖縄県の所管というこ

とになります。

そこで補助金の交付の内容につきまして、専修学

校に対する補助、その補助の在り方、補助額の決定

については補助要綱に従った事業の内容に応じて、

都道府県のほうで判断していくという形になります。

以上です。

○平良昭一委員 これ、総務企画委員会の中でも陳

情等が出ていますので、また詳しい内容を今後議論

していきたいと思いますが、専修学校の場合は県の

所管だということであれば、ちょっと深めて議論す

るべきところがあるかなと思っています。

この件はこれで終わります。

あと、今送りました歳入歳出決算審査意見書の
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３ページです。その中で令和４年度の自主財源、特

に地方税について現時点における歳入見込額をどの

ように推計しているかということを昨日聞いたので

すが、これは総務部で聞きなさいと言われましたの

で聞きたいと思っています。

○前本博之税務課長 お答えいたします。

令和４年度の県税歳入当初予算は1412億5900万円

となっておりまして、これは令和３年度の決算比で

0.7％の増となっております。

今年度に入りまして、上半期９月末時点における

県税収入が758億2000万円となっておりまして、令和

３年度の同期比で1.5％の増となっておりますので、

おおむね当初予算どおりに推移しているものと考え

ております。

ただし、県税収入については、全体としては堅調

に推移はしておりますけれども、まだコロナ禍の影

響が続いている情勢ですとか、あとウクライナ情勢、

また円安に伴う仕入額、仕入価格の上昇ですとか、

物価上昇の影響が続いておりますので、現時点で今

年度の税収を見込むことは非常に困難であると考え

ております。

しかしながら、県税収入は重要な自主財源でござ

いますので、引き続き経済状況を注視するとともに、

県税収入の確保に努めていきたいと考えております。

以上です。

○平良昭一委員 順調にそういうふうな計算ができ

るということは、皆さんの仕事もやりやすくなると

は思いますが、それでも新型コロナの対策は新たな

段階に移行していくと思っているんですよ。

その中で、国の普通国債の残高は増加の一途をた

どっているわけですよね。令和４年度末見込みで初

めて1000兆円を超える一方ですが、地方の債務残高

というのは、この20年見てもほぼ横ばいなんですよ。

この先、臨時交付金は確実に縮小してくるというよ

うな可能性があると私は見ているんですよね。

国がそういうふうなことを言ってきていることも

あるのですが、次年度以降は感染症対策、これに対

しては、新たに代わるような財源を検討していかな

ければいけないんじゃないかなと現時点で思います

が、総務部としてはこの辺どう考えている。

○又吉信財政課長 お答えします。

新型コロナウイルス感染症の対策については、全

国的な課題であると考えておりますので、引き続き

国において、今回のような臨時交付金のようなもの、

交付金等で措置すべきと考えております。

しかしながら一方で、国による財源手当が遅れた

りとか、あるいは不足が見込まれる場合には、県税

や地方交付税などの自主財源のほかに、財政調整基

金の活用とか、これは国の同意が必要になるのです

けれども、令和２年度に特別に発行した減収補塡債

とか、調整債、行政改革推進債などの活用を行って、

あらゆる財源を活用して適時適切に対策していく必

要があるというふうに考えております。

○平良昭一委員 国はもう、これまでどおりはいか

ないと思いますので、これまでの実績を踏まえなが

ら、いろんな分野の中で対応策、財源を確保しない

といけなくなると思いますので、その辺頑張ってい

ただきたいと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 届いていますでしょうか、この不

用額の分は。

私のほうから、まず初めに不用額についてに関し

てなのですが、総務部でも16億という不用額が出て

います。

その中でも、この不用額の中で、予備費で９億

5000万の予備費の不用額になるのですが、この考え

方というかな、ちょっと教えてもらえますか。

○又吉信財政課長 お答えします。

予備費はコロナ以前の、通常であれば例年２億円

を計上しておりました。

それが令和２年度についてですけれども、当初予

算では例年どおり２億円計上してましたけれども、

その後、緊急に措置しないといけないという形で、

３度増額補正を行って、令和２年度は合計20億とい

う形で予備費を予算計上して13億充用しております。

その結果を踏まえて、令和３年度も同様なことが

起こるだろうということを見越して、10億円という

形で当初予算に予備費を計上しました。

先ほどからありましたけれども、令和３年度につ

いては、コロナの感染状況に応じて22次にわたる補

正予算という形で、補正予算で対応したことから予

備費の充用が少なかったということで、また９億余

りの不用が出ていると。

これを踏まえまして、令和４年当初予算について

は、今５億の予備費という形で計上しているところ

でございます。

○當間盛夫委員 午前中も自民党さんのほうからい

ろいろと、令和３年であっても疲弊する経済での支

援をということである中で、皆さんなかなか予算的

なものをつけきれなかったというところもあるはず

なんですよ。

このコロナ対策以外でもやはりこれ、これだけ10億

近くのものをほかの部分で計画をしっかりとやると
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いう考え方も持たないといけなかったはずでしょう

けれど、どういう事情が、突発なものがどうあるの

か分からなかったということで、今回はこういう決

算になっているのでしょうけれど、今年度は５億に

戻したと、令和４年は５億に戻したということでい

いわけですね。

○又吉信財政課長 例年だと、コロナ以前だと２億

でしたけれども、今年度はまだコロナの影響も少し

あるものですから、一応５億という形で計上してお

ります。

○當間盛夫委員 当初に戻るのですが、総務は全体

的な部分ですので、県全体の不用額というものを令

和２年と令和３年の比較額を教えてもらえますか、

令和２年、令和３年の。

○又吉信財政課長 お答えします。

令和３年度の一般会計の不用額は384億4863万円と

なっております。

前年度比で87億7811万、29.6％増加しているとこ

ろでございます。

○當間盛夫委員 部長、毎回この不用額のものが沖

縄振興策の内閣府から指摘されるわけね。

近年、皆さんもこの不用額を出さないようにとい

うことで努力してきたはずでしょうけれど、この前

年と比較しても、87億不用額が増すということはど

う解釈すればいいのでしょうか。

○宮城力総務部長 令和２年度もそうですが、令和

３年度の不用においても、コロナ対策関連経費によ

るものが大きいところです。

うちなーんちゅ応援プロジェクトで要請が長引い

たり、あるいは感染症の検査体制の確保事業等で不

用が出ております。

ちなみにコロナ関連の対策事業、これを全部除き

ますと、190億程度になるところでございます。この

中には、間接的にコロナ対策の影響で人流がとどまっ

たことによる事業内容の見直しとか、そういうもの

も含まれております。

引き続き不用額の縮減に向けて取り組んでいきた

いというふうに考えております。

○當間盛夫委員 単純に僕らが数字的に見えないと

ころがあって、部長が言われるようにコロナという

ことで、臨時交付金がいろんな形で1000億近くのも

のが出てきたということのものを差し引いたという

ことを考える中で、この沖縄振興策予算の中での不

用額はどれぐらいだったと。今100億近くという話を

したのですが、これを示すことはできますか。沖縄

振興策予算での中でのということになると、数字は

ありますか。

○又吉信財政課長 お答えします。

沖縄振興予算としては内閣府の予算ですので、県

のほうに来るソフト交付金とハード交付金のほうで

説明させていただきたいと思います。

令和３年度のソフト交付金ですけれども、前年度

からの繰越しを踏まえて591億ありまして、不用額が

26億、4.4％。

ハード交付金も前年度からの繰越しを含めまして

676億予算があって、不用額は２億、0.3％というと

ころでございます。

○當間盛夫委員 基本的に振興策のものは、ほぼほ

ぼそのことの計画どおりいったという認識でいいの

かな。

○宮城力総務部長 不用が少ない部分はありますけ

れども、繰越しは生じているところです。

ハード交付金についてもですね。

事業効果の早期発現という意味からも繰越しも、

あるいは不用も減らしていきながら、予算の効率的

な執行に努めていきたいと考えているところでござ

います。

○當間盛夫委員 繰越しにおいても、前年度比でも

188億という部分での数字も出ているというようなこ

とを考えると、やはり不用にしても、繰越しにして

も計画性がないような事業をしたら僕は駄目だと思

うわけですよね。

しっかりと計画を持って、皆さんの事業というの

は単年度会計になっているわけですから、そういっ

た部分での計画があるはずでしょうから、しっかり

とそのことを踏まえてやられてください。

次に、いろいろと主要基金の状況ということがあ

るのですが、現状を皆さんもう少し分かりやすく伝

えてください。

令和３年度の決算どれだけ、今現状がね。令和３年

があって、令和４年の見込みがどうあるのかという

ことを示してください。

○又吉信財政課長 主要３基金と言われている財政

調整基金、減債基金、県有施設整備基金のほうで答

えさせていただきたいと思います。

令和３年度末、これ決算後です。

決算調整後の３基金合わせて1102億8601万7000円。

それが令和４年度末の残高見込みとしては、644億

371万9000円という見込みでございます。

○當間盛夫委員 私が皆さんからいただいた決算後

のものを見ると、711億になっているんだけれど、こ

れはどういう数字なのかな。

○又吉信財政課長 先ほど言った３基金の644億と、

９月補正後―第４号補正の後のものですね。
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もしかしたら、時点の違いかと思われます。

○當間盛夫委員 いいでしょう。

これは順調にと言ったらおかしいんだけれど、令

和３年度で1100億の基金があるわけね。

取崩しの予定だったものが取り崩すことがなく、

こういう形であったと。

令和４年はそういう部分での取崩しが278億という

ような分だとか、いろいろとある中でのものからす

ると、この残的なものは皆さんどう見込んでいるの

でしょう。

楽観視しているのか、どうなのか。

○又吉信財政課長 お答えします。

財政調整基金は今のところ120億という形で、今後

もまた、例えばコロナ対策で言うと、また12月分ま

でしか計上していませんので、11月補正残り３か月

分が見込まれるとか、いろいろございますので、楽

観視ということではなくて、まだ厳しい。

また、令和５年も収支が今ちょっとまだはっきり

見えないのですが、200億以上出てくると見込んでお

りますので、それにも対応しないといけないと。

それと減債基金についても、今後、県有施設のほ

うの個別施設計画をつくりましたので、それを計画

的に更新していくと、どうしても県債を発行せざる

を得ないと、今まで以上に発行せざるを得ない状況

が来ますので、そういうものに対応しないといけな

いと。

それと県有も同じ形で、県有施設で手当てできな

い分、この基金を崩して使いますので、それでも、

やはり必要な分だというふうに考えております。

○當間盛夫委員 分かりました。

ありがとうございます。

それでは次に、主要施策の部分で、私立学校振興

事業に関しての沖縄県私立学校施設改築促進事業と

いうのがありましたが、これ多分、令和３年で終わっ

たのかな、ちょっとその概要を教えてください。

概要というか、状況。

○山内昌満総務私学課長 沖縄県私立学校施設改築

促進事業につきましては、これは実施期間が平成24年

度から令和３年度までの10年間、県費によりまして

６億円の基金を設置しまして、県内の６つの学校法

人に対して１億円を上限とする補助制度を設けてお

りました。

これにつきましての実績の活用状況ですけれど、

６つの全ての学校法人に対して、改築等の際に補助

を行いまして、このうち４法人につきましては上限

額１億円を補助しております。

残る２法人についても、上限額に近い金額を補助

しております。

６億円のうち実績額は５億6808万円、執行率は

94.7％活用していただいたという状況であります。

以上です。

○當間盛夫委員 これから10年、これはもうやらな

いのか。

○山内昌満総務私学課長 現行、国の補助制度で、

こういう改築等の補助制度がございますので、今後

必要になる部分については、そちらの活用について

助言していきたいと考えております。

○當間盛夫委員 実際に私立学校に対しての補助と

いうのはなかなかないわけで、今いろんな補助事業

があるというんだけれど、昨今このデジタルの分だ

とか、学校関係もＧＩＧＡのものがあって、私立学

校もＩＣＴの環境整備をやりたいと言っても私立学

校に対してはないわけですよね。

そういったもろもろを考えると、この事業という

ものをもう一度、構築する必要があるんじゃないか

と思いますが、どうでしょうか。

○宮城力総務部長 先日、沖縄県私立中学高等学校

協会の方々から補助の拡充強化に関する要望をいた

だいたところでございます。

その中で、公立学校に比べ、整備が大幅に遅れて

いる私学の１人１台端末を早期に実現する等々の拡

充をお願いするという要請をいただいたところでご

ざいます。

まず実態、どのような状況になっているか等も含

めて、まずはそれぞれの学校の状況、また確認して、

実情の把握に努めていきたいというふうに考えてい

るところでございます。

○當間盛夫委員 私はこの件に関して委員長、知事

に私立学校、誰一人取りこぼさないとかいろんな形

で知事の姿勢があるわけですから、私立学校に対し

ての知事の考え方をぜひ総括でお聞きしたいと思い

ますので、よろしくお取り計らいください。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員に対して、誰にどのよ

うな項目を確認したいのか改めて説明する

ように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

○當間盛夫委員 知事に私立学校の在り方というも

のをちょっとお聞きしたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。

○又吉清義委員長 ありがとうございます。

ただいまの提起内容については、10月21日の質疑

終了後に協議をいたします。

質疑を続けてください。
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○當間盛夫委員 時間ないから終わります。

ありがとうございます。

○又吉清義委員長 以上で、総務部関係各決算事項

に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

10分間休憩いたします。

（休憩中に、説明員の入替え）

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、知事公室長から知事公室関係決算事項の概

要説明を求めます。

嘉数登知事公室長。

○嘉数登知事公室長 皆さん、こんにちは。

令和３年度の知事公室所管の決算の概要について

御説明いたします。

ただ今通知しましたのは、令和３年度歳入歳出決

算説明資料知事公室でございます。

表紙と目次をスクロールして１ページを御覧くだ

さい。

一般会計歳入決算状況について、御説明申し上げ

ます。予算現額の計（Ａ）の欄46億6982万6640円に

対し、調定額が（Ｂ）の欄29億8188万4291円、収入

済額が（Ｃ）の欄29億8188万4291円、調定額に対す

る収入済額の割合である収入比率は100％となってお

り、過誤納金、不納欠損額、収入未済額はいずれも

０円でございます。

歳入の主な項目について上から御説明いたします。

一番上の段、（款）使用料及び手数料のうち、（目）

証紙収入の収入済額1795万6150円は、危険物取扱者

免状に係る手数料及び危険物取扱作業の保安に関す

る講習手数料等であります。

２番目の（款）国庫支出金のうち（目）総務費国

庫補助金の収入済額28億9532万7360円について、そ

の内訳は、沖縄振興特別推進交付金が５億833万

5360円、不発弾等処理促進費が23億5717万2000円、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

が2982万円でございます。

次の２ページを御覧ください。

一番下の段、（款）県債のうち（目）総務債の収入

済額6340万円については、その全額が、沖縄振興特

別推進交付金事業の特定地域特別振興事業でありま

す。

次の３ページを御覧ください。

一般会計歳出決算状況について、御説明申し上げ

ます。予算現額の計、（Ａ）の欄64億6397万4720円に

対し、支出済額（Ｂ）の欄が45億9813万6853円、翌

年度繰越額（Ｃ）の欄が13億7472万3800円、不用額

が４億9111万4067円、予算現額に対する支出済額の

割合である執行率は、71.1％となっております。

繰越額の主な理由について御説明いたします。（項）

総務管理費（目）諸費の７億9585万3800円について

は、特定地域特別振興事業の市町村への補助金にか

かる経費であります。那覇市、嘉手納町が実施する

コミュニティセンター建設工事において、長雨等の

影響による工事の遅れ、新型コロナウイルスの影響

による現場作業員の確保や資材納期の遅延、また、

地下壕発見による行政手続等に時間を要したこと等

により、年度内での工事完了が困難となったためで

あります。

続きまして、（項）防災費（目）防災総務費の５億

7887万円については、１つ目に、防災対策事業費の

うち、震度情報ネットワーク更新事業について、消

防庁の回線切替えが令和４年度となったことから、

沖縄県での作業も年度内で完了することが困難と

なったこと、２つ目に防災システム運営事業のうち、

次期防災情報システム構築事業について、世界的な

半導体不足により、ネットワーク機器の調達に遅れ

が生じたこと、３つ目に不発弾等処理事業費のうち、

市町村支援事業において、磁気探査予定箇所の関連

工事に遅れが生じたことによるものであります。

次に、不用額の主な理由について御説明いたしま

す。(項)総務管理費（目）諸費の１億2064万6492円

は、特定地域特別振興事業において、契約入札残が

生じたこと等による市町村への補助金の執行残、ま

た、新型コロナウイルス感染症の影響で他国地位協

定調査を見合わせたこと等による委託料等に不用が

生じたものであります。

(項)防災費（目）防災総務費の不用額３億745万

6185円は、不発弾等処理事業において、市町村支援

事業の計画変更等による補助金の執行残等となって

おります。

以上が、知事公室所管一般会計の令和３年度歳入

歳出決算状況でございます。

御審査のほど、よろしくお願いします。

○又吉清義委員長 知事公室長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度、挙手により委員長の許可を得てか

ら行い、重複することがないよう簡潔にお願いいた

します。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

くお願いいたします。
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なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、知事公室関係決算事項に対する質疑を

行います。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 午前中、総務部に対しての県全体

の執行率について質問をしました。

高いときで約92％、低いときでも89％ということ

でありましたけれども、今、知事公室長、知事公室

については71.1％というふうに説明がありましたけ

れども、これはただ数字だけ見ると、知事公室が県

の足を引っ張っている、この執行率に対してはとい

うような見方もできるのではないかなと思っている

のですが、これ何か説明することがありますか。

○嘉数登知事公室長 改めまして、予算の執行状況

について説明をさせていただきます。

予算現額が64億6397万4720円、支出済額が45億

9813万6853円、執行率にしますと71.1％、これ前年

度の93.0％から21.9ポイント低下しております。

執行率が低下したということは、委員御指摘のと

おりだというふうに考えております。

この支出済額のうち不発弾等処理事業費、これが

約25億7221万円。それからもう一つ、特定地域特別

振興事業、これが約５億6851万円。

この２つの事業が知事公室の予算、全体に占める

割合として68.3％、約７割を占めております。

したがって、知事公室全体の執行に大きく影響し

ているものというふうに考えております。

令和３年度は工事における事業の計画変更等が生

じたことから、前年度と比較して執行率が低下し、

また繰越率も増加しております。

この事業のほか、沖縄県次期防災情報システム構

築においても、これは世界的な半導体不足によりま

して、各消防本部に設置するルーター、通信機器、

これが年度内に調達できなかったということがあり

まして、約２億6000万円の繰越しを行っております。

執行率が低くなったことにつきましては様々な要

因がありますが、知事公室としては、県全体、これ

は88.5％となっておりまして、これと比較しても非

常に低い状況にありまして、これはもう早急に改善

すべき事項と受け止めておりまして、執行全般につ

いて適正にしっかり取り組んでいく必要があるとい

うふうに考えております。

そのため、事業実施に当たっては、関係者との調

整を緊密に行っていくなど、事業計画の進捗状況を

適宜把握するとともに、必要に応じて補正、あるい

はその予算の配分の変更等を行うなど、予算の適正

な執行管理に努めていきたいというふうに考えてお

ります。

最後にポイントとしましては、先ほどの不発弾処

理事業というのが非常に大きなウエートを占めてい

るということで申し上げましたけれども、まずこの

不発弾処理事業の執行率をどう上げていこうかとい

うことで３点ぐらい考えております。

まず、その繰越しに当たっては、多額の不用が生

じないよう市町村との調整を行い、繰越額を精査し

ていく必要があるということと、市町村実施事業に

ついては早期の執行、それから進捗状況を確認し、

予算の適正執行、予算残額を適宜把握していきたい

ということ。

それから、民間等実施の住宅開発等磁気探査支援

事業につきましては、需要が増加傾向にありますの

で、県実施の事業や市町村実施事業の執行状況を踏

まえまして、予算の流用というんですか、配分替え

を行いまして、適正な執行に努めていきたいという

ふうに考えております。

それからあと１点、繰越しもかなり出ております

けれども、それの縮減に向けた取組としまして、不

発弾処理事業につきましては、当初予算に計上はし

ているのですが、実際に申請されない事業ですとか、

事業の計画変更というようなことがございまして、

実績減等による執行残が生じているというような状

況もありますし、それから市町村事業、これ学校と

か庁舎等におきまして、建て替え工事ですけれども、

これの本体工事が遅れたことによって生じたという

ことで、年度内の磁気探査完了が困難となったとい

うような事例もありまして、やむなく繰越しという

ことをやっているのですけれども、そういったやむ

を得ない事情等が認められて、繰越しが活用できる

というものは活用しつつ、事業計画の精査と進捗管

理を徹底して行っていきたいというふうに考えてお

ります。

○花城大輔委員 通告してあった不発弾の件まで答

弁してくださり、ありがとうございました。

令和３年度に限った内容も結構あるというふうに

理解をしますけれども、ちなみに令和４年度の進捗

はどういう感じですか。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

令和４年９月26日時点でございますけれども、予

算現額29億385万9000円に対して執行額が22億4113万

円となっており、執行率は今のところ77.2％となっ

てございます。

○花城大輔委員 見込みとしては、令和３年度より

も上回りそうですか。
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○池原秀典防災危機管理課長 今のところ上回る形

で進んでいるものと認識しております。

○花城大輔委員 次の質問に移りたいと思います。

基地対策の件ですけれど、最近どうも知事の公約

の実績の評価とか、あとは県の事業と成果について

も気になるところが多くて、ちょっと細かい聞き方

になるかもしれませんけれども、これ事業の目的が

日米両政府に働きかけることというふうになってい

ますが、これを働きかけるだけでこの事業が成立す

るということになるのですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 沖縄の米軍基地問

題については、基本的には日米両政府間の取決めに

よって米軍基地が置かれております。

そういう意味で、県としては直接の当事者ではあ

りませんけれども、県民の過重な基地負担の軽減を

求める意味で、繰り返し両政府に強く働きかけなけ

ればいけないというふうな認識の下で設定をしてい

る事業でございます。

以上です。

○花城大輔委員 この目的の前文のところにはオス

プレイの配備撤回とか、日米地位協定とか、在日米

軍再編で示された兵力削減、かなりハードルの高い

ところが述べられているにもかかわらず、最後に働

きかけるで終わっているというのが非常に気になり

ましたので質問をさせていただきました。

あと、課題の中に再発防止策の実効性の検証を含

め、抜本的な対策を講ずる必要があるというふうに

ありますけれども、これは抜本的な対策というのは

どういうものをイメージしていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

米軍基地から派生する事件・事故の再発防止策と

して、２点ほど必要であると考えております。

まず１点目としては、米軍人等が起こす凶悪事件

等については、より一層の綱紀粛正と人権教育の徹

底を含め、再発防止について万全を期すとともに、

その実行性の検証を行い、その結果も踏まえた抜本

的な対策を講ずることがまず１点。

それから２点目に、航空機に関連する事故につき

ましては、学校等、住宅地上空での飛行の回避、そ

れから航空機の緊急総点検の確実な実施など、安全

管理体制の見直しなどが必要であるというふうに考

えております。

これらの要望につきましては、去る９月、来沖を

されました浜田防衛大臣に対して求めております。

以上でございます。

○花城大輔委員 関連するので、次の質問に移りま

すけれども、今度は辺野古、ページ３ですね。

この中に書かれている普天間飛行場の運用停止に

向けた具体的なスケジュールとは何ですか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 普天間

飛行場の一日も早い危険性除去のため、県は平成25年

12月に政府に対して普天間飛行場の５年以内の運用

停止を求め、政府一丸となって取り組むことが確認

されていたにもかかわらず、実現に至りませんでし

た。

このため県は、普天間飛行場負担軽減推進作業部

会等において政府に対し、普天間飛行場の速やかな

運用停止に向けた具体的なスケジュールを作成し、

一日も早い危険性の除去に取り組むよう求めている

ところであります。

○花城大輔委員 この２つの事業ともそうですけれ

ども、県がやるわけじゃないんですよね。

あくまでも求めているわけですよ。

なので、具体性に欠けたというか、実現性がない

というか、そういうイメージが私はあります。

例えば、さっき答弁で浜田防衛大臣のお話が出て

ましたけれども、先月、浜田防衛大臣と知事が会っ

たときに、また県知事選挙で民意が示されたので、

工事を直ちに停止して、交渉のテーブルに着いてく

ださいとお話をされました。

そして浜田防衛大臣は、唯一の解決策なので進め

るというふうに言うわけですよ。

知事は、私は浜田防衛大臣に求めたよ、求めたよ

と言うのですが、私は浜田防衛大臣に聞きましたよ。

知事は、浜田防衛大臣が、いや、唯一の解決策だ

から進めますよと言ったときに、何かおっしゃいま

したかと。いや、何も言ってなかったということな

んですよ。

要は、求めて終わるんですよね、仕事がそこで。

その向こう側になかなか行かない。

事業自体もそうなっているんじゃないかなという

ふうに思えてくるわけです。

そこからさらに、この目的を達成するために踏み

込む。

例えば、浜田防衛大臣は知事がこういう発言をす

れば、こう切り返してくるわけですから、これ、ど

の大臣も同じように。

それに対して、言葉を準備しておかないといけな

いじゃないですか。

事業も求めた後に、先ほど話したみたいに、本当

にオスプレイの配備撤回をやるんだったら、また米

軍の再編を求めるんだったら、その後の二の手、三

の手というのものを事業の中でつくっておかないと、

求めて終わっているだけだったら、いつまでたって
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も前に進まないと思うのですが、公室長、いかがお

考えですか。

○嘉数登知事公室長 今の花城大輔委員から、せん

だっての防衛大臣との面談の状況のお話がありまし

た。

知事は様々な機会を通じまして総理、それから官

房長官、防衛大臣等の関係閣僚に対しまして、辺野

古新基地に反対する民意、それから辺野古移設では

普天間飛行場の一日も早い危険性の除去につながら

ないということを訴えております。

浜田大臣との面談では、辺野古新基地建設の断念

のほかにも、日米地位協定の抜本的な見直し、それ

から航空機騒音等の軽減、米軍の活動に起因する環

境問題等の幅広い要望項目を限られた時間で説明す

る必要があったということから、大臣の説明に対す

る個別の反論等は行っておりません。

知事からは、沖縄周辺海域における中国による危

険な軍事訓練という、より切迫したといいますか、

そういった問題につきまして、県民の生命、財産の

安全を確保する観点から、冷静な対応による外交努

力を続けることが不可欠であるということを大臣に

申し上げたところでございます。

○花城大輔委員 職員の方は一生懸命されていると

は思いますけれども、どうやらトップの決意のほう

が見えないような感じがしてならないですね。

あと幾つか通告を出してありましたけれど、もう

１分切ってしまったので、終わります。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 まず最初に、次期防災システム構

築事業についてでありますが、これは新規事業であ

りますけれども、事業内容と執行率がゼロ％。

次期繰越額の理由をまずは教えていただきたいと

思います。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えします。

この事業につきましては、世界的な半導体不足に

より、ネットワーク機器の調達に遅れが生じていた

ため、前年度から繰越しをしていたところでござい

ます。

それで、６月から８月にかけて納品が行われたこ

とから、更新後の機器による運用については今始まっ

ていて、もちろん、そもそも４月から事業者からルー

ターを取り寄せて、もうやっています。借りてやっ

ていますので、運用自体は４月からきちんと進んで

おります。

そういう状況でございます。

○仲田弘毅委員 災害というのは、いつ何どき起こ

るか分からない状況ですので、もう半年が経過して、

４月１日からもう半年も経過していますので、その

他調達の見通しがしっかりできているということで

あれば、その対応策をしっかりやっていただきたい

と思いますが、いかがですか。

○池原秀典防災危機管理課長 機器そのものの運用

は、もう４月からきれいにできてございます。

ただ、そのルーターがまだ、半導体不足の中で取

り寄せられていなかったものですから、もともと業

者が持っているルーター、それを受ける形で運用し

ていましたので、借りていたのは業者が当然引き取っ

て、ちゃんとしたルーターで今現在運用されている

ということでございます。

だから、４月からきちっと運用されています。

そこは大丈夫です。

○仲田弘毅委員 ということは、４月１日以降もしっ

かり調達も終わって運用されているということで理

解してよろしいですか。

○池原秀典防災危機管理課長 機能面では、もう４月

１日からきちんと運用できております。

○仲田弘毅委員 執行率がゼロというのはどういう

こと……。

○池原秀典防災危機管理課長 執行率がゼロという

のは、当然、委託事業が完了して、その後、請求が

あって支払いという形になりますので、３月時点で

そもそもまだ委託事業が完了していないものですか

ら、それで、年度明け完了したというところでござ

います。

○仲田弘毅委員 防災ヘリの導入推進事業について

でありますが、これも執行率が50％を切った。

先ほど知事公室、執行率で随分足を引っ張ってい

るというお話もありましたけれども、その50％を切っ

た理由は何でしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

これにつきましては、当初の計画といたしまして、

令和３年度当初に県内全市町村から沖縄県消防防災

ヘリコプター導入推進協議会の設立についての賛同

が得られた後、ワーキンググループにおいて消防防

災ヘリの使用等について検討していくこととしてお

りました。

しかしながら、当該協議会の設立が、昨年度です

けれども遅れたことに伴い、協議会及びワーキング

グループの運営支援の委託費に関して契約期間の短

縮がある中で、新型コロナウイルスの感染拡大によ

り、会議の開催回数が減ったこと及びオンライン会

議への開催方法を変更したことなどによる関連費用

が減少したことが主な原因となってございます。

○仲田弘毅委員 ちょっと質問を変えますけれども、
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防災航空センターの候補地の調査を行ったというこ

とですけれども、その調査結果について、ちょっと

教えていただけませんか。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

県では、平成29年度から令和３年度にかけて、沖

縄県消防防災航空センター、仮称ですけれども、そ

れの候補地を選定するため、公共機関の所有地や民

有地を対象に本島北部地域19か所、中部地域５か所、

南部地域６か所の計30か所において調査を実施して

ございます。

令和４年度に入り、これまでの調査結果を踏まえ、

航空センターの整備候補地について、中部地域２か

所、南部地域１か所の合計３か所に絞り込みを行っ

たところでございます。

今後は、引き続きワーキンググループにおいて、

候補地の課題等について整理し、候補地選定に向け

て検討を進めてまいります。

○仲田弘毅委員 候補地を選定し、そしてこれを導

入するまでのスケジュール等はもう出来上がってい

るのでしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

令和４年度におきましては、前年度までに調査し

た沖縄県消防防災航空センター（仮称）の複数の整

備候補地からの選定作業を進めているところであり、

整備候補地を、先ほども述べたとおり３つに絞り込

み、ワーキンググループにおいて検討しているとこ

ろでございます。

また、それぞれの整備候補地となっている市町村

との調整も行っているところであり、そのうち１か

所については、自治会との調整を経て住民説明会を

実施したところでございます。

候補地の選定につきましては、県及び各市町村で

構成する協議会及び各市町村長の承認を得て決定し

てまいりたいと考えております。

○仲田弘毅委員 以上で終わります。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 お願いします。

今送ってありますけれども、主要施策の成果説明

３ページの辺野古新基地建設関連対策事業からお聞

きします。

まず、トークキャラバンの実施の件について報告

があるのですが、当該年度、令和３年度のトークキャ

ラバンの実施状況を少し説明お願いします。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 令和

３年度は、福岡市及び神戸市向けにオンライン配信

によるトークキャラバンを行っております。

以上です。

○山里将雄委員 ここに県民、国民に自分事として

考えてもらうというふうに書いてありますが、この

トークキャラバン、この取組は成果を上げていると

いうふうにお考えですか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 お答え

します。

全国各地でトークキャラバンを実施するなど、辺

野古新基地建設問題等の解決に向けた国民的議論の

機運醸成をするための取組によって、玉城知事が就

任後、少なくとも全国61の地方議会で国民的議論を

求める陳情等が可決、または採決されたほか、今年

５月に令和３年度に開催したトークキャラバンの登

壇者である里村氏が代表を務める団体等で構成され

る辺野古を止める！全国基地引き取り緊急連絡会が

沖縄を除く全国全ての地方議会に向けて辺野古新基

地建設を断念することや、普天間基地は本土に引き

取り、日本全体で問題解決すること等を柱とした意

見書の採択を求める陳情書を送付するなど、県や県

民の取組にこうした共感の輪が広がりつつと考えて

おります。

○嘉数登知事公室長 山里委員、ちょっと補足をさ

せていただきます。

私は今年度から知事公室長になりまして、横浜で

のトークキャラバンに初めて参加させていただきま

した。

昨今、県内でも若い人の基地問題に対する関心が

低下しているのではないかといった、そういったア

ンケートの結果もありまして、県内がそうであるな

らならば県外ではどうなのかという、関心を持って

私、参加をさせていただきました。

予想に反して、当然いろいろ経験なさった方もそ

うですけれども、若い方も参加しているということ

を見まして、トークキャラバン、これ令和元年度か

ら開催しておりまして、各地を回っておりますけれ

ども、徐々に徐々にといいますか、浸透してきたの

かなというふうに思っております。

特にやはり、知事自身が基地問題に対して語りか

けるということも大事だというふうに思っておりま

して、効果も高いと思っておりますし、それから、

その開催地にゆかりのある有識者のほうからもいろ

いろ登壇していただいて、多角的な議論がされてい

るというところ、徐々にその効果は発現し始めてい

るのかなというふうに感じております。

○山里将雄委員 皆さんが頑張っていらっしゃる、

そして効果もあるのだろうと私も思っております。

ぜひ続けてもらいたいと思っています。

でも、やはり、なかなかそれが浸透しないといい
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ますかね、こういうもどかしさはどうしてもあるわ

けですよね。

やはり何がしか違う手―次に進まないと、なか

なかそれが皆さんの思いが伝わっていかない、ラン

ゲージが伝わらないということもありますので、やっ

ぱりこれまでとは違う工夫もしなければならないか

なというふうに思っています。

今年度も、既に何回かやっていますよね。11月で

すか、広島でも行う予定があるようなのですが、何

か例年と、また違う何かやり方というか、何かあり

ますか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 トーク

キャラバンは、公室長からありましたとおり、開催

地にゆかりのある有識者を招いて、地域の方々と、

この問題について考えていただく形になっておりま

すので、開催地が変われば登壇者が変わって、それ

ぞれの開催地で訴えていくということを考えており

ます。

○山里将雄委員 去る９月25日に那覇のテンブス館

で若者と考える米軍基地と沖縄の未来というのをや

りましたよね。

あれもトークキャラバンの一環ですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 先日実施したテン

ブス館でのシンポジウムについては、辺野古対策課

が行っている、そのキャラバンとは別の事業として

実施したものということでございます。

○山里将雄委員 実は私、娘が行きたいというもの

ですから、一緒に申込みして行ったんですよ。

13歳から、何か35歳まで入ってきているというこ

とで、盛んに司会者がそれ言うものですから、私、

ちょっと65歳でいたたまれなくなって、途中で抜け

たのですが。

ただ、その内容としては、若い人たちがパネリス

トとなってこういうちゃんと考えをしゃべっている

と、壇上からですね。そして、下にも若い人たちが

たくさんいてということで、非常にいいなと感じた

んですね。

やっぱり、ああいうことを今後もぜひ続けていっ

てもらいたいと思うのですが、そこをトークキャラ

バンの中で、それをそういったことをやっていくと

いうお考えはどうでしょうか。

○嘉数登知事公室長 令和元年度から始めている、

そのトークキャラバン、２年、３年というのは、新

型コロナウイルス感染症の影響で、対面での開催と

いうのはかなわなかったのですが、回数を重ねる、

あるいはその地区ごとに開催しやっていく中で、ま

た見えてくる課題というのもあろうかなと思ってお

ります。

それは委員の御指摘があったようにですね、若い

人に対してどう訴求するかという観点もございます

ので、これまでの開催実績等々踏まえまして、改善

できるところはしっかりと改善していきたいと考え

ております。

○山里将雄委員 若い人に伝えたいというかね、そ

ういうことを部長もおっしゃっています。

ぜひ、またそういった工夫をしながら、効果的な

トークキャラバン、これ、ぜひやっていっていただ

きたいなというふうに思います。

よろしくお願いします。

次に６ページの次期防災システム構築事業につい

てですけれども、これ仲田委員からも質問がありま

したので、端的に２点だけ伺いたいと思います。

Ｊアラートの地図化への対応とか、ＳＩＰ４Ｄに

よる国、他都道府県とのシステムとの連携開始とか

ですね、そういうふうなことが今回行われたと書い

てあるのですが、現システムと新しいシステム、こ

の違いっていうのは何がありますか。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

今回の現システムと新システムの主な変更点でご

ざいますけれども、従前は、中部合同庁舎にメイン

サーバーを置いていて、また、県庁にバックアップ

サーバーを設置しておりました。

それについて、冗長性の確保を図るという観点も

含めまして、次期システムでは、クラウド環境を利

用し、西日本のデータセンター及び東日本のデータ

センターにメインサーバーを設置し、県庁にバック

アップサーバーを置く形となってございます。

まず、これが１点目の大きな変更点です。

あと、本島が大規模災害に被災した場合において

も、システムが停止する可能性、これ冗長性の部分

ですね、あと、先ほどＳＩＰ４Ｄとかいうお話であっ

たのですが、いわゆる国との―他機関のシステム

と情報連携することで、情報収集発信機能が強化さ

れること、災害に関する情報を時系列データや地図

データとして表示し、情報の把握を補助する機能が

ございます。

○山里将雄委員 分かりました。

もう１点だけ、これも先ほど仲田委員の質問にも

ありましたが、機器の調達に遅れが生じて次年度に

繰越したというお答えだったんですけれども、これ

要するに、現在何が今できていて、まだ何ができて

いない。

令和４年度に向けて、何が今できてないという状

態ですか。
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○池原秀典防災危機管理課長 お答えします。

できている、できてないで言えば、もう今年度４月

１日からきちんとスタートはしています。

ただ、接続をするその機器のルーターというのが

ございまして、それを業者が発注というか、取り寄

せできなかったものですから、それがやられていな

かったということですけれども、もともとその事業

者さんが持っているルーターがあるものですから、

それを借りておいて、もうできる状態にして運用し

てございます。

それが先般もうできたものですから、今は機器と

してもちゃんとできているという状況でございます。

ですので、４月１日からしっかり運用はされてご

ざいます。

○山里将雄委員 分かりました。

防災については、県民の安心・安全のために重要

なことですので、このシステムで、しっかりと取り

組んでいただければと思います。

終わります。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 今、送ったところ、それ以降のも

のかちょっと分からないのですが、地位協定につい

て伺います。

まず、令和３年度の日米地位協定の抜本的な見直

しを求める取組について伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

令和３年度は、昨年５月本土復帰50年に向けた在

沖米軍基地の整理縮小に関する要請におきまして、

内閣総理大臣をはじめ、関係大臣と、それから駐日

米国大使に、それから10月に来県されました西銘沖

縄及び北方対策担当大臣、それから11月に来沖され

ました松野官房長官に対し要請を行っております。

また、８月に渉外知事会として、それから12月に

は軍転協として、日米両政府に地位協定の見直しに

関する要請を行ったところでございます。

特に、令和３年12月にキャンプ・ハンセンで新型

コロナ感染症のクラスターが発生した際には、米軍

における水際対策について当時の日本の検疫と整合

的とは言えない運用が行われていたことなどが明ら

かになったことから、令和４年１月に外務大臣をは

じめ、関係大臣と駐日米国大使、駐日米軍司令官に

対し、検疫について国内法を適用するなど、地位協

定を抜本的に見直すことを要請しております。

このほか、地位協定の問題などについて広く周知

を図り、問題解決に向けた国民的議論の機運醸成を

図るため、知事のトークキャラバンを令和４年１月、

２月にオンライン配信で実施したほか、沖縄県が作

成をしました、沖縄から伝えたい米軍基地の話Ｑ＆

Ａの冊子や動画を機会あるごとに配付をしておりま

す。

以上でございます。

○当山勝利委員 いろいろ取り組んでいらっしゃる

んですけれども、諸外国、欧米をはじめ、地位協定

の調査をされました。

いまだに結論が出ずに、韓国はということで、韓

国の地位協定を調べてから、全体をまとめるという

ことではあったと思うのですが、今も結局は、韓国

を調査してから沖縄県としてこれまでの地位協定の

調査をまとめて公表するということでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 基地対策課のほう

では、他国の地位協定調査を平成29年度から実施を

しております。

これまでに、ほとんどの地位協定が終わっており

ますが、韓国だけが残っております。

欧州４か国以外の国の地位協定につきましては、

令和元年の８月にオーストラリア、令和２年１月に

フィリピンを調査しております。

オーストラリアとフィリピンの調査結果につきま

しては、韓国の調査結果を取りまとめまして、公表

する予定としておりましたけれども、御承知のとお

り、新型コロナの影響により韓国調査の時期が見通

せない状況が続いたことから、当面の取組として、

両国―既に調査を終了したオーストラリアとフィ

リピンの調査結果については、その２か国の分だけ

取りまとめて、令和３年の12月、昨年の12月に基地

対策課のホームページに掲載して公表したところで

ございます。

以上でございます。

○当山勝利委員 分かりました。

それぞれの地位協定の調査というのは出されてい

ると思うんですね。

その調査された分をしっかりとまとめて、結論的

にある程度見えてきたものとかいうまとめは、され

ないのでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 先ほども少しお答

えいたしましたけれども、実はその韓国の地位協定

の調査が残っておりますけれども、韓国の調査につ

いても、できれば今年度中に実施をしたいというこ

とで、今現在、調整を進めております。

県としては、韓国を含めた他国の地位協定全体を

総括するような、その取りまとめの意味でですね、

作業をしたいということで考えております。

以上でございます。

○当山勝利委員 分かりました。
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コロナの影響、まだちょっと見えないところもあ

るのですが、そういうことであれば、了解いたしま

した。

それで、令和２年12月に全国知事会で地位協定の

見直しの提言が行われましたけれども、それに対し

て国において何らかのアクションはありましたで

しょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和２年12月に、

全国知事会として米軍基地負担に関する提言内容の

実現を、知事会として政府に求めておりますけれど

も、その際、政府のほうからは日本国民の日々の暮

らしの安全や安定は政府としてしっかりやっていく

べきことであるので、抑止力の維持と住民の皆さん

の負担の軽減をどのように実現していくのかという

ことに、引き続き取り組んでまいりたいというよう

な御趣旨の御発言がございましたけれども、その後

の政府の具体的な取組については承知はしておりま

せん。

○当山勝利委員 引き続き沖縄県が中心となって、

また全国知事会であれ何であれ、どういう形でも常

々国のほうには、結局国対国との交渉になりますの

で、努力をしていただきたいと思いますが、公室長、

どうでしょうか。

○嘉数登知事公室長 地位協定の問題については今、

沖縄県が実施している他国地位協定調査というもの

についても、しっかりと他府県の方々にも理解して

いただいて、それを束ねる形で、全国知事会という

形で国のほうには、しっかりと訴えていきたいとい

うふうに考えています。

○当山勝利委員 続きまして、ワシントン駐在員活

動事業について伺いますが、まず令和３年度の活動

について伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

ワシントン駐在は、令和３年度、米国政府関係者

約1072人と面談等を行い、その中で知事の考えと沖

縄の正確な状況を説明し、理解と協力を求めており

ます。

具体的に申し上げますと、辺野古新基地建設の技

術的な課題、普天間飛行場の現状や軍人・軍属によ

る事件・事故等の過重な基地負担、新型コロナウイ

ルスの水際対策をはじめとした日米地位協定の問題

点、基地周辺で検出をされるＰＦＡＳ問題等につい

て説明をしております。

そのほか、令和３年12月には、ジョンズ・ホプキ

ンズ大学高等国際問題研究大学院主催の沖縄の米軍

基地問題をテーマとしたウェビナーへの知事の登壇、

それから、令和３年５月には東西センターワシント

ンＤＣ支部主催の万国津梁会議の提言書を議論する

ウェビナーへの知事のビデオメッセージの提供など、

機会あるごとに知事の考えを発信しております。

このほか、オンラインで開催される公聴会やシン

ポジウムでの情報収集、それから、北米メディアか

らの取材対応を行っております。

なお、基地問題以外の分野におきましても、沖縄

の観光でありますとか、物産のＰＲなどのための活

動についても精力的に取り組んでいるところでござ

います。

以上です。

○当山勝利委員 ワシントン駐在の活動の中で、面

談の実績とか、それから、活動の実績というのもあ

ると思いますが、そこら辺はどうなってますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和３年度末の時

点でお答えいたします。

ワシントン駐在は米国連邦議会関係者1820人、そ

れから国務省の関係者102人、国防総省関係者が56名、

それからＮＳＣ国家安全保障会議の関係者３人、そ

れから副大統領経験者１人、それから報道関係者

146人、県人会関係者が48人、シンクタンクの有識者

等が1046人、延べ3226人の方々と意見交換等を行っ

ております。

○当山勝利委員 令和３年度、もうその前の年から

面談件数が増えているとか、それから活動も積極的

にやってますよというような報告書が出ているとか

というのも資料として頂いてますので、そこら辺も

しっかりＰＲしていただけたらと思います。

ここも書いてあるのですけれども、2020年６月の

辺野古新基地建設における懸念が示されたとしてい

ると、こう書かれているわけですが、その後、米側

の何かここら辺に対する懸念事項が、さらに何か波

及してこうなったとかというのはありますでしょう

か。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 委員御指摘の

2020年６月のアメリカ下院軍事委員会即応力小委員

会の国防権限法審議に当たりまして、関連資料に沖

縄県が要望していた普天間代替施設に関する懸念事

項等が記載され、採決をされました。

その後、上部組織であります下院軍事委員会にお

いての採用には至りませんでしたけれども、米国連

邦議会の法案審議の過程で初めて辺野古新基地の懸

念が採決されたことは、大きな意義があるというふ

うに考えております。

この即応力小委員会の採決については、現在、駐

在が議員補佐官と面談する際にも常に説明をしてお

りまして、駐在から説明を受けた補佐官等の方々か
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らは、例えば、日本政府が代替施設としての提供ま

でに12年かかると認めていることは大きな懸念材料

である。それから、普天間代替施設の建設がさらに

遅れそうであること、すぐに解決できる問題ではな

いことを皆が知ることが重要であるというようなコ

メントを、補佐官の方々からいただいております。

このように、小委員会の採決によって、連邦議会

関係者の辺野古への問題について理解と関心が高

まっていると考えておりまして、引き続き米国側へ

の働きかけを行っていきたいというふうに考えてお

ります。

以上でございます。

○当山勝利委員 年々成果が上がってきているのか

なと思うんですけれども、最後になりますが、知事

が当選されて２期目に入りました。

この事業自体も今年度で７年になります。

この事業をさらにどう展開して発展させていくの

かというのは、これからの課題になると思うんです。

そこら辺どのようにお考えでしょうか。

○嘉数登知事公室長 ワシントン駐在におきまして

は、この米国駐在の強みを生かしまして、米国にお

いては沖縄の歴史、それから自然・文化、経済等の

沖縄のその実情を紹介しまして、理解を促す活動を

はじめ、観光、それから物産の情報発信や国際交流

促進等の様々な活動を行っているという状況でござ

います。

具体的には、米国の沖縄県人会イベント等への参

加、それから経済、文化等の多方面で活躍する北米

ウチナーンチュとの情報交換等を行っているほか、

日本政府観光局や日本大使館と連携し、沖縄の観光

や食のＰＲ、物産情報発信などを行っております。

委員長、すみません、どう発展させていくかとい

うことですね、大変失礼いたしました。

駐在については、ワシントンＤＣに駐在を配置す

ることによりまして、基地問題の解決に向けた県施

策の企画立案の参考となる、きめ細かくリアルタイ

ムな情報収集が可能となっているというふうに考え

ております。

例えば、連邦議会の委員会が開催する公聴会での

議論、それから、米政府監査委員の報告書、連邦議

会調査局のレポート、シンクタンク等が主催するシ

ンポジウム等における議論、さらには現地の新聞報

道等、米国政府の政策形成に関する情報をリアルタ

イムで本庁と共有することが可能となっております。

県は、米軍基地問題の解決については、日本政府

のみならず、一方の当事者である米国政府に対して

も、沖縄県自らが直接訴えることが重要というふう

に考えておりまして、知事が訪米して米国政府に直

接訴えることに加えまして、今後もワシントン駐在

による、米国政府及び米国連邦議会関係者等へのフ

ォローアップとリアルタイムな情報収集等、現地駐

在の強みを生かし、日常的、継続的に取り組む必要

があるというふうに考えております。

それから、これまで駐在活動の、複数年にわたる

地道な活動ということによりまして、米国側の関係

者との信頼関係、それからネットワークを構築しつ

つあると考えておりまして、米国内において沖縄の

基地問題への認識が広がりつつあるというふうに考

えております。

県としては、今後もワシントン駐在の重要性はま

すます高まるものと考えておりまして、ワシントン

ＤＣ以外にも駐在の活動の幅を広げ、安全保障分野

における有識者等とのさらなる連携にも取り組んで

いきたいというふうに考えておりますし、先ほど答

弁しかけたのですが、基地問題に関する取組を継続

するとともに、文化ですとか、観光、物産、それに

関する情報の提供、米国民の沖縄への関心が高まる

ような活動にも取り組んでいきたいというふうに考

えております。

○当山勝利委員 部長がちょっと勘違いされて、最

初、答弁されたことも含めて、沖縄の歴史とか自然

とか風土とか、そういうこともトータル的に向こう

に伝えて、理解してもらうということはとても大切

だと思いますので、ぜひ頑張ってください。

以上で終わります。

○又吉清義委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 お願いします。

１ページの基地対策について、関係業務費の内容

を伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

基地対策課が所管しております基地関係業務費の

内容につきましては、課の運営経費のほか、知事の

訪米事業、それから日米両政府に対する要請活動に

要する経費、それから渉外知事会、軍転協の活動に

要する経費として措置をしております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 基地被害の防止についてもやって

いますね。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 はい、そのとおり

でございます。

○西銘純恵委員 執行率67.9という理由をお願いし

ます。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

基地対策業務費の執行状況についてでありますけ
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れども、かなりの不用額を生じております。

その不用の主な理由としては、新型コロナウイル

ス感染症の影響によりまして、会議のウェブ開催、

それから要請等の対応の際のその人数を制限したこ

と等によりまして、職員の出張回数がかなり減少し

て、旅費において―具体的に申しますと不用額が

約380万ほどでありますが、旅費に多くの執行残が発

生したということでございます。

以上でございます。

○西銘純恵委員 基地被害ということでは、ここ数

年ＰＦＯＳなどの被害が大きいですよね。

この汚染について、県民への影響はどういうもの

があるかというのはつかんでいらっしゃると思いま

すが。

○嘉数登知事公室長 このＰＦＯＳに関する問題は

知事公室も関わりがありますし、保健医療部、それ

から環境部、それから企業局のほうにも関係がござ

います。

私が捉えているそのＰＦＯＳの問題というのは、

当然、その土壌の汚染ですとか飲料水に関する問題

ということで、これは一部局で対応するということ

よりも、関係部局が一致団結してといいますか、連

携して取り組んでいく必要があるというふうに考え

ております。

そういった意味から、市民団体がいろいろ調査も

されておりますけれども、そういったことに対して、

県としてどう対応していくかということについては、

関係部局は今現在も連携して取り組んでいこうとい

う取組をやっておりますので、まさにそういった取

組を強化していきたいというふうに考えております。

○西銘純恵委員 血中濃度の調査とか、どんどん住

民の皆さんが独自にやったりして、全国平均より高

いとか、いろいろ出てきていますので、今、公室長

が言われた、全庁的、関係するところでやってほし

いと思うのですが、これまでの取組と政府の対応が

どうだったのか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

ＰＦＯＳ問題等への対応についての御質問ですけ

れども、令和３年度は６月にうるま市の陸軍貯油施

設で発生いたしましたＰＦＯＳ等を含む水の漏出事

故及び８月の在沖海兵隊によるＰＦＯＳ等の処理水

の放出の際に、事故原因の公表やＰＦＯＳ等含有水

の基地外放出の禁止、立入調査の許可等を要請して

おります。

また、10月に来県されました西銘沖縄及び北方対

策担当大臣や、11月に来沖した松野官房長官に対し、

米軍基地におけるＰＦＯＳ等対策や立入調査の実現

等を要請しております。

そのほか、８月には渉外知事会として、日米地位

協定に環境条項を新設することや、米軍基地におけ

るＰＦＯＳ等の対策を要請したほか、12月には軍転

協として、両政府に対して、米軍基地におけるＰＦ

ＯＳ等の対策、立入調査の実現等を要請しておりま

す。

以上でございます。

○西銘純恵委員 以上でしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 すみません、国の

反応についてを少し漏らしておりましたので、つけ

加えさせていただきます。

直近で申し上げますと、去る９月28日に来県をさ

れました浜田防衛大臣からは、ＰＦＯＳ等をめぐる

問題については、沖縄県民の皆様が不安を抱いてい

ることを受け止め、引き続き関係自治体及び関係省

庁と連携しながら、政府全体としてしっかり取り組

んでまいりますという回答がございました。

以上でございます。

○西銘純恵委員 大臣がしっかり取り組むと言って

いるのは、米国に対して立入りさせろというのが一

番大きいと思うのですけれど、これについては全く

返答なしということですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 御指摘のとおり、

その点について、大臣からは直接の発言はございま

せんでした。

○西銘純恵委員 米国本国で米軍基地内のこのＰＦ

ＯＳ関係の問題では動きがあると思うのですが、ど

ういうふうにやっていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 米国におきまして

は、2022年度の国防権限法予算におきまして、国防

総省に対し、環境保護庁、ＥＰＡが焼却処分に関す

る規則を発表するまで、ＰＦＯＳ含有泡消化剤の焼

却処分を禁止する条項が盛り込まれたほか、流出防

止と、被害軽減の義務づけ、それから、ＰＦＯＳ、

ＰＦＡＳに汚染された米軍基地施設の浄化予算が計

上されたということでございます。

なお、この件につきましては、ワシントン事務所

からも随時報告を受けておりまして、引き続き情報

収集していきたいということで考えております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 国内の基地については対応してい

るけれども、海外基地、在沖はどうですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 この件については、

海外にあるその米軍基地については適用が除外され

ているというふうに理解をしております。

○西銘純恵委員 これは米国としても、米軍人の安
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全に関わるので、沖縄でＰＦＯＳが基地内から流出

しているということをもっと発信して、在沖を調査

してほしいということを申し入れてください。

どうですか。

○嘉数登知事公室長 西銘委員からもありましたよ

うに、我々も米国環境保護庁のほうが発表しました

厳しい基準値と言うんですかね、そういったものも

受けまして、今年の渉外知事会の要請の中で沖縄県

が提案をいたしまして、特にこの有機フッ素化合物

に関する特別要請という形で取りまとめていただき

ました。

内容としましては、在日米軍基地におけるＰＦＯ

Ｓ等を含む製品の安全管理について、これは日米間

の協議状況についてこれを情報収集すること。

それから、在日米軍基地におけるＰＦＯＳ等を含

む製品について、代替品への交換に向けた取組状況

を公表すること。

３点目として、代替品の交換が実現するまでの間、

ＰＦＯＳ等を含む製品の管理に当たっては、駐留軍

等労働者の健康に影響がないよう、万全の配慮を払

うこと。

４点目として、日本環境管理基準ＪＥＧＳは、日

米の国内法のより厳格な基準を選択するという基本

的な考え方の下に作成されていることを踏まえ、改

定にあたって、ＰＦＯＳ等に関する日本側の規制基

準を適切に反映することはもとより、米国の最新の

規制動向や知見に十分留意の上、日米で緊密に連携

し、協議することということで、これは特に今回、

沖縄県からの提案、いろいろ沖縄県内でも事故が起

こっておりまして、そういったことを踏まえて、県

から提案をいたしまして、渉外知事会のほうでもそ

の特別要請という形で採択と言いますか、採用して

いただいて、国等に対して要請したということがご

ざいました。

引き続き米国の動向等も踏まえまして、渉外知事

会とも協力しながら、この問題についてはしっかり

と取り組んでいきたいというふうに考えております。

○西銘純恵委員 ２ページ、基地対策調査費ですけ

れども、今、情報発信ということでこれありますが、

オスプレイの訓練が激しくなって、那覇もそうだと

思うのですが、結構低空で各地で飛行しているんで

すよね。

この実態調査をして、録画をして記録する、そし

て情報発信するということが重要じゃないかと思う

のですが、いかがですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

基地被害のその実態を伝える動画の作成、配信に

つきましては、今年度から、復帰50周年記念事業と

して実施しております。

米軍基地問題情報発信強化事業において取り組ん

でいるところでございます。

この事業では、普天間飛行場、嘉手納飛行場、そ

れから高江のヘリパッド周辺等におきまして、オス

プレイをはじめとする米軍機が住宅地上空を飛行す

る様子を撮影するなどして、基地被害の実情を伝え

る動画コンテンツを作成し、配信する方向で検討し

ております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 これ、国連や米国政府、そして議

会、米国民にもぜひ、情報として発信していただき

たいと思いますが、そこは考えていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 その点についても

前向きに取り組んでいきたいということで考えてお

ります。

○西銘純恵委員 米国では、基地の周辺には住宅地

はもちろんないということで、やっぱり沖縄の実態

というのはもう本当に米国民が知らない状況だと

思っています。

だからこそ余計、これがとても重要だと思います。

それでは次行きます。４ページのワシントン駐在、

先ほど、成果について結構、質疑されていました。

それで私、最終的に、この成果の中で、一番最終

のＣＳＩＳの研究所の調査報告というのが2020年

11月に出ていて、これが最終の成果というのかなと

思うのですが、そうであれば、どういうことを報告

されているのか、お願いします。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 米国の戦略国際問

題研究所―ＣＳＩＳの報告書の記載の内容につい

てお答えいたします。

戦略国際問題研究所が2020年11月に発表をした報

告書におきましては、辺野古の普天間代替施設の計

画は困難続きであり、完成することはないように思

われるとの指摘がなされております。

米国のトップクラスのシンクタンクでございます

し、米国政府や米国連邦議会へのその影響力を有す

る同研究所からの指摘であることから、今後、辺野

古新基地建設の断念につながる展開の可能性が期待

できます。

以上でございます。

○西銘純恵委員 ワシントン事務所の事業が、どれ

だけ沖縄県民の辺野古反対という民意を伝える事業

に大きな成果を上げているかというのが分かります。

ＰＦＯＳについても、ぜひ沖縄の基地の実態を、

ワシントン事務所を通じてもやってもらいたいなと
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思います。

以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後３時17分休憩

午後３時30分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 どうも。

まずこれ、今来たの、２ページかね。

情報発信、これまでコロナで結構いろんなことを

行ったりするのができなかったんだけれど、この情

報発信事業の中で、沖縄の基地問題という点で、こ

こ二、三年、僕は大きく変化してきていると思うわ

けよね。

その大きな一つが、台湾有事が起こったときに、

米軍が介入したら、沖縄が核兵器の攻撃、標的にさ

れるとか、そういったのがもう結構出ていますよね。

だから、その辺をしっかりと皆さん自身つかんで、

これを県民、国民に発信することが大事だと思うの

ですが、その点はいかがですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 今、渡久地委員御

指摘の点については、大変重要な部分であろうかと

思います。

復帰50周年記念事業として、県のほうでは、今の

若い方々が沖縄の基地問題についての正確な知識を

まだしっかり有していないというような点を捉えて、

正確な知識をちゃんと伝えて、それを誤解や偏見等

にならないような、正確なその知識を伝えるという

意味で、復帰記念事業として、今現在取り組んでお

りまして、先ほど、山里委員のほうから御指摘のあっ

た、先日のテンブス館でのシンポジウム、ああいう

ものもその一環として実施をしたということでござ

います。

引き続き情報発信についての強化を取り組んでい

きたいということで考えております。

以上です。

○渡久地修委員 若者の話はこれから質問やろうと

思ったんだけれど、もう既に先を読まれて答弁され

てしまったんだけど、僕が言いたいのは、台湾有事

というものが急に強調されて、台湾有事イコール日

本有事だと言って、沖縄が再び戦場に巻き込まれる

危険性というのは高まっていると僕は認識している

わけよ。

皆さんもそういう認識はありますか、そういった

ものも含めて、沖縄の基地の問題、捉え直さないと

いけないんじゃないのか、その辺の情報発信はこの

事業の中でどうしているんですかというのをまず聞

いているんですよ。

万国津梁会議の中でも、皆さん、提言が出ている

はずなので。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 今、渡久地委員が

御指摘の点につきましては、令和３年度の事業であ

りますけれども、沖縄を取り巻く安全保障環境の変

化等の把握のため、米国等の安全保障戦略、ＥＡＢ

Ｏ―遠征前進基地作戦等の作戦構想に関する調査

を実施し、今後、沖縄に及ぼす影響を検討するため

の具体的かつ最新の情報を収集、整理をしておりま

す。

引き続き台湾有事等を含め、様々なその安全保障

環境の変化に応じて、アドバイザリーボードの有識

者の方々からの意見も踏まえて対応していきたいと

いうことで考えております。

○渡久地修委員 沖縄の米軍基地の問題は、非常に、

どんどんどんどん、僕らから言えば危うい方向にど

んどん変わっていっているんですよ。

そこをしっかりと調査して、アメリカの戦略など

もしっかり研究もして、沖縄の基地の置かれている

状況というのをしっかり報告、つかんだ上で、住民

にも知らせるようにやらないといけないので、その

辺はしっかりやってください。

それともう一つ、さっきあった、もう６割以上の

県民が復帰後世代になって、若い人たちにどうやっ

て正確に、これ県内の若者たちにもよ、それから、

県外も含めてどうやってやっていくかというのもと

ても大事な問題なので、これ質問してもさっきの答

弁と同じものしか出てこないと思うので、そこはしっ

かりやってください。

それと、この情報発信との関係で、沖縄を戦場に

させてはならないというのは、これは県民みんなが

一致していると思う。与党、野党、関係なく。

そういう意味では、僕あの、ＡＳＥＡＮ関連のＴ

ＡＣとか、ＡＳＥＡＮ関連首脳機構とかあるわけよ。

それ、日本も韓国も中国も、全部入っているわけさ。

そういった会議を、やっぱり沖縄に誘致するとい

うのはとても大事だと思うので、これ去年もいろい

ろ皆さんやったみたいだけれど、これしっかりやっ

てもらいたいと思うんだが、どうでしょうか。

○嘉数登知事公室長 お答えいたします。

ＴＡＣというんですかね、せんだって、委員から

提案を受けたところについては、東京のほうに事務

所がございまして、県のほうからも出向いて、いろ

いろ意見交換をさせていただいております。

沖縄にはいろいろ、そういう、何というんですか

ね、議論できるような種があるというようなお話も
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あったということもありまして、そういった国際会

議というんですか、そういったものが県内にも誘致

できないかということについては、引き続きそうい

う関係団体とも意見交換をやっていきたいというふ

うに思っております。

○渡久地修委員 沖縄が、基地が集中するというま

ちから、そういう平和の会議の場になれば、一番こ

れは、僕は最適だと思うので、それ頑張ってくださ

い。

それと、あとさっき、１ページの、先ほどの西銘

委員が言っていたＰＦＯＳの、さっき公室長は全庁

的な対応が必要だと言っていましたよね。

全庁的な対応をする上で、これは今も大問題になっ

ているので、県民の命に関わるから、これも与野党、

保守、革新、関係ないわけよ。水はみんな飲むから

ね。そういう意味では、やっぱりＰＦＯＳ問題対策

会議、全庁的な。これを設置して、知事が本部長に

なって、全庁的に、僕はこの問題に取り組むべきだ

と思います。

どうでしょうか。

○嘉数登知事公室長 この問題については、先ほど

もちょっと答弁させていただきました。

関係部局、企業局から、知事公室、環境部、保健

医療部のほうが関わってくるかというふうに思って

おりまして、既に担当班長同士、それから、先日は

部長級でも集まりまして、この問題に対してどう対

応していくかということを話合いをさせていただい

ております。

それを全庁的にどういう会議かということだと思

いますけれども、機動的に動くという観点から言う

と、部長クラスでやったほうが一番機動的に動ける

という観点もありますので、部長クラスで取りまと

めた意見を知事に進言するという形での会議として

運営していきたいというふうに考えております。

○渡久地修委員 ＰＦＯＳは、水も使うから、土壌

汚染もあるので、これ経済も関係あるわけよ、経済

も。だから、沖縄にとって死活的問題ですよ。だか

ら、今、部長は部長クラスでやると言うけれど、じゃ、

対策会議設置はするわけね。

僕は、これは本部長は知事がやるべきだと思う。

もう一回お願いします。

○嘉数登知事公室長 部長クラスではもう既にやっ

ておりますけれども、知事をトップにという観点は

持ち帰って、知事とも相談したいというふうに、前

向きに検討します。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員より対策会議の設置

の有無について確認があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

○渡久地修委員 僕は、その都度都度集まるんじゃ

なくて、対策会議を、知事を本部長にして設置して

くださいと言っているのです。

どうですか。

○嘉数登知事公室長 前向きに検討したいと思いま

す。

○渡久地修委員 以上。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 よろしくお願いします。

主要施策の成果に関する報告書の８ページ、不発

弾対策事業について、ちょっと質問したいと思いま

す。

不用額が３億程度あるということで、表の中に事

業内容というのがあって、どういうときに事業を実

施するかというと、埋没情報等があったとき、市町

村の公共事業に係る発見をされたとき、民間による

住宅等建築の場合というふうにあるのですが、これ

は、それぞれどの程度の割合というんですか、どれ

が比重が大きくて、どれは小さいというのがありま

すか。

○池原秀典防災危機管理課長 令和３年度の、現年

度並びに前年度からの繰越分の執行額で御報告させ

ていただきます。

予算現額が30億318万2000円に対し、執行額が26億

741万7000円となっておりますけれども、その執行額

の26億741万7000円のうち、広域探査発掘加速化事業

が８億3356万7000円、市町村支援事業が１億5911万

1000円で、住宅等開発磁気探査支援事業が15億3234万

円となってございまして、一番多いのが、最後に述

べさせていただきました、住宅等開発磁気探査支援

事業でございます。

その比重が今一番大きくて、次に県の事業でござ

います広域探査発掘加速化事業の８億3356万7000円

の順となってございます。

○國仲昌二委員 これはそれぞれで発見されたとき

に申請というんですかね、そういうものだと思うの

ですが、一番大きいこの民間の場合、例えば申請が

あった場合というのは100％認められるものなのです

か。

○池原秀典防災危機管理課長 原則100％認めるとい

うところになってございます。

もちろん、交付申請が上がってから、そこでちょっ

と見積りとか精査した上での額にはなるのですが、

基本的には100％でございます。

○國仲昌二委員 ということは、先ほどあった広域、



－93－

県の事業で８億、それから市町村の公共事業で１億、

民間のほうで15億というのは申請されたものは全て

事業をして、それで余ったのが約３億の不用額だと

いう考えでよろしいですか。

○池原秀典防災危機管理課長 不用額については御

指摘のとおり、繰越し分も含んではいるのですが、

その執行できなかった分が不用額というところで約

３億という形になってございます。

○國仲昌二委員 その不用額は、要するに申請があっ

た事業を100％やって、それで不用になった額という

ことでよろしいですか。

○池原秀典防災危機管理課長 さようでございます。

○國仲昌二委員 それと、下のほうに課題というの

があって、本島中南部地区の要望額が減少している

と。その埋没可能性が高い地域での探査実施の拡大

が課題というふうになっているのですけれども、説

明をお願いします。

○池原秀典防災危機管理課長 失礼しました。

ちょっと先ほどの不用額の大きい部分でございま

すけれども、ちょっと答え方があれだったので、

ちょっと答えます。

不発弾等対策事業における不用額、２億9641円

7000円でございますけれども、その中で、先ほど不

用額は全ての申請やって不用額というふうにちょっ

と回答してしまったのですが、正しくは、磁気探査

の対象となる事業の計画変更に伴う磁気探査箇所及

び数量減や、あと、探査要望の取下げ等々もあって、

それで不用額になるというケースもございますので、

全部の申請が上がって、その結果、不用額になった

というわけではないです。

すみません、申し訳ないです。

○國仲昌二委員 さっきの質問はどうなるのかな、

じゃ課題の質問は。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、國仲委員より再度質疑内容の説

明があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

池原秀典防災危機管理課長。

○池原秀典防災危機管理課長 まず、埋没不発弾の

量ですけれども、沖縄県史によると、この沖縄戦で

使用された弾薬量は約20万トンと見られ、そのうち

５％の約１万トンが不発弾として残されたと推定さ

れております。

また、復帰までに、住民や米軍などによって約

5500トン、復帰後は自衛隊によって令和３年度末ま

でに約2107トン、合計8107トンが処理されており、

差し引いた約1893トンが現在も埋没していると推定

してございます。

そのような中で、復帰までに住民や米軍などによっ

て約5500トン、復帰後は自衛隊によって処理されて

いるところでございますが、現在、県内の直近５年

間の平均処理量は約18トンとなっており、この埋没

可能性が高い地域での探査実施の拡大、課題となっ

てはいるのですけれども、これちょっと調査を入れ

て、多そうなところとか一応、調査をしている部分

もございます。

中部地域については、今はもう広域探査という部

分が減ってございます。一方で、住宅事業のほうは

増えてきております。

そういったところでございますので、今後も市町

村で収集された磁気探査要望に基づいて、広域の部

分についても本島中南部を中心に行うとともに、ま

た、市町村に対しても、発見数の多い場所の要望を

依頼しているところでございます。

○國仲昌二委員 先ほど、令和３年度の状況を説明

してもらったんですけれども、宮古の状況というの

は分かりますか。

○池原秀典防災危機管理課長 すみません、今ちょっ

と金額的には拾い切れていないのですが、基本的に

は、広域探査中心に実施しているところでございま

す。

○國仲昌二委員 あと、課題の一番最後のほうに、

磁気探査費の補助制度のさらなる周知を図る必要が

あるというふうにありますけれども、この取組につ

いて伺います。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

住宅等開発磁気探査支援事業に係る周知活動につ

きましては、これまで本事業の受付窓口である市町

村を対象とした説明会、広報用リーフレットの作成

及び各種団体への配布、新聞掲載、広報紙美ら島沖

縄や広報番組うまんちゅひろばによる周知を行って

おり、今後も周知活動を続けていきたいと考えてお

ります。

○國仲昌二委員 埋没の可能性が高い、宮古が高い

地域かどうかちょっとよく分からないですけれども、

ただ、実際に庭先で不発弾が爆発したというのがあっ

て、たまたま人はいなかったんですけれど、二、三

日前の地震で、その影響で不発弾が爆発したという、

民家があったんですね、庭のほうで。ブロック塀が

飛ばされたというのが、宮古であったのですが、そ

ういうこともあるので、しっかりその周知をして、

そういうことが起こらないような、民間からの情報

とかもしっかり取って進めていただきたいと思いま

す。
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私は以上です。

○又吉清義委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 主要施策の成果に関する報告書か

ら、通告してありますが、ほとんどみんな答えてあ

りますけれど、ちょっと気になる点だけ聞かせてい

ただきたい。

２ページの基地対策調査費の事業概要については

ある程度聞きましたが、この執行率が52.9％と低い

理由は何かな。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

基地対策調査費の執行率が低い理由については、

不用額が大きいということでありますけれども、不

用額が出た主な理由としては、新型コロナウイルス

感染症の流行による韓国の地位協定の調査ができな

かったこと。

それから、地位協定調査の結果を踏まえました国

際シンポジウムの開催ができなかったことによる不

用額の発生ということでございます。

以上です。

○平良昭一委員 分かりました。

次に、ワシントンの駐在員活動事業ですけれど、

これも先ほど、皆さんよく頑張っているなというの

は、説明はしていたのですが、その中で、基地問題

以外の活動として沖縄観光のＰＲ、物産情報発信等

の交流、広報活動にも取り組んできたと言うけれど、

具体的にどういうことをしてきたのかな。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在に

おいては、基本的に基地問題についての情報発信等

に取り組んでおりますけれども、それ以外に文化等

の面でも活動の幅を広げております。

具体的にお答えいたしますと、米国沖縄県人会イ

ベント等への参加、それから、経済文化等の多方面

で活躍する北米ウチナーンチュとの情報交換、それ

から、日本政府観光局や日本大使館と連携し沖縄の

観光や食のＰＲ、それから、物産情報の発信などを

行っております。

今年４月に開催をされましたワシントンＤＣ桜ま

つりでは、沖縄県の伝統文化などを紹介するブース

を出展しまして、ワシントン駐在が沖縄県の窓口と

なって沖縄の文化、観光、物産などの情報発信を行っ

ております。

以上でございます。

○平良昭一委員 先般、県議会のほうで北米、西海

岸かな、訪ねていったときにいろいろ地元の県系人

の方々からいろいろもっと中身の濃い交流をしたい

という話もありますし、今月、ウチナーンチュ大会

に当然関係者も来ますので、そういう方々の意見も

集約しながら、ワシントン駐在員の活動をもっと広

げられるような状況をつくっていただければ幸いだ

と思いますけれど、いかがかな。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 平良委員御指摘の

とおり、その方向で考えていきたいというふうに考

えております。

以上でございます。

○平良昭一委員 次、６ページの、この話を聞いて

みますと、実際この次期防災システムは機能してい

るの、機能していないの、これ私聞いても分からな

い。

○池原秀典防災危機管理課長 機能しております。

○平良昭一委員 ということは、心配する必要ない

ということだよな。

○池原秀典防災危機管理課長 おっしゃるとおり心

配ないです。

○平良昭一委員 最後に、消防防災ヘリの導入推進

事業ですけれど、これ県内市町村の調整状況、どう

なっていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

県では、県及び41市町村で構成する沖縄県消防防

災ヘリコプター導入推進協議会を令和３年８月に設

立し、10月には４つのワーキンググループを立ち上

げ、導入に向けて運営要綱や費用負担等について協

議するため、それぞれ２回から６回の会議を開催し

てきたところでございます。

機体等整備検討ワーキンググループでは、ヘリ機

種の仕様や積載する資機材の選定に向けて協議を進

めております。

ヘリ基地整備検討ワーキンググループでは、前年

度までに調査した沖縄県消防防災航空センター（仮

称）の複数の整備候補地からの選定作業を進めてい

るところです。

また、それぞれの整備候補地となる市町村との調

整も行っているところであり、そのうち１か所につ

いては自治会との調整を経て住民説明会を実施した

ところでございます。

人員派遣費用検討ワーキンググループでは、航空

隊員の人数やその身分の取扱い、隊員の人件費の市

町村ごとの負担割合、各消防本部から県への派遣頻

度について協議を進めております。

運用検討ワーキンググループでは、ヘリの運航体

制や運航基準を定めた運航管理に関する要綱などに

ついて策定作業を進めているところでございます。

沖縄県消防防災ヘリコプターの導入につきまして

は、引き続き同協議会において協議を重ね、令和７年

度の運用開始を目指してまいります。
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○平良昭一委員 令和７年度、大丈夫か。

○池原秀典防災危機管理課長 はい、大丈夫なよう

に進めてまいります。

○平良昭一委員 この各市町村との調整状況かなり

難しいと思うんですよね。

消防事業はそれぞれが独立しているような状況が

ありますので、統一性を持たすというのは非常に微

妙な線もあるかなと思いますけれど、ぜひ、令和

７年、自信満々に言ってましたので頑張っていただ

きます。

以上。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 お願いします。

不用額の分であって、先ほども國仲委員からもあ

りましたが、不発弾等対策事業で不用額２億9000万

というのがあるのですが、いろいろと決算のほうで

はあるのですが、現況はどうなっているか、令和４年

の状況等を教えてもらえますか、不発弾等は。

○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

令和４年９月26日時点でございますけれども、現

在、不発弾等対策事業において、予算現額29億385万

9000円に対して、執行額22億4113万円となっており、

執行率が77.2％となってございます。

以上です。

○當間盛夫委員 皆さんから資料をいただいている

ものからすると、前年度の繰越し分を含めると、

75.4％はこの９月時点での執行率になっているわけ

ね。

前年度の分からすると、市町村のほうでも、前年

度44％の執行率だったものが、もう今この時点で市

町村のものは105.4％の執行率になっている。

この辺はどういう理解をすればいいのでしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 予算については、各

事業で、例えば不発弾の広域探査発掘加速化事業、

例えばこれが当初予算の見込みより少なくなったら、

例えば住宅事業に予算を移し替えてという形で、プー

ルで活用してございまして、その辺、市町村の支援

事業とか、あと広域探査で、最終的には予算が、仮

に余ったりしたら、住宅に振り替えてですね……。

○當間盛夫委員 課長、私が言っていることはそう

ではなくて、前年度は、令和３年は、市町村は44％

の執行率だったよねと。

今回もうこの時点で、９月の時点で105％になって

いるんだけれど、この要因は何かということを聞い

ている。

皆さんの繰替えの話じゃない。

○池原秀典防災危機管理課長 要因としては、要望

が多いというところでございます。

○當間盛夫委員 簡潔な答弁ありがとうございます。

先ほどの皆さんの処理概要でも、民間の住宅建設

において、探査を実施せずに不発弾等は発見される

事例が見られるっていう部分があるわけよね。

現実、令和３年度も96％の執行率で、今度、この

令和４年においても、もう84％の執行率になってい

るわけですよね。

実施しない中でも、そういう不発弾が発見される

というようなものがあって、現在でも、もうこの84％

の執行率になるっていうことになってくると、これ、

どうなのか、予算状況というのは今年度、こういう

周知をしてね、皆さん実施してくださいよと言って、

この予算で間に合うのかということが懸念されるの

ですが、どうですか。

○池原秀典防災危機管理課長 県の広域探査につい

ては、県で予算の部分についてコントロールできる

という部分もありますので、その部分で増減、コン

トロール可能ではあるのですが、おっしゃるとおり、

この住宅事業に関しては、どれだけ出てくるかとい

うのがありますけれども、例年、一応統計みたいな

ものを取っていて、年度末に向けて住宅探査につい

ては件数自体はちょっとずつ、年度当初よりかは少

なくなるという傾向でございます。

○當間盛夫委員 これね、皆さん仕組みを変えてこ

ないと、予算が、単年度予算ということで、３月31日

までにそのことをやらないといけない。

だから12月までのことをやらないと、今減るんじゃ

なくて、予算の執行の問題があるもんだから、年越

しての１月から３月までは出してこないという仕組

みがあるじゃないですか。

どうですか、その辺は。

○池原秀典防災危機管理課長 確かに、委員おっしゃ

るとおり、この年度末から年度またぎの部分につい

ては課題というふうに認識してございまして、年度

末で、申請が上がった部分について、年度末で処理

できる部分についてはしっかり処理していくのです

が、難しいという場合には、年度末の中で、事前審

査の中でしっかり審査して、年度当初からすぐスター

ト、着手できるような格好で、今のところ事務のほ

うは進めてございます。

○當間盛夫委員 公室長、この辺は沖縄振興策の中

での不発弾処理事業ということが、５次からやって

きているわけですよね。

今言われた、年度末でそのことがないとという、

調整をするということじゃなくて、この不発弾処理

事業、通年を通してやる仕組みを、やっぱり国とも
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う少し皆さん協議する必要があるんじゃないですか。

どうですか。

○嘉数登知事公室長 この事業についてはこれまで

繰越しに向けて調整してきましたし、それからどう

しても事業が実施できないといいますか、予算単年

度主義というところに引っかかって、柔軟に対応で

きないという部分がありまして、これまでも協議と

いいますか、いろいろ意見交換をしておりますけれ

ども、今、委員からありましたようなことも踏まえ

まして、改めてまた協議といいますか、意見交換し

てみたいと思います。

○當間盛夫委員 ぜひよろしくお願いします。

基地対策の事業がありますが、この基地整理の分

の中でね。

私、自衛隊の施設の部分も、今度の代表質問の部

分で、沖縄県だけがこの自衛隊施設の分の面積の増

も、沖縄県だけじゃないですかというような話もさ

せてもらいました。

皆さん、基地の整理縮小というような形で、一応

頑張っていると思うのですが、万国津梁会議でも、

この自衛隊と米軍による基地の共同使用を進めるべ

きだというような形があるんですけれど、皆さんそ

の辺はどう考えられているのですか。

○溜政仁基地対策統括監 お答えいたします。

万国津梁会議においては、沖縄の米軍基地の整理

縮小のためには、本土の自衛隊基地について、日米

で共同使用するというような方法を検討することも

一つの手段であろうというような報告が出ていると

いうところでございます。

以上です。

○當間盛夫委員 それを踏まえて話しているわけで

すよ。

先ほども、いろいろとＰＦＯＳの問題で、米軍の

専有施設だから中に入ってＰＦＯＳ調査することが

できないということであれば、自衛隊が、今ある米

軍施設を自衛隊が共同使用していくと、自衛隊が管

理をしていくということになってくると、この問題

も解決すると思うのですよ。

大田県政のときに基地返還アクションプログラム

をつくったということであれば、知事公室長、改め

て自衛隊施設を含めた基地返還アクションプログラ

ムをつくるべきじゃないですか。

どうですか。

○嘉数登知事公室長 まず、前段の部分、共同使用

についての御質問だったかと思っておりまして、御

提案の自衛隊との管理権を取る形での基地の共同使

用について、仮に現状の米軍の機能、それからその

規模を維持したまま運用されるのであれば、県民の

過重な基地負担の軽減にはつながらない恐れがある

というふうに考えられますので、これは他県の状況

等も含めて調べてみたいというふうに考えておりま

す。

アクションプログラムですけれども、県としての

具体的な計画という話だと思っております。

当然、基地返還アクションプログラムの素案は、

本県に所在する全ての米軍基地を、国際都市形成構

想の目標年次である、2015年までに３期に分けて返

還する計画を、日米両政府に作成することを求めた

ものでありまして、平成８年１月に日本政府に提出

されております。

これを受けて日米両政府は、同年４月にＳＡＣＯ

中間報告を発表していますが、このときは発表され

た普天間飛行場などの10施設については、その当該

基地返還アクションプログラムの素案の第１期、第

２期に返還を要望する施設がほとんど入っていたと。

基地返還アクションプログラムの内容が、一定程

度加味されたというふうに考えております。

○當間盛夫委員 次に、ワシントン駐在ですが、こ

の平成27年から令和３年までの決算額を教えてくだ

さい。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 お答えいたします。

ワシントン駐在活動事業費の平成27年度から令和

３年度までの決算額は、トータルで４億6759万3000円

でございます。

以上です。

○當間盛夫委員 私はこれだけのお金を使ってのも

のがね、どうも分かりませんので、これは知事にま

た改めてお伺いをしたいと思いますので、委員長よ

ろしくお取り計らいください。

以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から當間委員に対して、

誰にどのような項目を確認したいのか改め

て説明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 ワシントン駐在員活動事業費に関

しては、私は成果が見えてないという認識を持って

ますので、この委託料等含めてですね。

それを知事に改めてお考えをお聞きしたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 ありがとうございました。

ただいまの提起内容については、10月21日の質疑

終了に協議いたします。
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以上で、知事公室関係決算事項に対する質疑を終

結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、警察本部長から、公安委員会関係決算事項

の概要説明を求めます。

鎌谷陽之警察本部長。

○鎌谷陽之警察本部長 どうぞよろしくお願いいた

します。

公安委員会所管の令和３年度一般会計歳入歳出決

算の概要について、令和３年度歳入歳出決算説明資

料に基づき、御説明をいたします。

ただいま通知いたしました説明資料の表紙と目次

をスクロールして、１ページを御覧ください。

初めに、一般会計の歳入決算の概要について御説

明をいたします。

公安委員会所管の歳入決算の総額は、予算現額29億

5522万3000円に対しまして、調定額は27億5400万

512円、収入済額は27億4322万731円、不納欠損額は

49万5000円、収入未済額は1028万4781円、調定額に

対する収入比率は99.6％となっております。

以下、各款ごとに順次御説明をいたします。

（款）使用料及び手数料は、予算現額4546万1000円、

調定額、収入済額ともに6477万5829円となっており

ます。

（款）国庫支出金は、予算現額26億3445万7000円、

調定額、収入済額ともに23億6706万2000円となって

おります。

（款）財産収入は、予算現額2052万4000円、調定

額、収入済額ともに2014万5832円となっております。

続いて２ページを御覧ください。

（款）諸収入は、予算現額２億5478万1000円、調

定額３億201万6851円、収入済額２億9123万7070円、

不納欠損額49万5000円、収入未済額1028万4781円と

なっております。

不納欠損については、平成27年度に調定した放置

駐車車両違反金でありますが、転居先不明等で納付

命令が送達できなかったものや、財産がなく財産差

押えが執行できず、時効が成立したものであります。

収入未済については、主に放置駐車車両違反金と

なっております。

以上が、一般会計歳入決算の概要であります。

３ページを御覧ください。

次に、一般会計の歳出決算の概要について御説明

をいたします。

公安委員会の歳出決算は、予算現額358億8179万円

に対しまして、支出済額は351億432万9974円、翌年

度繰越額は２億1359万6030円、不用額は５億6386万

3996円、執行率は97.8％となっております。

翌年度繰越額について御説明をいたします。

（項）警察管理費のうち、（目）警察本部費の繰越

額4824万3030円は、大型ヘリ用の装備品について、

年度内の納入ができなかったことから、繰越しした

ものであります。

（目）警察施設費の繰越額１億374万6000円は、旧

宜野湾警察署解体工事及び施設修繕に伴う工事請負

費等について、年度内に終了できなかったことから、

繰越したものであります。

次に、（項）警察活動費（目）交通指導取締費の繰

越額6160万7000円は、交通安全施設整備費の増額補

正によるものですが、年度内に事業が終了できなかっ

たことから、繰越しをしたものであります。

次に、不用額５億6386万3996円について、その主

なものを御説明いたします。

（項）警察管理費のうち、（目）警察本部費の不用

額３億4504万2004円は、主に職員手当等の執行残に

よるものであります。

（目）装備費の不用額5565万2192円は、主にヘリ

用消耗品が年度内に納入できなかった執行残による

ものであります。

（目）警察施設費の不用額6374万1552円は、主に

宜野湾警察署新庁舎の設計委託費の設計委託料の入

札残によるものであります。

以上が、一般会計歳出決算の概要であります。

なお、特別会計の歳入歳出についてはありません。

以上で、公安委員会所管の令和３年度歳入歳出決

算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 警察本部長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度、挙手により委員長の許可を得てか

ら行い、重複することがないよう、簡潔にお願いい

たします。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、公安委員会関係決算に対する質疑を行
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います。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 安全なまちづくりの推進、439ペー

ジから440ページですね。

これ、課題のところに、高齢化とかいろんな言葉

が入ってますけれど、どのような団体がこの活動に

参画しているのですか。

○宮城貴生活安全部長 お答えいたします。

防犯ボランティア団体につきましては、自治会、

それからＰＴＡ、職域事業者などで結成されており

ます。

県警察においては、構成員が５人以上、かつ、平

均して月に１回以上の活動の実績、これは単に意見

交換とか、そういった情報交換のみの会議等は除い

て、実質的な活動として、月１回実績がある団体を、

防犯ボランティア団体として把握しているところで

ございます。

○花城大輔委員 私の住んでる地域のそばに山里と

いうところがあって、沖縄署がありますけれども、

そこの青年会のＯＢたちが７年前に防犯組織を立ち

上げました。

初期は沖縄市が35万ほど支援して、ベストとキャッ

プを作ったということで、彼らは毎年、花火大会を

して、この活動の費用に充てていましたけれども、

ここ二、三年、花火大会ができなくなって、毎日

パトロールしていたんですよ。

それがちょっとあまりうまく回らなくなっている

というところで、非常にもったいないなというふう

に思っております。

何かしらの連携ができたらというふうに思うので、

どうか検討いただきたいというふうに思います。

○宮城貴生活安全部長 県警察においては、防犯ボ

ランティアが大体行う自主防犯活動支援としまして、

防犯情報の提供、それから効果的なパトロールの在

り方などのアドバイス、このほか、いわゆる防犯ベ

スト、それから帽子、それから防犯の腕章、それか

ら青色回転灯を貸与するというような形で、各種支

援を実施しているというところでございます。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 主要施策の443ページ、水難事故防

止について伺います。

新規の水難事故防止対策における強化事業である

というふうに認識しておりますが、その予算執行率

が69％、不用額58万となってます。

それぞれの理由についてお聞かせください。

○前花勝彦地域部長 お答えします。

令和３年度の地域警察活動事業費の不用額につき

ましては57万9000円となっており、そのうち約50万

円は、委託料となります。

本事業の委託料については、海域レジャー提供業

者の安全対策優良事業所審査や、水難救助員の講習

委託料として計上していたところ、コロナ禍により、

海水浴場が閉鎖されるなど、安全対策優良事業所審

査の申請件数が減少したことのほか、講習会は会場

を使用しないオンライン講習に振り替えたことで、

諸費用が減額になったため、不用額となったもので

あります。

以上です。

○仲田弘毅委員 課題のほうでも一応説明がありま

すけれども、県内における水難事故の発生状況は、

本県において過去最悪の状態であるというふうに言

われておりまして、実数値においてワーストと言わ

れているわけですが、その状況について、改めて御

説明お願いします。

○前花勝彦地域部長 令和４年10月10日現在の県内

における水難事故につきましては、暫定値となりま

すが、発生件数で85件、罹災者数で116人、死者数で

34人となっており、全国ワーストワンであった令和

３年と比較しますと、発生件数は９件、罹災者数は

２人の増加となり、死者数につきましてはマイナス

３人となっております。

○仲田弘毅委員 この状況は、全国における水難事

故の発生件数あるいは罹災者あるいは死亡者数と本

県との比較をいたしますと、どのような状況になっ

ておりますか。

○前花勝彦地域部長 警察庁が令和４年６月に発表

しました、令和３年における水難の概況によります

と、令和３年中の全国の水難事故発生件数は1395件、

うち県内は94件の発生で、全体の6.7％を占めており

ます。

次に、全国の罹災者数は1625人であったのに対し

て、県内は139人で、全体の8.6％、全国の死者数は

721人に対して、県内は45人で、全体の6.2％を占め

ております。

いずれの件数においても、全国ワーストワンとなっ

ております。

以上であります。

○仲田弘毅委員 担当の皆さんとお話しして聞いた

中において、死亡者の中に観光で来られた方々がた

くさんいらっしゃると。観光立県を唱える沖縄県と

しては、大きなマイナス点だというふうに考えてお

ります。

実は先日、沖縄便の航空機内で、キャビンアテン

ダント、いわゆるスチュワーデスさんの、水難事故
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防止に対する機内アナウンスが報道されましたけれ

ども、これはすばらしい取組であり、また全国的に

も例がない事例だというふうに受け止めております。

このようなすばらしいことは今後とも継続すべき

と考えておりますけれども、このキャビンアテンダ

ント、スチュワーデスさんの機内放送というのと、

沖縄県警との関わり、そしてそれに対する県警の認

識をお伺いしたいと思います。

○前花勝彦地域部長 暫定値でありますけれど、令

和４年８月末現在の水難事故の発生件数が67件、そ

れから死者数が27人となって、県民等が罹災する件

数は減少したものの、観光客が罹災する件数が27件

と、対前年比で12件増加し、死者数が14人で、対前

年比で６人増加しており、観光客の水難事故防止対

策が急務でありました。

そのため、県警察では、多くの観光客に行き届く

対策を実施するため、航空会社や県レンタカー協会

の協力を得て、海や川でのレジャー時にはライフジャ

ケットの着用を呼びかける取組を実施したものであ

ります。

県警察においては、今後も水難事故の発生状況を

分析し、必要な対策を実施してまいりたいと考えて

おります。

以上であります。

○仲田弘毅委員 この水難事故防止に対して、沖縄

県議会に請願が上がってきておりますが、これは県

警を中心に、知事公室、文化観光スポーツ部、土木

建築部が連携して、今後もっと強靱な共通理解の下

に進めていく必要があると思いますが、県警として

の抱負をお聞かせください。

○前花勝彦地域部長 本請願につきましては、海の

安全に特化した連絡協議会の設置と、自然海岸での

安全確保のため、沖縄ライフセービング協会が行う

パトロール活動の人員増強と、パトロール体制充実

のための予算措置などを求めているものと承知して

おります。

県警察といたしましては、当該請願を共管してい

る行政庁と連携して、引き続き水難事故防止に取り

組んでまいりたいと考えております。

以上であります。

○仲田弘毅委員 同じく主要施策の449ページ、サイ

バーセキュリティ対策についてお聞きします。

この事業は、悪質化する、あるいは巧妙化するサ

イバー犯罪に対処する事業だというふうに理解して

おりますけれども、去る10月13日に、那覇市内の図

書館でサイバー攻撃を受けたという報道がありまし

た。

電力、ガス、水道、モノレール等含めて、ライフ

ラインを狙ったサイバー攻撃に対する県警の取組と、

今後の対策についてお聞きしたいと思います。

○市原悠樹警備部長 サイバー攻撃対策についての

御質問がありました。

県警におきましては、県民生活や経済活動の基盤

となるライフラインのうち、機能が停止、あるいは

低下した場合に、特に大きな混乱を招くと認められ

る情報通信や、知事部局等の行政機関、航空、鉄道、

電力、ガス、水道などの重要分野を重要インフラと

位置づけ、サイバー攻撃発生時の緊急対処能力の向

上を図っております。

具体的には、県警と重要インフラ事業者で構成し

ております沖縄県サイバーテロ対策協議会を設置し

て連絡体制を確立するとともに、重要インフラ事業

者に戸別訪問を行い、サイバー攻撃への対処方法の

指導や情報提供を行うほか、これら事業所との共同

対処訓練を実施するなど、対策を推進しているとこ

ろでございます。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 もう時間がありませんので、最後

にお願いということで、これは県警だけで取り扱え

る問題ではなくて、知事部局も、それから各関係団

体とも一致協力して、その対策等にしっかり対応し

ていただきたいと思います。

要望を要請して終わります。

以上です。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 すみません、通告していた分、時

間がなくて、１点だけ。

441ページの非行少年を生まない社会づくり、その

課題の中に、当県の少年非行の特徴、全刑法犯に占

める少年の割合が全国一だと。

高くて全国一だと、ワースト１位だとありますけ

れども、その理由―どうしてそうなのかというこ

とと、その対策について教えてください。

○宮城貴生活安全部長 ただいまの御質問について

は、全国に比較して共犯率が非常に高いというとい

う趣旨でございますでしょうか。

それにつきましては、刑法犯少年の共犯率が高い

背景については、県内の少年非行の背景について、

様々な要素が複雑に絡んでおります。

断定するのはなかなか困難でありますけれども、

一般的なものとして、少年自身の規範意識の欠如、

それから少年に対する教育機能の低下、そして少年

を取り巻く環境の問題が考えられます。

特に、地域における不良交友関係、立ち直り支援
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の大きな阻害要因というふうになっていると考えて

います。

共犯率の割合が、そこで大きくなったというふう

に考えております。

そういった少年非行防止に向けた取組はまだ道半

ばでございますが、引き続き各種対策に取り組んで

いきたいというふうに考えております。

○山里将雄委員 しっかりお願いしたいと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 よろしくお願いします。

同じところ、非行少年を生まない社会づくりです

けれども、令和３年の補導件数と、近年の傾向、そ

れからその内容と内訳について伺います。

○宮城貴生活安全部長 令和３年の補導件数、内容

と内訳についてお答えいたします。

令和３年中、県警察が補導した不良行為少年は、

5584人であります。

前年と比較しまして1322人の減少、マイナス19.1％

となっております。

不良行為で補導された少年の内訳については、深

夜徘回が2751人と最も多く、次いで喫煙1744人、飲

酒769人となっており、この３つの行為で補導全体の

９割以上を占めております。

不良行為少年の補導人員については、平成25年に、

過去20年で最多となる５万9695人まで増加しました

が、その後減少傾向となり、令和３年は5584人で、

ピーク時と比較しまして５万4111人減少しておりま

す。

以上でございます。

○当山勝利委員 一時期から比べて相当減っている

ということで、これはもうずっと減り続けていると

いうような傾向でしょうか。

○宮城貴生活安全部長 先ほど申し上げましたよう

に、ピークのときにかなり対策を講じまして、現状

では、増減を繰り返しますけれども、ここ５年ほど

は減少の傾向に至っているということでございます。

○当山勝利委員 分かりました。

もう一つ、令和３年の少年犯罪の件数。

それと、内容と内訳、また、近年の傾向について

伺います。

○宮城貴生活安全部長 少年犯罪の件数、内容につ

いて、お答えいたします。

令和３年中、県警察が検挙、補導した刑法犯少年

は482人で、前年と比較しまして３人増加しておりま

す。

検挙、補導の内訳については、窃盗犯が307人と最

も多く、次いで粗暴犯が82人、凶悪犯９人となって

おります。

刑法犯少年の検挙、補導人員については、平成17年

に過去20年で最多となる2313人まで増加し、その後

減少傾向となりまして、令和３年は482人で、ピーク

時と比べまして1831人減少しているところでござい

ます。

それから、近年ＳＮＳを利用して、自ら校区を越

えて、地域の少年同士がつながりを持っている現状

も伺えるところでありまして、県警としましては、

今後も、県教育庁をはじめとした関係機関と緊密に

連携し、県内の少年犯罪について、各種諸対策を進

めてまいりたいと考えております。

○当山勝利委員 先ほど、今もありましたけれども、

ＳＮＳの発達で、昔は中学校内の元気な子供たちが

いろいろ悪さしていたりしていたのですが、今はも

うＳＮＳでぱっと流して、いろんなところから集まっ

て、どっかに何時に集合といって集まっていくとい

うような、そういう難しさがあると思うのですけれ

ども、ここら辺、広域化しているというのかな、そ

の子供たちのつながりも。

どうしても学校だけじゃなくて、いろんなところ

の連携が必要になってくると思いますが、そこら辺

はどういうふうにされているか、何かありましたら

お答えください。

○宮城貴生活安全部長 委員御指摘のとおり、校区

を越えて、従来とは違った形で少年が集まるという

ことは、実際そういったことを背景として不良行為、

それから犯罪が行われているということは、実態と

してあります。

そういうことで、中高生の規範意識を高めるなど

を目的に、非行防止教室の開催、それから少年補導

員等の、少年警察ボランティアと連携しました居場

所づくり、それから再非行防止のための立ち直り支

援を取り組んでまいりたいと考えております。

○当山勝利委員 なかなか警察だけでは対応が難し

いと思いますので、いろいろなところと協力関係を

持ちながらやっていただきたいと思います。

ただいま通知しました警察基盤の整備についての

職員費に、交番相談員というのがありますが、そち

らのほうについて伺います。

○前花勝彦地域部長 お答えします。

交番相談員につきましては、警察官の身分を有し

ない会計年度任用職員であります。

地域住民の意見、要望等の聴取、拾得物遺失届等

の受理、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理

案内等の業務に従事しております。
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なお、交番相談員につきましては、特別な資格を

有することは求めておらず、一定の欠格要件に該当

しなければ、交番相談員になることは可能でありま

すが、現在、警察業務に関する知識や経験を有する

警察官ＯＢが交番相談員として県内の交番で勤務し

ております。

○当山勝利委員 この相談員の方々は、警察ＯＢと

いうことですが、全員が警察ＯＢということでしょ

うか。

○前花勝彦地域部長 全員、警察官ＯＢであります。

○当山勝利委員 分かりました。

じゃあ、それであれば、個人情報というのは、警

察官の方々であれば、もっとそこら辺はきちんとさ

れていると思いますので、そこら辺はきちんと、情

報管理というのかな、どうしても相談に来られるわ

けですから、誰かが、そこの情報は外に出さないと

いうことが必要かと思います。

よろしくお願いします。

子供女性安全対策事業について伺います。

まず、ＤＶ等ストーカー事案、それぞれ令和３年

の件数について伺います。

○宮城貴生活安全部長 ＤＶ等ストーカー事案の相

談と検挙の件数について、お答えいたします。

県警察における令和３年のＤＶ相談取扱い件数は

992件で、前年と比べて48件減少となっております。

また、ストーカー相談取扱い件数は171件で、前年

と比べて６件減少となっております。

ＤＶ関連の検挙につきましては154件で、前年と比

べて20件の増加。

ストーカー関連の検挙につきましては42件で、前

年と比べて５件増加となっております。

○当山勝利委員 前年で言うと件数は下がっていま

すけれど、今までの、近年のと言うんですか、推移

というのはどういう感じになってますか。

○宮城貴生活安全部長 ＤＶ、ストーカーの相談、

検挙の推移についてお答えいたします。

過去５年の県警察におけるＤＶストーカーの相談

及び検挙件数につきましては、ＤＶ取扱い件数につ

いては、平成29年に764件のところ、令和元年に1000件

を超えました。

以後、２年連続で微減しておりますが、1000件前

後で高止まりの状態にあると言えます。

ストーカーの相談取扱い件数につきましては、平

成29年に154件のところ、令和３年は前年より微減し

ておりますが、過去最多であった令和２年とほぼ横

ばいで推移しているところであります。

次に、ＤＶ関連の検挙の件数につきましては、平

成29年に128件のところ、令和３年は154件と、増加

となっております。

ストーカー関連の検挙件数につきましては、平成

29年に39件のところ、令和３年は42件と、微増となっ

ているところでございます。

以上でございます。

○当山勝利委員 いずれにしても、事案に関しても、

検挙件数にしても、増減、あんまり変わらないよう

な状況がずっと続いているということなのですね。

こういう事案に対して、やはり被害者は、すぐ被

害に遭った場合は、別のところに隔離するというの

が必要かと思います。

そこに書いてある連携可能な宿泊施設とあります

が、この施設について御説明ください。

○宮城貴生活安全部長 県警察におきましては、Ｄ

Ｖやストーカー等の人身安全関連事案におけます被

害者の安全確保というのは、最も重要なことだとい

うふうに考えております。

その安全確保の重要性を踏まえまして、被害者の

一時避難場所として県内のホテルを指定しまして、

運用しているというところでございます。

○当山勝利委員 この指定されているホテルという

のは、県内で何か所ぐらいあるのですか。

○宮城貴生活安全部長 これにつきましては、安全

の確保という観点から、沖縄本島、それから離島も

含めまして、十数か所を指定をしているというとこ

ろでございます。

○当山勝利委員 そこが本当に近いかどうかという

のが問題かと思うのですが、この移動手段にもかかっ

てくると思いますが、移動手段が限られている場合、

ここは移動費というのが出ないというのは聞いてい

るんですけれども、そこら辺は移動費も出すような

形にしたほうがいいんじゃないかと思いますが、ど

うでしょう。

○宮城貴生活安全部長 被害者が一時避難する際の

移動費の補助はないのかという趣旨だというふうに

思いますが、移動費の補助については、費用の負担

というんですか、そこはありませんが、被害者を一

時避難させる、それから宿泊補助をする場合には、

緊急性、それから切迫性がある状況が要件となって

おりますので、移動手段が確保できない場合は、警

察車両のほうで移動手段を確保しているというとこ

ろでございます。

○当山勝利委員 ちなみに、令和３年の宿泊施設の

利用者というのは、どの程度でしたでしょうか。

○宮城貴生活安全部長 令和３年は７件14名が、こ

れにより避難をしているところでございます。
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○当山勝利委員 分かりました。

とにかく安全確保が必要かと思います。

またよろしくお願いします。

時間がなくなりました。

終わります。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 私は１件ですね。

今送りましたけれども、国際テロ対策についてで

す。

これ、事業内容を見ると、捜査員の育成とか指導、

啓発活動ということになっていて、予算額、決算額

がかなり低い事業ですけれども、この事業を、これ

だけを取り上げて報告するという何か理由がありま

すか。

○市原悠樹警備部長 今、委員から御質問のありま

した国際テロ対策予算を、平成28年度から主要施策

として、項目立てをしているところでございますが、

こちらについては、国際テロ対策に係る重要性でご

ざいますとか、東京オリンピック・パラリンピック

が直近に控えていたということがございましたので、

国際テロ対策予算として、主要施策の項目立てをさ

せていただいているという経緯があるものでござい

ます。

○國仲昌二委員 この国際テロ対策、テロ対策とい

うのは５万2000円だけでやっているというわけでは

ないと思うのです。

ただ、こういうふうに一つだけ取り上げて、こう

いうふうに報告書でやると誤解を与えてしまうん

じゃないかなという。

要するにテロ対策はこれだけしかやってないのか

みたいのがあって、これ去年も私は言ったのですが、

大きな事業のくくりの中に入れたらどうかなという

のもあるんですけれども、その辺の検討はできない

んですかね。

○市原悠樹警備部長 今、委員から御質問のありま

した、国際テロ対策に係る予算につきましては、委

員御指摘のとおり、国際テロ対策に関する捜査員の

育成でございますとか、テロの未然防止に向けた指

導啓発の推進のための経費が計上されているもので

ございます。

この事業につきましては、先ほど申し上げたとお

り、平成28年度から主要施策として項目立てをして

いるところでございますが、令和４年度におきまし

て、主要施策の項目立ての見直しをして整理するこ

ととしたものでございます。

その結果、令和４年度の主要施策には、国際テロ

対策に係る事業は項目立てはされていないというと

ころでございます。

いずれにいたしましても、県警察といたしまして

は、引き続き国際テロ対策を推進してまいる所存で

ございます。

以上でございます。

○國仲昌二委員 見直しをするというような話もあ

りますので、私としてはちょっと、余りにも額が小

さくて、それで説明の中にテロ対策というのがある

ので、誤解を与えないのかなというのがあって、去

年もちょっと質問したんですけれども、ぜひ検討と

いうか、見直しをよろしくお願いします。

終わります。

○又吉清義委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 先ほど、安全なまちづくりの推進

の防犯ボランティアの高齢化で活動が低調となって

いるということでしたけれど、その件に関して、こ

の人材確保に対する対策というのはどう考えている

のか。

○宮城貴生活安全部長 人材確保に対する対策につ

いてお答えいたします。

防犯ボランティアの人材確保に関する対策につい

ては、自主防犯活動の活性化や、地域の防犯リーダー

を育成することを目的としまして、毎年、防犯ボラ

ンティア研修会を開催しております。

この研修会では、犯罪心理学を専門とする大学教

授を中心に、防犯ボランティア団体と学生の間で後

継者育成や、防犯活動の活性化について、意見集約

を行うことで、学生や若者に対して、防犯ボランテ

ィアに関する興味を持っていただき、今後の活動に

つなげるなど、人材確保に向けた取組を行っている

ところでございます。

○平良昭一委員 毎年行っているということであり

ますけれど、この成果というのは出てきているのか。

○宮城貴生活安全部長 なかなかすぐにというか、

いわゆるダイレクトに結びついているかというと、

なかなか非常に検証することは困難でございますが、

そういったボランティア活動への関心という点につ

いて、広く、あるいは深めるということについては、

一定の効果、役割を果たしているのかなというふう

に考えているところでございます。

○平良昭一委員 一旦、このボランティア活動が低

調になってしまって、新しくつくるというのはエネ

ルギーかなりかかるんだよな。

そういう面では、持続していけるような状況をど

うサポートしていけるかということも視野に入れな

がら、考えていただきたいなと思ってます。

あと、送りましたけれど、非行少年を生まない社
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会づくりの中で、この大学生の少年サポーターによ

る学習支援活動等を通じて、25人の少年が高校に合

格したと。

これ、効果見て、そういうのもあるのかと思いま

すけれど、もうちょっと詳しく説明していただけな

いか。

○宮城貴生活安全部長 学習支援活動については

２種類ございまして、少年警察ボランティアに関す

る活動から御説明いたしますと、ただいまお話があ

りました大学生少年サポーターですが、平成15年か

ら問題行動のある少年に対しての学習支援活動、そ

れから居場所づくり活動を行うことを目的としまし

て、大学生少年サポーター制度を運用しているとこ

ろでございます。

主に中学生を対象に、高校進学を希望する非行少

年等に対しまして学習支援を行うことで、学級復帰

を促す活動を行っております。

次に、警察職員による学習支援におきましては、

少年の規範意識の高揚を目的としまして、平成15年

から沖縄県警察安全学習支援隊を発足しまして、県

内の小中高校生を対象に、少年犯罪防止、それから

薬物乱用防止、あとサイバー犯罪防止などに関する

事業を行っているところでございます。

支援隊員は、県警の各専門の部門から人選しまし

て、警察本部長から指定され、さらに沖縄県教育長

から学校現場における講師に委嘱され、派遣してい

るところでございます。

○平良昭一委員 これ、非常にすばらしいですよね。

こういうのが表にあまり出てこないものだから、

警察の皆さんがこれだけ頑張っているというのも、

ちょっとアピールしてもいいんじゃないかなと思い

ますけれど、ぜひ、こういうのをもっともっと広げ

ていただきたいなと思ってます。

以上です。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 お送りしておりますが、警察基盤

整備という部分で、この事業の目的の中にも、警察

官の資質向上というのがあるのですが、私は一般質

問でも行ったのですが、警察官、離島における待機

施設、宿泊施設の状況というものを提言させてもらっ

たのですが、進捗状況を教えてもらえますか。

○仲吉猛厚生課長 警察官待機宿舎を含めた警察施

設については、老朽化の程度も踏まえながら、優先

すべきところから整備を進めているところでござい

ます。

引き続き関係機関と調整し、理解をいただきなが

ら取り組んでまいります。

以上です。

○當間盛夫委員 頑張ってください。

○又吉清義委員長 以上で、公安委員会関係決算事

項に対する質疑を終結いたします。

説明の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○又吉清義委員長 再開いたします。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明10月21日金曜日午前10時から委員会を

開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 又 吉 清 義
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令 和 ４ 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 令和４年10月20日 (木曜日)

開 会 午前10時２分

散 会 午後２時58分

場 所 第１委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県一般会計決算

第６回議会 の認定について（商工労働部及

認定第１号 び労働委員会事務局所管分）

２ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県小規模企業者

第６回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

３ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中小企業振興

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

４ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港（新

第６回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第11号 別会計決算の認定について

５ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県国際物流拠点

第６回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第13号 決算の認定について

６ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県産業振興基金

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第14号

出席委員

委員長 大 浜 一 郎君

副委員長 大 城 憲 幸君

委 員 西 銘 啓史郎君 島 袋 大君

委 員 上 里 善 清君 玉 城 武 光君

委 員 仲 村 未 央さん 次呂久 成 崇君

委 員 赤 嶺 昇君

欠席委員

委 員 新 垣 新君 中 川 京 貴君

委 員 山 内 末 子さん

※ 決算議案の審査等に関する基本的事項

４（６）に基づき、監査委員である山内末

子さんは調査に加わらない。

説明のため出席した者の職、氏名

商 工 労 働 部 長 松 永 享君

産 業 振 興 統 括 監 谷 合 誠君

産 業 政 策 課 長 比 嘉 淳君

アジア経済戦略課長 前 原 秀 規君

マ ー ケ テ ィ ン グ
本 永 哲君

戦 略 推 進 課 長

ものづくり振興課長 上 原 美也子さん

中 小 企 業 支 援 課 長 小 渡 悟君

企 業 立 地 推 進 課 長 高宮城 邦 子さん

情 報 産 業 振 興 課 長 大 嶺 寛君

雇 用 政 策 課 長 金 城 睦 也君

労 働 政 策 課 長 安座間 孝 之君

感染防止経営支援課長 上 原 秀 樹君

労 働 委 員 会 事 務 局
下 地 誠君

参 事 監 兼 事 務 局 長

3ii4

○大浜一郎委員長 ただいまから、経済労働委員会

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る令和４年第

６回議会認定第１号、同認定第３号、同認定第４号、

同認定第11号、同認定第13号及び同認定第14号の決

算６件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、商工労働部長及び労働委員

会事務局長の出席を求めております。

まず初めに、労働委員会事務局から労働委員会事

務局関係決算事項の概要説明を求めます。

下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長 労働

委員会事務局所管の令和３年度一般会計歳入歳出決

算の概要について御説明いたします。

タブレットの令和３年度歳入歳出決算説明資料の

１ページを御覧ください。

歳入状況について御説明いたします。

決算額は（款）諸収入の収入済額(Ｃ)欄のとおり

3567円となっております。

会計年度任用職員１名分の雇用保険料本人負担分

です。

続きまして、説明資料の２ページを御覧ください。

歳出状況について御説明いたします。

経済労働委員会記録（第１号）



－106－

予算現額１億3324万5000円に対し、支出済額は１億

2150万3650円で、執行率は91.2％となっております。

主な支出は、委員の報酬や費用弁償等の委員会の

運営費並びに事務局職員の給与や旅費のほか、需用

費等の事務局の運営費です。

不用額は1174万1350円で、その主なものは、職員

手当等の人件費及びコロナ禍の影響による旅費の執

行残となっております。

以上で、労働委員会事務局所管の歳入歳出決算の

概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○大浜一郎委員長 労働委員会事務局参事監兼事務

局長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算議案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明10月21日、当委員会

の質疑終了後に改めて、総括質疑とする理由の説明

を求めることにいたします。

なお、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰に、どのような項目を聞

きたいのか確認しますので、簡潔に説明するようお

願いします。

その後、決算特別委員会における総括質疑につい

ての意見交換や当該事項の整理を行った上で、決算

特別委員会に報告することにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会に準じて譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ告げた上で、説明資料の

該当ページを表示し、質疑を行うようお願いいたし

ます。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに労働委員会事務局関係

決算事項に対する質疑を行います。

西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 よろしくお願いします。

資料、一般会計歳出決算、２ページのほうですけ

れども、基本的なことを今さら聞くなと言われるか

もしれませんが、労働委員会費の委員会費のところ

で執行率87.9になっていますけれども、まず委員会

のメンバーの人数を教えてもらっていいですか。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長 委員

会の委員については、15名になります。司法関係が

５名いらっしゃって、あと労働委員関係が５名、使

用者側の委員が５名、計15名になります。

○西銘啓史郎委員 委員会はこの令和３年度、何回

開催されたか教えてください。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長 労働

委員会の委員については、毎月１度定例総会がござ

いまして、月に１度ですので12回、令和３年度は開

催されたということになります。

○西銘啓史郎委員 委員会費が９割の執行率を切っ

ている理由は、ちょっと簡単に説明してもらってい

いですか。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長 不用

の主な理由ということで説明いたしますと、委員の

皆さんも職員についても、コロナの関係で九州なり

全国なりへの会議がほとんどオンラインという形に

なりましたので、その影響で旅費が558万ほど不用が

出ております。職員の人件費については、人事異動

に伴う給料、その他の手当の不用ということになり

ます。

以上です。

○西銘啓史郎委員 最後に１点だけ、事務局の人数

も教えてください。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長 事務

局、私以下11名となります。

○西銘啓史郎委員 以上です。

○大浜一郎委員長 ほかに質疑がなければ、これで

よろしいですか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○大浜一郎委員長 質疑なしと認めます。

以上で、労働委員会事務局関係決算事項に対する

質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等の入替え）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

次に、商工労働部長から、商工労働部関係決算事

項の概要説明を求めます。
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松永享商工労働部長。

○松永享商工労働部長 委員の皆様、おはようござ

います。商工労働部です。本日はよろしくお願いい

たします。

それでは、商工労働部所管の令和３年度一般会計

及び特別会計の歳入歳出決算の概要について御説明

いたします。

御説明、20分程度だと思います。お時間いただき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。

まず初めに、商工労働部の取組について御説明い

たします。

本県経済は、新型コロナウイルス感染症の長期化

により、幅広い産業において多大な影響を受けてお

ります。商工労働部では、新型コロナウイルスに係

る沖縄県の経済対策基本方針に基づき、全ての産業

の基盤となる事業継続と雇用維持を柱に、必要な対

策を切れ目なく講じてまいりました。主な事業とし

ましては、うちなーんちゅ応援プロジェクトによる

事業者支援、県単融資事業による事業者の資金繰り

支援や、雇用調整助成金の上乗せ助成、学校給食等

への県産菓子商品の提供による消費喚起策、県外消

費者向けＥＣ販売に係る送料支援等を行ってきたと

ころです。

今後とも、感染拡大防止と社会経済活動の両立を

図りながら、域内経済循環の促進や、県産品の販路

拡大支援の強化等を重点的に進めていくとともに、

リゾテックおきなわの推進によるＤＸの加速化やス

タートアップの育成など、イノベーションの促進に

よる生産性の向上に加え、アジアの活力を取り込む

県内事業者の海外展開の促進等、稼ぐ力の向上に資

する取組を強化し、県内企業の成長、県経済の早期

回復に取り組んでまいります。

それでは、歳入歳出決算の概要について、お手元

にお配りしております令和３年度歳入歳出決算説明

資料により御説明いたします。

１ページを御覧ください。

こちらは、一般会計及び５つの特別会計の歳入決

算状況の総括表となってございます。

こちらで、大変申し訳ございませんけれども、訂

正がございますのでお願いしたいと思います。１ペー

ジのほうですけれども、一般会計の収入比率につき

まして100％と表記されておりますけれども、正しく

は99.9％となります。同様でございますが、この資

料の３ページのほうにも同じようにございまして、

３ページの令和３年度一般会計歳入決算状況につき

ましても、一般会計の収入比率につきまして100.0％

と表記されておりますが、正しくは99.9％となりま

す。当日の訂正となりまして大変申し訳ございませ

ん。今後このようなことがないよう、配付前にしっ

かり確認いたします。よろしくお願いいたします。

それでは、１ページ戻っていただきまして、２ペー

ジを御覧いただきたいと思います。

こちらは同じく、歳出決算状況の総括表となって

おります。

それぞれの詳細につきましては３ページ以降で御

説明いたしますので、３ページを御覧いただきたい

と思います。

まず初めに、一般会計の歳入決算につきまして、

予算現額合計が2217億6055万4550円、調定額が1981億

9162万4797円、収入済額が1981億3170万3179円、不

納欠損額が725万円、収入未済額が5267万1618円と

なっておりまして、調定額に対する収入済額の割合

は99.9％となっております。目ごとの明細につきま

しての説明は割愛させていただきたいと思います。

続きまして、５ページを御覧いただきたいと思い

ます。

一般会計の歳出決算につきましては、予算現額合

計が2294億8227万7257円、支出済額が2064億1655万

8204円、翌年度繰越額が163億6093万1000円、不用額

が67億478万8053円となっておりまして、執行率は

89.9％となっております。

翌年度への繰越しにつきましては、新型コロナウ

イルス感染症に係る経済対策として実施しておりま

す飲食店への協力金等、年度を越えて実施する必要

があった事業や、資材調達遅延により年度内に工事

が完了しなかった事業につきまして、繰越しをして

ございます。

具体的な事業としましては、うちなーんちゅ応援

プロジェクトの協力金や、沖縄県雇用継続助成金事

業、こちらは雇用調整助成金の上乗せでありますと

か、職業能力開発校整備事業、国際物流拠点産業集

積地域うるま地区対策事業の４つの事業となってお

ります。

次に、不用額の主なものにつきまして、項別に御

説明いたします。

（項）労政費の不用額２億6888万5246円の主なも

のは、沖縄県雇用継続助成金事業における補助金の

執行残となっております。これは企業の事業再開に

よる休業者の減少や、業績が悪化した企業に対して、

国の雇用調整助成金の助成率が最大10分の10となる

特例制度が継続されたことにより、想定を下回る申

請件数になったことによるものです。

次に、（項）職業訓練費の不用額１億751万7834円

の主なものは、離職者等再就職訓練事業の訓練コー
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ス閉校や、受講者定員割れ、中途退校者等による訓

練実施経費の執行残です。

次に、（項）商業費の不用額３億7694万3624円の主

なものは、沖縄戦略的国際物流プラットフォーム強

化事業において、退去予定事業者の継続入居により、

原状回復費用が不用になったことによる委託料の残

です。

そして、（項）工鉱業費の不用額59億5144万1349円

の主なものは、うちなーんちゅ応援プロジェクトに

おける報償費の執行残となっております。これは飲

食店への時短要請の長期化、対象地域の拡大、支給

方法変更による協力金の増加分を見込んだ予算措置

に対しまして、想定を下回る実績値となったことに

よるものです。

以上で、一般会計歳入歳出決算の概要について説

明を終わります。

次に、特別会計の歳入歳出決算の概要について御

説明いたします。

７ページを御覧ください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計について御

説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が10億

6931万4000円、調定額が46億778万2187円、収入済額

が19億9726万3818円、収入未済額が26億1051万8369円

で、調定額に対する収入済額の割合は43.3％となっ

ております。収入未済額は、貸付先企業・組合等の

業績不振や倒産などにより、設備近代化資金及び高

度化資金の貸付金償還が延滞していることによるも

のです。

次に、８ページを御覧ください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が10億

6931万4000円、支出済額が10億2087万3259円、不用

額が4844万741円で、執行率は95.5％となっておりま

す。不用額については、貸付先企業・組合等からの

貸付金償還の延滞に伴う、県から独立行政法人中小

企業基盤整備機構への償還金の執行残となっており

ます。

次に、９ページを御覧ください。

中小企業振興資金特別会計について御説明いたし

ます。

歳入につきましては、予算現額合計が４億13万

5000円、調定額及び収入済額が８億8387万589円と

なっております。

次に、10ページを御覧ください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が４億13万

5000円、支出済額が３億2563万1958円、不用額が

7450万3042円で、執行率は81.4％となっております。

不用額につきましては、機械類貸与資金貸付金の執

行残となっております。

続きまして、11ページを御覧ください。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計について御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が７億

6360万2000円、調定額及び収入済額が36億912万

2929円となっております。

続きまして、12ページを御覧ください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が７億

6360万2000円、支出済額が７億5431万3810円、不用

額が928万8190円で、執行率は98.8％となっておりま

す。不用額は、県債の借換えを行ったことによる利

子の執行残となっております。

次に、13ページを御覧ください。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計につ

いて御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が４億

9183万5000円、調定額が８億7701万7574円、収入済

額が８億2565万2360円、不納欠損額が85万872円、収

入未済額が5051万4342円で、調定額に対する収入済

額の割合は94.1％となっております。不納欠損額は、

退去企業の不法占拠に係る使用料相当額損害金につ

いて、時効の援用により不納欠損金として整理した

ものです。また、収入未済額は、主に経営破綻した

企業の光熱水費等の滞納によるものです。

続きまして、14ページを御覧ください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が４億

9183万5000円、支出済額が４億4775万63円、不用額

が4408万4937円で、執行率は91.0％となっておりま

す。不用額は、主に修繕料の執行残となっておりま

す。

次に、15ページをお願いします。

産業振興基金特別会計について御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が１億

1295万2000円、調定額及び収入済額が１億3889万

2014円となっております。

次に、16ページを御覧ください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が１億

1295万2000円、支出済額が7631万3239円、不用額が

3663万8760円で、執行率は67.6％となってございま

す。不用額は、主に産業振興基金事業費において、

補助事業の事業実績減等による執行残となっており

ます。

以上で、商工労働部所管の令和３年度一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算の概要について説明を終

わります。



－109－

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○大浜一郎委員長 商工労働部長の説明は終わりま

した。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度、挙手により委員長の許可を得てか

ら行い、重複することがないように、簡潔にお願い

をいたします。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部長が行い、それ以外はできるだけ担当

課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思います

ので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろしく

お願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、商工労働部関係決算事項に対する質疑

を行います。

西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 歳出決算のほうから行きたいと

思います。資料の２ページ、事前に通告しています

けれども、令和２年度の当初予算補正額、それから

支出済額、繰越額、不用額、ちょっと教えてもらっ

ていいですか。

○比嘉淳産業政策課長 今、令和２年度の予算状況

が手元に資料がありませんので、後で御提供する形

でよろしいでしょうか。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、産業政策課長から額ではなく率

で答弁してよいかとの確認があり、西銘委

員が了承した。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

比嘉淳産業政策課長。

○比嘉淳産業政策課長 まず執行率なんですが、令

和３年度は89.9％で令和２年度については82.4％と、

7.5％の改善となっております。また、繰越率につい

ても、令和３年度は7.1％だったものが9.9％と、2.8％

の改善となっております。それから不用率について

も、令和３年度は2.9％だったものが令和２年度は

7.7％と、4.8％改善をしているということになって

おります。

執行率等の改善に取り組んだ状況については、予

算を組み込む際に事業計画等を勘案し、不用が出な

いよう事業費の精査を徹底すること、それから上半

期公共事業等の施工計画に設定した執行目標に達成

するように、計画的に早期執行に取り組んでおりま

す。また、各事業の執行状況を随時確認しつつ、コ

ロナ禍の中で実施が厳しい事業については、事業の

見直しや補正流用などにより必要な事業への振替を

行うなど、事業の選択と集中を図るようにしており

ます。

○西銘啓史郎委員 今、一般会計の話をされたと思

いますけど、特別会計も不用率といいますか、全体

で多分7.5、場合によっては産業振興基金なんかは

33.4とありますけど、商工労働部として、まず不用

額、どのぐらいが一番適正だというふうに考えてい

ますか。不用率ですね、率。

○比嘉淳産業政策課長 例年、不用率についてはで

きる限り抑えるように努力するのが目標、適正だと

いうふうに考えております。先ほど申し上げたよう

に、不用率については令和２年度が7.7％だったのを

令和３年度は2.9％と改善しているということもあっ

て、商工労働部内ではしっかり不用率を下げるよう

に努力しているところであります。

○西銘啓史郎委員 以前、私決算のときにお話を聞

いたんですけれども、九州の他府県の不用率という

んですかね、たしか１から２％台ですよ。ですから、

部局によって違うんですけど、2.9が理想というか

―もちろん予算というものは計画に基づいて、い

ろんな環境の変化で繰り越したり、これは別に否め

ないと思います。しかし、不用額があまりにも出過

ぎるということは、計画の精度というんですかね。

もちろん補正したり、増額補正、減額補正、いろい

ろやって、後ほど触れますけれども、その補正も必

要だと思いますけれども、その割には予算の執行が

低いような事業を見ると、もちろん商工労働部、各

部課がいろんな努力はされているとは思いますが、

7.7から2.9になったからよかったということではな

くて、これも大事な県民の税金ですし、１円でも無

駄なく使うような努力はしていただきたいと思いま

す。

次に行きます。

今の決算書の16ページ、産業振興基金特別会計の

ほうですけど、この不用額の理由、執行率が67.6の

ところ、もう一度御説明お願いします。

○比嘉淳産業政策課長 産業振興基金特別会計の、

まず概要から簡単に説明したいと思います。沖縄県

産業振興基金は、平成元年に沖縄電力株式会社の民

営化に伴う株式売却益を基に、国から100億円の補助

を受けて設置されています。その後、平成11年及び

13年に約10億円の積み増しを受け、現在の基金額は

約110億円となっております。

当基金は原資を運用して、その運用益で事業を行

う、いわゆる果実運用型基金となっております。運

用益を財源として、市町村や事業者団体が実施する

本県産業の振興に資する事業に対して補助を行って
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いるのが現状であります。

基金の創設から令和３年度までの補助実績なんで

すが、延べ件数463の補助金の額は68億円であると。

今回、令和３年度の不用額なんですが、3663万

8761円。主な理由が産業振興基金事業費の補助事業

の採択執行残と、実績の執行残となっております。

具体的に補助事業については、審査基準を満たす提

案が少なかったこと、採択件数が少なかったこと、

さらにコロナの影響によって県外へのイベント出展、

それから研修会を計画した事業の中止、変更に伴う

事業費の減によるものとなっております。

なお、不用額は繰越金として特別会計の翌年度の

歳入となって、翌年度以降の事業費として活用され

ることとなっております。

○西銘啓史郎委員 この運用益というのは年度に

よって、今年度の当初予算額は約１億1200万ですけ

ど、例えば来年度は幾らになるか分からないとか、

この運用益が確定するのはいつですか。

○比嘉淳産業政策課長 決算が出たとき、今年度事

業が終わったときに執行額が出てきますので、それ

を踏まえて残った不用額が繰越しとなりますので、

現時点では分からないんですが、決算のときになる

と分かっている、来年も今頃であればお伝えするこ

とができるというふうに考えています。

○西銘啓史郎委員 ちなみに、令和４年度のこの基

金の当初予算額は幾らですか。

○比嘉淳産業政策課長 令和４年度の当初予算額は、

１億1927万1000円であります。

○西銘啓史郎委員 これには令和３年度の不用額の

3600万が入っているという理解でよろしいですか。

○比嘉淳産業政策課長 はい、おっしゃるとおりで

す。

○西銘啓史郎委員 これは電力の株の、先ほど説明

があったように110億ぐらいの基金があって、この運

用益を回していることは非常に理解するんですけれ

ども、もともとこの産業の振興に充てる中身ですよ

ね、事業の中身。例えば先ほど累計で463件、68億円

は執行済みだと言っていましたけど、この中身はど

うやって誰が決めるんですか。

○比嘉淳産業政策課長 まず最初に、この補助事業

の募集を２月頃にかけます。その後、３月頃に決定

をして４月からスタートという形になるんですが、

この審査をする補助事業のメニューが７つあります。

その７つのメニューに沿った形で事業者は応募して

くるんですが、それを県と、それから有識者を含め

て審査会を開いた上で、補助事業の採択を決定して

おります。

以上です。

○西銘啓史郎委員 この活用の仕方、私もちょっと

勉強してみたいと思うんですけれども、よく言われ

る、例えばこの間の観光の基金なんかもそうですが、

40億、違う部署ですけど―要は産業の振興に充て

る中身をいろんな形でもっと広げられないのか。先

ほどの７つのメニューも、詳しくは今結構ですけど、

要は110億の原資を基に運用益で何かをする、事業は

審査会で決める。別におかしいことじゃないとは思

うんですけど、もうちょっと見えやすい、例えば審

査会の概要とか決定事業というのはどこかホーム

ページでは見られますか。

○比嘉淳産業政策課長 周知とかそういうものに関

しては、チラシ等、それで成果と、それから公募も

併せて事業者等に周知徹底を図っているということ

であります。

○西銘啓史郎委員 最後にしますけど、ホームペー

ジに掲載して、７つのメニューで、２月頃応募して

３月決定、４月スタートとありましたけれども、本

当に必要な人に必要な予算が行っているかどうかと

いうのがよく見えないんですね。１億という額、限

度、運用益なのでしようがないかなと思いますが、

この基金を取り崩すことというのは基本的にできな

いという理解でいいですか。最後の質問です。

○比嘉淳産業政策課長 基金の取崩しについては、

この事業は内閣府との協議が必要であったり、県の

条例を変えたり、様々な手続が必要となりますので、

すぐに変えることはできなくて、今いろんな意味で

そういうところも我々は考慮しながら事業を進めて

いるところであります。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から主要施策の成果に

関する報告書について見やすく整理するよ

う要望があり、商工労働部長から記載方法

等について説明があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 では、この件について質問しま

す。最終予算額が１億6500万ですよね。減額補正し

て、まだ執行率も８割ですよね。ですから、当初の

予算でやろうと思ったおのおのの４つの事業に、例

えば２億、１億、１億、１億かどうか分かりません。

それで右側の欄が6000万か分かりませんけど、そう

いった見せ方をしてくれないと、我々議論のしよう

がないんですよ。どの事業がこの中で本当に効果が

あったのか、幾ら使ったのかが分からない、出せな

いということを堂々と言われたら困りますよ、部長。
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出す努力をしてくださいよ。

○比嘉淳産業政策課長 委員のおっしゃるとおり、

なかなか分かりにくいところもあると思います。そ

の中で、項目ごとに予算額・決算額については記載

してはいるんですが、例えばその事業の中で委託費

の中の光熱費とか、そういう細かいことに切り分け

るとなると難しいところもありますので、その辺の

ところは少し改良しながら、できる限り委員がおっ

しゃるように分かりやすいものでお答えできるよう

な形で答弁をさせていただきたいなというふうに考

えています。

以上です。

○西銘啓史郎委員 私の質問には答えられないと。

例えば、海外プロモーション等を開催する予算が

幾らだったかというのは答えられないということで

すか。

○前原秀規アジア経済戦略課長 今、西銘委員から

御質問のあった海外プロモーションの活用に要した

予算は1170万円で、決算としても1170万円でござい

ました。

○西銘啓史郎委員 出せるじゃないですか。

例えば次の丸ポチ２つ目、答えてください。

○前原秀規アジア経済戦略課長 航空コンテナス

ペースの確保に要する経費として、当初予算４億

6857万1000円を計上しておりましたが、こちらにつ

いては全国の特産品を沖縄を経由して海外に出荷す

るためのコンテナスペースの借り上げとして予算を

計上しておりましたが、令和３年７月に那覇空港の

国際便の運休が長期化し、その後、復便の見通しが

立たなかったものですから、８月１日から事業を停

止しております。そのため、８月に流用、９月、11月

に減額補正を行いまして、決算額としては5096万

1000円となっております。

○西銘啓史郎委員 今御説明したように、その部分

をこの中に入れれば僕らから質問は出ないんですよ。

８月１日から国際便運休に伴うとか、９月、10月に

減額補正しましたと言えば、なるほどなと分かりま

すよ。これを我々がこの中で聞かなきゃならないん

じゃなくて、先ほど部長に言ったようにほかの部で

書いているところもあるんですから、出せない理由

じゃなくて、出してください。そしたら僕らも議論

の進め方が違う。もう細かいことは聞きません。４億

6000万がここにあったというのでいいんですけど、

要はここで言う見せ方をきっちりしていただかない

と。我々議員から質問が出ないような資料を作って

ください。読めば分かる、細かいことを。ぜひこれ

お願いしたいと思います。

240ページ、この事業もプラットフォーム強化事業

ですけど、これ令和元年から３年までやっているよ

うですけれども、これまでの累計の予算額と決算額

を教えてください。

○前原秀規アジア経済戦略課長 沖縄戦略的国際物

流プラットフォーム強化事業でございますが、こち

らは那覇空港の国際貨物ターミナル施設の一部を県

が確保し、国際航空運送事業者等へのスペースを提

供する、そのような事業を含めて行っております。

こちらについては、事業開始が令和元年度からと

なっておりまして、予算の総額としては20億4556万

7000円となっております。決算総額は14億9232万円

となります。

○西銘啓史郎委員 ありがとうございます。

この事業も国際貨物も含めて、いろんな努力をさ

れていると思うんですけど、今までにかけた予算、

決算額と効果についてはどのように考えているかお

答えください。

○前原秀規アジア経済戦略課長 この沖縄戦略的国

際物流プラットフォーム強化事業でございますが、

令和元年度から令和３年度までの間、那覇空港貨物

ターミナル、貨物上屋がございますが、こちらのＢ

棟のうち約１万2000平米、こちらを実証事業スペー

スとして県が借り上げております。こちらのほうで

国際貨物を取り扱う物流事業者や商社などを誘致し、

貨物上屋における貨物量の増加につなげることで、

那覇空港の国際物流拠点としての機能強化を図る実

証事業を実施しております。

令和３年度までに３社が入居しておりまして、実

証事業終了後、令和４年４月の時点では２社が引き

続き入居しております。

○西銘啓史郎委員 この事業も当初の予算が約７億

あって、補正で約６億6000万まで減額補正して、そ

れから結果的には不用額が約１億2000万出ていると

いうことで先ほどの話につながるんですが、もちろ

んいろんな理由があるのも理解はしますけど、この

不用額を率にすると、６億のうちの１億2000万は大

きいですよね。だからこの辺が恐らく計画性の精度

なのか、本当に外的要因だけなのか、ここら辺はど

のように部としては把握していますか。

○前原秀規アジア経済戦略課長 この沖縄戦略的国

際物流プラットフォーム強化事業のほうでは国際貨

物便を誘致するために、外航の飛行機が那覇空港に

到着する際に地上ハンドリング支援、地上ハンドリ

ング用の費用がどうしても発生してきますので、そ

の経費を見積もっておりました。ただ、そちらのほ

うがコロナの長期化に伴いまして外航の那覇空港の
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就航というのが見込めなかったものですから、そこ

のほうで減額をしながら、また、不用が発生したと

ころでございます。

○西銘啓史郎委員 いずれにしても、特に国際に絡

むやつはもうコロナの影響で休止になったりすると、

逆に言うと予算執行がゼロじゃないかと思うのも、

中身は全部分かりませんけど、コロナの影響で国際

線の便が運休してもこれだけ５億ぐらいの決算額を

使うということは、僕は大きいと思うんですよね。

決してこれが悪いと言っていませんよ。だから運休

してもこういう額なのか、今後、本当にヒト・モノ

・カネの、人の動き、物の動き、大変重要だと思う

ので、ぜひ再開したときにしっかりできるような体

制はつくってほしいと思います。

主要施策のページで言うと248、タブレットで何

ページかちょっと探せないので、すみません。サイ

バーセキュリティーの人材育成について伺います。

本事業の対象者はどういう方々なのか教えてくださ

い。

○大嶺寛情報産業振興課長 このサイバーセキュリ

ティー関連の事業につきましては、サイバーセキュ

リティーの技術的なところ、高度な技術が必要です

のでＩＴ企業の受講者を対象としているところもご

ざいまして、そこの資格、そういったものを習得す

る講座を開催させていただいて、その方たちを対象

にスキルアップしていただくというふうなところと、

あと一般の企業でもそうなんですが、情報セキュリ

ティー部門を持っている企業、そういったものの担

当者を対象とさせていただいて、これに加えまして、

令和３年度は一般のエンジニア、県内企業の従業員

を対象に、セキュリティーの基礎的なところを研修

するようなリテラシー講座、そういったものも開催

させていただいているというふうなところでござい

ます。

○西銘啓史郎委員 この効果のところに、受講者10人

のうち３人の資格取得者を輩出することができたと

あるんですけど、この資格についてちょっと説明、

国家資格なのか、その概要を説明してもらえますか。

○大嶺寛情報産業振興課長 資格につきましては国

家資格もございます。国家資格につきましては、情

報処理安全確保支援士という資格がございまして、

サイバーセキュリティーに関する相談とか、そういっ

たものに応じて必要な情報とか提供及び助言を行う

ようなことや、あるいはサイバーセキュリティーの

脆弱性の調査、分析、評価をすると。そういうふう

な資格になってございます。

ほかには民間の国際資格がございまして、認定ホ

ワイトハッカー、そういうふうな資格がありまして、

これは合法的にハッキング技術を学んで、サイバー

攻撃に対する実践的な知識を身につけるというふう

なところもございますので、より強固なサイバーセ

キュリティーの構築を助言すると。そういうふうな

ことができます。

もう一つ、民間の国際資格でございますが、情報

セキュリティ・プロフェッショナルという資格がご

ざいまして、こちらはＩＴガバナンスやリスク管理、

情報セキュリティー、そういったものの包括的な知

識が身につけられますので、監査法人とか金融機関、

そういうふうなところで内部統制のお仕事をされる

方とかが取得されるということでございます。

○西銘啓史郎委員 続いて課題のところに、県内事

業者のセキュリティー意識の向上を図る必要がある

とありますけれども、これはもちろん大事なことだ

と思うんですが、県庁内のサイバーセキュリティー

関連のそのような徹底というのはどのようになって

いますか。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、執行部からサイバーセキュリテ

ィーについては企画部所管であるとの説明

があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 繰り返しになりますけど、やは

り県庁内もしっかりしないと行政の情報がハッキン

グされたり、要は企画部がどれだけやっているか私

も正直把握していませんけれども、皆さんは業者に

言うんであれば、しっかり県庁内も企画部を中心に

対策は抜け目のないように、これは常に盾と矛で絶

対大丈夫と言ってもこれを上回るものが出てきます

からね。ぜひその辺は行政の県として、市町村も含

めた対策を―この市町村をやるのも企画部ですか。

ぜひその辺はお願いしたいと思います。

258ページのところでちょっと確認です。事業名と

しては投資環境プロモーション事業と書いてありま

す。ここの部分で、これも事業としては平成26年か

らの８年間、その予算総額と決算額についてちょっ

と教えてください。

○高宮城邦子企業立地推進課長 事業開始の平成

26年度から令和３年度までの予算総額は９億3206万

6000円、決算総額は８億9400万8000円となっており

ます。

○西銘啓史郎委員 ありがとうございます。

企業立地促進、誘致できた企業数は何社ですか。

平成26年から令和３年度までで。
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○高宮城邦子企業立地推進課長 国際物流特区うる

ま沖縄地区においては、製造業を営む企業を平成26年

度から令和３年度までに45社立地いただいておりま

す。

○西銘啓史郎委員 その中で存続している、要は撤

退、廃業してない企業数は何社ですか。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、企業立地推進課長から平成11年

度からの数字でよいかとの確認があり、西

銘委員がこれを了承した。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

高宮城邦子企業立地推進課長。

○高宮城邦子企業立地推進課長 平成11年度から令

和３年度までの新規立地企業数というのは128社に

なっております。そのうち約６割から７割程度の企

業さんが、継続して立地していただいているという

現状でございます。

○西銘啓史郎委員 ということは、３割から４割は

撤退したり、または廃業したり、それなりの理由が

あると思うんですけど、大事なことは、申し上げた

いことは、もちろんこの投資環境プロモーション事

業が無駄とは思いませんけれども、皆さんは誘致し

た企業数をよく話をします。もちろん現実として撤

退した数が４割、３割あるのであれば、その理由が

何か。もちろん個々の会社の理由かもしれませんし、

またはその環境、県としての対応に対する何か不満

があったかどうか分かりませんけど、この辺もしっ

かり把握をしていかないと、誘致した数だけを話す

のではなくて、撤退した人たちの理由も含めて、こ

れを今後どのように生かすかが私は大事だと思うの

で、ぜひこれについては検討をお願いしたいと思い

ます。

続いて259ページ、次のページですけど、集積地域

賃貸の件です。この事業、工事の完成年月日を教え

てください。賃貸工場１棟の。

○高宮城邦子企業立地推進課長 賃貸工場は旧特自

貿地域で、企業の初期投資軽減、早期創業を支援し

ているものですけれども、令和３年度に整備した賃

貸工場１棟の完成年月日は令和４年３月31日となっ

ております。

○西銘啓史郎委員 この賃貸工場の入居者数を教え

てください。

○高宮城邦子企業立地推進課長 １社でございます。

○西銘啓史郎委員 スペース的にはもっと入るのか。

１社でもう目いっぱい……。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○西銘啓史郎委員 分かりました。

この課題のところですけど、次のところですけど、

分譲地の購入が進んでいる状況に鑑み、賃貸工場の

整備の在り方について検討する必要があるというん

ですが、分譲地の購入、どれぐらい進んでるんでしょ

うか、現状。

○高宮城邦子企業立地推進課長 今、分譲用地面積

は45.2ヘクタールございますけれども、令和３年度

末で、貸付けや内定等も含めまして残りが3.3％とい

うことになってございます。1.5ヘクタールでござい

ます。

○西銘啓史郎委員 ちょっと気になるのが、整備工

事が完了したとあるんですけど、分譲地の購入が進

んでいるのはどのぐらいから分かったんですか。

○高宮城邦子企業立地推進課長 平成29年度末に

51.1％残っていたんですけれども、その後、大型の

案件等もございまして急速に売却が進み、内定等も

進んで、令和２年度末で15.5％となってございまし

た。そのため、この課題にもあるんですけれども、

賃貸工場の在り方について令和２年度から検討を進

めているところでございます。

○西銘啓史郎委員 この質問で最後にしますけど、

分譲がいいのか賃貸がいいのか分かりませんけど、

賃貸は計画を持って造るわけですよね、この整備と

か工場も。結果的に入居がなければ、その分譲の進

捗をある程度想定して計画しないと、造ったはいい

けど借手がいませんということにならないように、

そこだけはちょっとしっかりお願いしたいと思いま

す。

ちょっと確認します。先ほど説明がありましたけ

ど、うちなーんちゅ応援プロジェクトというのが主

要施策の中に見つからないんですけど、どこの部分

と理解したらいいですか。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 ここに入ってい

ない理由は、うちなーんちゅ応援プロジェクト事業

は令和２年４月に補正予算を―すみません。補正

予算の時期が令和２年に入ってからということで、

当初予算のときには入っておりませんでしたので、

それで主要施策の中には入っていないということで

ございます。

○西銘啓史郎委員 令和３年度も行っている事業で

しょう。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 はい、そうです。

○西銘啓史郎委員 であれば何で主要施策の中に入

らないのかという。県としてはいろんなコロナの対

策で主要事業だと私は思ったんですけど、この中に

入っていないからちょっと数字が見えなかったんで

すけど、どういう理由でしょうか。
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○上原秀樹感染防止経営支援課長 うちなーんちゅ

応援プロジェクト事業は、企画部の重点施策の中に

は入っていなくて、重点施策に入っている場合に主

要施策の成果に関する報告書に入ることになってお

ります。

以上でございます。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から整理して簡潔に答

弁するよう指摘があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

上原秀樹感染防止経営支援課長。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 企画部の中で重

点施策がございまして、重点施策に入っているもの

がこの主要施策に入ることになっているということ

でございます。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から重点施策は各部か

らの要望で決まるとの認識だが、どのよう

に決められるかとの発言があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

谷合誠産業振興統括監。

○谷合誠産業振興統括監 現状を少しお伝えしたい

と思うんですけれども、現在の主要施策のページを

御覧いただくと、基本項目の下の３つ目に重点施策

事業名という形で記載されております。この重点施

策事業名が先ほど申し上げたように企画部で当初決

まっていくもので、ここに新型コロナウイルスに関

連する補正予算等は事業としては上がってこなかっ

たというのが実態でございます。

ただ、委員おっしゃるように令和２年から引き続

き繰越しも含めて出ている事業でございますので、

これがなぜ載らなかったかという経緯については、

正確に―現状重点に載っていないからということ

だけでお答えできるかどうか分かりませんので、そ

の辺りは少し確認の上、説明させていただけたらと

思います。

○西銘啓史郎委員 要は商工労働部としてこれが主

要なのかどうか、重要なのかどうかだけですよ。予

算の大半も使っていると思うので。

ではちょっと確認しますけど、まず令和３年度の

うちなーんちゅ応援プロジェクトの令和２年度の補

正を含めて、繰越しを含めて、当初予算と補正額と

決算額、それから不用額を教えてください。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 令和３年度の予

算につきましては、現年度、繰越しを合わせて約

1560億ございます。決算額が約1319億ございます。

それから、令和４年度への繰越額が約162億ございま

す。それで不用額が約50億程度ございます。

以上でございます。

○西銘啓史郎委員 今、予算額で1560億ですよね。

先ほどの商工労働部の一般会計で1980億ですよ、収

入済額、予算。支出で言っても一般会計2064億の支

出の中の大きい予算なのに、これを普通に主要じゃ

ない、重点項目に入ってなかったから出していませ

んという感覚が、私は全く理解できません。

次に、本事業の財源の内訳を教えてください。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 こちらは現年度、

繰越しを合わせて、予算のほうで国庫が1292億、そ

れから一般財源が26億1100万、合わせて1319億になっ

ております。

○西銘啓史郎委員 やはり国からこれだけの支援を

もらっていて、要は申し上げたいことは、県の一般

財源で26億と言いましたか。だから先ほどのいろん

な基金の話も関連するんですけど、取崩しをするし

ないも含めてですけど、国の財源が８割、９割ある

中で、県自らが何かを取り崩して出すということが

僕は本当はどこかで必要だと思うんですよ。細かい

事業名は別にしてですね。

ですから、先ほどの基金のところもそうですけど、

110億の基金があって、基本的には運用益だけでしか

回さないということでしたけど、内閣府との調整を

含めていろんな理由があるにせよ、要は県自らが何

かを取り崩す、もちろん財調でいろいろありますけ

ど、あまりにも依存財源の内訳なのに重要度が伝わっ

てこないというのが非常に気になります。

それともう一つ、繰越しで162億と先ほどおっしゃ

いましたけれども、繰越しはどのような繰越事由に

なるんですか。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 繰越しに関しま

しては、162億が令和３年度から令和４年度にかけて、

令和３年度において年度末をまたがるような予算の

執行がございましたので、そのような形の繰越予算

を確保してございました。

○西銘啓史郎委員 年度をまたぐということは繰越

しする理由に当たるんですか。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 繰越しに関しま

しては、令和４年の１月に第10期の協力要請がござ

いまして、その協力要請が１月から２月20日までの

要請でございました。その要請に対して申請が令和

４年の３月にございますので、その３月の部分の支

出決定はまだしておりませんので、その部分の繰越

しになるということになっております。

○西銘啓史郎委員 先ほど国庫が1292億とおっしゃ

いましたけれども、国の予算が８割、９割ある中で、
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この辺の繰越しは国との調整が必要なんでしょうか。

それとも調整なく県の単独で決めて判断してやる

―前みたいに交付金で手続を間違えて、10億円一

般会計からあれしたじゃないですか。そういうこと

はないですか。大丈夫ですか。この162億を繰り越し

することに関する内閣府との調整というか、国との

調整というのは必要なのか、ないのかも含めてお答

えください。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 こちらに関しま

しては内閣府のほうと、繰越しについてはやはり年

度末に押し寄せてきて執行しますので、その辺は調

整して繰越しをしております。

○西銘啓史郎委員 ということは、これは明許繰越

の要件に当てはまるという理解でいいですか。

○上原秀樹感染防止経営支援課長 おっしゃるとお

りでございます。

○西銘啓史郎委員 普通、僕は当初予算で組むべき

かと思ったんですけど、そうじゃなくて、ちゃんと

内閣府の了解をもらって、しっかりした裏づけも持っ

て、交渉もして繰り越しているという理解でよろし

いですね。

○松永享商工労働部長 この交付金の繰越しの件で

すけれども、交付金に関しては所管としては企画部

にはなるんですけれども、企画部のほうを通しまし

て内閣府と協議の上、認められたものに関して繰越

しをしているという状況でございます。

○西銘啓史郎委員 繰り返しになりますけれども、

その調整が不十分であったり、お互いの認識がずれ

ていたということがないように、この間の10億円も

そうですけど、気になったものですからあえて質問

をしました。

それともう一つ、先ほどちょっと触れましたけれ

ども、県の予算の比率が少ない中で、本来は私は県

の中で、県債を発行する中で、いろんな手法はある

にしてももうちょっと上乗せするような方法も考え

ていかないと、国がこれだけだからあれですとかと

いう話にならないようにぜひしてほしいんですけど、

部長、この辺の基本的な考え方というんですか、こ

の辺はどのように考えているかちょっとお答えくだ

さい。

雇用調整助成金の県単独の上乗せもあったりした

じゃないですか。要はそのもともとの考え方、県の

財政はいろんな中であると思うんですけど、物理的

にもっと可能じゃないかと思ったりするものですか

ら、その辺をちょっとお答えください。

○松永享商工労働部長 御質問の協力金に関しまし

ては、国の交付要綱に従って国の補助率に基づいて

やってきたという状況でございます。今後これが不

足するということであれば、その一般財源を使って

ということもあると思いますので、その辺は状況を

見ながら一般財源でということも検討していきたい

というふうに考えてございます。

○西銘啓史郎委員 これは通告していなくて大変恐

縮だったんですけれども、委員長、今の商工労働部

の答弁ですけれども、やはり決算特別委員会のほう

で知事に対する総括質疑としてしっかり取り上げて

ほしいと思いますので、要望しておきます。

以上です。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、企業立地推進課長から西銘委員

に対する答弁を一部訂正したいとの申出が

あった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

企業立地推進課長から答弁訂正の申出があります

ので、これを許可します。

高宮城邦子企業立地推進課長。

○高宮城邦子企業立地推進課長 令和３年度に整備

いたしました賃貸工場１棟の完了年月日は、令和４年

２月25日でございます。

以上でございます。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から西銘委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するよう指示があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 今の総括質疑に関しては、知事

に対してうちなーんちゅ応援プロジェクト、総額

1560億近く使う中で、この中身、それから予算の内

訳、それから基本的な今後の考え方を含めて、商工

労働部ではなくて知事としてどのように考えるかを

含めて質疑をさせていただければと思います。

○大浜一郎委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明10月21日の委員会の質

疑終了後において協議いたします。

質疑を続けます。

上里善清委員。

○上里善清委員 主要施策の成果に関する報告書の

中から質問していきたいと思います。241ページ、沖

縄国際物流ハブ活用推進事業ということですが、こ

の事業でどのような成果があったのか、まずそこか

らお聞きしたいと思います。

○前原秀規アジア経済戦略課長 沖縄国際物流ハブ

活用推進事業、こちらの成果ということなんですが、
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まず主な事業実績として、県産品搭載割合が50％を

超える航空コンテナスペース確保事業における海外

の輸送量は、平成24年度の238.7トンから年々増加し

まして、コロナウイルス感染症感染拡大により一時

減少傾向となったものの、令和３年度には1382トン

と過去最高となりました。ですので、このコンテナ

スペースを活用した県産品の輸出のほうで、那覇空

港から海外への輸出量がかなり増えたという状況に

なっております。

○上里善清委員 最近円安ということで、円安を逆

手に取ってチャンスと思って、こういった事業を強

化されて輸出することにちょっと力を入れていただ

きたいなというふうに思うんですが、国際線、今再

開し始めてますよね。何か国になったのか、今の状

況をちょっと教えてください。

○前原秀規アジア経済戦略課長 国際線の回復状況

ということでお答えさせていただきます。まず、令

和２年４月から新型コロナウイルス感染症の影響が

ありまして、那覇空港における国際航空便がまず全

便運休となりました。ただ、今年に入りまして国際

便の復便に向けた航空会社の動きがございます。そ

の中で令和４年３月、８月、10月に３回、ヤマト運

輸さんが旅客便の貨物利用によるチャーター便とし

て、チャイナエアラインさんが台北－那覇路線の運

航がなされております。

私ども商工労働部のほうでは貨物便を中心に取り

扱わせていただいておりますので、貨物便を中心に

御説明させていただきますが、この運航については

ヤマト運輸が農林水産省の補助事業を活用しまして、

全国の特産品を海外に輸出する取組の一環で行われ

たものでありまして、県においても那覇空港から海

外への貨物便の復便を促進するため、コンテナスペー

ス確保や地上ハンドリング費用に対する支援を行っ

ております。その後、チャイナエアラインさんは今

月25日から台湾－那覇路線の国際旅客定期便の復便

を決定しておりまして、さらに新聞報道などにより

ますと、その他の航空会社、例えば香港であったり

韓国、そういったところについても、再開も決定し

ていると聞いております。

○上里善清委員 分かりました。

次に行きます。253ページですね。デジタル人材Ｕ

ＩＪターン支援事業というやつですが、この事業の

詳しい内容を教えていただけませんか。

○高宮城邦子企業立地推進課長 デジタル人材ＵＩ

Ｊターン支援事業とは、全国的にも不足しているデ

ジタル人材、いわゆるＩＴ技術者に対する、県内企

業の採用活動を支援するために、沖縄にＵターン、

Ｉターン、Ｊターンを希望するＩＴ技術者と県内の

企業とのマッチングを行うための事業でございます。

○上里善清委員 大変重要な事業だと思うんですが、

マッチングできた人数といいますか、実際に就職に

つながったという実績はどうですか。

○高宮城邦子企業立地推進課長 昨年度はコロナ禍

でオンラインになったんですけれども、マッチング

イベントを５回開催しております。そちらへの来場

者は220名です。面接の件数といたしましては、70件

ほどの応募があったんですけれども、面接に至った

のは50件となっております。そのうち内定が17人と

いうふうに聞いております。

○上里善清委員 県の方針として、稼ぐ力が沖縄の

企業には必要だということですのでね。今のコロナ

禍で企業の内容というのは非常に悪くなっているは

ずですので、こういったことを企業でできるという

状況じゃないと僕は思っているんですよね。だから

どうしても行政の力が必要になってきますので、中

小企業に対してこういった事業、こういったのがあ

りますよということを広報といいますか、伝えてい

るのか。全社にやってほしいんだけどね、中小企業。

この辺の取組として、手を挙げるところだけにし

かやってないのか、あるいは県全体に広報している

のか、その辺どんなですか、広報の仕方は。

○高宮城邦子企業立地推進課長 この事業の対象と

いうのが高度ＩＴ人材になっておりまして、ＩＴ企

業さんを対象にしております。

○大嶺寛情報産業振興課長 今のデジタル人材のＵ

ＩＪターンのほうで、本土とかから技術者を確保す

るという事業、この事業はそういう事業なんですけ

れども、それ以外のところで県内の企業の方たちの

人材を育成するというふうなところで、情報政策課

の事業のほうで一般の方たちを、従業員の皆様を対

象にＤＸ推進基礎セミナーとかそういうふうなもの

をいろいろ開催させていただいて、理解を深める、

機運を醸成していくというふうなことを令和３年度

にやってございまして、その延長と申しましょうか、

令和４年度、今年度からスタートさせていただいて

いますけれども、その中小企業の皆様のＤＸを推進

するような、その中核の人材になる方たちを対象に

養成講座とかを設けたり、あと一般の従業員の方た

ちのデジタルリテラシーというのを上げていこう、

強化していこうということで、そういう事業という

のも強化して今中小企業の皆様をサポートしている

ところでございます。

○上里善清委員 ぜひ中小企業も支援していかなく

ちゃいけないと思うので、広げていってほしいと思
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います。

次は262ページですね。ものづくり生産性向上支援

事業ということで、取りあえずこの事業の執行率の

悪さ、どうしてこれだけの執行率になったのか、

ちょっと説明できますか。

○上原美也子ものづくり振興課長 この事業は、県

内ものづくり産業、ものづくりの生産性向上を図る

ために県内企業の生産技術の開発等支援をする事業

でございます。内容としましては、県内企業にプロ

ジェクトを４件補助したんですけれども、不用額の

主な要因というのが補助金の確定減による執行残と

なっております。

○上里善清委員 ものづくり振興の予算、10項目ぐ

らいあるんですがね。相対的にちょっとお聞きした

いんですが、ものづくりというのは大変重要な施策

ですので、企業支援の課題としてどういうことがあ

りますか。

○松永享商工労働部長 県のものづくり産業の課題

ということなんですが、最終製品をつくる過程で必

要となる基礎技術を提供するサポーティング産業の

裾野を広げていくということが、まず一つあると思

います。

そのため県のほうでは、平成22年に素形材産業振

興施設というものを開設してございまして、令和４年

現在で11社が入居しているという状況でございます。

この入居企業に対しましては、工業技術センターと

連携しながら新技術であるとか新製品の開発、ある

いは人材育成を支援するということで、さらなる充

実を図るため県としては取り組んでいるというとこ

ろでございます。

○上里善清委員 その中で意見として、県の支援の

状況を見ると３年、長くて５年ぐらいで打ち切られ

るということがあるということで、せっかくやる気

になって取り組んでいるのに、途中で切られてしまっ

たら気が失せてなかなか前進できないという意見が

あるんですよ。この辺を継続的に支援するというこ

とを強く要望されたわけですよね。

その辺について、スパンとして５年なのか、10年

ぐらいは見てあげたほうが私はいいと思うんですよ。

その辺の考えはどんなですか。

○松永享商工労働部長 委員おっしゃるように、や

はり継続的にその入居企業さんを支援していくとい

うのは重要なことだと考えますので、工業技術セン

ターとも連携しながら、引き続き県としても製品開

発であるとか人材育成、ある程度の期間が必要にな

ると思いますので、そこを継続的に支援していきた

いというふうに考えております。

○上里善清委員 274ページですね。これもちょっと

執行率が悪いので、その理由をちょっとお聞かせく

ださい。

○小渡悟中小企業支援課長 小規模事業者等ＩＴ導

入支援事業のまず事業内容から御説明いたします。

本事業は、県内の小規模事業者等の労働生産性を

向上させることを目的といたしまして、専門家派遣

及び補助金の交付を行い、会計ソフトをはじめとし

たＩＴツールの導入から定着までを一体的に支援す

る事業となっております。

執行率が低い主な理由についてですが、令和３年

度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、業務

改善に資するＩＴツールへの投資よりも事業継続の

ための取組を優先する事業者が多かったことが、執

行率が約78.4％となった要因の一つであると考えて

おります。

このような状況を踏まえ、今年度はより事業者が

利用しやすいよう、補助率を２分の１から４分の３に

引き上げるなど、スキームを変更して負担軽減を図っ

ているほか、商工会とも連携した周知を展開するな

どして事業の利用促進に努めているところです。

以上です。

○上里善清委員 先ほどの事業とちょっと似通って

いるので、これは大変重要な事業ですので完全に執

行していただきますようよろしくお願いします。

次、275ページです。事業承継等への支援ですね。

補助件数が18件あったという実績になっているんで

すが、最近新聞でもよく見るんですが、黒字解散と

いうのをよく耳にするんですよ。せっかく軌道に乗っ

ていい会社になっているのに、後継者がいなくて、

もう全部解散してしまおうという話もあるわけです

よね。この黒字解散、把握しているかどうかですね、

どんなでしょうか。

○小渡悟中小企業支援課長 休廃業、解散企業の動

向ということで、民間の調査機関が発表している数

字にはなるんですが、まず2017年は298件になってお

りまして、そのうち直前期の決算が判明した企業の

損益別につきましては、黒字が53.1％となっており

ます。また、2018年度においては375件のうち黒字と

なっている企業が51.9％、2019年度は370件のうち

54.3％が黒字になっております。また、2020年には

384件、そのうち61.8％が黒字の廃業となっておりま

して、2021年、これが直近の数字になるんですが、

351件になりまして、こちらは初めて赤字のほうが逆

転しておりまして、黒字の企業としては49％という

ふうになっております。

○上里善清委員 沖縄の経済にとってこれは大変マ
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イナスじゃないかと私は思うんですよ。Ｍ＆Ａを提

案するという手もあるので、同類的な企業に提案す

るとか、そういったアドバイスというのはされてお

りますか。

○小渡悟中小企業支援課長 県としては、事業承継

に関して事業を２本立てておりました。また、国の

ほうとも連携して―事業承継については３つの形

があると言われておりまして、まずＭ＆Ａ、あと親

族内承継、あと事業者の中での職員に引き継ぐ承継、

主にこの３つの形が事業承継の形になるんですが、

そのうちＭ＆Ａと親族承継等も含めまして、その３つ

の形態については国と連携して事業等の取組を進め

ているところでございます。

我々としても今御質問のありました事業の中で、

Ｍ＆Ａを実行するに当たって実際にかかる経費につ

いて補助をすることで促進していくというふうな取

組を行っているところです。

以上です。

○上里善清委員 沖縄経済にとってマイナスな話で

すので、ぜひこの辺は強化して、後継ぎがもしいな

かったら今さっき言った話のように従業員の方から

選ぶとか、あるいはどこかいないかということも重

要になると思いますので、強化していただきたいな

というふうに思っております。

278ページ、再生エネルギー導入拡大促進事業です。

この事業は、今県が進めているエネルギー脱炭素

を目指すということで、大変重要な取組ではあるん

ですが、ハワイの再生エネルギーの状況といいます

か、今ハワイはどうなっていますか。

○比嘉淳産業政策課長 ハワイがどのような現状に

なっているかというのと、それからどのようなとこ

ろを参考にしているかというのを御説明したいと思

います。

まず最初に参考にしているところなんですが、沖

縄とハワイ、同じ亜熱帯性気候の島嶼地域でありま

す。その中で、同じように持続可能な脱炭素社会の

実現に向けて、共通な目的を持って取り組んでいる

最中です。また、化石燃料への依存、それから燃料

費、輸送費に伴う電力の高コストの構造なども共通

の課題と思っております。

こうした背景を踏まえて、県では平成22年から引

き続くハワイ州とのクリーンエネルギーに関する協

力覚書、それを締結して、昨年さらに更新して、ワー

クショップの取組を通じてクリーンエネルギーに関

する取組、意見交換を行っている最中です。

本県の再エネ導入拡大に向けて、ハワイ州政府が

行う補助や、それから税の控除等の施策、それから

大容量の蓄電池を併設したメガソーラーの取組など

についても情報収集を行いながら、県内の事業者と

県、それからハワイ州と定期的に意見交換を行って

いる最中であります。

その中でハワイの現状としまして、やはり太陽光

パネル、メガソーラーを入れた太陽光パネル、それ

から蓄電池、電気自動車の購入に対しては、州がこ

れを購入した人たちに対して税控除を行っていると。

また、電気料金の一部については上乗せをする代わ

りに、省エネ機器についての補助を事業者なり一般

の方々にやっているということ。また、この民間事

業者の大容量蓄電池なんですが、メガソーラーに併

設したものも州政府が行っているということで、ハ

ワイにおいては発電事業者が供給する電力、再エネ

比率は法令でも定められているということ。それか

ら州独自の電気料金の上乗せや税収が財源も確保し

ていること。そして、陸地面積でいうと沖縄と約７倍

も差があるということも前提にしながら、沖縄と異

なる点も考慮に入れながら、我々県としては積極的

にハワイの事例を参考にしながら、研究それから意

見交換を含めて進めているとこであります。

以上です。

○上里善清委員 私たち経労も来月ハワイ視察に行

くので、どんなことに取り組んでいるかちょっと見

てきたいと思いますので、参考になることは提言し

たいと思いますから、よろしくお願いします。

最後になります。287ページですね。正規雇用化サ

ポート・企業応援事業ですが、沖縄の非正規雇用の

年代別の割合といいますか、パーセンテージが分か

るのであればちょっとお聞かせください。

○金城睦也雇用政策課長 令和３年労働力調査によ

りますと、非正規雇用者数23万5000人のうち、最も

割合が高い年代は15歳から29歳の若年者及び60歳以

上の高齢者で、共に22.6％となっており、次いで40歳

から49歳の19.1％となっております。

以上です。

○上里善清委員 ありがとうございます。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

午後０時３分休憩

午後１時20分再開

○大浜一郎委員長 再開いたします。

玉城武光委員。

○玉城武光委員 よろしくお願いします。成果表の

ページを追って通知いたします。233ページ、ぼくた

ちわたしたちが応援！県産お菓子の魅力発信事業に

ついて、どういう評価が出ておりますか。

○上原美也子ものづくり振興課長 この事業は、新
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型コロナウイルスの影響によりまして売上げ減少な

どの大きな影響を受けた県産菓子を、学校給食です

とか子ども食堂などに提供することを通じて、県産

菓子の消費を喚起し、域内経済循環の促進を図った

事業でございました。

令和３年６月から令和４年２月まで、学校給食で

約84万食、あと子ども食堂などで約3200万円分の県

産のお菓子を提供して、約１億円の需要を創出する

ことができました。そのことで県内の食品加工製造

業を支援し、域内経済の循環の促進が図られたと考

えております。

○玉城武光委員 いろいろなところ、学校給食とか

ほかのところにやって、そういうところからはどう

いう評価が出ておりますか。

○上原美也子ものづくり振興課長 学校のほうから

は、県産のお菓子というのはお土産品という印象が

あって、その存在を知らなかったということもあっ

たということと、あとは児童生徒の中で県産のお菓

子を食べたことがないという数が一定数いて、県産

のお菓子を給食で提供することによって、また食べ

てみたいとの意見があったということで回答が寄せ

られております。

○玉城武光委員 次に234ページ、沖縄県雇用継続助

成事業。執行率が57.6％という説明なんですが、そ

の執行率についての説明をお願いします。

○金城睦也雇用政策課長 本事業に係る令和３年度

予算につきましては、前年度、令和２年度からの繰

越予算、当初予算に加え、６月議会において5319万

2000円の補正予算を措置したところです。これは国

の雇用調整助成金が、令和３年５月以降に、中小企

業における解雇なしの場合の助成率がこれまでの

10分の10から10分の９に引き下げられることとなっ

たため、県への上乗せ申請が大きく増えることが予

想されたことから、補正を行ったものであります。

ただしかしながら、中小企業の助成率の引下げと

同時に開始した、助成率が最大10分の10となる地域

特例、これは緊急事態宣言等の対象区域で、県知事

の要請を受けて営業時間の短縮等に協力した事業主

に対する特例になりますが、この地域特例が予想よ

り緊急事態宣言等の期間が長くなったため、この特

例を活用する事業主が多く、県の上乗せの必要がな

くなって想定したほど申請件数は増えなかった状況

がありました。

こうした状況で、令和３年度は年度当初から９月

半ばまでまん延防止措置や緊急事態宣言が出された

後、秋から年末にかけては経済活動の再開が見られ

たものの、さらに年明けにはオミクロン株が流行す

るなど、コロナ感染の拡大の影響に伴う申請件数を

見込むことが非常に難しい状況でありました。結果

として想定ほど申請件数は増えなかったため、執行

率が57.6％となっております。

○玉城武光委員 今の説明では、申請者が少なくなっ

たということでの執行率の低さということですか。

○金城睦也雇用政策課長 この特例によって、国の

ほうで10分の10ですので、国のほうでもう完結して

県の上乗せの必要がなくなったということでありま

す。

○玉城武光委員 この説明で、沖縄県独自の上乗せ

助成件数が2397件、助成額が３億6740万8000円と。

ここの課題として、助成金の延長については国の動

向や県内の雇用情勢を確認しながら慎重に行う必要

があると説明されているんですが、要するに慎重に

行うということはどういうことなんですか。

○金城睦也雇用政策課長 今、県がやっている上乗

せ助成の申請受付が９月末までということで、その

後の延長についてなんですが、今現在、県内の雇用

情勢は改善されつつあり、８月の県内有効求人倍率

は1.04倍と２か月連続で１倍を超えておりますが、

依然としてコロナ禍前の水準までは回復しておりま

せん。一方で、国は雇用調整助成金について11月ま

での延長を発表しております。

本県が実施する雇用継続助成金は、先ほども申し

ましたように９月休業分までとなっておりますので、

10月分以降の延長についてもこれらの状況も踏まえ、

慎重に庁内で調整を続けているところであります。

以上です。

○玉城武光委員 分かりました。

次に、241ページの沖縄国際物流ハブ活用推進事業

の決算額の増額の要因をお聞かせください。

○前原秀規アジア経済戦略課長 沖縄国際物流ハブ

活用推進事業の決算額の増額、こちらの要因は、県

産品輸出事業者などに提供する航空機のコンテナス

ペース、こちらを確保する費用を年度途中に増額し

たことが要因となっております。

○玉城武光委員 要するに、決算の増額はこの取組

が増えたということですか。

○前原秀規アジア経済戦略課長 この沖縄国際物流

ハブ活用推進事業のほうでは、航空機のコンテナス

ペースを確保する事業を行っておりますが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による海外での巣籠もり

需要により、海外における飲食店、小売店などで県

産品を含む国産品の需要が高まったこと、こちらか

ら県産品等の輸出に向けコンテナスペースを確保す

る必要性が生じたことで、増額を実施しております。
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○玉城武光委員 分かりました。

次に243ページ、国際物流関連ビジネスモデル創出

事業なんですが、この課題の中で、海外向け取扱貨

物量拡大を図るためベースカーゴとなる貨物創出に

向けた取組を行う必要があるというんですが、ベー

スカーゴになる貨物とはどういうものですか。

○前原秀規アジア経済戦略課長 海外向け貨物量の

拡大に向けては、一定量の輸送が見込め、航路の維

持につながる、そのようなベースカーゴの創出が重

要であると考えております。

○玉城武光委員 私が聞いているのは、ベースカー

ゴとなるというのはどういうことなんですかと。ベー

スになるものはどの貨物なんですかということ。

○前原秀規アジア経済戦略課長 失礼いたしました。

沖縄県内には、約１万台余りのパワーショベル等の

中古建設機械がございます。このような中古建設機

械、こちらは海外向けのベースカーゴとして有効な

貨物になるものと考えております。

以上となります。

○玉城武光委員 今聞いて分かりました。パワーショ

ベルがベースカーゴになるということですね。

次に245ページ、ＩＴイノベーション導入に向けた

調査分析ですが、この効果的な施策とはどういうこ

とでしょうか。

○大嶺寛情報産業振興課長 このイノベーション創

出に向けては、引き続き県内の企業、そういったと

ころのサポートはしていくんですけれども、この沖

縄において高度な技術を実証研究するような本土企

業、そういう企業も呼び込んできて、そういう企業

と一緒にイノベーションを起こすような、そういう

ふうな環境に取り組んでいくこととしておりまして、

例えば市町村と連携しまして自動運転とかドローン

とかというような先端的な技術を取り扱っているよ

うな企業、そういうふうな企業が実証できるような

フィールド、そういう場所を確保して提供して、地

元の企業あるいはＩＳＣＯ様と一緒に、この関係機

関も含めてイノベーションを創出していくと。そう

いったものをサポートしていく、そのように考えて

います。

○玉城武光委員 今現在そういう形で進められてき

たということですね。

○大嶺寛情報産業振興課長 今後はこのように進め

ていきたいということでございます。

○玉城武光委員 分かりました。

254ページです。稼ぐ力創出のためのマーケティン

グ強化推進事業。ここの中で課題として、沖縄県所

得向上応援企業認証制度を効果的に実施するためと

いうんですが、この認証企業のメリット拡充に取り

組むことが必要となっているというんですが、この

認証を受けているのは何社ですか、令和３年度末で。

○本永哲マーケティング戦略推進課長 沖縄県所得

向上応援企業認証制度は、令和４年１月に知事に手

交された稼ぐ力に関する万国津梁会議の提言等に基

づき、今年度４月に創設したものであります。令和

４年７月に第１回となる認証式を行い、運輸業や建

設業、製造業、情報通信業、宿泊業等、幅広い業種

の企業16社を認証しております。

○玉城武光委員 今の説明は16社ということですが、

今後それを増やすということも考えていらっしゃい

ますか。

○本永哲マーケティング戦略推進課長 今年度２回

目の募集を９月21日から10月28日まで行っており、

現時点では申請はございませんが、５社程度から問

合せをいただいております。

○玉城武光委員 増えていくということですね、認

証は。

○本永哲マーケティング戦略推進課長 増やしてい

こうと考えております。

○玉城武光委員 頑張ってください。

259ページ、国際物流拠点産業集積地域賃貸工場整

備事業の中で、分譲地の購入が進んでいるから、賃

貸工場の整備はちょっと検討が必要だということを

先ほど西銘委員のときに説明していたんですが、そ

したら今後この賃貸工場の整備は、これまでと変わっ

て縮小するということなのか。

○高宮城邦子企業立地推進課長 先ほども申し上げ

ましたが、賃貸工場は企業の初期投資の軽減ですと

か早期創業を支援する目的で、平成11年度から導入

した制度でございます。

このところ、これまでの企業誘致の取組の結果、

賃貸工場への入居者の増加に合わせるような形で分

譲地の立地というのも急激に進んでおりまして、令

和４年９月末時点の内定を含む分譲貸付けの利用率

というのは96.7％になっております。そのため現時

点では、新たな賃貸工場の整備計画の検討というの

は行っていないというところでございます。

以上です。

○玉城武光委員 分かりました。

次に、261ページの産学官連携製品開発支援事業。

新しいプロジェクトを公募して４件採択したという

ことがあるんですが、その採択した４件を教えてく

ださい。

○上原美也子ものづくり振興課長 この事業は、県

内企業を中心として、産学官連携による地域資源を
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活用した製品の開発に対して開発費の助成を行う事

業なんですけれども、今年度は４件採択をいたしま

した。

１つ目が黒糖を使用したがラム酒ですとか、あと

は県産バニラビーンズの開発、あとは泡盛の蒸留か

すを原料とする機能性飲料、あとは従来は廃棄され

ていた廃材を炭に変換する装置の開発、その４件に

対して補助を行いました。

○玉城武光委員 補助をして、この事業が順調に進

んでいるということで理解してよろしいですか。

○上原美也子ものづくり振興課長 例えば県産のラ

ム酒につきましては、県内８島―８つの島の黒糖

を使ったラム酒の開発、研究を行ったんですけれど

も、一部は既に販売済みということになっておりま

す。

○玉城武光委員 ぜひ強力に支援してくださいね。

次に263ページ、この企業間のマッチング、紹介が

69件、成立が14件という報告なんですが、この実施

状況を伺います。

○上原美也子ものづくり振興課長 この事業は企業

間のマッチングの取組として、県外外注で調達して

いたものを県内の製造事業者で受注できるように取

り持っています。

今年度は69件のマッチングに対して、14件の成約

に結びつけることができました。例えばミントタブ

レットの製造委託ですとか、そういったところが成

約事例として挙がっています。14件の成約ではある

んですけれども、そのうち37件は引き続き折衝中と

いうことになっております。

○玉城武光委員 37件を引き続きマッチングしてい

るということですね。

○上原美也子ものづくり振興課長 マッチングに向

けてフォローしているというところです。

○玉城武光委員 分かりました。

次に264ページ、新産業事業化促進事業ということ

があるんですが、このベンチャー企業名の説明をお

願いします。

○比嘉淳産業政策課長 本事業は、ＩＴやバイオ分

野のベンチャー企業に対する研究開発の補助、もし

くは新規性の高いビジネスモデルの事業化に要する

費用を支援しております。その中で令和３年度は６企

業に対して支援を行っております。

例えば、ＩＴ関係２社でいえば、ＬｉＬｚ株式会

社というところはＡＩの人流カウンティングシステ

ムの開発であったりとか、セキュアイノベーション

という会社は中小企業向けのサイバーセキュリテ

ィーの演習ツールをつくったりとか、それからバイ

オ関係４社であれば、株式会社カタリスト琉球とい

うのは機能性表示食品の新規開発の手法の構築、そ

れから阪神化成工業であれば細胞培養の効率化によ

る研究開発、そして株式会社沖縄テレビ開発では沖

縄在来のヤマイモ、トゲドコロの機能性食品の開発

であったり、最後にワールド・リンク株式会社では

持続可能なサステナブルプラスチックの開発と普及

というようなことで、このような会社に支援してお

ります。

○玉城武光委員 いろいろなベンチャー企業が出て

きているということですが、なかなか私たちに伝わ

らないですね、今、言ったものがね。そういうとこ

ろはぜひＰＲしてやっていただきたいんですが。

○比嘉淳産業政策課長 成果については、ウェブで

あったり、それからこのような冊子も作っておりま

すので、できる限り皆さんのところに手の届くよう

な形でＰＲもしていきたいと思います。

以上です。

○玉城武光委員 次に272ページ、中小企業基盤強化

プロジェクト推進事業について、事業内容とその効

果についてお伺いします。

○本永哲マーケティング戦略推進課長 中小企業者

が自ら抱える課題解決のためのプロジェクトを提案

してもらい、有望なプロジェクトを採択しますが、

その内容は新商品開発、販路開拓、業務効率化、プ

ロモーション等、多様なものとなっております。採

択されたプロジェクトに対し一部費用補助を行うと

ともに、その効果的な実施のため中小企業診断士に

よるコンサルティングや効果的な実施方法のアドバ

イス等、ハンズオン支援を行っております。

効果といたしましては、令和３年度は26件のプロ

ジェクトを支援した結果、販売増加見込額が9350万

円、新規雇用者数が15人増加となっております。

以上です。

○玉城武光委員 販売の増加が9350万円、その関連

の新規雇用者が15人増えたということで、非常に成

果が出ているということですね。頑張ってください

ね。

それから276ページ、県単融資事業。この事業内容

と事業効果、ちょっとお伺いいたします。

○小渡悟中小企業支援課長 県単融資事業について、

事業内容と事業効果についてお答えいたします。

まず、事業内容につきましては、県単融資事業は

県内中小企業の事業活動に必要な資金供給の円滑化

を図り、経営の安定に資することを目的とした融資

制度であります。信用力に乏しい中小企業の信用力

補完のため、沖縄県信用保証協会の保証をつけ、金
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融機関からの融資の円滑化を図るとともに、金融機

関との協調融資による金利の低減や保証協会への保

証料補助による保証料率の低減により、事業者負担

の軽減を図っているところです。

事業効果といたしましては、県内中小企業の資金

繰りの円滑化によって、事業の継続につながってい

るものと考えており、コロナ禍にあっては、新型コ

ロナウイルス感染症関連融資の実施等により倒産件

数の抑制にも一定の効果をもたらしたものと考えて

おります。

以上です。

○玉城武光委員 県単融資、需要も伸びてきている

ということですよね。そこの課題の中に制度改正を

行い続けるということが必要だと書かれているんで

すが、この制度改正、どういうことなんですか。

○小渡悟中小企業支援課長 当該事業は、県内中小

企業の事業活動に必要な資金供給の円滑化を図って、

経営の安定に資することを目的とした事業になって

おります。そのため、例えばその時期時期によって、

設備投資が旺盛な時期においては設備投資に活用で

きる融資メニューの融資枠を大きくするであります

とか、例えば令和２年度の長期化したコロナの状況

でお話しいたしますと、売上げ減とか大きな影響を

受けている事業者にあってはゼロゼロ融資というふ

うなものの融資を実施しておりまして、利子ゼロ、

保証料ゼロ、据置き期間５年といった資金供給の円

滑化を図って、事業の継続が図られるようなメニュー

等を創設しております。そういった事業のニーズ、

社会情勢、経済情勢に合わせたニーズをつくってい

くことで資金供給の円滑化につなげ、経営の安定に

資することが重要だというふうに考えております。

以上です。

○玉城武光委員 分かりました。それぞれその時々

のニーズに合わせて制度改正がなされてきたと。今

後もそういうふうにやるということですね。

○小渡悟中小企業支援課長 そのように考えており

ます。

○玉城武光委員 次に280ページ、パーソナル・サ

ポート事業についての事業内容と事業効果について

伺います。

○金城睦也雇用政策課長 まず事業内容ですが、本

事業は長期未就労、コミュニケーション難などの困

難に直面し、本人の力だけでは就職に関する支援策

を的確に活用して自立することが難しい求職者に対

し、専門の相談員が個別的かつ継続的に関わり、相

談者の就労につなげることを目的に就職支援等を実

施しております。

効果としましては、就職困難者等への就労支援に

よる雇用機会の確保や、ハローワーク、各種相談機

関等と連携しながら、生活から就職まで一体となっ

た支援による就職困難者等の生活の安定などにつな

がっております。

○玉城武光委員 次に287ページ、正規雇用化サポー

ト・企業応援事業、その事業内容と事業効果につい

て伺います。

○金城睦也雇用政策課長 事業内容につきましては、

本事業は全国に比べて高い非正規雇用割合の改善を

図るため、従業員の正社員転換や正社員雇用を検討

している企業に対し、中小企業診断士などの専門家

派遣や、従業員の研修に係る交通費及び宿泊費の一

部助成等を行うことで、正規雇用化を促進するもの

であります。

効果としましては、本事業を開始しました平成26年

度から令和３年度までで支援企業数300社、873人の

正規雇用につながっております。

○玉城武光委員 もう時間がないですから、最後に

291ページ、高齢者雇用対策事業、その事業内容と事

業効果を伺います。

○金城睦也雇用政策課長 本事業は、高齢者の就業

機会の拡大を目的とし、県内のシルバー事業の安定

的な運営を図るため、沖縄県シルバー人材センター

連合及び新設のシルバー人材センターに対する運営

費等の補助や、シルバー人材センター未設置市町村

への設置促進を行っております。

事業効果としましては、定年退職者等の高年齢者

に対し、地域に密着した臨時的・短期的な仕事を提

供し、生きがいの充実や社会参加の促進が図られる

ことなどがあります。

以上です。

○大浜一郎委員長 仲村未央委員。

○仲村未央委員 287ページ、今の正規雇用化のとこ

ろですけれども、本県の非正規雇用の割合ですね、

全国と比べて高く、さらなる正規雇用拡大の必要が

ありというふうになっているんですが、実際、今の

非正規の割合というものの全国比、沖縄県の状況と

いうのはいかがでしょうか。

○金城睦也雇用政策課長 令和３年の労働力調査に

よりますと、沖縄県の非正規雇用における男女の割

合は、男性が32.9％、女性が67.1％となっておりま

す。また、全国の非正規雇用における男女の割合は、

男性が31.6％、女性が68.4％となっております。

以上です。

○仲村未央委員 今、男女比で答えていただいたん

ですが、全体でも出ますか。正規、非正規の割合。
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○金城睦也雇用政策課長 同じく令和３年の労働力

調査によりますと、正規雇用の割合が61.3％、非正

規割合が38.7％となっております。

○仲村未央委員 全体で非正規38.7％ということで

すけれども、これは改善傾向ですか、停滞している

んですか。

○金城睦也雇用政策課長 本県の非正規雇用割合は

平成28年以降減少傾向にあり、令和３年は最も高かっ

た平成27年度と比較すると3.3ポイント改善されてお

ります。

○仲村未央委員 今、示していただいている事業、

非常に大事だと思うんですよね。今実績でこのペー

ジにあるように正規雇用化108名ということですけれ

ども、例えば前県政１期４年としたときに、どれぐ

らいの正規雇用化というのが成し遂げられたのかで

すね。あと、これだけじゃないんじゃないですか、

正規雇用を進める事業というのは。今皆さんの主要

の中ではこれが出ているんだけれども、何かどうも

載っていないのもあるのではないかと思うんですね。

それも含めて正規雇用化というのがどれぐらい進ん

だのか、４年間の実績を示していただきたいと思い

ます。

○金城睦也雇用政策課長 今回、この重点施策の中

に記載されているもの以外に、県単のほうで正社員

雇用拡大助成金事業というのもありまして、ここに

書かれている２事業を含めて３事業ありますけど、

この正規雇用化拡大関連事業の実施によって平成

30年度は支援企業数が55社、正規雇用につながった

者が146人、令和元年度は84社176人、令和２年度は

73社134人、令和３年度は77社155人となっており、

平成30年度から令和３年度までの４年間で合計で支

援企業数289社、611人の正規雇用につながっており

ます。

○仲村未央委員 289社611人ということで、トータ

ルでそのようになっているようですけれども、これ

は例えば支援した業者とか、正規雇用化につなげた

611人の産業別というのは出ますか。例えば製造業で

何名とか、飲食、宿泊で何名とかですね。どの分野

でその正規雇用が進んだのかというのが要は知りた

いわけですね、業種、産業別で。

○金城睦也雇用政策課長 これら正規雇用化関連事

業の正規化につながった人数611人のうち、最も多い

のが医療福祉のほうで115人、次いで卸売業、小売業

で85人、次いで情報通信業81人となっております。

○仲村未央委員 医療福祉関係の分野、卸、情報と

いうところで、ほぼほぼその正規化の産業別で分け

ていけるような状況ということは、その分野では正

規化に対するニーズというのが非常に高いのかなと

いう感じはしますね。

先ほど西銘委員からもあったんですけれども、やっ

ぱり主要施策の中でこの正規化の課題というのは、

県民所得の向上という全体の目標にも直結するよう

な非常に大事な取組だと思うんですね。載っていな

い事業もあれば、また今のような成果も本当はもう

ちょっと分かりやすく表記ができるのではないかと

いう感じもしますので、そこはぜひ決算ですので、

示し方というのはもう少し全体が見通せるような形

で表記をいただけると、非常に決算らしいお互いの

議論になるのかなという感じがしますので、そこの

工夫をぜひしていただきたいなと思います。

それから、先ほど冒頭に非正規の中の男女の割合

を答弁をしていただきました。男性が32.9で女性が

67.1でしたっけ。ということは、やっぱり２倍強、

女性のほうに非正規があるということが、非常にそ

の数字からもはっきりするわけですね。

次の事業、質問したいと思います。237ページをお

願いできますか。まず、ちょっと一つ事業名で前々

から意見を申し上げていたのですけれども、女性の

おしごと応援事業というその事業名が、非常にジェ

ンダーバイアスを感じるというか、恐らく男性のお

しごととは言わないだろうし、平仮名表記でおしご

ととやることの、何ていうのかな、非常に仕事とい

うのを副次的に女性の場合捉えられているのかなと

いうような印象を持つものですから、まず、この事

業名については見直したほうがいいんじゃないです

かということをこの間も指摘をしたんですけれども、

これは変わったと聞いているんですが、いかがです

か。

○安座間孝之労働政策課長 令和４年度はこちらの

事業、働く女性応援事業という名称で引き続き実施

しております。

○仲村未央委員 そのように説明がありましたので、

やっぱりちょっと表記に違和感があるなということ

でこの間も指摘をしてきました。

事業については、その内容は継続はされていると

思うんですけれども、ここは特に女性のキャリアアッ

プとか、まさに正規化も含めて捉えて促していこう

という取組だと思うんですけれども、事業内容を少

し詳しく説明いただけますか。

○安座間孝之労働政策課長 女性のおしごと応援事

業では、沖縄県女性就業・労働相談センターにおい

て、働きたい女性、働いている女性から仕事に関す

る相談を受けております。それともう一つ、女性も

働きやすい環境づくりに取り組む企業を支援するた
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め、社会保険労務士等の専門家派遣を行っておりま

す。

○仲村未央委員 多分女性が働き続けるとか、キャ

リアアップについて相談を個々にしていくとなると、

例えば育児との両立とか介護も含めて主に担ってい

る方が多いとか、いろんな形でそのキャリアが中断

されがちだということになると、やっぱりなかなか

キャリアアップにつながらないということがあって

の悩みだと思うんですよね。

そこで社労士を入れて、その企業ごとに相談を受

けて対応していくということの中で、手応えという

か、会社の例えば取組を促すとか、就労の環境の改

善を具体的に図るとか、あるいは雇用契約そのもの

の見直しに入るとか、こういった取組が具体的にさ

れるのかなというふうに思うんですけれども、そこ

ら辺の効果というのはどういう形ですか。

ごめんなさい、ちょっと質問を補足しますと、あ

くまでこれは相談事業という形になっていて、受講

するというスタイルなんですけど、受講して終わり

だったらなかなか現場の改善にはつながらないと思

うんですけど、今皆さんの説明だと社労士を入れて

取組をするというわけですから、もっと具体的なア

プローチとかアフターケアとかですね。受講しただ

けじゃなくて次の取組につながって、具体的に女性

のキャリアアップということを図っているというふ

うに私は理解しているんですけど、どういう効果を

実際には皆さん、実績として持っていますか。

○安座間孝之労働政策課長 専門家派遣を行った事

業者へ定着リストの調査は行っておりませんが、派

遣後に事業者向け講座に参加した事業者への聞き取

りをしたところ、労働環境の改善に主体的に考える

ようになり、ＰＤＣＡサイクルを実行する仕組みが

できたとか、労働関連法令の改正があった場合、就

業規則へ反映されていないなどがあれば社会保険労

務士へ相談するようになったという効果があったと

聞いております。

○仲村未央委員 今、定着の調査は入れていないと

いうことですけど、できれば、この受講したところ

が現にどう変化があって、具体的に就業の改善がど

のように図られたということのフォローまで、アフ

ターまでしっかり入れて次は見てほしいなという感

じがします。

今、皆さんの事業内容のところには開催数とか受

講者数というのはあるんですけど、単年度の評価が

出ているんですが、これも継続事業ですので、先ほ

どのように全体を見通してのこれまでの数字という

のは出ますか。どれぐらいの受講があって、どれぐ

らいこの会社が利用したとかというのが。

○安座間孝之労働政策課長 平成27年度から令和

３年度、７年間の業種別の派遣企業数ですが、医療

・福祉が12社、卸売業・小売業が10社、情報通信業

が９社、宿泊業・飲食サービス業と建設業がそれぞ

れ６社等となっております。合計で61社となってお

ります。

○仲村未央委員 部長にもぜひお聞きしたいなと

思っているんですけど、県民所得を上げるというこ

とと、先ほども申し上げたようにやっぱり正規に上

げていくというのは非常に直結する課題として大き

な取組かなというふうに思っているんですね。

統計課のほうに沖縄の全就業者の所得300万円未満

というものを調べてもらったんですけど、そうする

と所得300万円未満でいらっしゃる方が全体の68.9％

と。その中でも４分の１に当たる方が正規社員なん

です。正規でも要は300万未満なんですよ。男性でも

26.8、女性はもちろん非正規が多いので、女性の

51.4、半分は300万未満で働いているということも

あって、全体では―ごめんなさい、私の言い方が

まずかったですね。男性で300万未満が59.5、女性が

80.2なんですね。

さっきの業種別に見たときには、卸とか情報とか

医療、福祉とありましたけど、やっぱり一番底上げ

をしたいサービス業、特にホテルとか飲食のあたり

が一番の低賃金と言われている場所なので、そこへ

のアプローチ、この受講を促したり、それから正規

化の取組ですね。やっぱりそこを集中しないと、こ

こにこそ低賃金が集中しているということがあるの

で、そこの活用がないなというのは先ほどの業種別

でもやっぱり見えるので、すみません、もう時間過

ぎていますけど、そこはぜひ取組を強化してアプロー

チしていただきたいなと思いますが、何か見解があ

ればお尋ねして終わります。

○松永享商工労働部長 ありがとうございます。仲

村委員のほうから正規雇用、非正規雇用の話、課題

あるいは御意見、御質問、あと女性の就業に関する

御意見、御質問をいただきました。やはり委員おっ

しゃるように、県民の雇用を安定させるという観点

からは、やはり正規雇用化の促進というものは重要

であるというふうに考えてございます。

その中で、先ほど課長のほうからありましたよう

に、本県の正規雇用者の割合というのは上昇傾向で

はございますが、やはりまだ全国と比べるとまだ低

い状況にございます。という意味では、正規雇用の

拡大に今後も取り組んでいかないといけないという

ふうに思っております。あと女性に関して言います
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と、社会の活力を維持しながら、あと持続的な成長

を実現していくという意味では、やはり多様な労働

力の確保をするということからも生産性の向上が重

要であるという中で、やはり女性の労働参加を促進

するというのはやはり不可欠だというふうに考えて、

我々は取り組んでいるというところです。

先ほどありましたようにいろいろな様々な取組を

我々やってございまして、例えば具体的に言います

と、正社員転換であるとか正社員雇用を検討してい

る企業に対して専門家を派遣する事業でありますと

か、あるいは正社員転換した企業に対しては、研修

に係る宿泊費であるとか交通費の一部を助成するよ

うな事業、また、新卒を除く35歳未満の若年者を正

社員として雇用しながら、定着につなげるというと

ころには助成金を支給したりというのはこれまで

やってきた事業でございます。

あと今年度、令和４年度からの新たな取組としま

しては、正社員人材の確保等に課題を抱える企業に

関しましても専門家を派遣していくというような事

業を今年度から始めていたりとか、あと支援企業と

か求職者の合同就職説明会をやったりというような

事業もやってございます。

この辺をやりながら、やはり正規雇用の拡大とい

うのは取り組んでいこうと思っていますので、さら

なる正規雇用の拡大に向けて引き続き取り組んでい

きたいというふうに考えてございます。

以上です。

○大浜一郎委員長 次呂久成崇委員。

○次呂久成崇委員 よろしくお願いいたします。こ

れまで各委員のほうから質疑があったので、重複す

る部分に関しては私のほうからはしないで、なるべ

くなかったものからやっていきたいなと思います。

主要施策の成果に関する報告書の234ページです。

雇用助成金ですね。こちらのほうでちょっと幾つか

確認をさせていただきたいと思います。

まず事業効果についてなんですけれども、令和３年

度、平均が県内３％に抑えられたということで、こ

の事業の目標というのが当初はどれぐらいというふ

うに見込んでいたのか。これを３％に抑えられたと

いうのは、予想をちょっと上回ってというか、効果

的だったのかなというふうに私は受け止めたもんで

すから、まずは当初の予定というか、目標はどうだっ

たのかというのをお聞きしたいと思います。

○金城睦也雇用政策課長 沖縄県雇用継続助成金は、

事業主の負担軽減を図り雇用の維持につなげること

を目的に、国の雇用調整助成金の交付を受けた県内

の事業主を対象に休業手当の一定の割合を上乗せ助

成するもので、令和２年７月から開始しておりまし

て、上乗せ助成なので目標というのは立ててはおり

ません。

○次呂久成崇委員 この失業率、何パーセントにと

かという目標もないということなんでしょうか。

○金城睦也雇用政策課長 県内の完全失業率ですが、

平成22年度までで7.6％と高い完全失業率であったん

ですが、これが年々完全失業率の改善が進んで、コ

ロナ前の数字としましては令和元年が2.7％というと

ころでありました。

コロナ禍においては、この雇用調整助成金、県の

上乗せ助成の効果によって令和２年度は3.3％、令和

３年度は3.7％というところであります。コロナ以前

の平成29年は3.8％、平成30年度3.4％ということを

考えますと、大分こういう助成金、上乗せ助成の効

果があったものと考えております。

以上です。

○次呂久成崇委員 ありがとうございます。

私も数字を見て、やはりこの事業の効果というの

はしっかり取り組んできた成果があったんじゃない

かなというふうに思います。

この成果とまたちょっと別に、執行率のほうは逆

に57.6％というところで、執行率だけで見ると少し

低いのかなというふうに思うんですけれども、この

要因とかというのはあるんでしょう。

○金城睦也雇用政策課長 先ほど玉城委員のほうに

も御説明させていただいたんですけど、昨年、年度

途中に国のほうで制度の見直しがありまして、中小

企業の助成率の引下げというのと同時に開始しまし

た助成率が、これまで最大10分の10となる地域特例

―これは緊急事態宣言等の対象区域で、県知事の

要請を受けて営業時間の短縮等に協力した事業主に

対する特例と、あとそのほかに業況特例というとこ

ろで、生産指標が最近３か月の月平均で前年または

前々年同期に比べて30％以上減少した事業に対する

特例というのができまして、これが10分の10という

ところで、国の雇用調整助成金のほうで支給が完結

して、県への上乗せ申請がなくなったというところ

で執行率がこのような結果になってしまったという

ところであります。

○次呂久成崇委員 ありがとうございます。

この事業についてなんですけれども、連日この不

正受給のほうが報道されているんですけれども、沖

縄県でそういった実態がまずあるのか。というのは、

沖縄県のほうではなかなか表に出てきてはいないん

ですけれども、私のほうで地元から聞くのは、結局

この雇用主が申請をして、実際に雇用者にはその助
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成金が行き渡らなくてですね。ただ、会社を辞める

ことはできないということで、どうしても収入がな

いからということで生活保護申請をしたというよう

な事例があったというふうに私のほうは聞いている

もんですから、まずそういった実態とかというのが

把握されているのか。実際にあったのかどうかとい

うのも含めて、こういったものは県のほうでも把握

をされているのかというのをちょっとお聞きしたい

と思います。

○金城睦也雇用政策課長 例えば事業主のほうが雇

用調整助成金とか継続助成金を申請して、それが労

働者のほうに休業手当という形で行くはずなんです

けど、それが労働者のほうに届いていないという声

がございます。

それで、基本的に国の雇用調整助成金と県の上乗

せ助成金は、コロナの影響で休業を余儀なくされた

事業主が、雇用する労働者を休業させて休業手当を

支払った後に、事業主の申請により支給決定を行う

ものということで、このため制度上は事業主からの

休業手当が先に労働者に支払われた後に国や県から

助成金のほうが支給されるものと認識しております。

○次呂久成崇委員 この事業に関しては、今年度、

４年度までありますので、ぜひそこら辺の実態も関

係機関のほうとぜひ調査をしていただきたいなと思

いますので、よろしくお願いいたします。

次、235ページです。このマッチング事業なんです

けれども、課題のほうでは出向制度に対しての理解

とか、このメリットの周知が足りなかったというよ

うな書きぶりなのかなと思うんですけれども、効果

としては、10件32名の出向が成立したと。これも実

際どれぐらいを目標とされていたというのが分かれ

ば、もっと効果があったというのがまた分かりやす

いかなと思うんですけれども。

○金城睦也雇用政策課長 この新型コロナウイルス

感染症対応休業者等マッチング事業の当初の目標数

値は、30名のマッチングを目標としておりました。

以上です。

○次呂久成崇委員 280ページです。パーソナル・サ

ポート事業なんですけれども、就職困難者の件につ

いては先ほど来質問があります。これは25年度から

の事業なんですけれども、今就職率47.6％ですよね、

令和３年度のほうで。引き続き関係機関との連携を

強化するというふうにあるんですけれども、これも

ぜひやはり目標値というのをしっかり示していただ

いたほうがいいのかなと私は思うんですが、実際に

どれぐらいの就職率というのを求めているんでしょ

うか。

○金城睦也雇用政策課長 活動目標として相談支援

件数とか支援者数、就職率等の目標は立てておりま

すが、申し訳ありません、ちょっと今その資料を持

ち合わせていませんので、後ほど資料提供というこ

とでよろしいでしょうか。

○大浜一郎委員長 よろしいですか。

○次呂久成崇委員 はい。

最後に、この課題のほうでも複合的な課題を抱え

る相談者が今増加しているということなんですけれ

ども、この複合的なというところで、どういったも

のが増加しているのかということと、関係機関との

連携というのを少し具体的に最後にお聞きしたいな

と思います。

○金城睦也雇用政策課長 令和３年度におきまして

は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた困窮

者が、生活困窮者自立支援事業の相談の窓口、これ

は就職・生活支援パーソナルサポートセンターにな

りますが、そこから本事業につながるケースが増加

しておりまして、今後とも相談者の個々の状況にお

いて福祉部門のほうと連携した支援を実施していく

必要があると考えております。

関係機関との連携につきましては、沖縄労働局、

また子ども生活福祉部のほうで開催する生活保護受

給者等就労自立促進事業協議会等がございますので、

そこにおいて関係機関と情報を共有し、連携を図っ

てまいりたいというふうに考えております。

以上です。

○大浜一郎委員長 大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 よろしくお願いします。主要施策

から５つぐらいの視点でやりたいと思いますので、

お願いをいたします。

まずは241ページの沖縄国際物流ハブ活用推進事

業、この前後の事業も関連はするんですけれども、

この物流ハブ事業は県としてずっと取り組んできた

部分ですけれども、50年の節目、５次振計の節目の

３年を終えて、少し総括的な部分をまず説明願いま

す。

○前原秀規アジア経済戦略課長 沖縄国際物流ハブ

活用推進事業、こちらは平成21年10月に那覇空港で

貨物ハブ事業が開始したことに伴いまして、平成22年

度から事業を実施したところでございます。

こちらの事業のほうでは、これまでコンテナスペー

ス確保事業などを実施することを行っておりまして、

この事業の主な成果としましては、那覇空港におけ

る国際貨物取扱量が那覇空港の貨物ハブが開始する

前の平成20年度の1809トンから年々増加しまして、

平成28年度には19万6606トンとなり、貨物ハブ開始
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前と比較して国際貨物取扱量が約100倍に増加いたし

ました。

以上となります。

○大城憲幸委員 関連する事業も多いんですけれど

も、この10年でどれぐらいの事業費を投入してきま

したか。

○前原秀規アジア経済戦略課長 主要施策のほうに

載っております４つの事業、それぞれの事業開始年

度と昨年度までの決算額で御報告させていただきま

す。

まず、全国特産品流通拠点化推進事業、こちらは

平成25年度から令和３年度までで17億8368万2000円

となります。続きまして、沖縄戦略的国際物流プラッ

トホーム強化事業、こちらは令和元年度から令和３年

度まで14億9232万円となっております。続きまして、

沖縄国際物流ハブ活用推進事業、こちらについては

平成24年度から令和３年度までの事業費として45億

1805万9000円、続きまして、国際物流関連ビジネス

モデル創出事業、こちらは平成28年度から令和３年

度で９億4570万9000円となっております。

以上です。

○大城憲幸委員 この貨物ハブが21年にスタートし

てからですけれども、全日空さんと組んで建物を造っ

た。場合によっては貨物、エアカーゴに耐えられる

ということで、様々なハードの整備を国もやった。

ロジスティクスセンターも造った。その辺の概算と

いうのは出ますか、金額。

○前原秀規アジア経済戦略課長 今、委員のほうか

ら御質問のございました貨物上屋、こちらについて

は県のほうから那覇空港貨物ターミナル株式会社に

対して出資を行っております。また、委員のほうか

らの御指摘のございました国際物流拠点産業集積地

域那覇地区、こちらのほうにございます４号棟につ

いては、貨物ハブとは関係のない国際物流拠点産業

集積地域に関連する事業として実施しておりますの

で、この事業費については私の手元のほうにはござ

いません。

○大城憲幸委員 今、国がやった事業、あるいは皆

さんとは所管外の部分とかという言い方はあると思

うんですけれども、私の中ではやっぱりこの大きな

国際物流ハブというのは、沖縄のリーディング産業、

観光、情報通信産業に続く第３の柱として、物流拠

点をつくると。それに関連をして国に整備してもらっ

たり、沖縄のものを外に出すという意味でロジステ

ィクスセンターなんかを造ったという認識なんです

ね。そういう意味では、今言う皆さんが所管する分

だけでも80億から90億ぐらいの事業、それ以外のハー

ド事業なんかを入れるとやっぱり数百億ぐらいの投

資はしてきているわけですよ。

そういう中で、そこをやっぱり総括する必要があ

ると思っていて、コロナもあるんだけれども、大き

くカーゴから旅客機を利用した貨物に変わっていく

という中で、ちょっと初期の想定から大分方向性が

変わってきているのかなというふうに思うんですけ

れども、その辺の直近の情勢の変化というのを簡単

に説明願えますか。

○前原秀規アジア経済戦略課長 那覇空港のほうで

は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、

令和２年から旅客便を含む貨物便も全て運休となり

ました。そこで県では令和３年１月にこれまでの貨

物便、フレーターに加えて、旅客便の貨物スペース

を利用する沖縄国際物流ハブの新モデル、こちらを

発表したところです。

こちらはコロナ禍で増えておりますｅコマース、

こちらが多頻度、多仕向地といったものを求めてい

るものですから、この旅客便の貨物スペースを利用

した新モデルによって、多頻度、多仕向地に対して

対応を今回行っていこうと考えております。

○大城憲幸委員 ここで私が申し上げたいのは、こ

れまで数十億、数百億単位で国際物流拠点、沖縄の

ものを外に出していく、あるいは全国からいいもの

を集めて沖縄を経由して物流拠点としてやっていく

という、それはもう否定はしませんけれども、ここ

にあまりこだわっていくと肝腎の県内の製造業を本

当に育て切れているのかなという疑問が残るわけで

すよ。

その辺を含めて、私、優先順位としては県内の製

造業を育てるという部分にもっと力を入れないとい

けないんじゃないかなというふうに考えているもん

ですから、もうここの議論はここで一回締めてです

ね、これを踏まえてちょっと次の議論、後でまたコ

メントも欲しいんですけれども。

254ページ、これはまさに稼ぐ力、新たな振計の中

でリンクさせるために、県内の企業が発展するため

にどのようなものが必要かということで調査・検討

したということですけれども、課題とか効果がよく

分からないんですよね。その辺をちょっと、調査の

内容あるいは見えてきたものというのをまず説明願

えますか。

○本永哲マーケティング戦略推進課長 今年１月に

知事に手交されました稼ぐ力の万国津梁会議の提言

において、県内事業者の競争力の強化等により域内

経済循環を促進し、地域の成長を図ることが重要と

の提言がなされております。
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同提言に基づき、県では農林水産業や製造業、飲

食業や宿泊業等の連携による域内調達など、産業間

で連携した域内経済循環の取組への支援や、商工、

観光、農林水産分野が連携して観光消費の拡大等、

ブランド戦略の策定に取り組んでおります。

これらの取組により、経済循環を拡大することで

県内事業者の稼ぐ力を高め、稼いだ利益を企業や地

域に循環させることで、地域経済の持続的な成長に

つなげてまいりたいと考えております。

○大城憲幸委員 次に263ページ、先ほど来からもあ

りますけれども、製造業県内発注促進事業、これに

ついてもこれまでも議論したんですけれども、やっ

ぱり県産品利用、県産品の優先発注、県内企業の優

先活用等を議論してきたけれども、やっぱりなかな

か我々が思うように目指した数字にはならないと。

そして今新たな振興計画とのリンクで、あの調査事

業はこういう方向性ですよというのはまさにそのと

おりで、新たに域内経済循環率というのも上げてき

て、とにかく地域で経済を回しましょう、そこを分

かりやすく県民にも理解してもらって協力を求めま

しょうということですよ。だから、こういうような

事業をしっかりと整理をして、新たな振計の中では

まさにここに力を入れてくべきだと思うんですよね。

その辺について、先ほど来説明がありましたので

簡単でいいんですけれども、これをどう総括して新

たな振計の中でこういう部分を充実させるのかとい

うのは、現時点ではどう考えていますか。

○上原美也子ものづくり振興課長 地域内の循環を

高めていくためには、県内で生産可能なものはでき

る限り県内で生産、調達できるように、企業連携で

すとか生産技術力の強化が必要ではあります。

そのため、製造業県内発注促進事業によって、県

内企業から県内製造業への発注を促進し、そのほか

の事業によって県内ものづくりの生産性や技術力の

強化に取り組んできたところでございます。

今後の戦略としましては、製造業の中でもいわゆ

る比較優位性のある分野、食料品ですとか金属製品、

あと窯業、石油製品などが優位性のある分野と言わ

れていますけれども、その分野の技術力ですとか商

品開発力の増強によって県内需要に応えていくこと

で、自給率を向上させていくことが望ましいと考え

ております。

○大城憲幸委員 取り組んできて、望ましいいろん

なものは聞きましたけれども、実感として県内製造

業は強くなっていないし、逆に弱くなっているんで

すよ。やっぱり今まで50年を節目になのか分からな

いけれども、やっぱり全国の中でも沖縄の経済はま

だ元気だという部分もあって、県外の製造業がこれ

まで沖縄に手を出さなかった公共事業とかそういう

部分なんかも見据えながら入ってきている業者が増

えているというふうに聞いているわけですね。そう

いう意味では、やっぱりこういう事業を私は方向性

として強化する必要があると思うんですよ。

さっき言った物流拠点としてというのもいいけれ

ども、そこに何十億も何百億もかけてきたけれども、

県内の１次産業、２次産業というのはあまり元気に

なったというような実感を私は感じないわけさ。だ

からそういう意味で、県内製造業にもっともっと額

的にもこういう桁違いぐらいの思い切った支援をす

るということが、振興策で新たに掲げた地域経済循

環、そこが県民に対しても力を入れるよというメッ

セージにつながると思うんですよね。

そういう意味では、方針ですから部長に答弁をお

願いしたいんですけれども、やっぱりこれまでもずっ

と振計のときに議論して、あれもこれもじゃなくて

選択と集中でやりますよという話をしてきました。

これまで物流拠点の形成は頑張ってきましたからこ

れを否定する必要はないけれども、やっぱり予算の

組み方でも、向こうを少し減らしてでもやっぱりこ

ういう部分に力を入れるんだというメッセージも必

要だと思うんですけれども、その辺に関してどう考

えていますか。

○松永享商工労働部長 域内自給率向上に向けてと

いうお話だと思いますが、製造業につきましては農

林水産業も一緒なんですけれども、商品であるとか

あるいは原材料の多くを県外からの移輸入に頼らざ

るを得ないという状況の中で、県外に所得が流出し

ているということで、域内の経済循環が不十分であ

るという状況がございます。ですので、県内でも自

給できるものを増やしていくと。そして安定的に供

給する体制をつくるということが必要であるという

ふうに思っております。

そのためにということなんですけど、我々がやっ

ている取組なんですが、既存産業の技術力でありま

すとか、あるいは商品開発力を強くしていくという

ものをやってございます。あと、ものづくり産業の

高度化、具体的に言いますと生産性の向上であると

か、付加価値の高い製品を開発していくというよう

なことも取り組んでございます。さらには、県内の

需要に応えられるようなサポーティング産業の集積

の振興を図っていくというようなことも取り組んで

いることでございます。そういうふうにして県内の

需要に応えていくことによって、自給率の向上を高

めていくということに取り組んでおります。
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また、併せましてですけれども、県内企業の優先

発注でありますとか県産品の優先使用ということで、

県内企業の育成強化もしているというような様々な

取組によって、県内需要の創出を図りながら域内経

済循環を高めて、経済の活性化も促進しております

し、今後も取り組んでいこうというところでござい

ます。

あと、先ほどありました国際物流ハブに関しまし

ては、やはり今後もそうなんですが、アジア諸国を

中心とする海外の需要を取り込むというのは大事な

ことだなと思っておりまして、その中で域内に経済

効果が波及するような地域経済を好循環させるよう

なもの、県経済の成長、発展につなげていくという

ものも重要だと思っておりますので、やはりここは

並行して国際航空物流ハブによるネットワークの基

盤もつくりながら、県内企業の海外展開促進である

とかあるいは臨空臨港型産業の集積に取り組みなが

ら、県産品の輸出の拡大を図っていく、あるいは全

国特産品の流通拠点化も図っていくというのも併せ

てやっていきたいというふうに考えているところで

ございます。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、大城委員から総括質疑として提

起したいとの申出があり、委員長から大城

委員に対し、誰にどのような項目を確認す

るのか改めて説明するよう指示があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 今、議論をしました。沖縄のリー

ディング産業として観光、情報通信に続く第３の柱

として国際物流拠点の形成をするということで、十

数年取り組んできました。そして、商工の主要事業

４事業で約90億ぐらい投資をしてきた。ただ、私ど

もの認識としては、この空港にある上屋あるいはロ

ジスティクスセンター、そういうようなものに40億、

50億、数百億レベルで投資をしてきたはずなんです

よね。この５次の振計が終わった令和３年の決算を

機に、その総括をしっかりとして今後の方向性を出

してほしい。そして、あわせて私は選択と集中とい

う意味では、もう一度基本に戻って足元の地元の製

造業を育てるというところにもっと予算を向けるべ

きじゃないかというふうに思っているものですから、

知事のその辺の方向性、考えを総括質疑において議

論をしたいと思っていますので、お取り計らい願い

ます。

○大浜一郎委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明10月21日の委員会の質

疑終了後において協議いたします。

質疑を続けます。

大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 最後に278ページ、これも製造業に

大きく関わるんですけれども、エネルギー問題なん

ですよね。ここではまず再生可能エネルギーの事業

から入りたいと思いますけれども、直近の再生可能

エネルギーの割合とかというのは今持っていますか。

○比嘉淳産業政策課長 直近ですぐはないんですが、

2020年度で再生可能エネルギー８％になっておりま

すので、我々は2030年度に向けて18％まで持ってい

きたいというふうに考えております。

○大城憲幸委員 ８％ですか、再生可能エネルギー

の割合。

○比嘉淳産業政策課長 訂正します。8.2％です。

○大城憲幸委員 今8.2％ということは、約92％は化

石燃料なわけですね。そういう意味では今のエネル

ギー高騰、石炭が何倍になった、石油が何倍になっ

たという意味では、全国の中で一番電気料の高騰に

影響を受けているのが電力会社であり、沖縄県経済

になると思うんですよ。直近の沖縄電力の経営状況

は皆さんどう把握しているのか。来年の４月から大

きく値上がりするという電気料金がどういうふうな

見通しになって、製造業にどう影響を与えるのかと

いうのは答弁できますか。

○比嘉淳産業政策課長 まず、実態がどうなってい

るかということから説明したいと思います。まず最

初に、沖縄電力は業績の悪化の見通しに伴い、特別

高圧、それから一部の高圧の電気料金のメニューを

利用する企業に対して、今年11月から燃料費調整額

の上限の廃止に係る協力お願いをしております。来

年４月からは当該上限の廃止を実施する予定と聞い

ております。この燃料費上限額の廃止によって、事

業者がさらなる料金上昇も含めて影響を受けるだろ

うということが懸念されております。実態としては

こういうことになっています。

県内産業の影響についてですが、電気料金の上昇

が先ほどから議論されるように企業等に影響がある

というふうに考えています。特に商品であったり、

サービスの価格に転嫁させることができないことが

想定されます。その場合は県民、事業者さんに対し

てさらなる負担の影響もあるのではないかというふ

うに考えております。

最後に県内産業への対応なんですが、電気の安定

的かつ適正な供給の確保は、県民の生活それから産

業活動においても重要な基盤であると考えています。

県では、全国知事会を通じて国への提言であったり
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とか、沖縄担当大臣への要望であったりとか、そう

いうのを取り組んでおります。国においては、先日

電力会社に対して支援金を支払う形で利用者の負担

を減らすという新たな支援制度も方針として示して

いることから、県としてはこの国の動向を注視しな

がら対応を検討してまいりたいというふうに考えて

います。

○大城憲幸委員 ごめんなさい、聞き忘れた。直近

の全国の化石燃料の割合って分かりますか。

○比嘉淳産業政策課長 全国の2020年度のデータな

んですが、再エネの比率が20％、残り約80％近くが

石炭であったり、ＬＮＧであったり。それから一部

５％ぐらい原子力もあったりしますけど、約六十五、

六％が化石燃料に頼ることになっています。

○大城憲幸委員 2020年度で比較すると、沖縄県は

92％化石燃料、おおむね全国の平均が65％化石燃料

ということで、やっぱり沖縄というのはある意味特

殊なんですよね。そういうようなものも含めて、こ

の電気料金の値上げというのは本当に製造業者の中

小の零細の企業に相当大きいと思うんですよ。

私の近くの冷蔵庫なんかを持っている食品加工場

ですけれども、去年１年間の電気料金支払いが１億

2000万だったと。今年は１億8000万になったと。

電力会社が来て、来年４月から沖縄電力さんに

400億赤字が出るのでプラス１億2000万ですというこ

とですよ。プラス１億2000万といったら、去年１億

2000万、今年１億8000万、来年はもう３億です。こ

れ企業努力ではもうなかなか難しい。そして商品に

転嫁するといっても、そんな急には値上げできない。

だから当然国に支援をお願いするし、国もやると

は言っているんですけれども、やっぱり国がやるか

らやる、国がやらないからやらないではなくて、先

ほど来あったこれまで積み上げてきた物流拠点とし

ての莫大な投資もしてきました。そういう中で目的

は、県民所得を上げるために、１次産業、２次産業

を元気にするために物流拠点もやってきたはずです。

だけれどもなかなか思うように伸びなかったから、

基本に戻って製造業、１次産業、２次産業をもっと

元気にするために集中的に投資すべきですよという

のはさっき言ったとおりです。プラス、ここに来て

新たに民間では対応できないぐらいの急激な世界情

勢、あるいは周りの状況が変わってきた。そういう

中で沖縄県が何をするかというのは今非常に大事な

ところだと思うんですよ。

その辺について、やっぱり商工部長、しっかりと

この中小企業の皆さんの声を聞いて支えないといけ

ないと思うんですけれども、ちょっと部長の思いを

お伺いします。

○松永享商工労働部長 沖縄電力さんに対してとい

うのは、先ほど課長のほうから話があったとおり、

国の動向を注視しながら、また県としてどういうこ

とをやっていけるのかというのを見守っていきたい、

注視していきたいというふうに思っています。

県として事業者支援、どういう対応を取っている

かということなんですけれども、委員御存じのとお

りだと思いますけれども、これまでコロナ禍が長期

化している中におきまして、原油であるとか原材料

価格の高騰によって、幅広い業種、事業者のほうが

影響を受けているというのはこれまでずっと言われ

てきているところでございます。その中で沖縄県と

しては、去る６月補正の中で補正を組みまして、緊

急的な対策として融資に係る信用保証料の補助であ

りますとか、あるいは公共交通事業者への運行継続

支援でありますとかというような事業を６月補正で

打ってきてございます。さらに８月補正におきまし

ては、幅広い事業者を支援するということで、原油

物価高対策緊急支援事業ということで沖縄物価高対

策支援金というものを支給していくというふうな予

定があったりとか、あるいは農業生産者への肥料価

格高騰対策支援を予定していたりとかということで、

できるだけその影響を受けている事業者への支援と

いうのはこういうものを打っていこうというふうに

今考えてございます。

ただ、今後まだまだその影響が続くということの

ようですので、原油価格の高騰であるとか物価の上

昇を見極めながら、今後どういう支援を打っていっ

たほうがいいかというのはいろいろと検討、検証を

しながら、また国の動向も見ながらいろいろ対策を

取っていきたいというふうに考えております。

○大浜一郎委員長 休憩いたします。

（休憩中に、大城委員から総括質疑として提

起したいとの申出があり、委員長から大城

委員に対し、誰にどのような項目を確認す

るのか改めて説明するよう指示があった。）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 今議論したとおり、沖縄電力さん

が莫大な赤字の見通し。そういう中で製造業の皆さ

んからすると、この２年で３倍近くに電気料金が上

がるんじゃないかというような声が聞こえます。そ

ういう中で、国も当然支援をしてくれるというよう

な方針は出しています。部長からも県の取組もあり

ました。しかし、私の認識ではなかなか今企業が耐

えられるような支援の仕組みは十分にないと思って
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いるものですから。

そして、国がやったとしても、沖縄県の化石燃料

に頼る割合というのは先ほど来あったように、ほか

の県が６割から７割化石燃料の中で沖縄は９割前後

が化石燃料に頼っているという意味では、こういう

今の世界情勢、円安の影響というのはどこの県より

も大きく受ける沖縄県ですから、そういう沖縄県の

リーダーである知事がこの電力の高騰、電力会社の

経営難、これに対してどのような対応をしていくの

かというのは、しっかりと決算の総括で議論をして

次年度の予算につなげられればという意味で、総括

質疑をお願いいたします。

○大浜一郎委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明10月21日の委員会の質

疑終了後において協議いたします。

質疑を続けます。

大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 いいです。ありがとうございます。

○大浜一郎委員長 訂正ですか、どうぞ。

比嘉淳産業政策課長。

○比嘉淳産業政策課長 先ほど全国の化石燃料、65％

ぐらいと言ったんですが、訂正いたします。2020年

度で76％になります。

以上です。

○大浜一郎委員長 以上で、商工労働部関係決算事

項に関する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでございました。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○大浜一郎委員長 再開いたします。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明10月21日金曜日午前10時から委員会を

開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 大 浜 一 郎
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令 和 ４ 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 令和４年10月20日 (木曜日)

開 会 午前10時11分

散 会 午後４時57分

場 所 第４委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県一般会計決算

第６回議会 の認定について（子ども生活福

認定第１号 祉部及び教育委員会所管分）

２ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県母子父子寡婦

第６回議会 福祉資金特別会計決算の認定に

認定第６号 ついて

出席委員

委員長 末 松 文 信君

副委員長 石 原 朝 子さん

委 員 小 渡 良太郎君 新 垣 淑 豊君

照 屋 大 河君 比 嘉 京 子さん

瀬 長 美佐雄君 玉 城 ノブ子さん

喜友名 智 子さん 仲宗根 悟君

欠席委員

上 原 章君

※ 決算議案の審査等に関する基本的事項

４（６）に基づき、監査委員である上原章

君は調査に加わらない。

説明のため出席した者の職、氏名

子 ど も 生 活 福 祉 部 長 宮 平 道 子さん

福 祉 政 策 課 長 榊 原 千 夏さん

保 護 ・ 援 護 課 長 金 村 禎 和君

高齢者福祉介護課長 大 城 行 雄君

青少年・子ども家庭課長 宮 城 和一郎君

子ども未来政策課長 仲 村 卓 之君

子 育 て 支 援 課 長 下 地 努君

障 害 福 祉 課 長 普天間 みはるさん

消費・くらし安全課長 奥 間 政君

女性力・平和推進課長 島 津 典 子さん

教 育 長 半 嶺 満君

総 務 課 長 諸 見 友 重君

教 育 支 援 課 長 大 城 勇 人君

学 校 人 事 課 長 安 里 克 也君
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○末松文信委員長 ただいまから、文教厚生委員会

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る令和４年第

６回議会認定第１号及び同認定第６号の決算２件の

調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、子ども生活福祉部長及び教

育長の出席を求めております。

まず初めに、子ども生活福祉部長から子ども生活

福祉部関係各決算事項の概要説明を求めます。

宮平道子子ども生活福祉部長。

○宮平道子子ども生活福祉部長 おはようございま

す。よろしくお願いいたします。

子ども生活福祉部の令和３年度一般会計及び特別

会計の決算概要について御説明いたします。

ただいまお手元のタブレットに表示しております

子ども生活福祉部歳入歳出決算説明書を御覧くださ

い。

それでは、画面に表示されております１ページを

御覧ください。

歳入決算について御説明いたします。

令和３年度の子ども生活福祉部の歳入決算は、一

般会計と特別会計を合わせますと、予算現額の計（Ａ

欄）ですが、584億3219万9900円に対し、調定額（Ｂ

欄）は541億4404万7283円、そのうち収入済額（Ｃ

欄）は537億6793万2604円、不納欠損額（Ｄ欄）は

1741万4750円、収入未済額（Ｅ欄）は３億5869万

9929円、収入比率は99.３％となっております。

次に、２ページを御覧ください。

歳出決算について御説明いたします。

子ども生活福祉部の歳出決算は、一般会計と特別

会計を合わせますと、予算現額（Ａ欄）ですが、1320億

文教厚生委員会記録（第１号）
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1608万4900円に対し、支出済額（Ｂ欄）は1233億

8095万1024円、翌年度繰越額（Ｃ欄）は14億3269万

8000円、不用額は72億243万5876円、執行率は93.5％

となっております。

次に、一般会計の歳入決算について御説明いたし

ます。

３ページを御覧ください。

子ども生活福祉部の一般会計の歳入は（款）で申

し上げますと、３ページの上から４行目の（款）分

担金及び負担金から６ページの下から４行目（款）

県債までの８つの（款）から成っております。

それでは、３ページを御覧ください。

子ども生活福祉部の一般会計歳入決算は、予算現

額の計（Ａ欄）582億5370万8900円に対し、調定額

（Ｂ欄）は538億276万1059円、そのうち収入済額（Ｃ

欄）は535億1743万4669円、不納欠損額（Ｄ欄）は

1614万6169円、収入未済額（Ｅ欄）は２億6918万

221円、収入比率は99.5％となっております。

収入未済額（Ｅ欄）のうち、主なものを御説明い

たします。

同じく３ページの上から４行目、（款）分担金及

び負担金の収入未済額（Ｅ欄）5055万1216円は、民

生費負担金、主に児童福祉施設負担金に係るもので、

施設入所児童及び扶養義務者等の生活困窮や転居先

不明などにより徴収困難なため、収入未済となって

いるものでございます。

次に、５ページを御覧ください。

下から３行目の（款）諸収入の収入未済額（Ｅ欄）

２億1750万767円は、主に生活保護費返還金に係る

もので、債務者の生活困窮等により徴収困難なため

収入未済となっております。

次に、一般会計の歳出決算について御説明いたし

ます。

７ページを御覧ください。

子ども生活福祉部の一般会計の歳出は、款で申し

上げますと、（款）総務費及び（款）民生費、８ペー

ジの（款）商工費の３つの款から成っております。

７ページで説明いたします。

一番上の子ども生活福祉部計ですが、予算現額の

計（Ａ欄）は1318億3759万3900円に対し、支出済額

（Ｂ欄）は1232億2472万3697円、翌年度繰越額（Ｃ

欄）は14億3269万8000円、不用額は71億8017万

2203円、執行率は93.5％となっております。

Ｃ欄の翌年度繰越額は、新型コロナウイルス感染

症対策事業（高齢者福祉）や障害児者福祉施設等整

備事業費など11事業に係る繰越額でございます。

繰り越した主な理由は、新型コロナウイルス感染

症の影響による関係機関との調整に遅れや計画変更

などによるものでございます。

次に、一番右側、不用額について御説明いたしま

す。

まず、上から３行目、（款）総務費の不用額5468万

8203円は、平和祈念資料館管理運営事業における設

備更新工事の入札残などによるものでございます。

次に、（款）民生費の不用額71億1191万7146円に

つきましては、その主なものを御説明いたします。

（項）社会福祉費の不用額43億8719万1980円は、

（目）老人福祉費及び（目）社会福祉施設費におい

て、前年度から繰り越した新型コロナ感染症対策に

係る支援事業や慰労金交付事業について、支援が行

き渡るよう、最大限見込んで繰り越していたところ、

令和３年の申請が想定を大きく下回ったことなどに

よるものでございます。

８ページを御覧ください。

（項）児童福祉費の不用額19億315万1821円は、

（目）児童福祉総務費において、地域子ども・子育

て支援事業や保育対策総合支援事業等において、市

町村実績が見込みを下回ったことなどによるもので

ございます。

８ページの下から４行目、（款）商工費の不用額

1356万6854円は、（目）計量検定費の職員費（計量

検定所）において、人事異動に伴う給与、職員手当

の減などによるものでございます。

次に、母子父子寡婦福祉資金特別会計について御

説明いたします。

９ページを御覧ください。

子ども生活福祉部の特別関係の歳入決算は、予算

現額の計（Ａ欄）ですが、１億7849万1000円に対し、

調定額（Ｂ欄）は３億4128万6224円、そのうち収入

済額（Ｃ欄）は２億5049万7935円、不納欠損額（Ｄ

欄）126万8581円、収入未済額（Ｅ欄）は8951万

9708円、収入比率は73.4％となっております。

収入未済額の8951万9708円は、主に借受人が生活

困窮などの経済的事情により償還計画どおりに元金

及び利子の償還ができないことによるものでござい

ます。

10ページを御覧ください。

当該特別会計の歳出の不用額2226万3673円は、貸

付見込みよりも、貸付実績が下回ったことによるも

のでございます。

以上で子ども生活福祉部の令和３年度一般会計及

び特別会計歳入歳出決算概要の説明を終わります。
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御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○末松文信委員長 子ども生活福祉部長の説明は終

わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に

従って行うことといたします。

決算特別委員長から調査依頼された事項は、沖縄

県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関する

決算議案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明10月21日、当委員会

の質疑終了後に改めて、総括質疑とする理由の説明

を求めることといたします。

なお、総括質疑を提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰にどのような項目を聞き

たいのか確認しますので、簡潔に説明するようお願

いいたします。

その後、決算特別委員会における総括質疑につい

ての意見交換や当該事項の整理を行った上で、決算

特別委員会に報告することといたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会に準じて、譲渡しないことといたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に対しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ告げた上で、説明資料の

該当ページを表示し、質疑を行うようお願いいたし

ます。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願

いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに子ども生活福祉部関係

決算事項に対する質疑を行います。

小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員 おはようございます。

ちょっと聞き取りの後に、少し気になる点が出た

もんですから、１点先に確認させていただきます。

歳入歳出決算審査意見書の30ページ、民生費の不

用額の中で老人福祉費29億。不用額73億中、30億弱

ぐらい老人福祉費ということで不用額が上がってた

んですけれども、ちょっと額が大きいのでこの理由

を教えてください。

老人福祉費全体の中での不用額の割合まで併せて

教えてください。

○大城行雄高齢者福祉介護課長 お答えします。

老人福祉費の不用についてなんですけれども、新

型コロナウイルス関連で介護従事者の慰労金への交

付事業とか、あと感染症対策の事業として計上して

おりましたが、不用の理由としましては、感染の拡

大状況を踏まえまして、全ての事業者に支援が行き

渡るようにということで必要額を最大で見込んでい

たところでしたが、実際、４月以降の申請が想定よ

り大きく下回ったことによる不用ということになっ

ております。

○小渡良太郎委員 割合はどれぐらいですか。

○大城行雄高齢者福祉介護課長 お答えします。

老人福祉費の占める予算の中での不用の割合とし

ては、約13％というふうになっております。

○小渡良太郎委員 ありがとうございます。

コロナ対策で慰労金とか感染対策のものとかとい

うのを準備したけど思ったより申請が少なかったと

いうことで理由の説明があったんですが、この申請

の少なさというのは、こういう制度があるのがなか

なか周知されていなかったからなのか、それともコ

ロナ２年目で、皆さんある程度慣れて、別にそこま

でやらなくても大丈夫ということで、独立独歩でや

られた方々が多かったのか、それ以外の理由もある

と思うんですけれども、どう分析していますか。

○大城行雄高齢者福祉介護課長 周知については

ホームページとか、直接メール等で事業者等にも周

知を図ってたところなんですが、結果として、ある

程度自前でできた分もあったのかなというふうに考

えております。

○小渡良太郎委員 コロナについてはなかなか経験

がない中で、皆さん御努力しているというところも

ありますので、浮いたというところをどうこうと言

うつもりはないんですけれども、どういうことで支

援がもらえるのか分からないという声も、たしか令

和３年度はあったかなというふうに記憶しておりま

すので、今後こういうことがあるかどうかはともか

くとして、こういう支援制度があるんだったらしっ

かりと周知もしていくというのも―もちろんやっ

ていると思うんですけど、いま一度しっかりやって

いただきたいなと思います。

次に、主要施策の成果に関する報告書の89ページ、

生活困窮者支援に関して、令和３年度末じゃなくて
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もいいんですけれども、県の実態とコロナ前との生

活困窮者の増減も含めた比較データを持っていれ

ば、ぜひ教えていただきたいと思います。

○金村禎和保護・援護課長 お答えいたします。

生活困窮者につきましては、まず実態を把握する

のが難しいというところでございますが、県内の生

活困窮者自立相談支援機関というのがございまし

て、そこでの相談件数を申し上げますと、令和３年

度で２万3880件となっております。

それが、コロナ前との比較なんですが、コロナ前

の令和元年度におきましては、同じその相談件数が

4024件でございましたが、コロナの影響を受けた令

和２年度におきましては、２万7510件と７倍近い増

加になっているというところです。

それから、令和３年度は、今申し上げた２万3880件

で令和２年度に比べると減少してるんですけど、依

然としてコロナ前に比べると高い水準にあるという

ところでございます。

以上です。

○小渡良太郎委員 この報告書の備考欄を見てる

と、最終予算額と執行率、不用額という形で出てい

るんですが、令和２年度の２万7000件というのは、

前年度を想定して次の予算を立てると思うので、令

和２年度ほどは生活困窮してる方々が少なくなった

ということで理解をしていいんですか。

○金村禎和保護・援護課長 委員おっしゃるよう

に、若干減少している要因としては、離職者数が令

和２年度に比べると令和３年度は減少しているとい

うところがございますので、一部で雇用状況が少し

持ち直したのかなと、そういったところも一つの要

因になっているんではないかというふうに考えてお

ります。

○小渡良太郎委員 ぱっと見では、この件数の減の

割合と予算額―令和２年度の決算は今手元にない

ので何とも言えないんですが、執行率80％というこ

とになっていますので、少し落ち着いてきたのかな

ということが言えるのかもしれないというふうなの

は理解をいたしました。

すみません、時間がないので次に行きます。もう

一点、104ページ、待機児童解消に関して、令和３年

度基金の事業に関連して質疑させていただくんです

が、令和３年度末でゼロになるはずだったんだけど

ゼロにはならなかったということについて、改めて、

何が原因だったか、どういうところが足りなかった

か、そういったところの見解をお聞かせください。

○下地努子育て支援課長 待機児童の解消、令和

３年度に向けて進めてきたところでありますけれ

ど、施設整備を進めてまいりました。

ところがやはり、何と申しましても肝心の保育士

さんの確保がなかなかできなかったということ、ま

た、一部の自治体において施設整備が遅れたという

ことが主な原因だと考えております。

それで、今年度からは特に、待機児童が発生して

います市町村さんとお話もしまして、保育士の確保

を重点的にやっていきましょうということでお話を

しているところです。

○小渡良太郎委員 ありがとうございます。

この施策の報告書を見る限り、今話しした内容も

含めて、地域別・年齢別ニーズとのミスマッチが課

題になってるとあったんですが、これについてはど

う考えていますか。

○下地努子育て支援課長 １つの自治体の中におか

れても、既にその子供さんの数が減られたエリア、

それと、まだまだ増え続けている場所という形での、

その地域内におけるミスマッチが生じているという

こと。

もう一つとしましては、年齢ごとに、例えばゼロ、

１歳とかそういうとこにつきましてはなかなか応募

しても入ることができない。あとは、４、５歳につ

いてはまだまだ空きがあると、そういう状況もある

ものですから、こちらは市町村さんにおいて、バラ

ンスよくできるような形での助言とかいうんでしょ

うか、そういうのを今現在進めているところであり

ます。

○小渡良太郎委員 特に、今話があったようにゼロ、

１歳が足りないというの令和３年度時点でも多分、

分かっていたと思うんですけれども、それに関して、

ちょっと力を入れて取り組もうとかいうのはなかっ

たんですか。

○下地努子育て支援課長 やはりそのためにも保育

士さんの確保が大事になるものですから、いろいろ

な形で市町村さんと協力をしまして保育士さんの確

保に努めてきたところです。

○小渡良太郎委員 保育士の確保が厳しかったのは

これ違う事業になると思うんですけれども、どう

いったのが原因だと考えていますか。

○下地努子育て支援課長 保育士につきましては、

いろいろ処遇の問題もあるということで、その処遇

の改善が保育士の確保につながることだと考えてお

ります。

それで、処遇の改善については、毎年、国におい

て公定価格の改定を行うとともに、平成29年度以降
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は技能経験に応じて月額5000円以上４万円以下の処

遇改善を実施することで処遇改善を図っているとこ

ろです。

そういう形の処遇を図ることで人材確保を進めて

いるところでございます。

○小渡良太郎委員 努めていることは重々理解して

るんですけれども、結果として、結果が出せてない

とまでは言わないんですけれども、なかなか結果に

結びついていない理由って何か―行政ができるこ

とに限界があるというのはもちろん前提としてある

のは分かってはいるんですが、どういったところに

もっと手を入れるべきだと、令和３年度のこの決算

時点で総括をしているのか、見解を教えてください。

○下地努子育て支援課長 保育士さんの安定的な確

保のためには、保育士の正規雇用の推進ですとか保

育士が働きやすい労働環境を整備することが重要だ

と考えておりまして、そのために保育士の業務負担

を軽減するための保育支援者等の配置や保育士の年

休を取得するための支援等を実施することで保育士

さんの確保に努めていきたいと考えております。

○小渡良太郎委員 それは分かっているんですけれ

ども、平成27年からこの保育士の確保、離職防止の

支援等という事業を含めて、保育士の待遇改善も含

めた確保というところでの事業をずっと展開してき

て、令和３年で７年目になります。

この７年間の中で、コロナというのはあったにし

ても社会生活に大きな変容があったとはあまり考え

にくい中で、多分課題ってある程度、最初の初年度、

２年目、３年目ぐらいで、こういったことだろうな

というのは分かってきていると思うんですね。

これは国でもそうです。

全体の部分で、要はどうすればいいか分からない

というところから、恐らくこういうところだろうと

いうところが分かり始めてきている中で、今言った

答弁がずっと繰り返されるようでは、保育士の待遇

改善は、結果として、少しずつは改善する部分があ

るかもしれないんですけれども、なかなか確保が厳

しい沖縄県ということにつながってしまうんじゃな

いかなと。

これはどの年度で切っても同じこと言えるかもし

れないんですけれども、この令和３年度、要は７年

目の時点でも今のような答弁が出てくるというの

は、ちょっと厳しいのかなというふうに正直議論を

していて感じます。

なので、別に何もやってないとか言うつもりもあ

りませんし、しっかり取り組んでいただいていると

いうのは重々承知の上で、やはり待遇改善―待機

児童を解消するためには保育士を確保しないといけ

ない、確保するためにどうするのかというのをいま

一度しっかりと令和３年度の実績を見直して、今年

度または次年度という形でつなげていって、ちゃん

と確保できる状況をある程度、行政で土台をつくる

というところまで踏み込んで取り組んでいただきた

いと、これは要望いたします。

保育士の部分もそうなんですけれども、実際いろ

んな形でニーズがミスマッチというお話をよく聞き

ます。

保育の広域化の議論も委員会の中でさせていただ

いていると思います。

この子供が生まれたタイミングで預けるというの

は応募のタイミングと合わないとか、いろんなミス

マッチがあるというのは過去の待機児童の問題の根

底にあるというところもあると思いますから、別に

令和３年で終わるという目標が達成できなかったか

らどうこうではなくて、待機児童が早いタイミング

で解消していけるように、いま一度しっかり取り組

んで、この令和３年度の部分の結論をその先につな

げていけるように、ぜひしっかり総括をして、前を

向いていっていただきたいなと思うんですが、最後、

部長の見解をお聞かせいただきたいと思います。

○宮平道子子ども生活福祉部長 待機児童の解消に

つきましては、令和３年度末の解消を目指して取り

組んできたところでございます。

平成27年度の黄金っ子プランの開始当初から比べ

ますと、2100人から400人台へとかなりの減少をし

ているところでございますけれども、なお、全国で

最も待機児童が多いという現状がございまして、厳

しい状況であるというふうに考えております。

先ほど課長からありましたとおり、最大の課題が

保育士の確保であるというふうに考えておりまし

て、年齢別のミスマッチがあるという説明もありま

したけれども、それを解消するために、今年度から

ゼロ歳児の年度途中の入所に備えて保育士を加配す

るという制度を拡充しまして、１、２歳についても

対象とする制度を設けたところでございます。

また、県外からの保育士を誘致するという事業に

ついても、昨年度から開始をしまして、今年度も引

き続き実施をしておりまして、かなりの応募をいた

だいているというところではございます。

ただ、一番は安定的に定着して働いていただける

環境づくりというのが非常に重要だと思いますの

で、引き続き確保に努めるということと併せまして、
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保育士の処遇改善というところにも、先ほどありま

した正規雇用化等を含めて処遇改善、労働環境の整

備というところもしっかり取り組んでいきまして、

保育士が安定的に―一度就職していただいた保育

士さんが継続して働いていただけるような環境づく

りにも取り組んでいきたいというふうに思っており

ます。

○小渡良太郎委員 ちょっと厳しい言い方をしたん

ですけれども、この沖縄が日本の中で、唯一人口が

自然増している県であります。

その自然増をずっと維持していく沖縄の可能性で

もありますから、未来に向けての可能性をしっかり

と担保していく意味でも、やはりこの預け先をしっ

かりと受皿をつくっていくということが重要になっ

ていくと思いますので、ぜひ引き続き頑張っていた

だきたいと思います。

以上で終わります。

○末松文信委員長 新垣淑豊委員。

○新垣淑豊委員 よろしくお願いします。

主要施策のほうからお願いします。

77ページ。32軍壕の今後の予定とか、今現在の現

状を教えてください。

○島津典子女性力・平和推進課長 お答えいたしま

す。

第32軍司令部壕の保存公開に向けて、現在未発掘

区間における位置特定調査などを実施しているとこ

ろです。

まず、今後の展開としましては、優先事項として、

現存します唯一の坑口である第５坑口の公開や第

１坑口、坑道の位置特定調査の実施を行いまして、

第１坑口の公開に向けて取り組むこととしておりま

す。

あわせて、現在有識者らの委員会を開催しており

まして、壕の保存公開に向けた提言を今年度末に、

知事へいただくこととなっております。

県はそれらを踏まえまして、県の方針、計画等の

策定に取り組むこととしております。

○新垣淑豊委員 ありがとうございました。

分かりました。

じゃあ次に、81ページですね。

民生委員さんの充足率、県内どのようになってい

るのかということと、その充足率アップについての

取組、そして、コロナ禍の活動制限があったかと思

いますけれども、それに対しての工夫というのはど

のようなことがあったのかを教えてください。

○榊原千夏福祉政策課長 お答えいたします。

まず、県内の充足率でございますけれども、令和

４年９月１日時点におきまして81.1％となってござ

います。

民生委員の充足率を上げる取組でございますけれ

ども、まず、県ではリーフレットの作成ですとか、

県の広報紙、また、広報番組等を活用しまして民生

委員活動の周知を行っております。

また、今年度12月に一斉改選がございますので、

そちらに向けまして充足率がちょっと低調な市町村

を訪問しまして、市町村長や民生委員児童委員協議

会との意見交換を行ったところでございます。

また、各市町村におかれましても、それぞれ行政

ですとか、市町村社協、また、民児協の方々が連携

しまして、自治会長への協力要請ですとか、ボラン

ティア、地域活動に参加している方への声かけ、ま

た、広報活動に地道に取り組んでおられると聞いて

ございます。

県としましては、引き続き連携しながら民生委員

の確保に取り組んでいきたいと考えております。

また、２点目のほうで、コロナ禍におかれまして

は活動が制限されていることに対しての取組という

ことでございますが、市町村さんのほうで民生委員

の戸別訪問等の活動におきましては、委員おっしゃ

るように、感染が拡大している時期におきましては

訪問を控えていらっしゃるとか、そういう状況が

あったんですけれども、徐々に新型コロナに対応し

た取組が行われているということで、ある市町村で

はひとり世帯の高齢者に対しまして、朝起きたら、

一部の障子を少し開けるなどの簡単な決まり事をつ

くって安否確認代わりとするなど、対面での接触を

減らしながら工夫して活動を行う。また、別の市町

村ですが、マスクの配付や子供の貧困関係の弁当配

付に協力するなど、コロナ禍において困ってる方へ

の支援に当たっているなどの取組を聞いているとこ

ろでございます。

以上です。

○新垣淑豊委員 81.1％ということですけれども、

例えば地域によっては濃淡があると思うんですけれ

ども、傾向をちょっと教えていただけませんか。

○榊原千夏福祉政策課長 充足率におきましては、

市町村によってばらつきがあるということで、特に

都市部のほうが低い傾向にあります。

○新垣淑豊委員 ありがとうございます。

また都市部のほうともしっかり意見交換していた

だいて、もうこれ、増やすような形でしっかりやっ

ていただきたいと思いますけれども、そこはちょっ
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と処遇とかも改善していったほうがいいんじゃない

かなと思うんですけど、いかがでしょうか。

ほぼほぼ手弁当だと思うんですね。

○榊原千夏福祉政策課長 民生委員におかれまして

は、無報酬ということで、その代わりに活動費とい

うのは、国のほうからの交付金をいただきまして地

方交付税の措置がありまして、活動費を支給してい

るところでございます。

その活動費につきまして、年間、民生委員・児童

委員というところで６万200円を支給しているとこ

ろでございますけれども、こちらにつきましては、

国のほうに会議等を通しまして、増額のほうを要請

しているところでございます。

○新垣淑豊委員 ぜひよろしくお願いします。

続きまして、84ページに行きます。

こちら事業所へのペナルティーとか、例えば何か

反則等々があったところというのはあるんでしょう

か。令和３年度でお願いします。

○普天間みはる障害福祉課長 障害福祉サービス事

業所についてのペナルティーなんですけれど、指定

基準違反等が認められた場合には、障害者総合支援

法に基づく行政上の措置として、勧告命令、指定の

取消し等を行うことができるとなっています。

具体的には、基準に従っていない場合には期限を

定めて基準を遵守することを勧告し、これに従わな

かった場合にはその旨を公表することができると

か、あとはまた、勧告を受けた後に、その事業者が

正当な理由なく勧告に係る措置を取らなかった場合

には、また期限を定めて勧告に係る措置を取るべき

ことを命令することができるというふうにペナルテ

ィーの種類はなっています。

過去５年間なんですけれど、指定取消しはござい

ません。令和３年度もございません。

○新垣淑豊委員 ありがとうございます。

じゃあ、経営者以外のところからのお話を聞いた

ときに、この利用者さんに対しての、例えばグルー

プホームに住んでいて、作業所に移るというような

仕組みがあると思うんですけれども、そこがしっか

りとお勤めをしていないのに計上されているという

ようなケースも実はあったりするんだよという話を

聞いたことがありまして、こういう話って聞いたこ

とありますか。

○普天間みはる障害福祉課長 当課のほうにも、や

はり適切な運営をしていない事業者の情報というの

は、年間幾つか寄せられてきております。

確かに、基準を満たしていないだとか、利用者に

対するサービスのほうが不適切であったりとか、今

委員がおっしゃるような、利用者のほうがいないに

もかかわらず給付費をという案件に対しても、もし

発見いたしましたら、適切に指導等を行ってまいり

たいと考えております。

○新垣淑豊委員 例えばグループホームで、本当は

体調が悪くて休みたいけど、給付費に関して言うと、

作業所に行かないと出てこないわけじゃないです

か。

だから、無理やりにでも、ある意味引きずり出し

てそこで寝ておきなさいという形でやっている事業

所が実はあったりするといううわさを聞いたことが

ありますので、ぜひこういうのも―経営からして

みたら、それはもうお金が入る、入らないというの

は非常に大きな問題にもなるとは思うんですけれど

も、その利用者さん、またあと、そこでお勤めをす

る、支援をされる方々のことを考えると、やっぱり

ちょっとなということがありますので、例えば無記

名で構わないので、ある程度、何かしらの調査をす

るということをぜひやっていただきたいと思います

けど、いかがでしょうか。

○普天間みはる障害福祉課長 仮に、委員がおっ

しゃるような情報が寄せられた場合には、当課のほ

うも、立入調査など適切な指導を行ってまいりたい

と考えています。

あってはならないことであって、事業者の質の改

善に当課としては努めてまいりたいと考えておりま

す。

○新垣淑豊委員 だからね、情報を寄せるというの

は、これもうよっぽどのことなんですよね。

だけど、事前にその芽を潰すために、無記名でも

構いません、そういった情報集めをするための―

例えばインターネットを活用してアンケートを取る

とか、これはぜひやったほうがいいと思います。

駆け込んでくるというのはよっぽどのことなんで

すよ。

だから、そこをぜひ御検討いただきたいというこ

とですけど、いかがでしょうか。

○普天間みはる障害福祉課長 お答えいたします。

県民の皆様からとか、事業者等からの声について、

市町村や適正化運営委員会というところもございま

すので、そちらのほうと連携しながら適切に拾って

いきたいと思います。

○新垣淑豊委員 分かりました。

今日はもう時間ないんで、これぐらいにしましょ

うね。
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88ページをお願いします。

精神障害の方々ですけれども、この事業の対象の

推移と、あと、地域へ移行した状況ということにつ

いて教えてください。

○普天間みはる障害福祉課長 この精神障害者地域

移行・地域定着促進基金事業の内容といたしまして

は、長期入院―１年以上にわたって、精神障害者

の長期入院してる方の解消を図るための事業でし

て、この方々の地域移行を促進するという内容に

なっております。

具体的内容といたしましては、地域体制整備のた

めのコーディネーターを配置したり、あとは退院意

欲の喚起を促す取組の実施だとか、もう一点として

は、医療機関の中で、地域援助事業者を出席させて

やる委員会がございまして、こちらのほうに、医療

機関への補助を行って促進する事業になってます。

沖縄県の精神障害の入院患者については、令和

２年６月30日現在で4671名、１年以上入院している

入院患者は2703人となっております。

入院患者数は若干減少しているものの、高齢者の

65歳以上の入院患者数はちょっと増えているという

のが傾向的にあります。

以上です。

○新垣淑豊委員 65歳以上の精神障害を有する方が

増えているというのは、何か理由というのがあるん

でしょうか。

○普天間みはる障害福祉課長 お答えします。

沖縄県の高齢者人数の増加とともに、それを介護

していた家族の高齢化という問題もあるということ

で、それで退院ができずに長期入院につながってい

るのではないかというふうに推測しております。

○新垣淑豊委員 ありがとうございます。

これも後日、いろいろと意見交換させてください。

よろしくお願いします。

次に、89ページです。

生活困窮者の自立支援ですけれども、この一般就

労に関してですけど、この一般就労をした後の後追

いというのはどういう形になってるのか教えてくだ

さい。

○金村禎和保護・援護課長 お答えいたします。

まず、生活困窮者への自立支援について申し上げ

ますと、まず、個々の相談所の状況に応じて個別的

に支援を実施をしていくというところと、自立につ

ながるまで継続的に実施をするという支援の在り方

がございます。

就労支援につながると終結という形になるんです

けど、基本的には全体的な支援期間がどれくらいか

ということを申し上げると、個別的に支援を行いま

すので一概に言えないんですけど、おおむね１年以

内を目安に支援を行っているところです。大方が

３か月から６か月で支援が終結をすると。その終結

後、３か月を目安に再度現状の確認を行って、その

際に支援が必要な状況であることが確認された場合

には支援を再開するということを行っています。

以上です。

○新垣淑豊委員 この支援をリピートして必要とす

る方というのはどれぐらいいらっしゃるんですか。

○金村禎和保護・援護課長 ちょっとリピートの状

況についてはデータは取っていないんですけど、先

ほど申し上げた、１年を目安に支援を実施して、困

難なケースの場合には、やっぱり２年とか、あと長

い方だと５年ぐらい、支援を繰り返すという状況の

方もいらっしゃるということです。

以上です。

○新垣淑豊委員 やっぱり今お話があったように、

長期にわたる方、あとまた、ひょっとしたら、一度

自立をされていますけれども、また再度、支援が必

要になる方というのがいらっしゃると思うんです

よ。

これはしっかりどういう状況なのかぜひ確認をし

ていただいて、その理由も持っていただくと、僕は

また、今後の事業のためになるんじゃないかなと思

いますけどいかがでしょうか。

○金村禎和保護・援護課長 １年を超えるケースと

いうのは１割程度ではございますが、委員御指摘の

ように、何度も支援を繰り返すという状況のある方

は、特定の要因があると思いますので、状況を確認

しながら対策等を検討してまいりたいというふうに

考えております。

以上です。

○新垣淑豊委員 ありがとうございます。

これもやり取りお願いします、後ほど。

次は124ページですけれども、虐待の全体的な件

数の推移と、児相体制―数的な推移と併せて、児

相の体制ってどういう形で変化してるのかというの

を教えてください。

たしか、いろいろ強化されてるという話は以前に

も伺ってるんですけれども、よろしくお願いします。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 お答えしま

す。

虐待の件数なんですけれども、令和３年度に本県

の児童相談所が対応いたしました児童虐待相談対応



－141－

件数は2509件、これは速報値でございますが、過去

最多となっております。

前年度の1835件に比べ674件、36.7％の増となっ

ております。

また、令和３年度の全国の児童相談所が対応した

児童虐待対応件数、これも速報値でございますが、

20万7659件、こちらも過去最多となっております。

全国については、前年度の20万5044件と比べ

2615件、1.3％の増となっております。

この傾向を受けての児相の体制についてでありま

すが、県では、児童虐待相談件数の増加や児童虐待

への社会的関心が高まる中、相談所の体制強化に努

めてまいりました。

平成17年度から令和４年度までの18年間で、正職

員53名、会計年度任用職員56名の合計109名を増員

しております。

令和４年度につきましては、コザ児相と中央児相

に県職員の再任用の保健師１名を配置したほか、コ

ザ児童相談所に児童心理司１名を増員してございま

す。引き続き体制整備を図り、虐待防止に努めてま

いります。

○新垣淑豊委員 全国と比べて件数対比の職員数っ

てどういう状況なんでしょうか。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 少し年度の

数値が以前で恐縮ではあるんですけれども、児童相

談所に配置されている児童福祉司について、平成

31年４月１日現在、本県は人口約２万8671人に１人

の割合の配置で、他方、全国は３万3297人に１人の

配置という比率になりまして、多く配置されている

というふうに認識しております。

○新垣淑豊委員 ありがとうございます。

今、児童福祉司というお話ですけれども、職員体

制自体ってどうなってるんですか。

要は、職員全員が児童福祉司ですか。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 主に、児童

相談所の構成としましては児童福祉司と、心理司、

そして、保護所で児童の直接の世話をします生活指

導員、そのほかに、専門員として医師とか保健師と

か、その他会計年度任用職員等で、多くの職員で組

織を運営しているということになります。

○新垣淑豊委員 多分、件数が多くなるとほかの人

に対しての負担というのが大きくなると思うので、

その辺もちょっと確認したかったんですね。

これはまた後で数字をいただければと思いますの

でよろしくお願いします。

続きまして143ページです。

犯罪被害者支援についてですけれども、これは犯

罪被害者支援条例の制定されているところというの

は県内でどれだけあるか教えてください。

○奥間政消費・くらし安全課長 お答えします。

現在、県内市町村におかれましては、犯罪被害者

等支援に関する条例は制定されていない状況でござ

います。

市町村においては、犯罪被害者等基本法に基づき、

それぞれの地域の状況に応じた施策の実施に主体的

に取り組んでいるものと理解しております。

なお、平成30年度までに、犯罪被害者等に適切な

情報提供等を行う総合的対応窓口が県内全ての市町

村に設置されている状況でございます。

○新垣淑豊委員 多分、条例制定の要請とかが来て

ると思うんですけど、これに対する対応というのは

どういうふうにしてるんでしょうか。

○奥間政消費・くらし安全課長 市町村の条例制定

につきましては、犯罪被害者等基本法の趣旨に沿っ

て市町村が主体的に行うものと考えております。

犯罪被害者などが必要なときに必要な場所で適切

な支援を受けることができるようにするためには、

住民に最も身近な基礎自治体であります市町村の取

組が重要と認識しております。

県としましては、沖縄県犯罪被害者等支援条例第

12条の規定に基づき、市町村が実施する犯罪被害者

等支援に関する施策について、連絡協議会の会議等

を通して条例制定に関する情報の提供、技術的な助

言、その他の必要な協力を行ってまいります。

○新垣淑豊委員 多分、横の連携等々も必要になっ

てくると思うんで、これは県のほうがしっかりと主

導していただきたいんですけれども、これをお願い

できますか。

○奥間政消費・くらし安全課長 県におきまして

は、現在、委託事業なんですけれども、沖縄県犯罪

被害者等支援アドバイザーを設置しておりまして、

こういったアドバイザーの方々に、市町村の巡回訪

問とか、市町村の出前講座等を実施して、市町村へ

の積極的な、この犯罪被害者等への支援をしていた

だけるよう連携してまいります。

以上です。

○新垣淑豊委員 分かりました。

また、これも当事者の方々といろいろと意見交換

させていただく際に、私もぜひ同席させていただき

たいと思っております。

よろしくお願いします。

あと、最後、147ページですけれども、国際相談
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の現状を教えてください。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 本事業は、

在沖米軍人、軍属等との間で離婚や親権等の悩みを

抱える県内女性などに対する支援体制の強化に向け

て、米軍等及び県内の関係機関による連携体制の構

築及び相談所設置による面談や同行支援等による相

談支援の２つの取組を実施しております。

このうち、相談支援については、本島中部に設置

した国際家事福祉相談所を拠点として、電話や面談

等により専門アドバイザーや支援コーディネーター

が助言や情報提供、同行支援等を実施しております。

令和３年度の相談実績は延べ231件、人数で申し

上げますと83人となっております。

○新垣淑豊委員 同一の方が繰り返し御相談をされ

るケースが多いということですね。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 そうでござ

います。

○新垣淑豊委員 分かりました。

ちなみに、これが解決に向かったというのはどれ

ぐらいあるもんなんですか。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 個別の詳細

なコメントについてはちょっと控えさせていただき

たいんですけれども、数というのは恐縮ですが―

例えばこのような事例で解決に向かっているという

のを少し申し上げます。

在沖米軍人と交際していた方で子供がいらっしゃ

ると、婚姻はしていないというようなケースについ

て情報収集等を行いまして、また、関係機関等を交

えた支援、本人による弁護士への法律相談に同行し

たり、あと相手が解決に向けて非協力な場合、軍の

上司に対して働きかけるなどの助言指導等を行って

解決するというような事案があります。

先ほど申し上げた数字のうち何件が解決に向かっ

たというのは、恐縮ですが、ちょっと手元に数字が

ございません。

以上です。

○新垣淑豊委員 じゃあ、そこも確認していただく

ことと、これ多分、長期にわたることと、急ぎでや

らなきゃいけないということがあると思いますの

で、ぜひそこも、数の件も含めてしっかりと確認を

していただければいいなと思いますので、お願いい

たします。

以上です。

○末松文信委員長 石原朝子委員。

○石原朝子委員 まず初めに、令和３年度コロナ感

染症対策関連事業―子ども生活福祉部で所管して

いる各施設のほうにその関連予算があったと思いま

すけれども、その実績と効果というのはどのように

なってますでしょうか。

○榊原千夏福祉政策課長 お答えをいたします。

まず、令和３年度の子ども生活福祉部のコロナ関

連予算でございますが、予算額が約390億円に対し

まして決算額が約348億円となっております。

この新型コロナウイルス感染症対策の主な実績と

効果でございますけれども、主な事業としまして、

生活困窮者の方への支援としましては、生活福祉資

金の特例貸付けについて５万6410件の貸付けを行

い、決算額が約331億円となっております。

また、新型コロナウイルス生活困窮者自立支援支

給事業につきましては、1184件の支給決定を行い、

決算額が約２億3000万円となっております。

また、ひとり親世帯に対しまして4990世帯へ特別

給付金を支給し、決算額が約４億3000万円となって

おります。

さらに、就労に意欲的に取り組んでいるひとり親

家庭への住宅支援資金貸付事業では231名に貸付け

を行い、決算額が約5900万円となっております。

また、事業所等への支援でございますが、介護福

祉施設における感染症対策事業としまして、感染者

や濃厚接触者が発生した介護サービス事業所等

119事業所に対するかかり増し経費の支援や、簡易

陰圧装置等の整備に対する支援等を実施しまして、

決算額が約３億2000万円。

また、障害福祉サービス事業所等への支援としま

して、179事業所に対するかかり増し経費支援を含

む合計10事業を実施し、決算額が約１億円となって

おります。

またさらに、放課後児童クラブ等に対する支援と

しまして、小学校の臨時休業期間等において、放課

後児童クラブを午前中から開所するための補助、ま

た、放課後児童クラブにおける衛生用品購入補助等、

放課後児童クラブやファミリーサポートセンターへ

の支援金として、27市町村に対し約３億2000万円の

補助を実施したところでございます。

○石原朝子委員 執行率としては、どういう状態で

しょうか。

○榊原千夏福祉政策課長 執行率としましては約

89％となっております。

○石原朝子委員 この執行率89％に対しましてどの

ように捉えていらっしゃいますか。

○榊原千夏福祉政策課長 子ども生活福祉部では

セーフティーネットとしての事業を多く抱えてござ
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います。

長引くコロナ感染症の影響に、いろいろな方々の

困難な状況にセーフティーネットとしての事業を多

く実施することで対応してきたと考えてございま

す。

○石原朝子委員 この事業、多岐にわたるんですけ

れども、本当に十分に事業が浸透していたのかなと

いう疑問の部分もあるんですけれども、ほぼ89％、

主管課としては、効果は得てるんではないかという

ことなんですね。

○榊原千夏福祉政策課長 不用額というのは生じて

いるところではございますけれども、補助金の目的

といたしまして対応できたと考えてございます。

○石原朝子委員 分かりました。

ありがとうございます。

では、主要施策の成果表の89ページになるんです

けれども、再三申し訳ありませんけれども、生活困

窮者の自立支援の中の生活困窮者住居確保給付金、

これが執行率、ちょっと低いように見えますね。

そして、この課題の中で、北部、離島の潜在的な

支援対象者を早期に発見し適切な支援につなぐ体制

づくりが必要ということなんですけれども、この

204世帯の内訳としましては、どの地域が受給され

ているんでしょうか、内訳のほうをお願いしたいで

す。

○金村禎和保護・援護課長 県が所管する町村部の

204件でございますが、福祉事務所別に申し上げま

すと、北部福祉事務所が９件、中部福祉事務所が

118件、南部福祉事務所が76件、八重山福祉事務所

が１件、宮古福祉事務所は０件となっております。

以上です。

○石原朝子委員 この課題に上げてあります体制づ

くりというのは、今年度それに向けて何か取り組ん

でいますでしょうか。

○金村禎和保護・援護課長 生活困窮者につきまし

ては、既に顕在化してる場合と、それから見えにく

い場合がございます。

ですので、関係機関と連携をして適切な支援につ

なげる体制づくりが必要であるというふうには考え

ております。

県として、引き続き関係機関との連携強化、それ

から、制度の周知強化を図って適正な支援につなげ

てまいりたいというふうに考えております。

以上です。

○石原朝子委員 課題に上げたように、やっぱり北

部地域と離島のほうは、もっと重点的にまた取り組

んでいただきたいと思っております。

ぜひよろしくお願いいたします。

今回、決算書、民生費の老人福祉費なんですけれ

ども、そちらは補正も結構して、そしてまた、流用

も結構、増減が多い科目であったんですけれども、

なおかつ不用額が29億も出る、もちろんこの流用に

関しては決められた基準にのっとってやっていらっ

しゃると思うんですけれども、あまりにも多く流用

されているようなんですけれども、それに対しまし

てはどのような理由があってそういった補正も流用

も頻繁に起こし、なおかつ不用額を出していくとい

う、その原因となったことを教えていただきたいで

す。

○榊原千夏福祉政策課長 令和３年度の当初予算に

おきまして、子ども生活福祉部といたしましては、

所掌する事項につきまして、年間の所要額を見積り

必要な予算を計上したところでございます。

ですが、一方、新型コロナウイルス感染症の対策

関連経費ですとか、また、国の経済対策関連経費な

ど、年度途中におきまして緊急に対応を要する経費

等がございまして、そのような場合は必要な補正予

算を計上し対応してきたところでございます。

予算の執行に当たりましては、法令に則した適正

な手続に基づき事務を執行する、また、財源の確保

と支出の効率化に努めているところでございます

が、予算成立後の事情によりまして、予算に不足が

生じた場合は、真にやむを得ない場合に限り、予算

の流用により対応をさせていただいているところで

ございます。

いずれも、必要性、緊急性等を十分検討の上、必

要最小限の範囲で対応しているところでございま

す。

○石原朝子委員 この予算の流用については、やっ

ぱり慎重にやっていただきたいと思いますし、令和

３年度は、コロナ禍の影響もあって、そういった様

々な事業等の影響にもよるかと思うんですけれど

も、流用に関してはやっぱり補正もしっかりありま

すので、そこら辺をよく見極めた上で予算立てをし

ていただきたいと思います。

次に行きます。今年に入って認可保育園の保育所

の基準、保育士が少ない中において保育所運営をし

ていたり、また、認可外においてお子さんが亡くなっ

た事例が出てきておりますけれども、県としても、

保育所などに関して指導監督をやっていると思いま

すけれども、令和３年度はどのような実施状況で

あったんでしょうか。
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○下地努子育て支援課長 保育所等におけます指導

監督につきましては、令和３年度、対象施設数は

391施設、指導監査件数が341施設となっております。

残りの50施設につきましては、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、やむを得ず監査を中止して

いるところです。

○石原朝子委員 確認しますと、私立保育園、認可

外保育園も実施してないということでしょうか。

○下地努子育て支援課長 ただいま申し上げました

数字は、いわゆる保育所等でございまして、認可外

につきましては、令和３年度は対象施設が390施設、

そのうち178施設のほうの立入調査を実施したとこ

ろです。

○石原朝子委員 今回、この341施設を令和３年度

は実施しておりますけれども、その中で、認可園や

認可外の中で、特別に監査をしなければならない施

設もございましたでしょうか。

○下地努子育て支援課長 認可園、それと認可外の

両方におきまして、いずれの場合も特別な監査は実

施されておりません。

○石原朝子委員 特に指導が必要となる施設が１施

設もなかったということですね。

○下地努子育て支援課長 県の監査においては、そ

ういった施設のほうは見受けられませんでした。

○石原朝子委員 以前、この質問をしたときに、担

当人員が不足をしているという答弁等もありました

けれども、令和３年の担当人員は十分に確保されて

いたんでしょうか。

そしてまた、指導監督を実施するに当たっての予

算額、決算額をちょっと教えていただきたいと思い

ます。

○下地努子育て支援課長 令和３年度の調査員につ

きましては、５名でございました。

それと、それに係る予算としまして、その指導員

を含めまして、事業費としましては約４億円になっ

ております。

○石原朝子委員 指導員は５人ということですか。

○下地努子育て支援課長 指導員数は５名となって

おります。

○石原朝子委員 この５人で、この対象施設391施

設と認可外で390施設、本当に十分に審査ができる

んでしょうか。

○下地努子育て支援課長 先ほど申し上げました

５名と言いますのは、認可外保育施設を対象とする

担当職員でございまして、認可園につきましては、

別途４名の職員のほうで監査を実施しております。

また、認可外保育施設につきましては、定数が５名

となっているんですけれど、30年、31年度と５名の

定数を満たすことができないものですから、そうい

うこともありまして、現在は各施設に年１回の監査

が厳しい状況となっております。

○石原朝子委員 厳しいと言っていても現在のよう

にこういった県内で事故があったりするわけです

よ。

やっぱりそこら辺を踏まえて、しっかりとこの認

可園、各認可外の保育施設に関しては指導監督を

しっかりして、人員を増やしていただきたいと思い

ますけれども、担当部長としてはどのようにお考え

でしょうか。

○宮平道子子ども生活福祉部長 認可外の立入調査

等につきましては、今、課長から説明がございまし

たとおり、５人ということで体制は整備をしている

ところですけれども、なかなか専門的な職員の確保

が難しいということで、継続的に募集をかけている

という状況ではございますが、今３名の体制という

ことになっております。

先ほど、認可外については立入調査のほかに巡回

調査というものもやっておりまして、また、新規で

開設したところ等に対しては重点的に巡回調査とい

うところもやっております。巡回訪問ですね。

また、オンラインというシステムも活用しまして

やっているところでございます。体制が厳しい中で

はございますけれども、人員体制を何とか確保して、

安全な環境の中で保育が提供できるように取り組ん

でまいりたいというふうに考えております。

○石原朝子委員 待機児童を解消するためにも、や

はり受入れする施設を安全な施設を確保していただ

きたいと思いますので、ぜひよろしくお願いいたし

ます。

以上です。

○末松文信委員長 比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 お疲れさまです。

よろしくお願いします。

では、まず最初に、先ほどからあります認可外に

ついて主な施策のほうからお聞きしたいと思いま

す。101ページの認可外保育施設への支援事業です

けれども、せんだっては那覇市において死亡事案も

発生したことで、認可外の実態というものが多くの

方々からどうなってるんだろうというような心配の

声も聞かれますので、県としてどうなのかというこ

とをお聞きしていきたいと思います。

まず、この101ページの認可外保育施設への支援
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事業ですけれども、事業の効果と課題というところ

を見させていただいておりますけれども、その中で、

特にア、イ、ウの中で、施設を支援をしているもの

に、給食費や、それから、健康診断、調理員の検便

等というのはとてもこれ重要なことだと思っており

ます。まず、102ページの３の事業効果と課題のア

のところですけれど、それを全体質問する前に、認

可外を対象何園というふうに把握されてるんでしょ

うか。

○下地努子育て支援課長 県に設置届がありました

認可外保育施設は、令和３年４月１日で、届出数

390件となっております。

○比嘉京子委員 この場合ですね、今186施設に対

して行ったということになっていますが、それ以外

の施設は自前でやってるということでよろしいんで

しょうか。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、比嘉委員が助成されなかった施

設はどのように対応しているのかとの補足

説明があった。）

○末松文信委員長 再開いたします。

下地努子育て支援課長。

○下地努子育て支援課長 残りの施設につきまして

は、自前で実施をしているところであります。

○比嘉京子委員 結局、県の予算がこれだけしか取

れていないので、順繰り順繰りに、その予算を今年

はこの施設、来年はこの施設というような分け方で

やってるという理解でよろしいんですか。

○下地努子育て支援課長 全施設を対象として予算

は組むのですけれど、その園のほうから申請が上

がってこないという状況であります。

○比嘉京子委員 もう一つ気になるところの課題で

すけれど、給食の充実が図られてきたものの、十分

ではない施設があることからということをもう少し

詳しく、どのような点が十分でないのか、認識され

ているのかを伺いたいと思います。

○下地努子育て支援課長 令和３年度の４月１日現

在で、企業主導型保育所及び居宅訪問型保育施設を

除いた、一般的に認識する認可外保育施設という施

設は264施設となっておりますけれども、この補助

金の交付を申請した施設数となりますと、186施設

となっております。

その点から、本事業の活用について市町村を通じ

て、県内の認可外保育施設への周知を図って、より

制度を活用していただこうと考えております。

○比嘉京子委員 ちょっと答弁が、意図が伝わって

ないかなと思いますけど。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、比嘉委員から認可外保育施設の

給食の充実が図られているものの、十分で

はない施設があるとの課題が挙げられてい

るが十分ではないとは何かとの確認があっ

た。）

○末松文信委員長 再開いたします。

下地努子育て支援課長。

○下地努子育て支援課長 今、県のほうで給食支援

とかを実施しているところでありますけれども、ま

だ認可園と比べまして、ちょっと給食費の単価が低

いという状況があるもんですから、そのことについ

ての課題解決等に向けて取り組んでいきたいと思い

ます。

○比嘉京子委員 とても私が危惧してる点は、保育

所の給与目標ってあるんですね。ちょっと専門的に

なるんですけど、保育所の給食は、１日のこの年代

の子供の約何パーセントを昼食とおやつであげなさ

いというふうに厚労省は決めてるわけです。このこ

とが認可外で守られていない現状があるかと理解し

ています。そこは、沖縄県として踏み込んで、しっ

かりと栄養給与目標に沿った献立を、共通でいいの

で流していくということを、そこを実施してもらう

ということをぜひ御検討いただきたい。

これは子供たちの成長に著しく影響することで、

とても危惧されるところです。

○下地努子育て支援課長 今、いただきましたお話

も含めて、各認可外保育施設のほうへ、各年齢にお

ける必要な栄養分といいますでしょうか、そういっ

たことについて周知してまいりたいと思います。

○比嘉京子委員 ちょっと部長にお願いしたいんで

すけど、これすごく大きなテーマなんですね。

今これがしっかりと実施しなければならないとい

う、ねばならないになってないわけです、認可外で

は。でも、親は保育園って名前がついてるので、き

ちんと御飯とおやつをあげていると思ってます。で

も、子供たちは３歳までに著しく成長します。この

時期に毎日のように欠落していくということは大き

なダメージです。そのことを考えると、子供たちの

育ちを保障することにはなりません。そのことはと

ても大きなテーマだし、意識の改善と、保育料を値

上げしてでもやらないといけないこと。

そのことを踏まえて、やっぱり沖縄県として重要

な課題として取り組んでいく必要があると思ってい

るので、ぜひ御検討をお願いしたい。
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○宮平道子子ども生活福祉部長 こちらでまだ十分

ではないというところの課題について、先ほど単価

が低いというような担当課長からの説明がありまし

たが、認可と比べて１食当たりの単価が低いという

ことと、あわせて、まだこの補助金自体の活用が行

き渡っていないというところも大きな課題であると

思ってます。なので、市町村を通しての申請という

形になりますけれども、より多くの施設が活用して

いただけるようにということについては、再度、市

町村と連携をしていきたいと思っております。

認可外の立入りの際に、献立表の確認とかそう

いったことはしているかと思います。ただ、栄養所

要量が足りるかどうかというところについては、先

ほども申し上げましたように、私どものほうにもま

だ専門の職員の配置はございません。

どのような形でできるのかというところについ

て、少し検討してまいりたいと思います。

○比嘉京子委員 この給食費については、認可外で

あろうと認可であろうと、今、食材料費については

保護者負担になっているんです。ですから、値上げ

してでもいいから、１日しっかり、これは沖縄県が

補助するお金ではなくていいと思うんです。子供た

ちの食費というものに値上げが必要だということ

で、保護者の理解を得ていくということがとても重

要だと思いますので、そこは沖縄県の支出の問題で

はなくて、親と保育園の認識と理解の問題だと思い

ますので、ぜひ前進をお願いしたい。一応、提案で

す。

非常に大きな提案になりましたけど、次、ウのと

ころで、１点。先ほど390の認可外が対象だという

ことで、そこで指導監督基準を満たす旨の証明書が

出されているところが258と書かれているんですけ

れども、後のところの証明書が出せないたくさんの

理由があると思いますが、主な理由を３つぐらい挙

げていただけるとありがたいです。

○下地努子育て支援課長 安全関連や健康診断、そ

れと避難訓練、こちらのほうが十分でないこと等か

ら、指導監督基準が満たされていないケースが主な

理由となっております。

○比嘉京子委員 これは非常に命に関わる点で、子

供たちの病気の発見にも関わる点なので、ぜひこれ

は何とかクリアできるように監督指導をしていただ

ければと思います。

その点についての見通しはどうですか。

○宮平道子子ども生活福祉部長 立入調査で主に指

摘される事項については、先ほど課長が申し上げま

したとおり、３点が主な事項となっております。指

導事項のある施設に対しては文書等による改善報告

を求めて、改善状況の確認を継続的に行っていると

ころではございます。

認可外につきましては、保育料の無償化、令和６年

度実施ということもございますので、それに向けて

多くの保育施設がこの基準を達成できるように、集

中的に取り組んでいきたいというふうに考えており

ます。

○比嘉京子委員 ともかく、非常に基本的なところ

で底上げができていないということは、子供たちの

育ちや安全や健康に大きく影響してますよね。それ

が放置されてきたという現状があって、沖縄県はす

ごく努力してると思うんです、認可外が多いので。

なぜかって、本土の認可外というのはすごく保育

料が高いんですよ、認可園より高いんです。だから、

入れるんです。高い保育園だから、その保育方針を

受入れて、入れたい人たちが多くいるんですよ。

でも、沖縄の戦後はそうはスタートしてきていな

いので、行政の力が非常に問われてしまっていると

いうことは理解します。

やっぱり今、挙げられたのはちょっと私が予想し

ていた内容ではないほどに深刻かなと思いますの

で、ぜひよろしくお願いします。まだ66％ぐらいし

かその証書が出されてないということをちょっと確

認をいたしました。

次に行きたいと思います。107ページをお願いし

ます。保育士正規雇用の質問が先ほどもありました

ので、そこは省いてお聞きしたいと思いますけれど

も、とてもこれはスタートアップというか、促すた

めに非常にいい事業ではないかと思います。詳細と

して、ある程度、施行されているというふうに見る

わけなんですけれども、保育士を非正規から正規に

やるときに、どのような金額でどう助成をしている

んでしょうか。

○下地努子育て支援課長 保育士の正規化につきま

しては、保育士の正規化をする保育所に対して月額

３万、年36万円を支給することになります。年36万

ですね、保育所に対して……。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、比嘉委員から54万円と書いてあ

るとの指摘があった。）

○末松文信委員長 再開いたします。

下地努子育て支援課長。

○下地努子育て支援課長 令和３年度は、正規雇用

の新規採用の場合は月額２万5000円、それを年間最
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大30万円。現在、非正規で働かれている方が正規雇

用化された場合、月額４万2000円、年間で50万4000円

の支給を園にしているところであります。

そちらのほうを受けまして、令和３年度の実績で

いきますと、正規雇用化されました職員の平均給与

は、年間で54万円の額がアップとなっております。

○比嘉京子委員 これは県単独の事業でしょうか。

○下地努子育て支援課長 県単事業となっておりま

す。

○比嘉京子委員 それで、その１年間といいますか、

１年こういうふうに補塡をしていって正規化すると

いうことで、できたらですね、定着率等を調査をか

けていただければと思うんですが、いかがでしょう

か。

○下地努子育て支援課長 県のほうでは、定着率と

いう形については捕捉はしていないんですけれど、

本事業の実施要領におきまして、実施主体は市町村

でありますので、市町村のほうで事業実施後２年間、

正規雇用化の対象となった施設における雇用状況等

の確認を行うこととなっております。

○比嘉京子委員 やはり県単独で約8000万近いお金

を出しておりますので、県としてはその定着がどう

なったかということをやはり把握しておくというこ

とが大事ではないかなというふうに思っております

ので、市町村からの報告等をぜひ県のほうで受けて

ほしいと思いますが、いかがですか。手元にありま

すか。

例えば、223名も増やしたんだと思うとすごく意

味のある事業ではないかなと思うんですが、やっぱ

り報告をいただいて、そのことのきっかけで定着し

ていく、また、正規化していくということを確認す

ることはとても大事なことではないかなと思うんで

すけど、どうでしょうか。

○下地努子育て支援課長 今後、この事業の実施状

況につきまして市町村のほうから報告を求めること

について検討していきたいと考えております。

○比嘉京子委員 今の107ページから113ページ辺り

に向けて、保育士確保、それから、離職防止の支援

策が３つ並んでいるわけなんですけど、それを総じ

てちょっと質問したいんですけれど、まず、保育士

確保のために沖縄県としては予算をどれぐらい使っ

ているんでしょうか。

○下地努子育て支援課長 令和３年度における保育

士の確保、離職防止に係る当初予算総額は約６億

6000万円となっており、待機児童解消の最大の課題

である保育士確保するため、市町村の取組を多方面

から支援しているところであります。

○比嘉京子委員 まとめたいと思うんですけれど、

保育士を確保するために各県が非常に苦慮している

ということ、また、地域間においても奪い合いが起

こっているということ、いろいろございますけれど

も、保育士が確保できずに待機児童の解消ができな

いことも、もうずっと明らかになってきているわけ

です。

その点で、ぜひ沖縄県として動いてほしいことを

ちょっと提案したいと思うんですけど、何といって

も保育士の確保には配置基準です。子供と保育士の

配置基準、それと処遇改善―処遇改善の主な大本

は国による公定価格における人件費の問題です。

この２つを１セットに触らないと、ずっとこのこ

とは続いていくと私は思うんですが、部長の認識は

いかがでしょうか。

○宮平道子子ども生活福祉部長 保育士の確保を

図っていく上では、配置基準の見直しであるとか処

遇の改善というのは、本当に大きな課題であると

思っております。

県としても、全国知事会等を通して要請をしてい

るところではございます。引き続き要請をしていき

たいとは思っておりますが、まず、配置基準の拡充

は非常に大事な問題だと考えておりますけれども、

その前に、今いる保育士の確保というのが非常に大

きな課題でありまして、それを満たしつつ配置基準

というところが非常に今、苦慮しているところでご

ざいます。

○比嘉京子委員 おっしゃるとおりで、目の前に起

こっていることを放置をするわけにはいかないの

で、それをやりながらも、できるだけ早く国の配置

基準を、改定を求めていくということが、これ全国

的にみんなで声を上げていかないとできないことな

ので、ぜひとも沖縄県は特に大声で言ってほしいな

と私は思いますが、いかがでしょうか。

○宮平道子子ども生活福祉部長 この件につきまし

ては、委員はじめ女性の議員の皆様からも声を上げ

ていただいているということで承知しておりまし

て、大変心強く思っているところでございます。

県としましても、引き続き全国知事会等と連携し

ながら声を上げていきたいというふうに思っており

ます。

○比嘉京子委員 もう一つは、公定価格と言って、

国から各保育園にお金が下りてくるわけですけれど

も、その価格の分配の仕方というのにも、やはり沖

縄県として声を出していく必要があるんではないか
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なと思っているんですが、その区分の中で、その他

の地域になっているということに対しての認識はど

うですか。

○下地努子育て支援課長 公定価格における本県の

場合は、その他地域―８区分の一番最下位という

ことになっているんですけど、その１級地とか２級

地というところは、ほとんど東京であるとか、政令

市であるとか、そういう大規模な都市になってまし

て、それらを除きますと、もうほとんどの自治体が

その他の区分という形になっていると認識しており

ます。

○比嘉京子委員 何を基にして東京都が高いのかと

いう基準が、基準のベースをやっぱり考えないとい

けないと思うんですね。

沖縄県は、島国なんで、周りの隣県する県がない

んです。そのことは沖縄の不利性になっているわけ

です。

そこも踏まえて、やはり私は、これは、子ども・

子育て会議における公定価格の地域区分、この中に

国が定めている中においてこれで私たち了としてい

いんだろうかと思う部分があります。それが一つ。

それから、やっぱり配置基準を見直さないと、今、

配置基準どおりに保育園を運営している園はありま

せん。ほぼゼロです。なぜかというと、公定価格に

は８時間労働として組み込まれているにもかかわら

ず、保育所は11時間開所しろと言っているわけです

よ。11時間から12時間の労働がある中で、８時間分

の人件費しか来ない、しかも、人件費の中で一番低

いところに沖縄が置かれている。そのことについて

も私は精査をする必要があると思います。

そして、この配置基準のゼロ歳が１対３とか、１歳

児が１対６とか、２歳児、３歳児が１対20とかとい

うことって、これ50年も70年も変わってないんです

よ。そういうことを放置してきて、それでいて一生

懸命、県単独で６億6000万もかけてるわけですよ。

そのことを私たちは放置をするわけにはいかな

い。ですから、もっともっと国に対して、８時間労

働分しか来てないんだから、11時間、12時間労働は

出しなさいと。現場では、皆さんが出してる配置基

準では回ってませんと。このことを大きく言わなけ

れば、私はこれもう堂々巡りをやり続けるだろうと、

非常に思っています。ですから、小さな声では駄目

です。大きな声で堂々と、そして、精査をして―

そのために何が必要かというと、やっぱり沖縄県の

保育園がこの基準どおりで、保育士を確保している

かどうか、という実態を調べるということがまず必

要ではないかと思うんですが、それをやってはどう

でしょうか。

○下地努子育て支援課長 現在、各保育所における

給与水準でありますとか、そういう調査を今、検討

しているところであります。

その調査項目の中に、実際の保育士さんの配置状

況とか、そういうことを加えることはできないかと

ちょっと検討していきたいと思います。

○比嘉京子委員 ぜひ、実態を把握した上で、実態

に合ってないことをしっかり訴えていくということ

が求められていると思いますので、定数に応じて、

何名確保しているのかということの実態調査をぜひ

お願いしたいと思います。

以上です。

○末松文信委員長 休憩いたします。

午後０時９分休憩

午後１時26分再開

○末松文信委員長 再開いたします。

玉城ノブ子委員。

○玉城ノブ子委員 それでは、質問させていただき

ますので、よろしくお願いいたします。

主要施策のまず最初に、89ページの生活困窮者住

居確保給付金事業、これは何名かの方が質疑をして

いらっしゃいますけれども、私もこれは、大変重要

な施策だというふうに思っておりますので、ぜひ御

答弁のほう、よろしくお願いいたします。

コロナの影響が続いている中で、生活に困窮して

いる世帯にとっては、非常に大事な支援だというふ

うに思っております。県民の生活をどう支援してい

くかということは、今後ともやっぱり重要になって

いるというふうに思いますので、生活困窮者住居確

保給付金、生活困窮者自立支援事業も含めて、それ

ぞれの給付内容と成果と今後の課題についてもお聞

かせください。

○金村禎和保護・援護課長 お答えいたします。

まず、住居確保給付金でございますが、離職等に

より、経済的に困窮し、住居を失った方、または、

失うおそれのある方に対し、求職活動等を条件に、

一定期間、家賃相当額を支給するものとなっており

ます。

令和３年度は町村分です。支給件数が204件、支

給額が約8000万円となっておりまして、住居の確保

と就労支援等によって、早急の生活と再建につな

がっているものと考えております。

それから、生活困窮者自立支援事業でございます

が、自立相談支援機関を核としまして、相談支援で
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すとか、就労準備支援事業、一時生活支援事業、家

計改善支援事業、こういったものを実施しておりま

す。それから、関係機関と連携して、その他の支援

にもつなげていくということをしておりまして、生

活困窮者の状況に応じた包括的な支援を実施してい

るものであるということです。

令和３年度の実績を申し上げますと、新規相談件

数が4953件、プラン作成件数が1041件、就労につな

がった方が145人、増収につながった方が138人と

なっておりまして、関係機関と連携した包括的な支

援によって、生活困窮者の自立促進が図られている

というふうに考えております。

今後の課題でございますが、午前中にも少しお答

えをしたんですが、生活困窮者につきましては、既

に顕在している場合と、それから見えにくい場合が

ございますので、関係機関と連携をして適切な支援

につなげていく、つなげる体制づくりが必要である

というふうに考えております。ですので、県としま

しては、関係機関との連携強化ですとか、制度の周

知強化を図って、適切な支援につなげてまいりたい

というふうに考えております。

以上です。

○玉城ノブ子委員 これは、非常に大事な事業に

なっていますので、具体的な関係各機関との連携と

いうことになると、どういうことになりますか。市

町村との連携ということになるんでしょうか。

○金村禎和保護・援護課長 例えば生活困窮者の中

には、複数の困り事を抱えている方々がいらっしゃ

いますので、先ほどおっしゃった支援事業では、支

援できない方もいらっしゃるかと思います。例えば

就労につなげる場合でありますと、雇用施策関係の

事業がありますので、そういったことをハローワー

クといったところにつなげていく。

あと、貸付制度もございますので、それについて

は、社会福祉協議会のほうにつなげて、連携しなが

ら実施をしていくということでございます。

○玉城ノブ子委員 ぜひ、これはやっぱり、この制

度を知らないために、その支援を受けることができ

なかったということがないように、その対象となる

皆さん方のところに、この支援が十分に行き届くよ

うな、そういう体制を今後、構築していただきたい

というふうに思いますので、ぜひよろしくお願いい

たします。

これは、答弁いいです。

あと、98ページの子どもの貧困対策推進基金事業

の実施内容とその成果と今後の課題についてお聞か

せください。

○仲村卓之子ども未来政策課長 お答えします。

子どもの貧困対策推進基金でございますが、これ

は平成28年度に総額30億円、６か年を期間として創

設されたものでございます。当初、県が３億円、市

町村が27億円という配分で、これまで６年間で約

25.3億円―内訳で言いますと県が約2.7億円、市

町村が22.5億円が執行されてまいりました。

市町村の22億円につきましては、主に就学援助の

充実ですとか、放課後児童クラブの利用料の軽減に

充てられておりまして、令和２年度の就学援助受給

者数は、平成27年度と比べ約5700名増えております。

それから、援助率は20.4％から24.1％へと拡充が図

られました。それから、放課後児童クラブ利用料に

ついても６年間で延べ9700名の負担軽減が図られて

おります。

課題としましては、小規模離島など、基金交付金

が未活用となっている町村に対し、同交付金を活用

した子供の貧困対策の推進を促していくことや継続

的かつ安定的な財源と言える基金の特性を生かし、

新たなニーズ等に対応した貧困対策事業を実施して

いくことなどと考えております。

この子どもの貧困対策推進基金については、新た

に今年度から拡充をしまして、10年間、60億円に積

み増ししたところでございます。

以上です。

○玉城ノブ子委員 沖縄は子供の貧困率が高いとい

うことで、子どもの貧困対策推進基金事業に対する

期待もあるし、その役割も大きな役割を果たしてい

るということですので、今後とも、やっぱり事業を

継続して、貧困対策をぜひ進めていくということが

必要だというふうに思います。

ぜひ、これについても、この貧困対策基金で全て

の子供たちのところに支援が行き渡るような対応を

今からしっかりと進めていただきたいというふうに

思いますが、どうでしょうか、部長。

○宮平道子子ども生活福祉部長 今、課長からも説

明がありましたとおり、今年度は貧困対策推進基金

を60億円に積み増しをしまして、期間を延長して取

り組むこととしているところでございます。単年度

当たりで約６億円で、その半分を市町村支援に充て

るということで考えております。市町村の取組も

しっかり支援しながら、また、県のほうでは、新た

に生じた課題について対応をしていきたいというふ

うに考えております。

○玉城ノブ子委員 ぜひ、これは頑張っていただき
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たいというふうに思います。

次、119ページですね。

ひとり親家庭生活支援モデル事業の成果と今後の

課題について伺います。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 お答えしま

す。

ひとり親家庭生活支援モデル事業は、通称ゆいは

ぁと事業というふうに呼んでいただいております。

本事業は、平成24年度から実施しており、令和３年

度末までに223世帯が自立を実現しております。事

業を実施してから現時点において、拠点事務所を

１か所から３か所へと増設し、県内各市においても、

一括交付金を活用した同様の事業をうるま市、糸満

市、石垣市が実施しているところであり、同事業は

ひとり親家庭への支援において重要な施策の一つで

あると考えております。

本事業は、地域の中で自立を目指していることか

ら、引き続き各地域の市町村等関係機関との連携が

必要と考えております。また、県としましては各市

においても同様の事業実施を働きかけることで、県

内のひとり親家庭の自立支援の取組のさらなる拡充

を図ってまいりたいと考えております。

○玉城ノブ子委員 沖縄県としては、町村における

ひとり親家庭のモデル事業、全部の町村に実施をし

ているということで、これは、非常に高く評価をい

たしますけれども、市段階では、糸満市はやってい

るんですけれども、まだまだ実施をしているのは

３市だけだということでございますので、これは全

部の市で実施を進めていくことができるように、県

としては何らかの市との連携というのを取って、市

段階でも実施できるようにする必要があるんじゃな

いかなというふうに思うんですが、やっぱり一定の

実績を上げてきているんで、このひとり親家庭モデ

ル事業が地域の中でも大きな実績をつくり出してい

るということがありますので、全市の中で実施する

ことができるように、進めていただくことができな

いのかなというふうに思うんですが、どうでしょう。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 那覇市と浦

添市と沖縄市については、母子生活支援施設がござ

いまして、そこでこういった親子の自立を支援して

ございます。ただ、それ以外の市は、母子生活支援

施設を持っておりませんので、県としては、そういっ

た市と意見交換したところ、先ほど申し上げました

３市については、この事業と類似の事業を実施して

いるところでございます。

母子生活支援施設もない、この事業も実施してい

ない市については、引き続き意見交換をして、ひと

り親の支援を拡充するよう図ってまいりたいと考え

ております。

○玉城ノブ子委員 ぜひ、実績も一応上がっている

し、これを活用した県民の皆さんからも非常によ

かったということでの評価の声も上がっていますの

で、そういう意味では、全ての市で実施することが

できるように、今後とも市と連携を取って実施でき

るように進めていただきたいということを要望し

て、これを終わります。

あと121ページのひとり親家庭住宅支援資金貸付

事業の内容と実施状況とその効果、今後の課題につ

いて伺います。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 本事業は、

自立支援プログラムに基づく自立支援を受けなが

ら、自立に向けて意欲的に取り組むひとり親に対し、

住居の借上げに必要な資金を無利子・無担保で貸し

付けるもので、令和３年度から実施しており、同年

度は231名に貸付けを行いました。

貸付けは月額４万円を上限に、最長12か月間行い、

貸付終了後１年以内に就職、もしくは貸付開始時期

より高い所得が見込まれる職業に転職等をし、１年

間就労を継続した場合に償還免除となります。

貸付終了後の自立を図ることが重要であることか

ら、引き続き就職や転職等、ひとり親への自立支援

プログラムに沿った支援に取り組んでまいります。

以上です。

○玉城ノブ子委員 ひとり親世帯の場合は、経済的

に大変厳しい環境に置かれているというのが現状で

すね。ですから、家賃の支援をしていただけたら、

自立して何とか生活していけるというひとり親世帯

というのがいるわけなんですよね。

私も具体的な相談をいつも受けるんですけれど

も、231件の貸付件数があったとのことなんですけ

れども、まだこの事業を知らない方もいらっしゃい

ますので、この支援について一刻も早く対象になっ

ていらっしゃる皆さん方に、これも周知をやっぱり

図っていく。この支援を受けて、生活をきちんと、

子供たちも含めて一緒に自立して生活していけるよ

うな、見通しをつけることができるような状況をつ

くっていくということは非常に大事ですので、そう

いう点でのやっぱり周知を図っていくということも

大事だろうというふうに思うんですけれども、これ

について、具体的に皆さん方の今後のこの取組につ

いて、ぜひ頑張っていただきたいと思うんですが。

○宮城和一郎青少年・子ども家庭課長 委員おっ
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しゃるとおり、周知は重要だと思います。関係機関、

関係団体と協力して、さらにこの事業を利用してい

ただけるよう、周知に努めてまいりたいと思います。

○玉城ノブ子委員 これで終わります。

○末松文信委員長 瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 まず、性の多様性の推進事業に

ついて、新規事業だったということもありますので、

目的、内容、効果、課題まで併せてお願いします。

○島津典子女性力・平和推進課長 お答えいたしま

す。

県では、令和３年３月に、誰もが自分らしく幸せ

に生きることのできる沖縄を目指して、沖縄県性の

多様性尊重宣言―美ら島にじいろ宣言を行いまし

た。

それを受けまして、やはり多様な性の在り方を理

解し、性別に関わりなく能力を発揮し、活躍できる

社会の推進を図るために本事業を開始しました。

令和３年度は、性の多様性に関する専用相談窓口

を開設し、性の多様性に関する理解促進を図るため

の啓発ポスターの作成、パネル展の開催、新聞広告

を活用した周知啓発などに取り組んでまいりまし

た。

こうした取組により、性の多様性に関する県民の

理解促進が図られるとともに、性的マイノリティー

当事者やその家族などが悩みを抱え込まず、安心し

て相談できる環境を整えたところです。

今後とも、多様な性の在り方を理解し、互いに支

え合う社会づくりの推進に向けて、より多くの県民

に対し、さらなる意識啓発を図っていきたいと考え

ております。

○瀬長美佐雄委員 具体的な運営状況―要するに

相談室が設置されましたと、窓口できました。それ

はどういうふうな形で相談体制とかされているのか

伺います。

○島津典子女性力・平和推進課長 実際、そのにじ

いろ相談窓口はおきなわ女性財団のてぃるるのほう

に設置をしておりまして、毎週土曜日に受付時間を

設けて相談を受けているところです。

○瀬長美佐雄委員 あと、市町村も那覇市や浦添、

豊見城とか、そういったレインボー宣言を具体化す

る事業に当たっても県がやっぱり一定のイニシアチ

ブを取るという点では、今後どのような動きなんで

しょうか。

○島津典子女性力・平和推進課長 男女共同参画計

画、我々のその部門によって、市町村連絡会議を毎

年開催しております。その中で、やはり性の多様性

に関する事業を各市町村がどのように展開をしてい

るのかというところで意見交換も行っているところ

です。先行して那覇市、浦添市、宜野湾市などパー

トナーシップ制度を導入している市町村もございま

すので、県としても意見交換をしながら検討を進め

ていきたいと考えております。

○瀬長美佐雄委員 じゃあ次、伺います。

「平和への思い」発信事業、これはアジアと交流

するという点で、その事業目的や内容、併せて効果、

課題までお願いします。

○島津典子女性力・平和推進課長 お答えいたしま

す。

本事業は、沖縄県と同様に悲惨な戦争体験などを

持つアジア諸国と日本の学生が共に学び、相互理解

を深め、将来の平和構築について考える機会を提供

することにより、ネットワークの形成と広く平和の

ために活動する人材育成を図ることを目的としてお

ります。

令和３年度はカンボジア、韓国、台湾、ベトナム

はオンライン参加で、広島、長崎、沖縄県の学生は

沖縄の会場にて対面で、５か国７地域の学生34名が

参加し、５日間の共同学習を実施いたしました。

共同学習を通しまして、沖縄戦や他国の歴史につ

いての理解が深まり、国を超えて同年代の仲間たち

が交流し、絆を深められたことが成果であると考え

ております。

また、令和３年度は参加した学生が作成しました

平和学習教材を県平和祈念資料館のホームページで

公開をしておりまして、この事業成果を平和教育な

どに活用していきたいと考えております。

○瀬長美佐雄委員 今年度も継続して取り組むとい

うことになっているのか、現状を少し伺います。

○島津典子女性力・平和推進課長 今年度も同事業

を継続して実施をするところでございます。

○瀬長美佐雄委員 認可外の保育施設に関する支援

の新すこやか保育事業については、先ほど京子委員

からもありましたので、認可化移行支援事業につい

ての実績等々について伺います。

○下地努子育て支援課長 認可化移行支援事業につ

いては、認可外保育施設が認可保育所等へ移行する

ことを促進するため、運営費補助や施設改修に必要

な費用の一部を補助する事業となっております。

認可外保育施設の認可化の実績につきましては、

平成24年度から令和３年度までの10年間で91施設が

認可保育所等へ移行し、5566人の保育定員の確保を

したところです。
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○瀬長美佐雄委員 この課題の中に、市町村、事業

所、保育士・保育所総合支援センターという記述が

あります。

この保育士・保育所総合支援センターの運営状況

というか取組について説明を求めたいと思います。

○下地努子育て支援課長 保育士・保育所総合支援

センターは、県内における保育所入所待機児童の解

消を図るため、市町村、保育団体、保育所、認可外

保育施設、保育士養成施設等と連携し、保育士の確

保、保育所の設置及び認可外保育施設の認可を促進

するなど、待機児童の解消に必要な事業を総合的に

推進することで設けており、その主な事業としまし

ては、未就業保育士等の就労あっせん事業、労働環

境の改善支援事業、保育士等の魅力発信事業という

事業を実施しているところでございます。

○瀬長美佐雄委員 分かりました。

次に移ります。

保育士正規雇用化促進事業について、先ほども議

論ありましたが、事業期間が令和３年度までという

ふうに言っていて、ただ、まだまだ正規雇用化促進

は必要だろうと思っていて、今年度、その正規化の

取組は別メニューでされているのかどうか、まず、

その点も併せて、取りあえずこの事業の成果、効果

についての説明を求めたいと思います。

○下地努子育て支援課長 保育士正規雇用化促進事

業は、保育士の正規雇用化を促進し、保育士の処遇

向上及び定着促進を図ることを目的として実施して

おります。

本事業の実施により、令和３年度は１人当たり年

収が平均約54万円、支援対象施設における正規雇用

率は14.8ポイント増加するなど、改善が図られてご

ざいます。

本事業は、令和３年度までは県単独事業として実

施しておりましたが、令和４年度からは、一括交付

金を活用した保育士確保対策強化事業の一環とし

て、引き続き実施し、保育士の正規化に取り組んで

まいりたいと思います。

○瀬長美佐雄委員 保育士のなり手を当然増やす、

あるいは、離職しないようにという点では、とても

効果があった、正規雇用化促進できたというすばら

しい成果だと思いますが、実態として、保育士の平

均給与、そこら辺の水準を一定引き上げるというこ

とも大事かと思いますが、その面では、現状の給与

水準で正規化のみならず、やっぱり給与を引き上げ

ていくという事業というか、取組について伺いたい

と思います。

○下地努子育て支援課長 保育士の給与につきまし

ては、毎年改定される公定価格において、平成27年

度以降毎年値上がりしてまいりました。公定価格の

ほうで非常に上がってまいりました。

それと、平成27年度からは、処遇改善加算という

形のほうで、経験年数とかに準じて加算がされると

いう形が取られてきました。

そういうことを通じまして、この10年間で県内の

労働者の給与水準と比較して75％の水準であった保

育士の給与水準は、今、85％の水準まで近づいてき

ております。

今後、この差額を埋めるべく、またさらなる給与

の上昇ができるように取り組んでまいりたいと思い

ます。

○瀬長美佐雄委員 この事業は、平成27年度から始

まって、３年度で終了と。平成27年度時点で、例え

ば正規雇用率は何パーセントだった。

当局としては、今、93まで引き上げてきたという

ことなので、27年度当時の正規雇用率としてはどれ

ぐらいだったのか、確認です。

○下地努子育て支援課長 県内私立保育所の正規雇

用化率につきましては、平成27年４月の56.1％から

令和３年４月には84.8％に増加しております。

○瀬長美佐雄委員 待機児童解消支援金事業という

ことで、３年度までの事業でした。これについて言

うと、黄金っ子プランとか、様々、待機児童解消と

いう点で目標を掲げて取り組んできたと思います

が、それ全体としての成果、効果というか、実績に

ついてまず確認したいと思います。

○下地努子育て支援課長 県では、平成25年度に待

機児童解消支援基金を設置しまして、市町村が実施

する国庫補助事業を活用した保育所の整備等を支援

してまいりました。

これにより、待機児童数は平成25年４月１日時点

の2216名から令和４年４月１日では439人へと大幅

に減少しており、待機児童の解消に向けた市町村の

取組の加速化が図られたと考えております。

○瀬長美佐雄委員 自治体ごとに言えば、待機児童

が解決したというふうな自治体も結構あろうかと思

います。

現状としては、この自治体数という意味では、ど

の程度の自治体が解消したのかという点では分かり

ますか。

○下地努子育て支援課長 令和４年４月１日時点の

待機児童数は439名でございまして、待機児童がゼ

ロとなっている市町村は19市町村となっておりま
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す。

○瀬長美佐雄委員 これについては、自治体名は分

かりますか。

○下地努子育て支援課長 石垣市、宮古島市、国頭

村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、

金武町、伊江村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北

大東村、伊平屋村、伊是名村、多良間村、竹富町、

与那国町となっております。

○瀬長美佐雄委員 後でまた今の読み上げてくれた

内容を資料として欲しいのですが、新たな基金事業

もスタートはしますが、この中身を見ますと、もう

今後は、沖縄振興特別推進交付金のソフト事業や厚

生労働省の補助金等を最大限に活用するという点

で、新たに今年度から始まった基金ということでは、

もう切り離して取り組むということなのか、最後に

確認します。

○下地努子育て支援課長 基金につきましては、令

和３年度終了しましたけれど、別途ソフト交付金を

使いまして、保育士の確保に向けた様々な取組を取

り組んでまいりたいと思います。

○瀬長美佐雄委員 以上です。

○末松文信委員長 喜友名智子委員。

○喜友名智子委員 まず最初に、コロナ関連の予算

から聞きたいと思います。

令和３年、子ども生活福祉部の新型コロナ関連予

算と実績についてお伺いをいたします。聞き取りの

際には、予算の金額、執行金額、主な事業と成果を

お尋ねしておりました。

よろしくお願いします。

○榊原千夏福祉政策課長 お答えいたします。

令和３年度の子ども生活福祉部のコロナ関連予算

でございますが、予算額が約390億円、決算額が約

348億円となっております。

また、コロナ関連予算の主な事業でございますが、

長引くコロナの影響で困窮する方々への支援といた

しまして、生活福祉資金貸付事業費で約331億円、

ひとり親世帯生活支援特別給付金事業で約４億

3000万円、新型コロナウイルス生活困窮者自立支援

金支給事業で約２億3000万円、また、感染対策関係

では、介護及び障害福祉施設に係る新型コロナウイ

ルス感染症対策事業が約４億3000万円となっており

ます。

○喜友名智子委員 ありがとうございます。

その前の年、令和２年度との事業の違い、令和３年

度はどのような特徴がありましたか。

○榊原千夏福祉政策課長 お答えします。

令和２年度コロナ対策関連経費との比較でござい

ますが、令和２年度コロナ関連決算額約444億円に

対しまして、約97億円、22％の減となっております。

減の主な内訳ですけれども、まず、生活福祉資金貸

付事業費が約41億円の減。

また、介護及び障害福祉施設事業所従事者慰労金

交付事業が約22億円の減、また、新型コロナウイル

ス感染症対策事業が約16億円の減となっておりま

す。

主な変更点でございますが、包括支援交付金を活

用した介護・障害福祉事業所慰労金交付事業、また、

介護・障害等福祉施設への感染対策経費への支援金

が令和４年度で終了したところがございます。

○喜友名智子委員 逆に、令和２年度、あるいは３年

度から今もずっと継続している主な事業を教えてく

ださい。

○榊原千夏福祉政策課長 令和３年度から令和４年

度へと継続している事業でございますけれども、生

活困窮者自立支援金支給事業は10月末までが申請期

限となっておりますけれども、こちらのほうが実施

していると。

また、低所得のひとり親世帯の特別給付など、困

窮者に対する支援事業を実施してございます。

なお、生活福祉資金の特例貸付のほうを実施して

きたところですけれども、こちらは令和４年９月末

で受付を終了してございます。

○喜友名智子委員 ありがとうございました。

また、令和４年度もどういう形になるのか分かり

ませんが、恐らく年度ごとに感染状況と、あと、そ

れによる県民生活への影響で、変化に合わせた対応

をしていただいているものと理解しています。

まとまった数字ありがとうございました。

次が主要施策の成果に関する報告書の67ページの

人権啓発活動事業です。

この中で、今、県のほうで進めているヘイトスピー

チ規制条例、これも人権分野の施策になるかと思い

ます。もし、ヘイトスピーチ規制条例が制定された

場合、この人権啓発活動では、どのような位置づけ

になるんでしょうか。

○島津典子女性力・平和推進課長 お答えいたしま

す。

県では、人権尊重思想の普及高揚を図り、県民に

人権問題に関する正しい認識を広めるため、法務省

からの委託を受け、人権啓発活動を実施しておりま

す。

法務省が定めます啓発活動強調事項17項目の中
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に、ヘイトスピーチ解消法を含めました外国人の人

権尊重についてうたわれておりまして、令和２年度

に作成しましたパンフレットにおいて、このヘイト

スピーチに関することも啓発として含めておりま

す。条例制定後は、引き続きこの周知に努めて、啓

発を行っていきたいと考えております。

○喜友名智子委員 この中で、市町村に再委託した

啓発事業の内容を詳しく教えてください。特に市町

村への予算配分と県との連携がどのような形になっ

ているのかお聞かせください。

○島津典子女性力・平和推進課長 市町村において

も、それぞれの地域の実情に応じて密着したきめ細

かい啓発活動を推進するため、この人権啓発事業を

実施しております。

主に、市町村におきましては、人権擁護委員が小

学校などへ出向き、配付した花の苗などを子供たち

が協力して育てることを通して、人権尊重思想を啓

発する人権の花運動が行われております。そのほか、

人権啓発講演会や出前講座など、それぞれ地域に密

着した事業を行っております。

予算につきましては、各市町村において事業実施

計画を策定し、県が取りまとめて、法務省へ予算要

求を行っております。

○喜友名智子委員 ありがとうございます。

この67ページの事業の効果、課題のところで、

ちょっと気になる記載がありました。

人権啓発をより効果的に効率的に推進とありま

す。

インターネットで沖縄ヘイトと言われるものが出

る今、こういったものをどのように取り組んでいく

のか、また、人権啓発には効率的という言葉は取組

としてはちょっとそぐわないんじゃないかなと思う

んですけれども、どういう意味でこの効率的という

言葉を使っていますか。

○島津典子女性力・平和推進課長 インターネット

上の誹謗中傷等への対策については、国においても、

プロバイダー責任制限法の改正や侮辱罪の厳罰化な

ど、法的な対策が進められているところです。

この法的な対策に加えて、インターネット利用者

の人権意識、モラルやリテラシーの向上が求められ

ております。情報を正しく見極めて、正しく行動で

きる能力を一人一人が高め、心ない誹謗中傷や差別

的な投稿の被害者や加害者とならないよう、イン

ターネットの適切な利用について普及啓発を実施し

ていくことが重要であると思っています。

県としましても、県民などに対して、正しい情報

を発信していくことが重要であると考えておりま

す。

人権啓発活動を効率的に推進していくということ

につきましては、人権啓発活動は、より多くの県民

の皆様に人権について考える機会を設け、広く啓発

することも必要であると考えていることから、多く

の人が集まるイベント等を活用し、効果的、効率的

に取り組んでいるところです。

そういった意味で効率的という言葉を使っていた

ところです。

○喜友名智子委員 ありがとうございました。

次に進みます。

69ページ、Ｗｏｍａｎちゅ応援宣言について、こ

の宣言をした事業者や個人の人数と件数を教えてく

ださい。

○島津典子女性力・平和推進課長 女性力推進事業

の一つとして実施しております女性のチカラ応援宣

言、Ｗｏｍａｎちゅ応援宣言につきましては、令和

４年９月末現在、玉城知事を先頭に県内の様々な

リーダー23名の方に宣言をいただいているところで

す。

○喜友名智子委員 ありがとうございました。

これ、さらにまた人数が増えていけば、より啓発

活動につながるかなと思います。

78ページの消費者行政活性化事業について伺いま

す。

昨今、統一教会問題で、改めて、霊感商法あるい

はマルチ商法、それから古くからはネズミ講と言わ

れるようなビジネス詐欺の類いの問題が注目されて

います。

県の消費者センターで、こういった問題、相談件

数や被害額は、どういうふうに今なっていますか、

令和３年度で。

○奥間政消費・くらし安全課長 お答えします。

2012年度から2021年度の10年間で、県消費生活セ

ンターが受け付けたいわゆる霊感商法と思われる相

談は36件でございまして、金額は3000円から数千万

円となっております。

また、令和３年度におきまして、県消費生活セン

ターが受け付けたマルチ商法と思われる相談は83件

であり、金額は4000円から2800万円となっておりま

すが、被害額が明らかになっていない事案や契約は

したが購入をしていない事案があるなど、相談内容

は様々であり、被害額など、総額については把握し

てない状況がございます。また、ネズミ講とは、無

限連鎖講のことであり、後順位の加入者が支出した
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金品を先順位の加入者が受領することを内容とする

配当組織で、加入者が無限に増加することが前提と

なっており、令和３年度において、県消費生活セン

ターには、無限連鎖講と思われる相談はありません

でした。

○喜友名智子委員 こういった相談があったとき、

県はどういうふうに対応をしているんでしょう。

特に、被害者救済の仕組みが、県内でどのように

今つくられているのか、お尋ねします。

○奥間政消費・くらし安全課長 お答えします。

消費生活センターは、商品やサービスの契約をし

て、事業者とトラブルになったときの相談機関であ

り、契約相手方への解約、返金を求める自主交渉の

方法やクーリングオフの仕方などの解決方法を助言

しております。

消費者と事業者との間には情報量、質、交渉力の

格差があるため、事案に応じて、消費生活相談員が

消費者と事業者の間に入り、あっせんを行うことが

あります。

消費生活相談員のあっせんが難航している相談事

例につきましては、消費生活センターにおいて、弁

護士無料法律相談を実施し、相談者が弁護士から法

的な助言を受けることもあります。さらに、対応が

困難な事例につきましては、法テラス、沖縄弁護士

会などの専門組織を案内しております。

また、相談の主な内容が、生活困窮という場合に

は、身近な相談窓口であります市町村社会福祉協議

会に相談するよう案内するなど、より適切な対応が

可能と思われる機関を紹介しております。

以上です。

○喜友名智子委員 ありがとうございました。

詐欺まがいのことは法的に対処する枠組みがもう

既にあるかと思います。

ただ、最後に答弁いただいた生活困窮の部分です

ね。特に、報道やニュースを見ていると、いわゆる

信者２世と言われる人たち、子供たちが、親が寄附

金、お布施の名の下に、お金をどんどん出してしまっ

て、もうお米もないと、腐ったものを食べさせられ

るというような話も入ってきます。

もうこれ子供の貧困、そのものだと思いますので、

ぜひ、もし沖縄にもこういった相談、あるいは相談

の背後にこういったことが疑われるのであれば、し

かるべきところに、ぜひ県のほうがつないでいただ

けるような体制を続けてもらいたいと思います。

これは要望です。

すみません、次が81ページ、民生委員活動の推進

です。

先ほど来何名かの委員がお尋ねしている部分を省

いて、私のほうからは一点だけ、那覇、南部離島区

の市町村ごとの民生委員の不足人数だけ教えてくだ

さい。

○榊原千夏福祉政策課長 市町村ごとに御説明いた

します。

まず、那覇市ですけれども136名。すみません、

今、お話ししているのは令和４年９月１日現在の数

値でございます。

次、久米島町が７名。渡嘉敷村は欠員ございませ

ん。座間味村が１名。渡名喜村は欠員ございません。

粟国村が２名。南大東村が１名。北大東村は欠員ご

ざいません。八重瀬町が３名でございます。

○喜友名智子委員 事実確認だけしたかったので、

質問は以上です。

次が86ページの地域生活支援事業です。

この中で、専門性の高い意思疎通支援者の育成に

ついてですけれども、不足している背景と理由につ

いて、県の今の段階での見解をお聞かせください。

○普天間みはる障害福祉課長 お答えいたします。

専門性の高い意思疎通支援者として、本県のほう

では手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳介

助員、失語症者向け意思疎通支援者養成をするほか、

点訳・朗読に必要な技術等の指導を行いまして、こ

れらに従事する点訳・朗読奉仕員の養成に取り組ん

でいるところです。

手話通訳士さんについて、不足している背景なん

ですけれど、登録者数は増加しているところなんで

すけれど、目標値に届かないなど、人材育成に課題

があります。全国統一試験に向けて、集中講座を開

催するなど、合格率の向上等に取り組んでいるとこ

ろです。

ただ、意思疎通支援者が少ない理由としましては、

障害者に対する県民の理解の不足などが考えられま

すので、今後は、広報の実施とか、県民向けの手話

講座の実施等に取り組んでいって、市町村や関係団

体と連携を基に意思疎通支援者の養成に取り組んで

まいりたいと考えております。

○喜友名智子委員 ありがとうございます。

今、令和３年度の決算審査なんですけれども、今

年の目の前にあるウチナーンチュ大会ですが、恐ら

くこれだけ参加者がいると障害をお持ちの方もい

らっしゃるかと思うんですね。

県のほうでは、こういった海外の方たちが、特に

ウチナーンチュ大会で海外からの障害者の参加サ
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ポートというのは、どういう体制を取っているんで

しょうか。

○普天間みはる障害福祉課長 委員から御質問が

あった後、大会事務局へ確認しましたところ、障害

のある方から参加希望があった場合は、合理的配慮

としまして、必要な物品の準備、手話通訳者等の手

配を行う方向で準備を進めているとのことです。

ただ、現在、事務局のほうに多く寄せられている

要望というのは、車椅子を利用したいという要望が

多いということで、沖縄セルラースタジアム内で必

要なスペースを確保しているということです。

○喜友名智子委員 分かりました。ありがとうござ

います。

次が89ページ、生活困窮者の自立支援です。

この中の住居確保給付金なんですけれども、不用

額が6000万弱あるのがちょっと気になっていまし

て、申請をして支給されなかった理由、どういった

ものがあるのか主だったものをお尋ねします。

○金村禎和保護・援護課長 お答えいたします。

令和３年度におきまして不支給となったのは３件

となっております。その理由としては、収入要件を

満たさなかったものが１件、資産要件を満たさな

かったものが１件、申請書類の不備が１件となって

おります。

以上です。

○喜友名智子委員 給付までの手続プロセスを確認

させてください。

○金村禎和保護・援護課長 住居確保給付金のプロ

セスでございますが、まず、自立相談支援機関で相

談や申請受付を行いまして、申請書類一式がそろい

次第、福祉事務所に送付されることとなっておりま

す。送付後、福祉事務所において、審査、支給決定

を行いまして、申請者に決定通知書を自立支援機関

を経由して送付することとなっております。

実際の給付金の支給については代理納付により賃

貸住宅の貸主に支給が行われる流れとなっておりま

す。

以上です。

○喜友名智子委員 分かりました。ありがとうござ

います。

生活困窮者の方に御自分の持っている物件を貸し

ていいのかどうかという家主さんからの相談を

ちょっと幾つかいただいていまして、こういう県の

制度を使っているから大丈夫だよというお話をした

いんですけれども、なかなか制度までつながらない

ケースも多々あったので、それでお尋ねをいたしま

した。

ありがとうございます。

101ページ、認可外保育施設への支援になります。

質問はこれで最後にいたします。

保育士特別配置等支援事業です。年度当初から加

配27人というところ、保育士の加配というのは、非

常に沖縄で今必要になっている部分じゃないかなと

思っています。この保育士の加配27名の方の経緯、

どういった内容で加配に至ったのか、ぜひこういっ

たことを広げていただきたいんですけれども、加配

をした理由を教えてください。

○下地努子育て支援課長 保育士特別配置等支援事

業につきましては、認可保育所において、年度途中

にゼロ歳児の受入れが可能となるように、年度当初

から配置基準以上の保育士を配置し、定員以上の受

入れを行った場合に、当該加配保育士の雇用経費を

支援するもので、年度途中に増加する待機児童の解

消に資することを目的としている事業です。

○喜友名智子委員 そうすると、保育士比率そのも

のの改善のために加配をしたわけではなく、年度途

中のゼロ歳児を預かるために加配したという理解で

いいですね。

○下地努子育て支援課長 そのとおりです。

○喜友名智子委員 これも非常に大事な加配だと思

います。

ただ、やはり、私も当然、出産して育児する中で

保育園に預けたことがあるんですが、お父さん、お

母さんは働く事情をお持ちになりつつもゼロ歳児の

間は育休という制度があるので、１歳児になってか

ら保育園が見つかりにくいという理由で、ゼロ歳の

ときから預ける方がまだまだいらっしゃるんですよ

ね。

なので、そういったことがないように、やっぱり

育休はちゃんと制度をしっかり利用して、年度途中

で預け過ぎることがないような環境整備ができない

かなという点と、あとは、加配という点においては、

通常の保育士比率を自治体の判断で増やすことが今

は可能な運営になっていると思います。

ぜひ、加配の範囲を広げていただくように、こち

らも要望としてお伝えをいたします。

私の質問は以上です。ありがとうございました。

○末松文信委員長 仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 皆さんはじめまして。

この９月から文教厚生委員に配属されましたおき

なわ南風の仲宗根悟といいます。

４期目になるんですけれども、文教厚生委員とい
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うのが初めて当たります。

何しろ何も分からないですので、とんちんかんな

質問があるかもしれませんが、どうぞ真摯な御回答

をお願いします。

これまで、総務企画委員会にいたもんですから、

去年、令和３年度の補正予算は、全て総務のほうで

審査いたしましたけれども、22回でしたかね、補正

が組まれて、その多くが商工関係かなと。民生費も

かなり補正が組まれているということで、当初予算

が900億余りに加えて、補正予算が370億。いろんな

やりくりといいましょうか、予備費、あるいは繰越、

流用を重ねて1230億を使わないといけない子ども生

活福祉部。

総体として、この予算を閉めたときに、どういう

自己評価というんでしょうか、子ども生活福祉部と

して、この予算をどのような形で見ていらっしゃる

のか、まずそこからお聞かせいただけないですか。

○榊原千夏福祉政策課長 まず、令和３年度の子ど

も生活福祉部の決算状況でございますけれども、大

きな特徴といたしまして、新型コロナ感染症対策事

業に係る事業の執行が大きかったというところがま

ずあるかと思います。

一般会計の歳出決算額1232億円のうち、390億円

がコロナ対策関連でございまして、令和３年度には、

ただいま委員がおっしゃいましたように数回にわた

り補正予算を組み、対応してきたところでございま

す。

その内訳の主なものとしては、生活福祉資金貸付

事業が331億円ですとか、それから、高齢者福祉施

設等の感染対策、また、ひとり親世帯生活支援特別

給付金の事業が約４億円など、国の予算化を受けて

できる限り速やかに対象となる施設ですとか、御家

庭、困っている方に支援が届くようにしっかり取り

組んできたと考えてございます。

以上です。

○仲宗根悟委員 補正が370億あるんですけれども、

その中の350億余りが社会福祉総務ということで、

恐らく貸付金に多く予算を計上されているのかなと

いうふうに思うんですけれども、その中で、生活福

祉資金の貸付けというんでしょうか、どういったメ

ニューがあって、どのような活用がされたのか、こ

の辺をお聞かせください。

○榊原千夏福祉政策課長 お答えいたします。

生活福祉資金は通常ですと低所得者の方ですと

か、障害者、高齢者の方向けに生活福祉資金の貸付

けのメニューがございますけれども、今回、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世

帯に対象を拡充いたしまして、特例として貸付対象

を拡充したというところで、令和２年３月25日から

令和４年９月30日までの期間、特例貸付というメ

ニューを実施したところでございます。

その中身ですけれども、資金の種類としまして、

緊急小口資金、また、総合支援資金というのがござ

います。緊急小口資金というのが、主に休業された

方向けで、緊急かつ一時的に生計の維持が困難と

なった場合の貸付け、また、総合支援資金と申しま

すのが、主に失業された方等向けで、生活再建まで

の間に必要な生活費の貸付けを行うというメニュー

を実行してまいったところです。

以上です。

○仲宗根悟委員 新型コロナウイルスの影響による

ものが、令和３年度も非常に多かったというふうに

思っているんですけれども、今、貸付対象者のお話

が、私自身も勉強不足で、生活困窮者の皆さんです

とかひとり親世帯といった方々にも行くのかなと思

いましたら、そこはそこでまた別メニューがあって、

いわゆる新型コロナウイルスの影響を受けて休業さ

れたとか、収入が著しく減少したとか、困っている

方々への貸付けが対象なんだというようなお話を伺

いました。

もちろん子ども生活福祉部ですから、人間、生き

ていく上ではもう手を差し伸べる共助、公助、生活

福祉のほうでも最後のとりでという意味では、この

コロナで影響を受けた生活がままならない方々への

貸付けだと思うんですけれども、これが、借りたも

のは返さないといけなくなるわけなんですけれど

も、その３年度に借りた皆さんが、いつから返済が

始まって、いつまでに返さなくちゃいけないという

ルールがあろうかと思うんですけど、その辺のとこ

ろはどうなっているんでしょうか。

○榊原千夏福祉政策課長 お答えいたします。

緊急小口資金、総合支援資金ともに、令和４年３月

までに貸付けの申請をなさった方は令和５年１月か

ら償還が、返済が始まるということになってござい

ます。

○仲宗根悟委員 令和５年からもう返済が始まると

いうことなんですけれども、やはり少しずつ経済回

復しつつあるというものの、こういった方々がやっ

ぱり小口資金―20万の最高限度額があるにしろ、

この返済には非常に困難を極めないかなというよう

に私自身は考えてるんですが、そういった返済開始

に向けて何か支援があるのかなと思うんですけれど



－158－

も、どういった対策があるのか、その辺もお聞かせ

いただけないですか。

○榊原千夏福祉政策課長 この特例措置におきまし

ては、償還時において、なお所得の減少が続く住民

税非課税世帯の方の償還を免除することができるこ

ととしておりまして、生活困窮された方にきめ細か

く配慮することとなっております。

免除方法でございますけれども、スケジュールと

いたしまして、令和４年５月から６月に、この令和

５年１月からの償還対象となる借受人全世帯の方へ

償還免除の案内を送付いたしまして、６月に前年度

の住民税課税状況を確認いたします。この課税状況

で、借受人及び世帯主の方の住民税非課税を確認さ

せていただくというところで、その後、６月から償

還免除の対象となる方、非課税となる方は償還免除

の受付を開始して、今まさに免除の書類審査を行っ

ているところでございます。

○仲宗根悟委員 貸付けのメニューなんですが、新

型コロナ特別にこしらえてきた、政府からも補助を

いただきながら、補正も組んでやってきたわけです

よね。

コロナ以前の従来あるこの小口のものもあるわけ

ですよ。国から特別にコロナで拠出したお金そのも

のというのが、今後、回復して経済も回復して、貸

し付けた皆さんというのは、困窮者でもなくて、一

時期仕事がなくなっての対象者だと。この方々が回

復して仕事を始めながら返済もしてきたということ

になると、今度は国のほうが県のほうに拠出したそ

の補助金―返していただいてるんだったら、国に

もどうぞ返してもらえないかというようなことは考

えられないのかなと思うんですがね、いかがですか。

○榊原千夏福祉政策課長 本則―従来から行って

おりました貸付けの部分におきましては、償還金の

ほうは原資の資金のほうにまた使われていくという

ふうに承知しておりますけれども、今回はコロナの

特例におきましては、これから始まるというところ

で、私のほうもまだちょっとどういう取扱いになる

かということが今はっきり御説明、お答えすること

ができません。

申し訳ございません。

○仲宗根悟委員 おっしゃっているのは、従来のも

のは償還してきたのは、また、貸付資金ということ

で順繰り順繰り使えるということなんですが、今回、

特例として出てきた令和３年までの分は、しっかり

柔軟に使えるような方法で国とやり取りすべきかな

と思ってはいるんですけど、その辺どうぞ、部長、

頑張ってくださいね。

以上です。終わります。

○末松文信委員長 以上で子ども生活福祉部関係決

算事項に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等の入替え）

○末松文信委員長 再開いたします。

次に、教育長から教育委員会関係決算事項の概要

説明を求めます。

半嶺満教育長。

○半嶺満教育長 それでは、教育委員会所管の令和

３年度歳入歳出決算について、その概要を御説明い

たします。

ただいまお手元のタブレットに表示しております

令和３年度歳入歳出決算説明資料を御覧ください。

初めに、歳入決算状況について御説明いたします。

令和３年度の一般会計歳入決算は、予算現額の計

521億7415万5676円に対し、調定額は466億6956万

224円、収入済額は466億4548万8991円、不納欠損額

は０円、収入未済額は2407万1233円となっておりま

す。

調定額に対する収入済額の割合である収入比率は

99.9％となっております。

以下、款別に収入済額、収入未済額の主なものに

ついて御説明いたします。

（款）使用料及び手数料の収入済額は47億8522万

8260円で、その主なものは、全日制高等学校授業料

であります。

収入未済額43万6366円は、離島児童生徒支援セン

ター使用料であります。

２ページを御覧ください。

（款）国庫支出金の収入済額は366億9567万2255円

で、その主なものは、義務教育給与費、公立高等学

校就学支援金、沖縄振興公共投資交付金及び沖縄振

興特別推進交付金であります。

（款）財産収入の収入済額は２億3099万969円で、

その主なものは、実習生産物売払代、土地貸付料で

あります。

３ページを御覧ください。

（款）諸収入の収入済額は５億6179万7507円で、

その主なものは、文化財調査受託金、雑入（災害共

済給付金）であります。

収入未済額は2363万4867円で、その主なものは、

談合認定に係る違約金及び延納利息であります。

（款）県債の収入済額は43億7180万円で、その主

なものは、県立学校の施設整備に係るものでありま
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す。

以上が歳入決算状況であります。

続きまして、歳出決算状況について御説明いたし

ます。

４ページを御覧ください。

教育委員会の合計は、（款）教育費と（款）災害

復旧費の合計となります。

それでは、（款）教育費から御説明いたします。

（款）教育費の決算は、予算現額の計1756億2935万

6145円に対し、支出済額は1678億1631万7622円、翌

年度繰越額は51億6651万2013円、不用額は26億

4652万6510円となっております。

予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

95.6％であります。

次に、翌年度繰越額の主なものについて項別に御

説明いたします。

（項）教育総務費の翌年度繰越額12億2355万6000円

の主なものは、（目）教育振興費の公立学校改築に

係る市町村補助事業によるもので、市町村において

工法・工期の見直し等の計画変更の内容について、

関係者との調整に不測の日数を要したことなどか

ら、やむを得ず繰り越したものであります。

（項）中学校費の翌年度繰越額１億4182万9000円

の主なものは、（目）学校建設費の開邦中学校校舎

新築工事において、磁気探査により検出された複数

の異常点の内容確認及び支持杭の長さ変更に係る調

整により遅れが生じたことなどから、やむを得ず繰

り越したものであります。

５ページを御覧ください。

（項）高等学校費の翌年度繰越額26億4021万4013円

の主なものは、（目）学校建設費の陽明高校校舎改

築工事において、当初想定していた土中に擁壁が存

在しないことが判明し整備内容を見直す必要が生

じ、その内容検討・調整に時間を要したため、年度

内の執行が困難となったことにより、やむを得ず繰

り越ししたものであります。

（項）特別支援学校費の翌年度繰越額５億8510万

3000円の主なものは、（目）特別支援学校費の陽明

高等支援学校校舎新改築工事において、当初想定し

ていた土中に擁壁が存在しないことが判明し整備内

容を見直す必要が生じ、その内容検討・調整に時間

を要したことにより、やむを得ず繰り越したもので

あります。

（項）社会教育費の翌年度繰越額５億7581万円の

主なものは、（目）青少年教育施設費の玉城青少年

の家改築事業において、工事敷地内の樹木の保全に

関する地元自治会との調整及び計画見直しに不測の

日数を要したため、年度内での事業完了が困難と

なったことにより、やむを得ず繰り越したものであ

ります。

次に、不用額の主なものについて項別に御説明い

たします。

１ページ前の４ページを御覧ください。

（項）教育総務費の不用額５億6198万4455円の主

なものは、（目）教育振興費のバス通学費等支援事

業において、バス利用回数が当初の見込みを下回っ

たことによるものや、グローバル・リーダー育成海

外短期研修事業において、新型コロナウイルス感染

症の影響によりオンライン等を活用した代替研修を

実施したことによるものであります。

（項）小学校費の不用額２億3183万6858円の主な

ものは、教職員給与費の執行残であります。

（項）中学校費の不用額２億6804万355円の主な

ものは、同じく教職員給与費の執行残であります。

５ページを御覧ください。

（項）高等学校費の不用額８億3789万8352円の主

なものは、（目）教育振興費のスマート専門高校化

促進事業の執行残及び（目）高等学校総務費の教職

員給与費の執行残によるものであります。

（項）特別支援学校費の不用額３億6924万2585円

の主なものは、特別支援学校施設改装・改修事業費

及び教職員給与費の執行残であります。

（項）社会教育費の不用額１億7619万1695円の主

なものは、（目）文化財保護費の文化庁国庫補助事

業費で進めております円覚寺三門の復元整備におい

て、施工箇所の地形や台風対策等の課題により、工

事の計画に変更が生じたことによるものでありま

す。

６ページを御覧ください。

（項）保健体育費の不用額２億133万2210円の主

なものは、（目）保健体育総務費の県立学校等感染

症対策事業における新型コロナウイルス感染症対策

のための消耗品購入費の執行残によるものでありま

す。

以上が（款）教育費の決算状況であります。

次に、（款）災害復旧費について御説明いたしま

す。

（款）災害復旧費の決算は、予算現額の計１億

1569万9000円に対し、支出済額は5191万9000円、不

用額は6378万円となっております。

不用額は、幸いにも当初の想定より学校施設の災

害が少なかったことによるものであります。
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以上が教育委員会所管の令和３年度歳入歳出決算

の概要でございます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○末松文信委員長 ありがとうございました。

教育長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当

たっては、その都度、挙手により委員長の許可を得

てから行い、重複することがないよう簡潔にお願い

いたします。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、教育委員会関係決算事項に対する質疑

を行います。

それでは、残り時間、しっかり把握しながらお願

いします。

小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員 よろしくお願いします。

令和３年の教師の案件で自殺者が出るという事案

が発生したと思うんですが、これについて第三者委

員会が設置されていると思うんですけれども、その

報告、毎回求めてるんですけれどもなかなか出てこ

ないと。現況を教えてください。

○崎間恒哉県立学校教育課長 ただいま知事部のほ

うで再調査委員会が開かれているところです。

教育委員会としては、再調査委員会からの求めに

応じて、調査対象者に対して、学校を通して郵送に

よる依頼を発出しているところです。それを個別に

協力できる方が第三者委員会からの聴取にお答えし

ているという状況であります。現在はそういう状況

になっています。

○小渡良太郎委員 現時点、教育委員会が調査をす

る側ではなくて、調査に協力する側ということで理

解してよろしいですか。

○崎間恒哉県立学校教育課長 現在、協力する形を

取っております。

○小渡良太郎委員 委員長、これは教育委員会に聞

くあれでもないので、総括質疑で確認をさせていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いします。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から小渡委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するよう指示があった。）

○末松文信委員長 再開いたします。

小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員 知事部局が所管としてやってい

るということなので、知事に現況確認、この事案の

取組と、あと、全体的な部分ですね。

教育委員会の手から離れた以降のことを確認させ

ていただきたいと思います。

○末松文信委員長 ただいま提起ありました総括質

疑の取扱いについては、明10月21日の委員会の質疑

終了後において協議いたします。

それでは、質疑を続けます。

小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員 主要施策の成果に関する報告書

の403ページの学力向上学校支援事業に関してなん

ですが、小・中・高でそれぞれ学力向上、この事業

は小中かな、以前も学力の向上が課題だという話あ

りましたが、その取組についてお聞かせいただきた

いと思います。

○宮城肇義務教育課長 よろしくお願いします。

学力向上については、市町村教育委員会及び学校

への訪問、この事業にあります学校運営アドバイ

ザー派遣により授業改善を今推進している状況であ

ります。

○小渡良太郎委員 効果の中で、小学校は全国水準

を維持し、中学校は全国との差を縮小していると。

若干、小学校は上がってきてるんだけど中学校は

ちょっと足りないという形で書かれているんです

が、小学校と中学校で、この最近の推移ってどうなっ

てるのか教えてください。

○宮城肇義務教育課長 小学校は全国水準維持を

ずっと続けているという状況です。

中学校の場合は、若干、平均に対してやや差を詰

めながら推移をしてきてるというところですけど、

今年度に関しては少し落ちてしまったという状況で

す。

○小渡良太郎委員 単年度で、小学校、中学校の差

が出るというのは多少理解できるんですけれども、

推移として、小学校は平均を超えるけど中学校はな

かなかという部分になると、小学校で平均超えた方

々も中学校に行ったら平均を超えられないというこ

とが言えるのかなと思います。

であるんだったら、学力向上をしっかりやるん

だったら、特に中学校ですね、力を入れていくとい

う必要があると思うんですが、見解をお聞かせくだ

さい。
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○宮城肇義務教育課長 この事業の中にもあります

けど、学力向上、学校訪問、そして、もう一つは…

…。

中学校では今、教員アドバンス事業の中で国語、

数学、英語の担当者を対象とした授業力アップ研修

会を特化して行っております。

今年度はまた、小・中の算数・数学、この事業を

今、立ち上げて推進している状況です。

○末松文信委員長 新垣淑豊委員。

○新垣淑豊委員 お願いします。

397ページですが、就職活動キックオフ推進事業

です。これですね、就職後の追跡調査の状況を教え

てください。

○崎間恒哉県立学校教育課長 キックオフ研修会に

参加した生徒の追跡調査を申し上げますと、平成

30年３月卒の生徒の就職後の３年以内の離職率が

29.3％になっております。

ちなみに、同年度の全国平均が36.9％ということ

で、このキックオフ研修会に参加した生徒に関して

は7.6ポイント、離職については低くなっていると

いうところであります。

○新垣淑豊委員 この事業に参加していない方々の

追跡とかというのはされているんでしょうか。

○崎間恒哉県立学校教育課長 県立学校教育課とし

ての調査ではなくて、沖縄労働局のほうで取りまと

めたものがありまして、沖縄県内の新規高卒者の

３年以内の離職率というのがあります。

これにつきましては、同じく平成30年３月の卒業

生に対しては50.6％というふうになっております。

以上です。

○新垣淑豊委員 大分２割ほど違う状況ですので、

ぜひこういった事業はしっかり広げていっていただ

きたいなと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

次、403ページ、学力向上学校支援事業ですが、

各中学校での定期テストの作問について、テストの

内容がそれぞれ変わると学校での成績がその学校単

位によって違ってくるんじゃないかということで、

そういった意見を聞いたことがあるんですけど、そ

の辺りってどのようになっているのか教えてくださ

い。

○宮城肇義務教育課長 現在中学校では、学習指導

要領が育成を目指す資質能力、この定着状況を図る

一つの方法として授業等で取り組んだ内容を定期テ

スト、単元テスト等で授業者が作成して実施してい

くということであります。

定期テスト等を全県的に統一することということ

は、学校間の差の解消などある一定の効果は見られ

ると思いますけど、授業者間あるいは学校間での授

業の進度、あるいは採用している教科書の教科配列

とかいろんなものを勘案しますと、実施日の調整、

問題の管理など様々な課題が想定されるというふう

で考えております。

教育委員会としましては、知識のみを確認するの

ではなく、学習指導要領が目指す資質能力が身につ

いたかを確認できるテストへの改善を研修等を通し

て推進しているという状況です。

今後も、学校とか市町村教育委員会と連携し、取

組を進めていきたいと考えております。

○新垣淑豊委員 ふだんの確認テストとか、小テス

トみたいなので、それは学校のそれぞれの進め方と

かを確認するという手もあると思うんですね。

その代わり、期末と中間テストとかというのであ

れば、そこはもうある程度ここまで進んでるよとい

うことが、これは共通していないといけないと思っ

ているんですけれども、その点いかがですか。

○宮城肇義務教育課長 先ほど申しましたけれど

も、そこで若干のずれが生じてきます。

その修正というのは、やっぱりなかなか難しい状

況なので、ここはこれからまた考慮しながら考えて

いかないといけない部分かなと考えております。

○新垣淑豊委員 あともう一つですけど、これも

ちょっと意見としていただいたのがこういった作問

に関して、もう模試のような感じになってしまうん

ですけれども、外部に委託すると大分教員の負担と

いうのも減ってくるんじゃないかという御意見もい

ただいたんですけれども、この点はいかがでしょう

か。

○宮城肇義務教育課長 外部委託ということになり

ますと、やっぱりいかんせん、予算を獲得していか

ないといけないですから、そこはちょっと検討を要

するところかなと考えております。

○新垣淑豊委員 分かりました。

じゃあ、次に行きます。

405ページの少人数学級の推進ですけれども、小

人数学級にすることで教員が必要になってくると思

うんですね。今でもちょっと足りないと、学級担任

が不足してるという状況ですけれども、今後の採用

計画について教えてください。

○安里克也学校人事課長 少人数学級についてです

が、まず、教育委員会では令和３年度に35人学級を

中学校２、３年生まで拡大したところであります。
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現在、小学校１、２年生で30人学級、小学校３年

生から中学校３年生で35人学級を実施しておりま

す。

さらなる少人数学級を推進する場合、教室や教員

の確保が課題となってきます。

県教育委員会としましては、今後の教員の採用計

画については、正規教員の採用者数を増やす取組を

実施しており、令和５年度以降も引き続き教員の採

用に努めてまいります。

○新垣淑豊委員 あわせて、410ページです。特別

支援学級があると思うんですけれども、特別支援学

校、それと学級、通級を含めて、特別支援が必要な

生徒数の推移と、その教員数の推移も教えていただ

いていいですか。

○安里克也学校人事課長 県立特別支援学校の児童

生徒数及び教員数の過去３年間の推移につきまして

は、令和元年度の児童生徒数2388人、教員数1293人

に対し、令和３年度は児童生徒数2485人、教員数

1354人となっており、児童生徒数が97人増、担当教

員数は61人増となっております。

公立小中学校の特別支援学級の児童生徒数及び担

当教員数の過去３年間の推移につきましては、令和

元年度の児童生徒数6365人、担当教員数1288人に対

し、令和３年度は児童生徒数8305人、担当教員数

1621人となっており、児童生徒数は1940人増、担当

教員数は333人増となっております。

また、公立小中学校の通級指導教室の児童生徒数

及び担当教員数につきましては、令和元年度の児童

生徒数が1584人、担当教員数が88人に対し、令和３年

度は児童生徒数2186人、担当教員数121人となって

おり、児童生徒数は602人増、担当教員数は33人増

となっております。

以上であります。

○新垣淑豊委員 これ結構ここの期間でも増えてま

すけど、10年前と比べたらどういう感じになってま

すか。

○安里克也学校人事課長 申し訳ございません。

10年前の数値についてはちょっと持ち合わせてお

りません。

○新垣淑豊委員 この数値の変化についてまた後日

頂ければありがたいですね。

じゃ、あわせて、今もう本当に教員数が非常に増

えたり、対応する―多様化というのも出てきてる

と思うんですけれども、教員の休職とか離職とかを

含む欠員に対しての対応というのが非常に大きな課

題となっていると思うんですけれども、今回、この

主要施策の中には教員に対してのフォローするとい

う事業が入ってないんですよね。この点はどう考え

てるんですかね。

○安里克也学校人事課長 確かに今、委員御指摘の

とおり、主要施策の中には、教員の健康管理などに

対する事業というものは入っておりませんが、教育

委員会としましては、施策以外に教職員のメンタル

ケア及び休職者に対する療養支援などの健康管理に

取り組むことが重要であると考えております。教職

員のメンタルケアとして、例えばセルフケア・ライ

ンケアの研修会、精神科医及び公認心理師による相

談、復職後の訪問による相談支援、県立学校職員へ

の随時の相談対応、また、新採用職員でありますと

か、初めて離島・僻地へ異動した教職員に対しても

相談事業などを行っておりまして、こういった取組

でケアを行っているところであります。

以上であります。

○新垣淑豊委員 なので、主要というところに、こ

れは位置づけるべきだと思っておりまして、だから、

それを明確に打ってあげることで職員の方にも、

やっぱりそこはちゃんと見てくれてるんだというこ

とが通じると思うんですね。ぜひこれはやっていた

だきたいなと思っております。

これ要望です。

あと、続きますけれども、424ページ、給付型奨

学金なんですけれども、これ支援できている生徒さ

んの数は分かるんですけれども、どれぐらいの申込

みがあるのかというのをちょっと教えていただきま

すか。

○大城勇人教育支援課長 お答えいたします。

令和３年度の支援状況でございますが、平成28年

度から令和２年度までに採用した82名の奨学生に

７万円の月額奨学金と、令和３年度に新たに採用し

た25名の奨学生に入学支度金を支給しております。

応募状況につきましては、101名の応募があり、所

得要件を満たさない８名を除く93名が最終の候補者

として決定しております。このうち、進路変更や国

の修学支援新制度を利用する等で54名が候補者から

外れたため、最終的には39名の候補者の中から25名

を奨学生として採用しております。

○末松文信委員長 石原朝子委員。

○石原朝子委員 令和３年度の新型コロナウイルス

感染拡大の影響により、通常の事業が縮小したり、

未執行事業もあったのか、あるのであればお聞かせ

いただきたいと思います。

○諸見友重総務課長 お答えいたします。
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新型コロナウイルス感染症拡大防止のための移動

制限等によりまして、部活動の大会等が中止となっ

た、あるいは各種会議等の実施方法をオンライン方

式に見直して実施をした事業などがございます。

また、高校生を海外に派遣する事業を中止したも

の、あるいはオンライン等を活用した代替研修を実

施した事業もございました。

ただ、事業そのものを全く実施しなかったという

ものはございません。

○石原朝子委員 分かりました。

それと、令和２年度よりＧＩＧＡスクールは前倒

しでオンライン事業の導入を図っておりますけれど

も、令和３年度までその事業の整備に当たっていた

と思いますけれども、令和３年度はどういった事業

を展開しましたでしょうか。

○大城勇人教育支援課長 令和３年度、主な事業と

して取り組みましたのが、低所得世帯向けの貸出用

端末１万650台を各学校に整備したところでござい

ます。

○石原朝子委員 このＧＩＧＡスクールに関する事

業なんですけれども、令和２年、令和３年度と、予

算額と決算額を、もし分かるのであれば教えていた

だきたいと思います。

○大城勇人教育支援課長 すみません、今、令和

２年、３年の手持ち分がございませんので、後ほど

また提供させていただければと思います。

○石原朝子委員 よろしくお願いいたします。

コロナ関連によって、教育委員会が所管をしてい

ます中において、令和３年度のコロナ関連予算、決

算、不用額と、そういうのが全体的なものが分かる

のであれば、そこら辺また御答弁お願いします。

○諸見友重総務課長 令和３年度の教育委員会のコ

ロナ対策関連予算でありますが、予算額としては

９億2615万2000円であります。

決算額が６億6608万円となっております。

不用額が２億6007万2000円となっております。

執行率は71.9％であります。

以上です。

○石原朝子委員 この不用額の理由をお聞かせ願え

ますか。主にどういった事業で、このように不用額

が出たかですね。

○諸見友重総務課長 一番不用額が大きかったの

は、県立学校等感染症対策事業が不用額が8987万

9000円でありました。

その理由としては、入札残であるとか等の執行残

であります。

○石原朝子委員 この感染対策事業はどういった内

容でしょうか。

○城間敏生保健体育課長 お答えいたします。

新型コロナウイルス感染症対策に係る学校の教育

活動継続に際して、安全な環境下で子供たちの学び

の充実を図り、感染拡大のリスクを最小限にし、児

童生徒及び教職員等の感染対策を強化するため、ま

ず１つ目として、必要となる保健衛生用品―消毒

液でありますとか、あるいは非接触型体温計等の購

入経費、それから２つ目に、教職員の負担軽減を図

るため、教室の清掃、消毒作業を外注するための委

託経費、３つ目に、教室等における３密対策として、

換気を徹底するためのサーキュレーター及びＣＯ₂

モニター等の購入経費、そして、４つ目に、感染防

止徹底のため、保健室等の衛生環境の向上に必要な

備品等を購入する経費等を支援する補助事業であり

ます。

○石原朝子委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

○諸見友重総務課長 コロナ関連予算の中で不用額

が最も大きいのは今、保健体育課長が説明したもの

と先ほど申し上げましたけれども、一番大きなもの

は高等学校教育用のコンピューター整備事業費であ

りまして、この不用額が１億3183万1000円でありま

す。

申し訳ございませんでした。

○大城勇人教育支援課長 ただいま総務課長からお

話のありました高等学校教育用コンピューター整備

事業は、先ほど御説明させていただきました低所得

世帯端末１万650台の入札残の結果でございます。

以上です。

○石原朝子委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

主要施策の報告書、成果表からちょっと探すこと

できませんでした、国の100％補助の就学支援金等

支出事業の事業内容と事業実績と効果というのを教

えていただけますか。

○大城勇人教育支援課長 お答えいたします。

就学支援金等支出事業は、主に高等学校等就学支

援金を支給することにより、一定の収入額未満の世

帯に対して高等学校の授業料の実質無償化を図る事

業であり、全国の制度となっております。

令和３年度において、県立高校の全日制課程及び

定時制課程で受給資格認定を受けた生徒は３万

6201人で、在籍生徒数４万228人に対し、約９割の

生徒の授業料の実質無償化が図られ、保護者の経済
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的負担軽減となっております。

令和３年度の就学支援金等支出事業の執行率は

99％となっております。

以上です。

○石原朝子委員 ちなみに課長、予算額と決算額を

教えていただけますか。

○大城勇人教育支援課長 最終予算額41億8116万

7000円に対し、決算額41億4135万9000円で、執行率

は99％となっております。

○石原朝子委員 この事業は公立、県立、私立高校

にも適用するんでしょうか。

○大城勇人教育支援課長 国の制度そのものは、私

立も公立より増額した形であるんですけれども、こ

の事業に関しては公立分だけでございます。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、石原委員からこの事業に関して

私立は該当しないのかという確認があり、

執行部からこの事業は公立分だけで、私立

は総務部の所管で予算措置が別となるとの

説明があった。）

○末松文信委員長 再開いたします。

石原朝子委員。

○石原朝子委員 ありがとうございました。

最後になりますけれども、教職員の住宅管理運営

費とか教職員の住宅耐震等対策事業の令和３年度の

実績と効果をお願いいたします。

○安里克也学校人事課長 教職員住宅に関する事業

として、令和３年度は、教職員住宅管理運営費にお

いて、教職員住宅の管理や維持補修等を実施し、教

職員住宅耐震等対策事業費において耐震改修工事や

解体工事を実施しております。

これらの事業の実施により、教職員住宅の安全性

の確保や居住環境の改善が図られたものと考えてお

ります。

以上であります。

○石原朝子委員 当初予算の説明のときに、耐震、

２施設を実施すれば、全ての教職員住宅の完了がさ

れるという答弁があったかと思うんですけれども、

施設数としては全て耐震化は終わったんでしょう

か。

○安里克也学校人事課長 平成30年度以降、耐震性

能が低いと診断された住宅14棟について耐震補強及

び改修工事を実施しておりまして、現在、13棟の工

事が完了しております。残り１棟につきましては令

和３年度は入札不落となりまして、令和４年度へ繰

り越しを行っております。この分につきましては、

令和４年６月から工事に着手しており、これで完了

ということになります。

以上であります。

○石原朝子委員 確認しますと、14施設のうち13施

設は令和３年度で完了し、あと１施設は現年度で

行っているということでよろしいですか。

それで全て完了ということですね。

○安里克也学校人事課長 今、残り１棟の工事に着

手しているところであります。

以上であります。

○石原朝子委員 分かりました。

ありがとうございました。

○大城勇人教育支援課長 すみません、先ほど私、

公立学校というお話をしたと思うんですけれども、

県立学校の言い間違いでございます。

失礼しました。

○末松文信委員長 比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 では、先ほど新垣淑豊委員からも

ありましたので、その質問は省いてお聞きしたいと

思います。

この沖縄県が独自に取り組んできた小１の少人数

学級から、今年で中３まで行くことができたという

ことを、とても高く評価しています。

単独として都道府県として、私は本当に立派では

ないかなと思います。

その理由として、ここに挙げられているように、

やっぱり児童生徒の基本的な生活習慣や規範意識、

それと学力の問題だということの目的があるんです

けれども、まず効果について皆さんの実感をお聞き

したいと思います。

○安里克也学校人事課長 少人数学級の実施による

効果、成果といたしまして、まず１つ目には、学習

規律の定着や児童生徒一人一人に対するきめ細かな

指導の充実を図ることができたこと。

それから、２つ目に学級の児童生徒数が少人数と

なったことで一人一人に目が行き届くようになり、

問題行動を未然に把握できるなど、子に応じた対応

ができるようになったことが挙げられます。

以上であります。

○比嘉京子委員 ありがとうございます。

では、課題のほうに書いてある教室と教員の問題

ですけれども、もう少し詳しくお願いします。

○安里克也学校人事課長 令和４年度ですが、少人

数学級を実施できていない学校についてであります

が、小中学校合わせまして16校、20学級ございます。

なお、16校、20学級では少人数学級が未実施となっ
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ている理由につきましては、全て教室不足によるも

のとなっております。

委員から今、お話がありましたとおり課題として

認識しております。

以上です。

○比嘉京子委員 その解消の可能性というのはどう

でしょうか。

○安里克也学校人事課長 教室不足の解消に向けた

学校の施設整備についてでありますが、市町村立で

あります。施設整備については市町村で整備を行う

ということになります。市町村教育委員会とのこれ

までの意見交換の中では、市町村においては中長期

的な児童生徒の推移でありますとか、学校の通学区

域内において公営団地の建設や住宅地の開発の状

況、今後数年間の人口動態の動き、それから校区の

見直しや分離校の設置、こういったものなどを総合

的に勘案しながら、施設整備を検討しているという

ふうにお伺いしておりまして、市町村との連携とい

いますか、そういった話合いが必要なのかなと思っ

ております。

以上であります。

○比嘉京子委員 先ほど効果についてお聞きしたわ

けなんですけれども、これだけ効果があってという

ことを考えると、やっぱり教育の機会均等という面

からも、そういうある意味で教室が足りないために

配置ができないということを放置していくというこ

とにはならないと思いますので、やはりここは、中

長期的って言ったら今後開くかもしれないとか、い

ろんなことがあるかもしれませんが、今、仮設でも

何でも対応をしていくというぐらいの考え方がない

といけないのではないかと思うんですけれども、い

かがでしょうか。

もう少し、市町村に強力に教育―この子たちに

とっての今は待ったなしなんだという共通理解を

持っていただいて、それを１日も早く解消をしてい

くという方向性というものの意見交換はなされてい

るんでしょうか。

○安里克也学校人事課長 先ほども答弁させていた

だきましたように、施設整備につきましては、市町

村教育委員会において実施しているところでありま

して、市町村教育委員会においては、地域住民、関

係者との間で様々な形で調整が行われているものと

考えております。

今後とも市町村教育委員会と引き続き意見交換を

行いながら、適切に推進していけるように促してま

いりたいと考えております。

以上であります。

○比嘉京子委員 ぜひ、そこは環境的にこうだから

こうということを子供たちに押しつけるのではな

く、やはり私は大人たちとしては、やっぱり教育を

受ける権利といいますか、機会の均等といいますか、

そういうことに効果がこれだけ言われているわけで

すから、漏れていることを放置しないという、そう

いうような気概が必要と思いますが、教育長いかが

ですか。

○半嶺満教育長 ただいまの少人数学級の成果につ

いても、御報告させていただきまして、やはり一人

一人にしっかりと目が届いて、きめ細かな指導がで

きるという意味では、非常に効果があるというふう

に思っております。

ただ、これから今後進めていく上では、今いろい

ろ教室の問題、実はまた、教員の定数の問題もござ

います。そういった様々な課題がありますので、教

育事務所単位で、実は各市町村の教育長と定期的に

話合いを持つ場、機会を設けておりますので、その

中で今あった教室の問題についても、今後どういっ

た方法が取れるのかということをしっかりと話合い

をしながら、課題の整理をしっかりしていきたいと

思います。

○比嘉京子委員 では、437ページのほうに行きた

いと思います。

これは今年度で一応、終了といいますか、区切り

になっているような事業ではないかと思うんですけ

れども、その後の展開といいますか考え方はどのよ

うになっているでしょうか。

○宮城肇義務教育課長 この事業は本年度終了と

なっておりますけれども、市町村の幼児教育におけ

る自立を軌道に乗せるため、令和５年度以降も国の

予算を活用して、県の幼児教育アドバイザーを活用

した事業を継続していく予定でございます。

この国の補助金制度を活用して、市町村における

退職教員を幼児教育アドバイザー、または幼小接続

アドバイザーとして配置を進めていき、そして市町

村幼児教育担当者会や幼児教育連絡体制推進研修会

の実施により、課題や情報の共有を図るとともに、

研修会支援や園訪問の周知を図っていきたいと考え

ております。

○比嘉京子委員 これからも継続していくと捉えて

よろしいんでしょうか。

○宮城肇義務教育課長 今、委員のおっしゃったと

おり、継続していくという考えでよろしいです。

○比嘉京子委員 当初、スタートしたときに、41市
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町村の中に幼児教育の担当部署をつくっていくとい

うことがあったと思うんですが、現時点で幾らの市

町村が幼児教育を担う部署として設置されているん

でしょうか。

○宮城肇義務教育課長 幼保一元化や担当者の配置

などは、何らかの形で幼児教育の取組が進んでいる

自治体は20市町村であります。

○比嘉京子委員 まだ、まだって変ですけど、道半

ばのような気がするんですが、その設置がなかなか

進みづらい理由は何でしょうか。

○宮城肇義務教育課長 予算的な確保と、また人材

のほうも十分ではないというところであります。

○比嘉京子委員 人材でいうと、どういう問題があ

るんでしょうか。

○宮城肇義務教育課長 まず、本務職員が少ないと

いうところから、教育委員会のほうへの指導主事と

しての派遣ができないというところもあると思いま

す。

○比嘉京子委員 これは幼稚園教諭の本務職員が少

ないということの意味でしょうか。

○宮城肇義務教育課長 はい、そういうことでござ

います。

○比嘉京子委員 これは本当に重大な問題だなと思

うんですけれども、かつて私が交付金で幼稚園教諭

に幾らぐらい国から交付をされているかを調べたこ

とがあります。たしか500万、560万とかぐらいだっ

たと思うんですね。その中で市町村が本務職員を置

かないで、ずっと臨時を置き続けてきて、これぐら

いの金額で２人ぐらい雇用できるんじゃないかとい

うようなことをずっとやってきたわけですよ。その

ツケが今、来ていると思います。

これについてはどのように解消なさるんでしょう

か。

○宮城肇義務教育課長 今、委員のおっしゃったこ

とは、県としても課題として考えております。

これからも市町村と連携等もしながら進めていけ

ればいいかなと考えております。

○比嘉京子委員 効果の２番目についての御説明を

お願いします。

○宮城肇義務教育課長 この事業の成果についてお

答えします。

成果としましては、県の幼児教育センターとして

の機能が周知され、多くの幼児教育施設や市町村か

らの訪問や研修の依頼が増えてきております。

それに伴い、幼児教育施設における要領指針を踏

まえた実践が広がるなど、県全体の幼児教育の質が

向上してきております。

○比嘉京子委員 この２番目に皆さんが書いてくだ

さった、幼児教育要領と、それから保育所保育指針

―指針とか要領というものの勉強会を重ねていく

ということは、非常に重要なことだと思うんですね。

なぜかというと正規雇用が少なくなって、退職で辞

めていったら次が続いていないんですよ。その次が

いないんですね。そういうこともあって、このこと

で幼児教育が非常に遅れているわけです、本県が。

先ほどの基本的な生活習慣の問題が学力向上のとこ

ろに小人数にあったと思うんですが、そこにそのま

まつながっているということを考えると、これはと

ても重大な局面だと思いますけど、ぜひ継続をして

いただきたいことと、もう一つは、学校教育研究セ

ンター辺りで、やっぱり幼児教育の指導主事の養成

をぜひ強化してほしい。

最後に、これを申し上げて提案をさせていただき

ます。

○末松文信委員長 玉城ノブ子委員。

○玉城ノブ子委員 よろしくお願いいたします。

最初に、もう何名かの方が質疑はしているんです

けれども、非常に大事ですので、405ページの少人

数学級について、その実施の成果と課題について、

まず最初に伺います。

○安里克也学校人事課長 県教育委員会では、令和

３年度に35人学級を中学校２、３年生まで拡大した

ところであり、現在小学校１、２年生で30人学級、

小学校３年生から中学校３年生で35人学級を実施し

ております。

少人数学級の実施による成果といたしましては、

学習規律の定着や児童生徒一人一人に対するきめ細

かな指導の充実を図ることができたことや、学級の

児童生徒数が少人数となったことで、一人一人に目

が行き届くようになり、問題行動を未然に把握する

ことができるなど、子に応じた対応ができるように

なったことなどが挙げられます。

今後の課題といたしましては、さらなる少人数学

級を推進する場合、教室や教員の確保が必要になっ

てまいります。

以上であります。

○玉城ノブ子委員 少人数学級の実施については県

が本当に積極的な対応をこれまでなさってきたとい

うことで、私もこれ非常に評価するものであります。

今、課題となっている教員の確保について、これ

は本当に具体的にね、もう真剣に考えていかなく

ちゃいけないんじゃないかというふうに思うんです
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けれども、この教員の確保の問題について皆さん方

のこれからの取組について、考え方をちょっとお聞

かせいただきたいと思います。

○安里克也学校人事課長 教員の採用に当たりまし

ては、毎年度、教員選考試験を実施して採用を行っ

ているところであります。

この選考試験の実施の在り方について、毎年いろ

いろ見直しを行っているところであります。令和

４年度実施試験に当たりましては、まず新規採用の

教職員については、初任者研修というものが必要で

あるというところで、この初任者研修の部分を、ど

のように解決していくかというようなことの観点か

ら、例えば県外で現在、公立学校で本務で勤務して

いる教職員で５年以上経験のある方については、初

任者研修が要らないであろうというようなところ

で、今年度から実施しております。

こういったような取組を今後も引き続きどのよう

な形でできるか検討を進めながら解決につなげてい

きたいと思っております。

以上であります。

○玉城ノブ子委員 教育現場で今起きている多忙化

の問題、これをやっぱり、解決していくということ

は非常に重要だと思うんですよね。そのためには、

今の非正規雇用の教員の先生方をやっぱり正規の教

員にしていくと。教育として保障をしていくという

ことが必要だし、やっぱり基本的に教員の定数を増

やしていくということをする必要があるんじゃない

かと思いますが、いかがでしょうか。

○安里克也学校人事課長 教職員の定数につきまし

ては、いわゆる義務標準法で定められておりまして、

定数の拡大につきましては、今後とも全国都道府県

教育長協議会を通しまして、国に要望してまいりた

いと思います。

以上であります。

○玉城ノブ子委員 ぜひ、これはやっぱり現場の教

員の多忙化を解消していく上で必要な対策をぜひ進

めていただきたい。

少人数学級にしていくことも、やっぱりきめ細か

な指導、行き届いた教育を子供たちに実施をすると

同時に、先生方にとっても非常に大事なことになっ

ていくんだろうというふうに思うんです。今の多忙

化を解消していくためにも、少人数学級をやっぱり

計画的に進めていくということが非常に大事じゃな

いかと思いますが、どうでしょうか。

○安里克也学校人事課長 さらなる少人数学級の推

進につきましては、これまでの少人数学級の効果検

証を行いつつ、課題もありますことから慎重に検討

してまいります。

以上であります。

○玉城ノブ子委員 ぜひ積極的に進めていただきた

いと思います。

時間がないので、413ページのスクールカウンセ

ラー・スクールソーシャルワーカーの配置状況と相

談実績、その効果と課題について伺います。

○宮城肇義務教育課長 令和４年度は計128人のス

クールカウンセラーを任用し、小中学校、高等学校

の全校に配置を行っております。

効果としましては、カウンセリングを必要として

いる児童生徒、保護者、教員への専門的な助言を行

うことで改善につながっております。

今後の課題としましては、専門的な知識を持った

有資格者のさらなる人材確保が必要であると認識し

ております。

○玉城ノブ子委員 私はそのためには、今やっぱり

非正規雇用になっている―正規雇用と非正規雇用

の配置状況をちょっと伺います。

○宮城肇義務教育課長 正規職員につきましては、

文部科学省が将来的には正規の職員として規定する

ことを検討するとの考えを示しておりますので、県

としましても国の動向を注視していくとともに、引

き続き全国都道府県教育長協議会を通してスクール

カウンセラーの正規配置を要望していくというとこ

ろです。

○玉城ノブ子委員 ぜひ、やっぱり正規雇用者を増

やすということが非常に大事じゃないかと思いま

す。先ほど話があった、専門的な知識を持った有識

者の人員確保についても今後の計画として、具体的

にやっぱり進めていく必要があるというふうに思い

ますがどうでしょうか。

○宮城肇義務教育課長 今、委員のおっしゃったと

おり、これからも全国都道府県教育長協議会を通し

て、スクールカウンセラーの正規配置、これを要望

して続けていきたいと考えております。

○玉城ノブ子委員 すみません、時間がありません

ので423ページのバス通学費等支援事業について、

この実績と効果、課題について伺います。

○大城勇人教育支援課長 お答えいたします。

国公立においては、令和３年度は4111名を認定し

ており、決算額は３億1771万1000円となっておりま

す。

本事業により、従来の通学費相当分を学用品の購

入や部活動の費用に充てるなどの経済的な負担軽減
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のほか、アルバイトを減らすなどの効果が見られて

いると思っております。

制度のさらなる拡充につきましては、令和５年か

ら遠距離通学等で通学費が高額となる生徒への支援

に向けて、関係部局と調整を行っているところです。

○玉城ノブ子委員 ぜひこれは多くの県民の皆さん

から大変喜ばれているんです。これをやっぱりこの

支援を拡充してほしいという要望もかなり強いんで

すよね。非課税世帯というのを勘案して拡充してほ

しいというのを要望が強いですので、ぜひこれにつ

いても検討をしていただきたいと思いますが、いか

がですか。

最後に教育長。

○半嶺満教育長 先ほど教育支援課長から説明がご

ざいました。

今後さらなる拡充に向けて、令和５年度は遠距離

通学での通学費が高額となる生徒の支援に向けて

今、関係部局と調整をしているところでございます

ので、これをしっかりと進めていきたいと思います。

○玉城ノブ子委員 ぜひよろしくお願いいたしま

す。

○末松文信委員長 瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 お願いします。

成果の401ページ、ＳＤＧｓ達成のための教育推

進ということで伺いますが、まず、新規ですし、事

業の目的・内容で取り組んだ効果、課題について伺

います。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 よろしくお願いい

たします。

ＳＤＧｓ達成のための教育推進事業ですが、こち

らは、持続可能な開発のための教育の周知を図るこ

とを目的に、学校関係者、社会教育関係者を対象に

した研修会の実施、研究指定校の設置、イベント等

を実施し、普及啓発に係る取組を行っております。

効果についてですけど、指定校の設置や研修会を

通して、教師や生徒の課題意識が高まり、ＳＤＧｓ

の視点で主体的な活動ができるようになってきたと

いう報告を受けております。

ＳＤＧｓ実現の担い手の育成につながっていると

考えられます。

今後もＳＤＧｓ達成のための教育の実践校を増や

し、2030年のＳＤＧｓ達成目標に向けて意識を高め

る必要があると考えております。

○瀬長美佐雄委員 このＥＳＤということも、よく

理解できませんが、研修そのものは、どのような内

容になるのか伺います。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 ＥＳＤ自体がＳＤ

Ｇｓ達成のための教育ということで、こちらのＥＳ

Ｄの研修会自体は、平成25年度から次代を担う青少

年育成推進事業ということで、教職員向けにＥＳＤ

研修会をずっと開催しております。

平成30年度から、持続可能な開発のための教育推

進事業ということで、30年度から令和２年度までは、

先生方向けのＥＳＤ研修会の開催と、あと、そちら

から指定校の設置、また、大会等も実施しておりま

す。ＥＳＤ研修会は、教員向けの研修になっており

ます。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 ＳＤＧｓを推進するという民間

のいろんな団体との関わりを進めているとは思いま

すが、それについての関連性とか、学校教育に絞ら

ないで、実際にやっている外部団体とか、民間、あ

るいは経営団体、そこら辺との連携も視野に入れた

発展性があるのかどうか確認します。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 令和３年度のＳＤ

Ｇｓの事業で委託事業を実施しておりまして、そち

らの委託事業者のほうで……。

ＳＤＧｓは、県の企画部のほうも進めております

ので、そちらのほうで県全体の企業連携は強く進め

ていると思うんですが、教育委員会のほうの委託事

業のほうでも、企業さんのリストも学校に配るとか、

何かあれば、ＳＤＧｓを推進している企業のほうに

声かければ、学校のほうにいらしていただいて、連

携しながら進めるということができるように、登録

もされています。

○瀬長美佐雄委員 期待していますので、ぜひ推進

お願いします。

次は「琉球・沖縄の知と心」国際発信事業につい

て何点か伺います。

まず、事業の目的・内容、事業効果、課題につい

て伺います。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 「琉球・沖縄の知

と心」国際発信事業ですが、こちらは、県民や世界

のウチナーンチュに琉球・沖縄の歴史と文化を継承

することを目的としております。

内容としては、県立図書館郷土資料フロアの移民

資料コーナーの充実等により、本県独自の歴史・文

化の価値を国際的に発信しております。

効果としては、県内外の県系移民関係資料の収集

等を通して、琉球・沖縄の歴史・文化の継承、発展

及び沖縄の魅力を発信する人材の育成が図られたと

考えております。
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課題は、移民開始より100年経過していることか

ら、移民関係資料が散逸の危機に瀕しており、現地

での資料調査・収集を急ぐ必要があると考えており

ます。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 決算実績の（２）の移民ルーツ

調査61件とあります。

これの具体的な内容について伺います。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 概要として、移民

ルーツ調査とは、移民１世の氏名などから、渡航先、

出身地、生年月日、渡航年月日などの情報を依頼者

に提供しております。移民ルーツ調査の件数なんで

すけど、令和元年度が451件、令和２年度が42件、

令和３年度が61件となっております。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 この関わりで、世界のウチナー

ンチュ大会が始まります。世界から、そういったルー

ツを探してくるというような方々もいらっしゃるの

かなと。

今年度の取組として、この世界大会との関連性

―事業推進という観点では取り組まれているのか

どうかの確認です。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 今年度の第７回世

界のウチナーンチュ大会―今月行われますが、こ

ちらのほうでは大会会場のセルラーパーク那覇と県

立図書館内の２会場で、渡航記録データベースの照

会と、移民一世ルーツ調査を行います。これは、

2016年の第６回世界のウチナーンチュ大会でも移民

ルーツ調査ブースを設置して、そのときは273件の

調査を受け付けましたので、今年度も同じように

２か所の会場で実施する予定です。

○瀬長美佐雄委員 国際発信事業とうたわれている

ので、実態としての調査活動と同時に、調べ上げた

ものをデータベース化して発信していると。広く世

界からアクセスするようにできるといった構築も併

せてやっているという理解でいいんでしょうか。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 これまで調べた

データを発信するということはやっていませんが、

先ほどのルーツ調査で、今年度、世界中のどこから

でも簡単にアクセスができる多言語データベースを

構築しまして、ホームページにアップしております。

沖縄から初めて海外に渡った1900年から1937年まで

の約５万件の渡航記録を基にデータベースを作成し

ておりまして、渡航先、氏名、年齢、本籍地、戸主

名、旅券発行日などから、それぞれがインターネッ

トで検索できるようになっております。

以上です。

○瀬長美佐雄委員 世界のウチナーンチュ大会と同

時に、世界のウチナーンチュネットワークの構築と。

この取組もある意味で世界のウチナーンチュからす

ると、とても貴重な取組だし、欲しいデータであっ

たりと。そういう意味で言うと世界のウチナーン

チュネットワークを構築すると、そのセンターが欲

しいという関係者がおります。そういったネット

ワーク構築の観点からの他部署との連携とか取組、

意見交換、それはされてるのかどうかを伺います。

○大宜見勝美生涯学習振興課長 申し訳ありませ

ん、今のは県立図書館の状況でして、委員がおっ

しゃっている連携はちょっと図書館でやってません

で、すみません、当課でもやっておりません。

○瀬長美佐雄委員 教育長に伺えたらと思います。

世界のウチナーンチュを迎えるに当たって、各学

校単位では移民の歴史とか、それぞれの地域との関

わりで、学校の中でも総合学習とかいろんな学習さ

れてると思うんで、それを通してやっぱり世界のウ

チナーンチュのネットワーク―皆さんが求めてい

るこの施設や部署、そういったものに対しては、教

育委員会もある意味で関与する必要もないのかなと

思って、問題意識はどうでしょうか。

○半嶺満教育長 前回のウチナーンチュ大会におい

ても、この移民ルーツ調査のブースを設置をしまし

て、海外から参加者の方々の調査を受け付けたりし

て情報提供しているところでありますけれども、今

回のウチナーンチュ大会においても、大会会場のセ

ルラーパーク那覇と県立図書館内の２会場で渡航記

録データベースの照会及び県民一世ルーツ調査等を

行っております。このウチナーンチュ大会において

も、こういうブースを設けて、そういった方々の受

付をしながら、他の部署とも連携しながら、今ウチ

ナーンチュ大会の中でもそういうルーツの調査等の

提供は予定をしているところです。

その視点でよろしかったでしょうか。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、瀬長委員から、事業についてで

はなく、ウチナーンチュネットワーク構築

のため、センター設置の要望があるが教育

長としての見解を聞きたいとの説明があっ

た。）

○末松文信委員長 再開いたします。

半嶺満教育長。

○半嶺満教育長 申し訳ございません。

今、こういう動きがあるということでありますの
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で、教育委員会としても、関係部局と連携しながら、

どういった取組ができるか、しっかり検討していき

たいと思います。

○瀬長美佐雄委員 よろしくお願いします。

留学生とか、県系子弟という形での、そういった

交流事業とも兼ね合ってくるという観点を、ぜひ指

摘したいと思います。

最後に、教職員の病休とかの状況、それに対する

対応についてを伺います。

○安里克也学校人事課長 教育職員の病気休職者数

は、令和元年度419人、令和２年度389人、令和３年

度398人となっております。

県教育委員会としましては、休職者に対する療養

支援等の職員の健康管理及びスクール・サポート・

スタッフや部活動指導員の配置等の業務改善に取り

組んでいるところであります。

引き続き教職員が健康で働きやすい環境の整備に

努めてまいります。

以上であります。

○瀬長美佐雄委員 様々取り組まれていると。

でも、抜本的に改善できてないという状況の推移

だと思うんですね。

それで、そもそもやっぱり根本原因―何をどう

すれば解決するんだろうという点で、どういう見解

をお持ちか伺います。

○安里克也学校人事課長 病気休職者、精神性疾患

についてでありますが、教職員の職務内容に起因す

るものだけではなく、家庭の状況ですとか、生活環

境など、原因が複合的になっていることが多いと考

えております。

ただ、本人及び関係者への原因究明調査について

でありますが、病状への影響も懸念されることから、

慎重に対応すべきであると考えております。

教育委員会といたしましては、引き続きメンタル

ヘルス対策として予防事業、相談事業、療養、復職

支援などを行いまして、メンタル不調や再発防止に

取り組んでいきたいと考えております。

以上であります。

○瀬長美佐雄委員 負担軽減、あるいは教師のゆと

りという点では、本当に総合的な対策を打つ上で、

やっぱりそういった機会をつくって、現場の皆さん

との意見交換を基に取り組んでいくということがで

きないのか、あるいはやっているのか伺います。

○安里克也学校人事課長 教育委員会では、庁内に

業務改善推進委員会を設置しておりまして、教職員

の業務改善についての取組を検討しているところで

あります。

また、職員団体との定期的な意見交換を実施し、

教職員の勤務状況や業務改善に係る要望等について

情報共有を行っているところであります。

以上であります。

○瀬長美佐雄委員 ありがとうございました。

○末松文信委員長 喜友名智子委員。

○喜友名智子委員 よろしくお願いします。

最初に、令和３年度の教育委員会の新型コロナ関

連予算と実績についてお伺いします。

先ほど、予算の金額と決算は石原朝子委員の質疑

で答弁いただいたので、令和３年度の主な事業が、

令和２年度とどのような変化があったのかというこ

とを教えてください。

○諸見友重総務課長 令和２年度のコロナ対策関

連、教育委員会の関連予算ですが、予算額は９億

3316万6000円であります。

決算額が８億5493万1000円、不用額が7823万

5000円、執行率は91.6％であります。

令和２年度と３年度で異なるところは感染症対策

のためのスクール・サポート・スタッフの配置であ

るとか、学びの保障のための学習支援員の配置等の

事業については、これは令和２年度のみの国庫補助

金の増額による配置であったため、令和３年度につ

いては実施はしていないというところであります。

以上です。

○喜友名智子委員 ありがとうございます。

主要施策の資料のほうの402ページ、教員グロー

イングアップ事業になります。事業の目的と内容が、

法定研修―初任研と10年研と、どういう位置づけ

の違い、目的の違いがあるのかお尋ねします。

○宮城肇義務教育課長 お答えします。

この事業と、法定研修との違いです。

教育公務員特例法に基づき、沖縄県教育委員会が、

教職員に行っている初任者研修や中堅教諭資質向上

研修などの法定研修は、服務、教科等の指導方法、

教育相談など、教員として必要な資質の向上を目的

とした基本的研修となっております。

一方、本教員グローイングアップ事業で行う研修

は、中学校の国語科、数学科、英語科の教諭や授業

改善を推進する校内研修主任など、授業改善のリー

ダーを育成する専門研修となっております。

○喜友名智子委員 執行率が50％少しなんですけれ

ども、これはなぜでしょうか。

○宮城肇義務教育課長 計画どおり研修会を実施し

たところではありますが、コロナ禍におけるまん延
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防止措置の実施等で、全36回を―参集型は36回計

画しておりましたけど、16回はオンラインへ変更し

て、その結果53.6％の執行となっております。

○喜友名智子委員 これは、コロナのせいで先生た

ちが大変だったせいですかね。欠員が増えているこ

とと関係ないかどうか、確認させてください。

○末松文信委員長 休憩いたします。

（休憩中に、喜友名委員から教員が欠員のカ

バーで忙しく行けなかったなどの理由があ

るかとの補足説明があった。）

○末松文信委員長 再開いたします。

宮城肇義務教育課長。

○宮城肇義務教育課長 欠員の補充ではなくて、研

修は実際に行われておりますけど、普通旅費等の減

が生じたということで、執行が53.6％となっており

ます。

○喜友名智子委員 分かりました。

先生方からはもう忙しくて、とにかく先生を増や

してくれというシンプルな要望が非常に多いので、

執行率の低さがこういった欠員をしている先生方の

カバーのせいで、多忙でできなかったのかなという

ことを懸念していましたが、一応背景は違うという

ことは理解しました。

397ページの就職活動キックオフ推進事業です。

これ事業を実施した高校が何校だったか確認させて

ください。50名配置とありますが、１校につき１名

だったのか、１校に複数名配置だったのか。

○崎間恒哉県立学校教育課長 令和３年度は、全て

の専門高校20校及び就職希望の多い普通高校23校、

定時制課程６校、合計49校に50名の支援員を配置し

たところです。

普通高校のうち、配置校決定時点で就職希望が

１番多かった高校１校に２名を配置したというとこ

ろです。

○喜友名智子委員 この就職支援員の方がどういっ

た方なのか、スキルや経験、業者に委託しているの

かどうか等々教えてください。

○崎間恒哉県立学校教育課長 支援員につきまして

は委託ではなくて、会計年度任用職員として採用し

ております。

配置校が決まった学校において、ハローワーク求

人を通して公募し、書類審査、面接等を通して、各

学校で選考する形を取っております。採用に際して

の要件としましては、３点挙げておりまして、高等

学校卒業以上、２つ目が基本的なパソコン操作がで

きる、３つ目が教育機関での就職支援業務の経験ま

たは採用人事に関する民間企業での経験、もしくは

採用人事に関する知識のある者というふうにしてお

ります。

○喜友名智子委員 ありがとうございました。

次、最後の質問になります。

399ページで、現時点での事業実施内容と今後の

活用方法の方向性だけ御答弁をお願いします。

○瑞慶覧勝利文化財課長 お答えします。

琉球王国の外交文書集である歴代宝案編集事業で

は、令和３年度までに漢文で書かれた校訂本全15冊

と、これを読み下した訳注本全15冊の編集刊行を終

えたところです。

令和３年12月からはインターネット上に琉球王国

交流史デジタルアーカイブを開設し、刊行した歴代

宝案を中心とする資料の画像データや、テキスト

データの公開を開始しております。活用方法としま

しては、小・中・高の社会科、地理歴史科あるいは

総合的な学習の時間、総合的な探求の時間などの教

育活動の中で、琉球の伝統文化について学んだり、

海洋王国として栄えた琉球の姿を交易品の記録から

考察するなど、主体的に学ぶ教材となることを考え

ているところです。

以上です。

○末松文信委員長 仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 よろしくお願いします。

最後だと、どうもプレッシャー感じて。

１点だけで結構です。

日頃気になって、小中学校の児童生徒の不登校の

問題なんですけれども、今回、令和２年、３年とコ

ロナの影響もありながら、休校ですとか、学級閉鎖、

学校閉鎖というのも相まって、この不登校が増えた

んじゃないのかなという気がするんですね。

市町村単位でもこの取組はされていると思うんで

すけれども、本県の教育委員会の中でこの問題をど

う取り扱って、学習支援ですとか、あるいは居場所

づくりですとか、どういった取組がされているのか

ですね。

これだけです。

よろしくお願いします。

○宮城肇義務教育課長 30日以上欠席している不登

校児童生徒は、令和２年度、児童生徒の問題行動・

不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査による

と、小学校では1556名、中学校では2066名、高等学

校では797名となっております。

登校できない児童生徒については、担任やスクー

ルカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、小
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中アシスト支援員、教育支援センター等と連携しな

がら、相談や学習支援及び登校支援を行っておりま

す。

また、登校はできるが教室に入れない児童生徒に

ついては、保健室や教育相談室などで、担任や養護

教諭、教育相談担当教諭による支援を行っておりま

す。

なお、県教育委員会では、市町村教育委員会と連

携し、校内自立支援教室事業を令和４年度より立ち

上げ、校内の空き教室に支援員を配置し学習支援を

行っております。

さらに、在宅の不登校児童生徒に対しても、ＩＣ

Ｔ機器を活用した学習支援に取り組んでいるところ

です。

県教育委員会としましては、今後とも不登校児童

生徒の社会的自立に向け、個々の児童生徒の状況に

応じた支援に努めてまいります。

○仲宗根悟委員 今、数を示していただきましたけ

れども、結構な数がいるんだなという印象なんです

が、それで、ひきこもりの方々のケアも、しっかり

と学習支援されているというようなお話でした。

登校はできるけれども教室に入れない子供たちが

いると。そういったのは、保健室なりやっていると

いうようなお話ですね。私も聞いたところによりま

すと、役場の中の教育委員会の一角の部屋を借りて、

そこで学習支援をしているケースもあるというふう

に聞きました。

私は読谷に住んでいるんですが、目の前が畑で圃

場なんですね。時々、那覇市の教育委員会のワンボッ

クスカーというんでしょうかね、それが四、五台連

ねて、子供たち乗せてくるんですよ。教育委員会で

この畑の圃場を借りているんでしょうね。そこで

ジャガイモを植え付けてみたり、時々雑草を刈取り

に来る子供たちがいるんですけれども、時々何事か

なと見ているんですが、恐らく不登校の子たちを預

かってやっているんだろうなと。担任の先生方に聞

いたら、挨拶しなさいとかこう言ったら、にこにこ

しながら挨拶も非常に上手な子たちなんですよ。こ

の子たちがどうして教室でみんなと一緒に学習がで

きないのかと不思議なくらい、非常に明るくて、伸

び伸びとして作業をやっている風景を見たことがあ

るんですが、そういった形で、団体と溶け込みなが

ら、登校しながらというふうになるんでしょうけれ

ども、この子たちは特別なメニューで学習をしてい

るのか、そしてある年齢が来ますと卒業になるわけ

ですから、そのとき、この子たちは認定が可能なの

かどうか、その辺もお聞かせ願えませんか。

○宮城肇義務教育課長 今、委員の会われた子供た

ちというのは、適応指導教室で学ばれていると思い

ます。

これは、このカリキュラムのまま学習指導要領に

できるだけ合わせるような形でやっていますけど、

それぞれの特徴があるということです。

卒業の認定に関しましては、校長との面談等いろ

いろありますので、それを基にしながら、いろんな

ものを多角的に判断しながら校長先生のほうで卒業

認定をしていくという形になってきます。

○仲宗根悟委員 ありがとうございました。

喜友名委員の部分を差し上げますので、終わりま

す。

○末松文信委員長 お疲れさまでした。

以上で、教育委員会関係決算事項に対する質疑を

終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○末松文信委員長 再開いたします。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

皆さん大変御苦労さまでした。

次回は、明10月21日金曜日午前10時から委員会を

開きますので、よろしくお願いします。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 末 松 文 信
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令 和 ４ 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 令和４年10月20日 (木曜日)

開 会 午前10時１分

散 会 午後３時35分

場 所 第２委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県一般会計決算

第６回議会 の認定について（土木建築部所

認定第１号 管分）

２ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県下地島空港特

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第５号

３ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県宜野湾港整備

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第12号 て

４ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港（新

第６回議会 港地区）整備事業特別会計決算

認定第15号 の認定について

５ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港マリ

第６回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

認定第16号 について

６ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県駐車場事業特

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第17号

７ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県中城湾港（泡

第６回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

認定第18号 別会計決算の認定について

８ 令 和 ４ 年 令和３年度沖縄県流域下水道事

第６回議会 業会計決算の認定について

認定第24号

出席委員

委員長 瑞慶覧 功君

副委員長 下 地 康 教君

委 員 仲 里 全 孝君 座 波 一君

呉 屋 宏君 照 屋 守 之君

玉 城 健一郎君 島 袋 恵 祐君

比 嘉 瑞 己君 崎 山 嗣 幸君

新 垣 光 栄君 金 城 勉君

説明のため出席した者の職、氏名

土 木 建 築 部 長 島 袋 善 明君

土 木 総 務 課 長 新 垣 雅 寛君

道 路 街 路 課 長 砂 川 勇 二君

道 路 管 理 課 長 下 地 英 輝君

河 川 課 長 波 平 恭 宏君

海 岸 防 災 課 長 前武當 聡君

港 湾 課 長 呉 屋 健 一君

都市計画・モノレール課長 仲 厚君

都 市 公 園 課 長 仲 本 隆君

下 水 道 課 長 上 原 正 司君

住 宅 課 長 仲 本 利 江さん
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○瑞慶覧功委員長 ただいまから、土木環境委員会

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る令和４年第

６回議会認定第１号、同認定第５号、同認定第12号、

同認定第15号から同認定第18号まで及び同認定第

24号の決算８件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、土木建築部長の出席を求め

ております。

まず初めに、土木建築部長から土木建築部関係決

算事項の概要説明を求めます。

○島袋善明土木建築部長 令和３年度土木建築部の

一般会計、下地島空港特別会計をはじめとする６特

別会計及び企業会計である流域下水道会計における

歳入歳出決算の概要を御説明いたします。

ただいま表示同期しました歳入歳出決算説明資料

（土木建築部）を御覧ください。

それでは、説明資料１ページを御覧ください。

企業会計を除く土木建築部の歳入総額は、予算現

額（Ａ）1013億4467万4265円に対し、調定額（Ｂ）703億

475万5666円、収入済額（Ｃ）696億283万7876円、収

入未済額（Ｅ）６億2571万9510円であり、収入済額

の調定額に対する割合、収入比率は99％となってお

ります。

また、不納欠損額（Ｄ）は7619万8280円となって

おります。

２ページを御覧ください。

歳出総額は、予算現額（Ａ）1146億5117万8982円

土木環境委員会記録（第１号）
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に対し、支出済額（Ｂ）801億7227万7147円で、支出

済額の予算現額に対する割合、執行率は69.9％となっ

ております。

繰越額（Ｃ）は319億6087万9201円で、繰越率は

27.9％となっております。

不用額（Ｄ）は25億1802万2634円で、不用率は2.2％

となっております。

次に、会計ごとの歳入歳出決算状況について御説

明いたします。

３ページを御覧ください。

土木建築部の一般会計の決算について御説明いた

します。

歳入は、予算現額（Ａ）997億7808万1332円に対し、

調定額（Ｂ）685億3664万5423円で、収入済額（Ｃ）

678億5760万6612円､収入未済額（Ｅ）６億284万531円

であり､収入比率は99％となっております｡

また、不納欠損額（Ｄ）は7619万8280円となって

おります。

収入未済及び不納欠損の主なものを款別に見ます

と、（款）使用料及び手数料の収入未済額が４億7553万

5733円となっており、収入未済の主な理由としては、

県営住宅使用料の滞納によるものです。

また、（款）使用料及び手数料の不納欠損額が5247万

824円となっており、不納欠損の主な理由としては、

県営住宅使用料未収金の時効援用によるものです。

続きまして、４ページを御覧ください。

（款）諸収入の収入未済額は１億2730万4798円で、

収入未済の主な理由としては、談合問題に係る違約

金の未収金によるものです。

また、（款）諸収入の不納欠損額は2372万456円で、

主な理由としては、談合違約金の時効の援用による

ものです。

続きまして、５ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）1130億8458万6049円に対

し、支出済額（Ｂ）788億4174万2876円で、執行率は

69.7％となっております。繰越額（Ｃ）は318億3887万

6201円で、繰越率は28.2％となっております。不用

額（Ｄ）は24億396万6972円で、不用率は2.1％となっ

ております。

繰越しの主な理由としましては、計画の変更や関

係機関等との調整の遅れ等であります。

また、主な不用の理由としましては、（目）港湾災

害復旧費において、軽石の回収量が当初見込んでい

た量より少なかったことによる不用等があります。

続いて、特別会計の決算について御説明いたしま

す。

７ページを御覧ください。

下地島空港特別会計の決算については、歳入が、

予算現額（Ａ）４億2534万6253円に対し、調定額（Ｂ）

３億7553万1729円で、収入済額（Ｃ）も調定額と同

額であります。

続きまして、９ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）４億2534万6253円に対し、

支出済額（Ｂ）３億7372万521円で、執行率は87.9％

となっております。繰越額（Ｃ）は1380万円で、繰

越率は3.2％となっております。不用額（Ｄ）は3782万

5732円で、不用率は8.9％となっております。

繰越しの主な理由は、航空灯火更新実施設計業務

委託の設計調整の遅れによるものです。

不用の主な理由は、医療資機材搬送車庫新築工事

に係る入札残によるものです。

10ページを御覧ください。

次に、宜野湾港整備事業特別会計の決算について

は、歳入が、予算現額（Ａ）４億1517万4000円に対

し、調定額（Ｂ）４億3218万1827円、収入済額（Ｃ）

４億1659万3058円、収入未済額（Ｅ）1558万8769円

であり、収入比率は96.4％となっております。

収入未済の主な理由は、談合問題に係る賠償金の

未収金であります。

続きまして、11ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）４億1517万4000円に対し、

支出済額（Ｂ）が４億457万6924円で、執行率は97.4％

となっております。繰越額（Ｃ）は1049万6000円で、

繰越率は2.5％。不用額（Ｄ）は10万1076円で、不用

率は0.1％となっております。

繰越しの主な理由は、給水給電施設更新の仕様等

詳細について、港湾利用者及び関係機関との調整に

不測の時間を要したことによるものです。

12ページを御覧ください。

続いて、中城湾港（新港地区）整備事業特別会計

の決算については、歳入が、予算現額（Ａ）２億4331万

3000円に対し、調定額（Ｂ）１億9808万2747円、収

入済額（Ｃ）も調定額と同額であります。

続きまして、13ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）２億4331万3000円に対し、

支出済額（Ｂ）が１億7886万3185円で、執行率は73.5％

となっております。繰越額（Ｃ）は5000万円で、繰

越率は20.5％。不用額（Ｄ）は1444万9815円で、不

用率は６％となっております。

繰越しの主な理由は、荷さばき地舗装工事につい

て、国との調整に時間を要したためであります。

14ページを御覧ください。

続いて、中城湾港マリン・タウン特別会計の決算

については、歳入が、予算現額（Ａ）２億1841万7280円
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に対し、調定額（Ｂ）３億4153万483円、収入済額（Ｃ）

３億3424万273円、収入未済額（Ｅ）729万210円であ

り、収入比率は97.9％となっております。

収入未済の主な理由は、談合問題に係る賠償金の

未収金であります。

15ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）２億1841万7280円に対し、

支出済額（Ｂ）が１億6177万6573円で、執行率は74.0％

となっております。不用額（Ｄ）は5664万707円で、

不用率は26.0％となっております。

不用の主な理由は、不法投棄等に対応するための

フェンス設置工事について与那原町との調整により、

計画の見直しを行ったことによるものであります。

16ページを御覧ください。

続いて、駐車場事業特別会計の決算については、

歳入が、予算現額（Ａ）5377万6000円に対し､調定額

（Ｂ）２億1352万2585円で、収入済額も調定額と同

額となっております。

17ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）5377万6000円に対し、支

出済額（Ｂ）が610万638円で、執行率は11.3％となっ

ております。繰越額（Ｃ）は4342万3000円で、繰越

率は80.7％。不用額（Ｄ）は425万2362円で、不用率

は8.0％となっております。

繰越しの主な理由は、照明設備の改修工事につい

て、取替用照明器具が品薄であることによる工期延

長に伴うものであります。

18ページを御覧ください。

続いて、中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事

業特別会計の決算について御説明いたします。

歳入が、予算現額（Ａ）２億1056万6400円に対し、

調定額（Ｂ）２億726万872円で、収入済額も調定額

と同額であります。

19ページを御覧ください。

歳出は、予算現額（Ａ）２億1056万6400円に対し、

支出済額（Ｂ）が２億549万6430円で、執行率は97.6％

となっております。繰越額（Ｃ）は428万4000円で、

繰越率は2.0％となっております。不用額（Ｄ）は78万

5970円で、不用率は0.4％となっております。

繰越しの理由は、泡瀬人工島内における土砂の移

動計画について、本計画と連動する国の埋立工事の

遅延が判明し、年度内完了が困難となったことによ

るものであります。

最後に、流域下水道事業会計については、令和２年

度から地方公営企業法を適用しまして、公営企業会

計に移行していますので、沖縄県流域下水道事業会

計決算書に基づいて御説明いたします。

ただいま表示同期しております、沖縄県流域下水

道事業会計決算書を御覧ください。

それでは、決算書の１ページを御覧ください。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明いたします。

収入の第１款流域下水道事業収益は、予算額の欄

の右端の合計115億4131万2000円に対して、決算額は

114億3941万4749円で、予算額に比べて１億189万

7251円の減収となっております。

その主な要因は、第２項の営業外収益における長

期前受金戻入の減少等によるものであります。

次に、支出の第１款流域下水道事業費用は、予算

額合計が115億267万5000円に対して、決算額は107億

3744万9904円で、不用額が６億7443万2196円となっ

ております。

不用額の主な理由は、第１項の営業費用における

委託料及び減価償却費の減少等によるものでありま

す。

２ページを御覧ください。

（２）資本的収入及び支出について御説明いたし

ます。

収入の第１款資本的収入は、予算額合計96億338万

985円に対して、決算額は72億5194万61円で、予算額

に比べて23億5144万924円の減収となっております。

その主な要因は、建設改良工事の繰越しに伴い、

第２項の国庫補助金が減少したこと等によるもので

あります。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計112億

3055万7800円に対して、決算額は85億778万7709円で、

翌年度への繰越額が25億952万4401円、不用額が２億

1324万5690円となっております。

繰越しが生じた主な理由は、第１項の建設改良費

において、工事実施に際し、計画変更の検討や関係

機関との協議等に不測の日数を要したことによるも

のであります。

また、不用額の主な理由は、第１項の建設改良費

における県単独事業の執行残等によるものでありま

す。

３ページを御覧ください。

損益計算書に基づきまして、経営成績について御

説明いたします。

１の営業収益49億6801万6420円に対して、２の営

業費用は100億4421万7799円で、50億7620万1379円の

営業損失が生じております。

４ページを御覧ください。

３の営業外収益59億7236万914円に対して、４の営

業外費用は３億８万9959円で、右端上から１行目に
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なりますが、56億7227万955円の営業外利益が生じて

おり、経常利益は５億9606万9576円となっておりま

す。

５の特別利益を加味した当年度の純利益は５億

9818万4193円となり、この当年度純利益が当年度未

処分利益剰余金となっております。

５ページを御覧ください。

剰余金計算書について御説明いたします。

右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度末残高192億5614万6319円に対し、当年度変動

額が５億9818万4193円増加したことにより、資本合

計の当年度末残高は198億5433万512円となっており

ます。

６ページを御覧ください。

剰余金処分計算書について御説明いたします。

右端にあります未処分利益剰余金については、当

年度末残高５億9818万4193円の全額を今後の企業債

償還に充てるため、沖縄県流域下水道事業の設置等

に関する条例第４条第１号の規定に基づき、減債積

立金に積み立てることにしております。

７ページを御覧ください。

貸借対照表に基づきまして、財政状態について御

説明いたします。

まず、資産の部については、最下段になりますが、

資産合計1488億3728万9063円となっております。

９ページを御覧ください。

負債の部については、右端上から２行目になりま

すが、負債合計1289億8295万8551円となっておりま

す。

資本の部については、右端下から２行目になりま

すが、資本合計198億5433万512円となっております。

負債資本合計については、最下段になりますが、

1488億3728万9063円となっております。

なお、10ページ及び11ページは決算に関する注記、

また13ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

以上で、土木建築部の概要説明を終わります。

○瑞慶覧功委員長 土木建築部長の説明は終わりま

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に規定する所管事務に関

する決算事案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明10月21日、当委員会

の質疑終了後に改めて、総括質疑とする理由の説明

を求めることにいたします。

なお、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰に、どのような項目を聞

きたいのか確認しますので、簡潔に説明するようお

願いいたします。

その後、決算特別委員会における総括質疑につい

ての意見交換や当該事項の整理を行った上で、決算

特別委員会に報告することにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会に準じて譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ告げた上で説明資料の当

該ページを表示し、質疑を行うようお願いいたしま

す。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにいたしたいと

思いますので、委員及び執行部の皆さんの御協力を

よろしくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに土木建築部関係の決算

事項に関する質疑を行います。

仲里全孝委員。

○仲里全孝委員 既に質問取りなど、皆さん調整を

されていると思いますけれども、令和３年度沖縄県

内部統制評価報告書の中で７ページをお開きくださ

い。

県管理施設における死亡事故の発生について、何

点か確認していきたいと思います。

令和３年５月、土木建築部が所管する本部港内の

施設において、鉄製の扉が倒れ、その下敷きとなっ

て作業員が死亡する事故が発生しました。事故の要

因については警察による捜査が行われているとあり

ますけれども、県の関わりをお願いします。

○呉屋健一港湾課長 令和３年５月に本部港にある

上屋で鉄製の扉を操作した作業員が、倒れた扉の下

敷きになりまして亡くなる事故が発生しております。

事故の発生原因については、ただいま警察のほう

で捜査を行っているところであります。

○仲里全孝委員 その中身を、私は今までの答弁で
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把握はしているんですけれども、その県と県警の関

わりは何かないですか、協力体制だとか。

○呉屋健一港湾課長 警察のほうからは捜査の協力

ということで、事故の直後に捜査協力が行われてお

りまして、それ以降、特に警察のほうからはこちら

に情報の提供とか、そういうのはございません。

○仲里全孝委員 警察のほうからは受けていないと

いう御理解でよろしいでしょうか。

○呉屋健一港湾課長 警察のほうからは、捜査以降

特にこちらにいろいろな資料要求とか、そういった

ものは今のところございません。

○仲里全孝委員 この件については、重大な不備の

該当性にコメントされております。本部港の管理に

関する課題が指摘されておりますけれども、内容を

紹介してください。

○呉屋健一港湾課長 これは調査委員会の報告書に

なりますけれども、沖縄県も本部町も本件入り口扉

の傾倒のリスクを認識しておらず、入り口扉の使用

禁止等の措置も取られていなかった。また、使用者

も傾倒リスクの認識が不十分であり、被害者ら従業

員に対し、本件入り口扉の開閉に関する注意喚起を

行っていなかったというふうになっております。

○仲里全孝委員 それですね、私もホームページで

確認しました。今回の事故の原因、抜本的な原因は

指摘されていないですか。

○呉屋健一港湾課長 いろいろな要因があろうかと

思いますけれども、最終的に検討委員会の報告書に

おいて、本件事故は多くの人為的ミスが幾重にも重

なった結果発生した事故と結論づけております。

○仲里全孝委員 人為的とか、そのもろもろ運用と

か、私はそれを確認してるわけではありません。今

回の事故の要因は何だったんでしょうかということ

なんですよ。もう１年過ぎていますから、皆さんは

いろんな形で調査されていると思うんですよ。その

事故の要因は何だったんでしょうか。

○呉屋健一港湾課長 報告書の結果にはなるんです

けれども、本件事故の要因については、左側扉が傾

倒の危険性が高い状態となった原因の特定は容易で

はないと結論づけております。

○仲里全孝委員 是正の状況において、皆さんは修

繕されているんですよ。修繕等の対応を必要とする

場合、連絡体制を明確にしました。第三者被害が想

定される危険箇所について早急に応急措置を行う。

どこだったんですか、それ。

○呉屋健一港湾課長 報告書によりますけれども、

要因は様々になっておりまして、人為的な要因が幾

重にも重なったということになっておりますけれど

も、その具体的な内容になりますけど、要因といた

しましては港湾管理についての全般と設計、施工管

理の問題やら、建築物管理の問題、あとは使用上の

問題など、複数の問題が重なっているということに

なっております。

○仲里全孝委員 その問題は分かるんですよ。

委員会だから何が原因だったのかなと、そういう

問題点があるのは知ってるんですよ。何が原因だっ

たんですか。県の施設で作業員が亡くなっているん

ですよ。それは明らかにしないといけないんじゃな

いですか。

○呉屋健一港湾課長 要因については、やはり本件

の事故は多くの人為的ミスが重なった結果というふ

うになっておりまして、そういう結果がある中で事

故の原因については警察のほうで今捜査を行ってい

るところであります。

○仲里全孝委員 皆さんは、県の施設で死亡事故が

起きて、何が原因だったのか確認しないんですか。

我々、県警がね、今捜査中というのは分かっている

んですよ。沖縄県が管理する施設で死亡事故が発生

したんですよ。それ検証しないんですか、確認しな

いんですか。

○呉屋健一港湾課長 それで、我々のほうも、この

上屋の事故に係る再発防止検討委員会を設置しまし

て、このような結論というか、どのような管理がな

されてきたかというようなものと結論を得まして、

本件の事故は多くの人為的ミスが幾重にも重なった

結果というふうになっております。

やはり、事故の原因、詳細については警察も捜査

を行っているところでありますので、その結果を待

ちたいと思います。

○仲里全孝委員 再発検討委員会、設置してるの分

かるんですよ。事故が発生して１年もたっているん

ですよ。我々、地元に戻ってどういうふうに説明す

るんですか。事故の前、本部町から県のほうに何件

か修繕の要望があったと思うが、説明してください。

○呉屋健一港湾課長 連絡が来たのが、令和２年１月

23日に連絡をいただいております。

○仲里全孝委員 要望内容を教えてください。

○呉屋健一港湾課長 本部町からメールにて、北部

土木事務所港湾課宛て、上屋扉に関わる依頼があり

ました。

その具体的な内容といいますのは、雨水がたまり

やすく、経年劣化、潮風による腐食があると。現在、

無理やり引っ張って開閉し、かなりの荷重がかかる

箇所であるということと、あと、修繕は大規模な作

業になることが予想されるということで連絡を受け
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ております。

○仲里全孝委員 それが事故の原因だったんじゃな

いですか、課長。

○呉屋健一港湾課長 修繕要望としてこのようなこ

とが上がっておりますけれども、原因というのは、

やはり特定がなかなか難しく、警察の捜査を待ちた

いと思います。

○仲里全孝委員 劣化の要因教えてください、内容

を教えてください。

○呉屋健一港湾課長 鉄製の扉であって、また上屋

そのものも鋼材、コンクリート等で使われてますの

で、この港というかなり厳しい環境状況に置かれる

ところがありますので、それなりに劣化、腐食等は

進行していくものと考えられます。

○仲里全孝委員 何が劣化されてましたか。

○呉屋健一港湾課長 引っ張ってもなかなか扉が開

閉しにくいというお話がありましたので、この扉を

支えるレールというか、その辺のボルトとか、いろ

いろ、下の部分のレールとか、その辺に不具合があっ

たものと考えられます。

○仲里全孝委員 課長、そこなんですよ。機能して

ない。倉庫のドアとして機能してなかったんですよ。

その当時、皆さんが報告を受けて、現場へ行って、

使用禁止ですよ、しばらく使わないでくださいと。

そういう、皆さんの対応ができていれば、事故は防

げたんですよ。

○呉屋健一港湾課長 委員おっしゃるようなことも

あろうかと思いますけれども、やはりこの事故の要

因、これについては報告書にもありますとおり、沖

縄県も本部町も本件入り口扉の傾倒のリスクを認識

しておらず、入り口扉の使用禁止等の措置も取られ

ていなかった。また使用者も傾倒リスクの認識が不

十分であり、被害者ら従業員に対し、本件入り口扉

の開閉に関する注意喚起等を行っていなかったと、

本件事故は多くの人為的ミスが幾重にも重なった結

果というふうに結論づけております。

○仲里全孝委員 大きな人的ミスって、町から記録

もあるんですよ、皆さんに修繕をしてくれと。何で

対応しなかったんですか。

○呉屋健一港湾課長 ４月20日の現場確認時点では、

職員もこの傾倒の危険性の認識がなかったというこ

とになります。

○仲里全孝委員 再度確認するんですけれども、町

から県のほうに修繕の要望がありました。それはい

つだったのか。県がアクションを取ったのは、どの

ようにアクションを取ったのか。すぐ現場踏査した

のか、どの部署で行ったのか。教えてください。

○呉屋健一港湾課長 令和２年１月にメールが本部

町からありまして、そのときに現場確認して、実際

この認識ができなかったということになりますけれ

ども、３年４月に、また北部土木事務所へ上屋扉の

レールの調子が悪いと、開け閉めがしづらく補修し

てほしいということの依頼がありまして、翌日の20日

には、北部土木事務所の職員が現場を確認しており

ます。

○仲里全孝委員 要望を受けて現場踏査しました、

現場確認しました。その時点でなぜ把握できなかっ

たんですか。

○呉屋健一港湾課長 先ほど、私が２年１月にはと

いう話をしましたけど、そのときに現場には行って

おらず、３年４月に現場を確認しております。

○仲里全孝委員 委員長、休憩お願いします。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、仲里委員から令和２年１月に町

からメールを受けた後、現場には行ってい

ないのかとの確認があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

呉屋健一港湾課長。

○呉屋健一港湾課長 その後、４月に現場に行って

おります。令和３年４月に連絡があった際に、４月

20日に北部土木事務所の職員が現場を確認しており

ます。

○仲里全孝委員 ４月であっても、現場確認したと

いう事実があれば、把握はできるんじゃないですか。

○呉屋健一港湾課長 ４月20日に現場を確認したと

きには、傾倒のリスクまでは認識はしていなかった

んですけれども、修繕するということで調整を進め

ていこうということになっております。

○仲里全孝委員 ちょっと、再度確認させてくださ

い。どの部署で現場を確認したんですか、誰が。

○呉屋健一港湾課長 20日には、北部土木事務所の

職員が現場を確認しております。

○仲里全孝委員 委員長、この件、非常に疑問な点

があります。どうか総括質疑へ、要調査事項として

上げてください。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から仲里委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するように指示があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

仲里全孝委員。

○仲里全孝委員 委員長、この件については、県全

体で重大な不備の該当性があるというふうに知事部

局のほうからも上げられております。
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ぜひ、知事本人にこの問題点を上げるために、総

括質疑へ要調査事項として上げてほしいです。よろ

しくお願いします。

○瑞慶覧功委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明日の委員会の質疑終了

後において協議いたします。

質疑を続けます。

仲里全孝委員。

○仲里全孝委員 以上です。

○瑞慶覧功委員長 下地康教委員。

○下地康教委員 今の本部港の件に関して、もう

ちょっと私のほうからも疑問点を質疑したいと思い

ます。

この本部港の事故が起こった施設に関しては、県

の施設というふうになっていると思われますけれど

も、これは本部町にその施設管理が委託されてると

いうことの理解でよろしいでしょうか。

○呉屋健一港湾課長 本部町への権限移譲について

なんですが、権限移譲ということで、市町村への権

限移譲は地方自治法第252条の17の２に基づき、都道

府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定め

るところにより、市町村が処理することとするもの

であるということで、本部港の管理については、沖

縄県港湾管理条例第31条に基づき、本部町に権限移

譲されております。

○下地康教委員 これ、権限移譲という形になって

いますけれども、これは管理委託をするということ

ではなくて、権限移譲というやり方でやっているん

ですか。

○呉屋健一港湾課長 権限を移譲しております。

○下地康教委員 権限移譲ということですけれども、

例えば、施設が破損したりとか、従来の機能を保て

ないというふうになった場合、修繕という形になる

はずなんですけれども、この修繕の規模ですね、そ

の修繕の大きさ、そういったのはどのようになって

ますかね。

つまり、この程度の金額であれば、権限移譲され

た本部町が修繕をしますよとか、それ以上の費用で

あれば、県にその費用を賄ってもらうというような

ことが、そういう約束事が、取決めがあったのかど

うか、それをちょっと確認したいと思います。

○呉屋健一港湾課長 沖縄県の港湾管理条例及び沖

縄県港湾管理条例施行規則に基づき、軽微な修繕に

ついては本部町が実施すべきということでの認識で

我々は考えております。

○下地康教委員 この軽微の範囲というのを聞かせ

てください。

○呉屋健一港湾課長 軽微な修繕というものは本部

町の業務範囲なんですけれども、これについてはきっ

ちりとした明確な線引きというのはされておりませ

んでした。

○下地康教委員 これ、おかしくないですか。権限

移譲をされているということですけれども、じゃあ

どこまでその修繕も含めてですよ、権限移譲されて

いるのかと。軽微と言っておりますけれども、これ

どこまでの範囲かということですよね。

○呉屋健一港湾課長 日常の管理で必要となるもの

については、市町村でやっていただいているんです

けれども、明確な線引きというのがないので、それ

ぞれケース・バイ・ケースで協議してやるというこ

とであります。

また、大きい修繕についても報告を受けて、それ

で協議をしていくということにしております。

○瑞慶覧功委員長 ちょっとすみません。聞き取り

づらいんで、もっとマイクですね、聞き取りづらい

ので。

○下地康教委員 はっきりしゃべってもらえますか、

聞き取れるように。

○呉屋健一港湾課長 ケース・バイ・ケースになる

ということがあります。

○下地康教委員 その権限移譲をするということで

すけれども、その施設がちゃんと機能するこの目的

ですよね、施設の。

例えば、今回の場合は倉庫ですね。この倉庫とい

うのは、あるものをいろいろ港湾の物資を入れたり

出したりするために保全をしたりとかそういった形

ですから、例えば雨漏りであったりとか、あとドア

の開閉であったりとか、それがその施設の機能をしっ

かりと保持するということですよね。だから、そう

いった施設の機能が損傷をしたりとか、修繕が必要

であるとか、そういったものが非常に重大な事項で

はないですか。どうですか。

○呉屋健一港湾課長 委員がおっしゃるように、上

屋の扉とか屋根とか、そういったものというのは上

屋の機能を、物流という意味で非常に重要な位置を

占める部分の部材、機能でありますので、それにつ

いては非常に重要なものとなっておると考えており

ます。

○下地康教委員 今回の修繕はこれ軽微なものでは

ないという、そういうふうに理解をしているという

認識でよろしいですか。

○呉屋健一港湾課長 それは、軽微なものには該当

しないと考えております。

○下地康教委員 つまり、権限移譲された本部町の
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職員が、現場から県に対して再三、この修繕を依頼

をしているということにもかかわらず、皆さんはそ

の対応が非常に遅かった。これは今、お答えしてい

るように、重大な修繕であると、機能保全するため

にですね。そういうことに該当するにもかかわらず

ですよ、皆さんの対応がなぜ遅かったんですか。

○呉屋健一港湾課長 沖縄県も本部町も本件入り口

扉の傾倒のリスクを認識しておらず、入り口扉の使

用禁止等の措置も取られていなかったと。また、使

用者も傾倒のリスク認識が不十分であり、被害者ら

従業員に本件入り口扉の開閉に関する注意喚起は

行っていなかった。

○下地康教委員 さっきお答えした重要な修繕だと

認識をしていると言いながら、何で今認識をしてい

なかったという話をしているんですか。

○呉屋健一港湾課長 部材そのものは構造物として

非常に大事な部分であるというのは認識はしており

ますけれども、入り口扉側が傾倒するというリスク

までは認識できていなかったということになります。

○下地康教委員 いや、僕は傾倒するとか、そういっ

たことを言っているわけじゃないんですよ。

つまり、この上屋という施設がその機能をしっか

りと活用するためには、運営していくためには、そ

の修繕なりしなければならないと。重要な修繕であ

るというふうな今、認識をしていると言いましたよ

ね。

であるならば、それが傾倒するとかそうではなく

て、その破損をしている状況が現場で確認されてい

るわけですから、それを復元する、元の機能に戻す

と。これは傾倒とか事故が発生するおそれがあると

かそういう話ではなくて、もうそもそも目視でそれ

が破損をしているということが分かれば、これ重大

な事故に結びつくという、普通、これ中学生でも分

かるんじゃないですかね。その目視でもって危険性

が、危険な事故が発生するというようなことが予測

されていたわけですからね。それがなぜその対応が

遅かった。認識がなかったというのは、さっき言っ

ていることと、今の答えと全く違いますね。どうで

すか。

○呉屋健一港湾課長 ３年４月に現場に行った際に、

異常があるということの認識がありまして、それを

修繕する予定で業者等の見積りを取るなどの作業は

しておりました。

○下地康教委員 もうこの件に関しては最後に指摘

をして終わるんですけれども、要するに、施設の機

能が保てないその破損状況であるという認識をしな

がら、それに対応するその対応速度といいますか、

その対応が遅かったということで今回の事故が発生

した。これ非常に重大なことだというふうに思いま

すので、先ほども全孝委員のほうからありましたよ

うに、これは総括質疑に値するというふうに指摘を

しておきます。

それともう一つ、１点だけこの件に関して。

この見舞金というのは、その家族のほうには支払

われているんでしょうか。要するに、見舞金は支払

われているのかどうか確認をしたいんですが。

○呉屋健一港湾課長 支払いはしておりません。

○下地康教委員 この事件に関しては原因がまだ確

定されていない、警察の捜査がまだ終わっていない

ということで、結論が出ていないということではあ

りますけれども、やはりこの県の施設において、そ

ういう事故が、死亡事故が発生したということで、

やはり知事は何らかの見舞金、これ金額は皆さんの

中で内規があるのかどうか知らないんですけれども、

それやるべきじゃないかなというふうに思いますけ

ど、どうなんですか、部長。

○呉屋健一港湾課長 遺族への補償を検討するに当

たっては、県並びに他関係者の責任の所在について、

警察の捜査状況に留意しつつ、本部港上屋事故に係

る再発防止検討委員会の報告内容についても精査し

ながら、法律相談を行いながら対応について検討し

ているところであります。

○下地康教委員 私は、補償金ということじゃなく

て見舞金と言っているんですね。この遺族に対する

管理者の思いといいますか、そういった制度みたい

な、制度といいますか、何かその支出できるような

項目というのはありますか。

○呉屋健一港湾課長 委員がおっしゃったような見

舞金というようなものが、実際に制度上できるのか

どうかというのは、今後確認していきたいと思いま

す。

○下地康教委員 ぜひこの見舞金ということを、何

らかの形でやっていただきたいというふうに思いま

す。

次の質問に行きたいと思います。主要施策の成果

に関する報告書の374ページ。これは無電柱化推進事

業ですけれども、県内で６路線、今回実施したとい

うことですけども、その６路線を教えてください。

○下地英輝道路管理課長 無電柱化事業においては、

宮古管内での国道390号や平良久松港線、保良西里線

等の６路線で実施しております。宮古管内以外にお

きましては、本部町の114号線、あとはうるま市の県

道16号線、あと那覇市の那覇糸満線、あと石垣市の

390号線でございます。
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○下地康教委員 執行率が77％ということで、これ

ちょっと低いんじゃないかなと思うんですけど、そ

れはどうですか。なぜ77％までしか行けないのか。

○下地英輝道路管理課長 執行率が77％ということ

ですけれども、執行上の課題というところでは、電

線管理者等と引込管路―需要者につなぐ引込管路

であるとか、あと地上機器の設置位置の調整に時間

を要すること等が挙げられまして、やむを得ず繰り

越す場合がございます。

○下地康教委員 これ無電柱化事業の大まかな計画

というんですかね。これどのぐらい先までその計画

はあるんですか。

○下地英輝道路管理課長 無電柱化事業の推進は、

道路の防災機能の向上や良好な景観、住環境の形成

等を目的に、緊急輸送道路を中心に今、整備に取り

組んでいるところでございます。

推進に当たっては、道路管理者と電線管理者等で

構成する沖縄ブロック無電柱化推進協議会という場

で、無電柱化する区間の合意が必要になっていると

いうところで、この合意を基に沖縄県無電柱化推進

計画を立てて進めていくというところでございます。

○下地康教委員 この無電柱化事業というのは、そ

の事業を導入する路線というのは、例えば景観が非

常に重視される路線だと思うんですね。例えば、観

光に資するような道路であるとか、それとか交通量

が多いであるとかだと思うんですけども、これは、

やっぱり電線管理者との協議が非常に長引く傾向が

あるんですね。ということは、この路線に入る前の

調査、協議、そういったものをしっかりと事前協議

を進めることで、事業に入った場合、予算がついた

場合、執行率を上げていくということになると思う

んですけれども、その事前協議のやり方、そういう

ものはどうなっていますか。

○下地英輝道路管理課長 区間の合意がされますと、

これまた指定してという形になりますが、事前協議

という形で入ってまいります。事業の推進、設計を

行って工事に着手していきますけども、その工事の

中では、執行率向上や工期を短縮するために、発注

側ではゼロ県債だとか、そういったものとかを活用

して、調整期間の確保や施工期間の平準化、そういっ

たものに取り組んでいるというところでございます。

○下地康教委員 この事業で執行率を上げるという

のは、もう事前協議にかかっているはずなんですね。

だから、その事前協議をしっかり行うことでこの執

行率が上がってくると思いますので、この事前協議

の、例えばチェックリストとかそういったものをしっ

かりとつくってその事業化もする―実施設計、要

するに現場に工事が入る前にそれをしっかりやるシ

ステムをつくっていただきたいというふうに思いま

す。

以上です。

○瑞慶覧功委員長 座波一委員。

○座波一委員 成果報告書の362ページ、渋滞ボトル

ネック対策の部分です。

これは慢性的な交通渋滞の解消ということで、平

成29年度から令和３年度までの事業区間で、終了と

されたと思うんだけど、これまでのその実績、どう

いうところの解消を取り組んできたか示してくださ

い。

○砂川勇二道路街路課長 令和３年度までの改良箇

所ですけども、累計で37か所やっております。

平成27年度に楚辺入口の対策工事から始まりまし

て、３年度真地交差点等を含む37か所で対策工事を

実施したという状況でございます。

○座波一委員 この交差点の渋滞解消というのは、

非常に沖縄にとっては有効的な事業だと思います。

だからこれを、本当に交差点改良というのは必ず

しも道幅を拡幅する、全線拡幅しないでも取りあえ

ず交差点を改良しておけば、何とか流れをよくすれ

ば、全線のこの幅員を広げるほどのことにはならな

いということにもなるから、今後もそういったもの

はどんどんこの改良事業という、全線の改良じゃな

くて、交差点の改良事業として県が位置づけるべき

だと思ってます。

だけど、これは令和３年で終わるんですか。

○砂川勇二道路街路課長 令和３年度で終了ではご

ざいません、継続してやっていくと。渋滞対策推進

協議会というところで渋滞箇所というのを選定して

いまして、その中で引き続き事業としては継続して

いくという流れになります。

○座波一委員 気になるのは、この課題として夜間

工事や苦情対応等が非常に条件面が厳しいというこ

とで、不調不落が起こるというふうに書かれていま

すけど、これはどういう意味でそれ書いたのか。非

常に執行率が悪くなっているのか、不調不落という

のはどの程度起こったのか。

○砂川勇二道路街路課長 そういうことで不調不落

となることがあるということで、一応課題として挙

げておりますが、申し訳ありません、不調不落が何

件かとか、ちょっと今現在、集計を手元に持ってお

りませんが、ボトルネック対策につきましては、渋

滞交差点の交通容量の拡大ですとかそういうのを目

的に実施しているんですけれども、工事の実施に当

たりましては公安委員会との協議ですとか、道路占
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用者、あと交通管理者、信号機とかの占用物件の移

設工事を事前にしっかり行っておりまして、また発

注に際しては複数の箇所をまとめるとかいろんな工

夫を行って発注しておりまして、令和３年度につき

ましては順調に工事が進んだというところでござい

ます。

先ほど申しました37か所で着手しておりまして、

34か所の対策工事が現時点で完了しております。現

時点ではこれまでちょっと遅れたりとかいうことも

ございましたが、おおむね計画どおりに整備が進ん

でいるという認識でございます。

○座波一委員 この理由に、この夜間工事や苦情対

応があるからかなり厳しいという、非常に不安定な

表現をするから、ちょっと大丈夫かなと思うんです

よ。そういったものは、これは現場の厳しさという

のが多々あることだし、そういったことがあったに

しても、やるべきことはやるというふうにやってく

ださいね。お願いします。

次に388、下水道もこちらですよね。下水道の事業

ですね、これは沖縄県のちゅら水プランが令和７年

までに進められるように市町村に指導しているはず

ですが、これの財源はどのように指導していますか。

○上原正司下水道課長 下水道整備の財源ですけど、

通常はハード交付金を充ててやっておりますが、近

年ハード交付金の減少がありますので、地方創生汚

水処理施設整備推進交付金を使うように市町村に促

しているところでございます。

○座波一委員 推進交付金を使うようにというふう

に指導をしていると言うんですけど、当初の予定で

はハード交付金。このハード交付金とこの推進交付

金の補助率はどうなっていますか。

○上原正司下水道課長 下水道の管渠整備における

交付金率についてですが、ハード交付金では10分の

６―６割。地方創生汚水処理施設整備推進交付金

では２分の１―５割となっております。

○座波一委員 これまでに、何年間もこのハード交

付金でそれをやるようにというふうな事前協議も含

めてやれていたものが、この２分の１の交付金に代

わってこの市町村は非常に苦労をしているんですよ

ね。これが非常に大きな負担になっている。それに

ついては認識していますか。

○上原正司下水道課長 10分の６と２分の１という

ことで、10分の１、約１割ですね、差があります。

しかし、国庫の裏負担分の起債を使用することで交

付税措置があることから、市町村の負担は実質５％

の増となると考えております。

○座波一委員 国庫の後日のこの処理で賄うといっ

たって、現実、当面のその負担が出ていく、10％も

増えるわけだから、厳しいんです、この市町村は。

そこはもう紛れもなく、ハード交付金の弊害が下水

道整備事業、市町村の整備事業に本当に影響してい

るということが、もうしっかり表れているんですね。

これがいわゆるハード交付金が厳しくなったという

のが問題であるということなんです。

そして、幹線の整備なんですけど、例えば南城市

の大里地域は、この広域に入っていくわけですけど

も、西原の処理場に向かうためにはどうしても与那

原を通らないといけない。

その与那原を通すこの工事、800メートル幹線工事

があるものを、これは本来、県がやるべきものじゃ

ないかと。その南城市がこの与那原側の部分に入っ

て行って、800メートルも工事するというのは、もう

管理も含めてちょっとこれはあまりスムーズにいか

ないんですよね。そういうところはどうなんでしょ

うか、幹線工事の問題。

○上原正司下水道課長 下水道事業は、地形的な制

約などがあることから、市町村の行政区域を越えて、

下水を流下させる場合があります。これでも多くの

市町村において隣接し合う区域の汚水処理を受ける

と、協力して進めております。

○座波一委員 だから、この分は幹線じゃないんで

すか。

○上原正司下水道課長 南城市の大里についても幹

線整備ということになっておりますが、当初計画に

なかったところの、今回追加でやるということで、

県の下水道幹線については幹線整備が終わっており

ましたので、これは追加ということで南城市のほう

で幹線を下水道の幹線まで引いてもらうということ

になっております。

○座波一委員 いや、だから県がやるべき幹線の整

備を追加したわけだから、県が引き続きやるべきじゃ

ないですか。

○上原正司下水道課長 今申しましたように、南城

市のほうで、今回大里地区を追加ということでやっ

ておりますので、それについて南城市のほうが複数

ルートを検討しまして、与那原町内を通過するルー

トで決定した後、令和元年度都市計画決定をし、下

水道事業への変更を行っております。

○座波一委員 分かりやすく言えば、後から追加し

たものは自らやりなさいという意味ですか。

○上原正司下水道課長 流域の下水道幹線の整備に

当たりましては、２市町村をまたぐ幹線を引いてい

きますので、今回の全体計画の中では与那原町を通っ

て南城市というふうに幹線整備は終わっております。
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今回、南城市だけの幹線となっておりますので、

そこはそこの市町村において幹線整備をするものと

考えております。

○座波一委員 そうは言っても、この800メートルに

及ぶこの工事をね、この隣の町を通ってやるという

工事は、そこの議会の同意も得られにくいという状

況があるんです。これは、こういったものは、県が

やるべきなんですよ。この幹線の整備という、この

前提にしてですね。そうは思いませんか。

○上原正司下水道課長 県が整備する流域下水道は、

先ほど申し上げたように、２以上の市町村の区域に

おける下水道であります。

南城市も構成員を含む中部流域下水道では、全て

の流域幹線の整備をもう既に完了していることから、

県が大里地区の汚水を排除するための幹線を整備す

ることは整備基準上、該当しないもののため厳しい

ものと認識しております。

○座波一委員 そうは言ってもなかなか進まないと

いう状況もありますから、県のこの助言、アドバイ

スはしっかりやってほしいと思います。

次に、360ページのハシゴ道路ネットワークの構築

事業です。

地域高規格道路である南部東道路の令和３年度ま

での執行率、そしてまた完成目標が令和８年であっ

たわけですが、この完成目標については変わらない

のか、これ確認をお願いします。

○砂川勇二道路街路課長 令和３年度末の進捗率で

すけれども、事業費ベースでいきますと約45％となっ

ております。

完成の目標ですけれども、現時点では令和８年度

の暫定供用を目指しておりまして、区間２と区間４の

整備を推進しているというところでございます。

○座波一委員 45％、半分いったかどうか。あと４年

間で完成する予定ということなんですけど、かなり

のハイペースが必要なんですよね。だから、そこを

地元がもう本当にこのまちづくりの主な要因として、

この南部東道路のその早期供用をお願いしているわ

けですけれども、地元からはもう国直轄にしてでも

早期完成を望むという、そういう声が本当に出てい

るわけです。議会からも陳情も出ているわけですが、

そういうことについて早期化を望む声というのは、

もちろん執行部には届いているかと思いますけど、

それについてどう思いますか。どのように早期化す

るか。

○砂川勇二道路街路課長 直轄事業化という話は、

地元南城市からも要請がございます。直轄事業化と

いうことになりますと、一般国道の指定区間という

のに指定して国が事業を行う―要するに、県道を

廃止して国道に指定するというものが必要になりま

す。それに関しまして、道路法に基づく指定の要件

等がございまして、総合事務局のほうもハードルが

高いということは申しているところでございます。

また、国道に指定しても、その事務手続等でやはり

数年かかるであろうということも見込まれますので、

早期事業の促進という意味では、その手続を考えま

すと、早くなるというのはちょっと難しいという話

を聞いております。

早期事業の完成に向けましては、今、沖縄総合事

務局と意見交換を行わせてもらっておりまして、ジャ

ンクション部分の工事等について総合事務局のほう

でお願いできないかというのを、ちょっと今相談し

ているという状況でございまして、県としましても

早期の供用に向けて努力はしていきたいと考えてお

ります。

○座波一委員 今、課長がおっしゃっている、この

空港自動車道との直結部分のジャンクションも同時

に令和８年に完成という目標に向かって、ぜひとも

国との協力も得ながら連携して進めていただきたい

と思っております。

そして、これ、この高規格道路だけじゃなくて、

はしご道路事業全て、全般的に言えるのは、やっぱ

り土地の用地取得がほとんど影響している、順調じゃ

ないというか、これが問題だというのがあるわけで

すけども、ところでこの土地のね、収用法適用も視

野に入れているということではあるんですけど、実

際にこれ、収用法適用はそんなに時間かかるんです

かね。やってるんですか、実際には。

○砂川勇二道路街路課長 土地収用手続に関しまし

ては、めどとしまして、全体の区間で土地の収用が

80％ぐらい以上は完成、取得が進んでいるというよ

うな要件もございますが、収用自体はいろいろ調査

等を行いまして、収用裁決申請書というのを土地収

用委員会に提出する必要がございます。標準的に言

いますと、それから、案件にもよりますが一、二年

程度は要しているというのが現状でございます。

適用なんですけども、はしご道路で申しますと幸

地インター線ですとか、南部東道路でも今、手続を

進めております。こういった形で難航している箇所

については、交渉を重ねつつ、やはり厳しいという

ところは、もうその手続に移行しているという状況

でございます。

○座波一委員 もう、この事業は進んでいるわけで

すので、やはりもう、ある意味この土地収用法適用

はちゅうちょすることなく、これは進めていくべき
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だと思いますよ。これは今、世の中の流れがその方

向に向かっているんじゃないかなと思っていますが、

ぜひともよろしくお願いします。

先ほどの下水道整備事業なんですが、八重瀬町の

ほうが、公共がないんですよね、下水道が。そういっ

た相談というのは受けていますか。

○上原正司下水道課長 八重瀬町のほうについては、

昔の東風平と具志頭ですか、具志頭のほうで集落排

水のほうを整備しておりまして、東風平のほうでは

当初、単独公共下水道を計画しておりましたが、や

はり厳しいということで取りやめになっております。

それで合併して、今、現状としましては農業集落排

水で整備することとなっております。

○座波一委員 八重瀬全体、旧東風平部分も、この

集落につなごうという考えですか。

○上原正司下水道課長 旧具志頭については、農業

集落排水でございますが、東風平についても、おお

むね浄化槽の整備がメインとなっております。

○座波一委員 じゃあ、個々の住宅や施設、企業も

自らの自己浄化槽で対応していくという方針なんで

すか。

○上原正司下水道課長 八重瀬町におきましては、

今下水道整備は計画されておりませんので、農業集

落排水が現状整備された箇所のみで、今後残りの区

域については浄化槽の整備で進めていくということ

です。

○座波一委員 あのね、この南部地域では、この八

重瀬だけが公共につなげないんですよね。これ、近

隣の町村と調整して集約していくのは、県の役目じゃ

ないかなと思うんですけどね。おのおのでは、これ

調整できませんよ。どうですかね、これ。あの八重

瀬町が、単独の浄化槽で対応してくるなんて、ちょっ

とこの今の時代考えられないんだけど。ちゅら水プ

ランからいうと、もう外れてるということか。どう

ですか。

○上原正司下水道課長 南部地域につきましては、

集落がまばらにあるというか、そういう形の地形に

なっておりまして、南部地区で処理場を持ってやっ

てるのは、糸満市が処理場を設けて公共下水を行っ

ていまして、ほかのところについては、旧玉城とか、

知念村、具志頭とかそういうところで、農集落排水

の処理の整備のほうで進めてきています。

○座波一委員 だから、県が率先して技術的なアド

バイスも含めて助言して、他の広域との合併とかそ

ういったことを進める必要があるんじゃないかなと

いうのが趣旨ですが。

○上原正司下水道課長 現在、ちゅら水プランの見

直しを行ってるところですけど、八重瀬町におきま

しては、八重瀬町から先ほど申し上げた農集落排水

の整備と、浄化槽の整備で進めていくということに

なっております。

○座波一委員 以上です。

○瑞慶覧功委員長 呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 さっきの仲里全孝さんの議論。これ

を視点を変えてちょっと話をしたいんだけれども、

部長はどう認識しているの。令和３年度の沖縄県内

部統制評価報告書、これはどこが出しているのか。

○新垣雅寛土木総務課長 総務部が作成していると

ころでございます。

○呉屋宏委員 これにも書いているけど、そのとお

りですね。

僕はね、ただこの内部統制報告書を皆さんに共有

してほしいんだけど。ここ見てください。この重大

事案が、重大な不備が４つ報告されてる。これ公文

書の紛失だとか、あるいは濃厚接触者なのにしょっ

ちゅう飲み歩いてる職員だとかね。だけど、一番の

問題はね、これは最後に書かれてるこの本部港の問

題なんですよ。

この本部港の問題は、さっき議論してるからいい

んですよね。これを受けて、１人亡くなってる。そ

の次のページ、８ページ開けてみて。そこに何て書

かれてるかというとね、全庁的な内部統制評価。下

から２行目に、整備上、運用上重要な不備は認めら

れませんでしたと書いているわけ。これ、人１人亡

くなって重要な事案ではないの。あなた方に説明す

る話じゃないから、これ監査に言ったってね、監査

でもできないんだよ、これ書いたのは総務部だから。

だから、知事を含めてこれはぜひ問題提起したいと

思っていますので、要調査として総括質疑をさせて

ほしいと思ってます。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から呉屋委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するように指示があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 これについては、この内部統制評価

報告書は誰が書いたのか。

そして、なぜこういう８ページの全庁的な内部統

制評価が、こういうふうに整備、運用上、重大な不

備は認められませんでしたというこの一言が出てく

るのかというのを、知事を含めて、総務部含めて質

問したいと思っています。

○瑞慶覧功委員長 ただいま提起のありました総括
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質疑の取扱いについては、明日の委員会の質疑終了

後において協議いたします。

質疑を続けます。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 それでは、成果に関する報告書の

373ページ。

この住宅問題。これ前から僕やっているんだけれ

ども、この事業、この居住支援協議会というのは何

をしているんですか。

○仲本利江住宅課長 沖縄県居住支援協議会は、低

所得者や高齢者、障害者、子育て世帯等、住宅の確

保に特に配慮を要する者に対して、民間賃貸住宅に

円滑に入居できるように推進する組織であります。

○呉屋宏委員 これ、うまく生かされているんです

か。どこでやっているんですか、この事業は。

○仲本利江住宅課長 居住支援協議会の活動の内容

でございますが、主に行っているのは、あんしん賃

貸支援事業といいまして、この住宅確保要配慮者が

民間賃貸住宅に入居を希望する際に相談窓口という

ものを行っております。

○呉屋宏委員 僕が聞いているのは、どこの市町村

が主にやっているんですか。

○仲本利江住宅課長 居住支援協議会は今のところ

沖縄県で設立していまして、市町村単位での協議会

は今のところはございません。

○呉屋宏委員 僕が言いたいのは、これどういうこ

とかというと、これ900万ぐらいでしょう。多分、こ

れ民間の人がアパートを借りることができないとこ

ろに対してそれで支援しているということだよね。

僕は前から本会議場でも言っているんだけど、あな

た方これで過疎対策はできないの。

○仲本利江住宅課長 居住支援協議会が対象として

いますのは、低所得者、高齢者、あと障害者、また

子育て世帯等です。通常の民間の住宅に入りづらい

居住者に対しての支援でございますので、これと過

疎対策とはちょっと目的を少し異にするものだとい

うふうに理解しております。

○呉屋宏委員 僕が言いたいのは、あなた方のもの

はほとんど人がいっぱいいるところに対策してるん

だよ、全部。だから県営住宅造るんでしょう。こう

いうのも全部、過疎でやっているのってやっていな

いよ、こんなの。ほとんど那覇から、人が多いとこ

ろ、南部まで、この一帯だ。あれもそうなんだよ、

多分、この372ページの、これ住宅ストック活用市町

村助成支援事業。この11市町村ってどこなの。

○仲本利江住宅課長 宜野湾市、名護市、糸満市、

沖縄市、豊見城市、宮古島市、伊江村、読谷村、与

那原町、南風原町、八重瀬町の11市町村となってお

ります。

○呉屋宏委員 この中で過疎化しているのはどこね。

○仲本利江住宅課長 伊江村と宮古島市となってお

ります。

○呉屋宏委員 これは、ほとんどそこの住民がたく

さんいるところじゃないの、まだ。僕は、皆さんが

本当に振興策をやると言うんだったら、本当はあな

た方とその過疎対策が一体に組まなければいけない

と思っている。これは本会議場でも何度も話をして

きた。

次、次年度のものにこの過疎対策で、皆さん住宅

課がセットするつもりはありますか。

○仲本利江住宅課長 過疎対策につきましては、過

疎法に基づいて行う事業もございまして、移住を進

める目的の場合は企画部、公営住宅の趣旨に沿った

ものについては土建部というふうに考えておりまし

て、また、民間の活用ということに関しては、こう

いったストック活用であったり空き家対策であった

りというものがございますので、そういったところ

に取り組んでまいりたいと考えております。

○呉屋宏委員 住宅課が移住促進やるだとか何とか

という話だけど、国頭だとか東だとか、そこに借り

られる住宅があるの、そもそも。どんなして移住を

させるの。

○仲本利江住宅課長 移住に関しましては、我々が

ちょっと持っている事業ではちょっと厳しいかなと

思っておりまして、移住促進に関しては企画部のほ

うで行っております。

○呉屋宏委員 僕の質問聞いていますか。あなた方

は過疎対策をやっている課と共同でこういう事業を

するつもりはないのかと聞いてるんだよ。

いつまでもあなた方は自分たちの範疇だけでやる。

住宅造るのはあなた方、しかし、移住をさせようと

してるのは過疎対策の課だ。過疎対策で移住させよ

うと思っても、そこにおうちがあるの。誰がやるの、

これ。だから、あなた方とタイアップしなければ、

過疎なんていうのは絶対に対策できないんだよ、だ

から聞いているのよ。部長、対策するつもりはあり

ますか。

○島袋善明土木建築部長 呉屋委員から御指摘のと

おり、名護以北のヤンバル３村をはじめとして、今、

御指摘のとおり、民間住宅、アパートは当然ないよ

ねというお話だと思います。ぜひ我々も企画部が離

島過疎地域の指針等をつくって、音頭を取ってやっ

てはいますけれども、我々、土建部、住宅を所管す

る部局としては当然連携してやっていきたいと考え
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ております。

○呉屋宏委員 これでやっていただきたいと思いま

す。僕は昨日決算にも出たんだけど、これから質問

するのは360ページのハシゴ道路ネットワーク、さっ

きも議論がありました。これ、昨日僕は監査の中で

質問したのが、いいですか、これからの振興策はあ

と10年しかない。この10年で僕は本当に終わると思っ

ている。だけど、あなた方が県道を造ろうと思ったっ

て、９対１でできるのはもう10年ぐらいなんだよ。

つまり、この10年間で道路を完成させなければ大変

な状況が起こる。これ、それぐらいの危機感を持っ

てやらないといけないんだ。相変わらず、全然そこ

に視点がいかない、県は。あなた方が持っている予

算は、この倍にしないといけないぐらいの事業が目

の前にいっぱいあるんだよ。職員もこれから、今、

1.5倍ぐらいにしないと間に合わないよ。そういう危

機感がないから、僕は皆さんに言っているんだよ。

このハシゴネットワークなんていうのは、あなた方

が計画したものが本当にできるの、そこまでに。

○砂川勇二道路街路課長 10年間でということです

けれども、予算要望に当たりましては、実際につい

ている額の２倍とか３倍とかを一応要望して、関係

要路のほうに要請をやっているんですけれども、実

際予算額が現状の状況になっているという状況でご

ざいまして、土建部としましても、渋滞対策は重要

と考えておりますので、これからも予算確保に努め

て事業の進捗を図っていきたいというふうに考えて

おります。

○呉屋宏委員 委員長、これぜひ総括質疑に持って

いかせてください。これね、あなた方に言ったって

無理だよ。これね、知事に言って予算をそこにつけ

ろとやらない限り、あなた方が幾ら言ったって総務

とかけあったって、総務ははじくよ。昨日、審議し

て分かったんだけど、基金だけで幾らある、1500億。

こんなに自分たちのポケットにお金入れといてさ、

あの酪農組合一つ片づけ切れないんだよ。こんな話っ

ていうのはないよ。本当に危機感を持っているんだっ

たら、そこに充当しなければいけないよ。

だから、僕らがあなた方に幾ら言ったって、あな

た方が答えるのは予算がないとしか答えないんだよ。

ということは、あなた方の上にこれを進言しなけれ

ばいけないので、この渋滞状況を、ぜひ知事に現状

を総括質疑としてさせてください。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から呉屋委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するように指示があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 これは県の三役プラス総務部長だ。

この方々に今の渋滞の状況、それを総括で質疑をさ

せてほしいと思っています。

○瑞慶覧功委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明日の委員会の質疑終了

後において協議いたします。

質問を続けます。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 最後にしますけれども、これちょっ

と趣旨から外れる離島だと思うんだけど、396ページ。

定住を支援する道路整備について。

これ総予算25億、決算額17億と言っているんだけ

ど、主に何に使っているのか。

○砂川勇二道路街路課長 報告書のほうにも目的内

容を記載しておりますが、主に離島をですね、離島

の自立的な地域づくりと定住支援を図るため、地域

特性に応じた道路整備を推進するとともに、空港、

港湾、漁港等の交通拠点間を相互に連結させるため

の整備を実施するという目的で実施しております。

○呉屋宏委員 いや、だから具体的に何をやってい

るのか。

○砂川勇二道路街路課長 離島における県道の整備

でございます。

例えば、石垣空港線でありますとか、平良下地島

空港線ですとか、その離島における県道の整備を実

施しております。

○呉屋宏委員 これ私はね、これまでずっと政治に

関わってきて感じているのは、皆さんが行政を行う

ときに一番やりやすいのは、住民を１か所に集めて

行政することなんだよ。つまり、過疎は増やしてね、

どんどん過疎化させて那覇を中心としているところ

にいっぱい人を集めたら、これは行政やりやすいで

すよ。だから、経常収支比率とか、構成比なんかも、

嘉手納なんか非常に低いじゃないですか。これ何か

と言ったらね、全島の83％が基地に取られてるから、

17％しかないんだよ。学校も一つ造ればいい、ごみ

を収集するのも簡単だ。こういうようなことを考え

ていけば、あなた方が今やっているのは理解もでき

る。本当にこれでいいのか。やる気がないのかなと、

僕はね、とっても思ってるからこういうような、もっ

と過疎化をさせないような―これは離島かもしれ

ないけど、離島以外もね、この道路を使う気はない

のか。この事業を使うつもりはないのか、ちょっと

お聞きしたいと思います。

○砂川勇二道路街路課長 重要施策としては、ここ
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で離島の事業として挙げているんですけれども、沖

縄本島内につきましては、364ページの生活に密着し

た道路整備事業というところで沖縄本島内の県道の

整備、こちらのほうに入っております。

○呉屋宏委員 じゃあ、具体的には、後ほどまた話

を聞かせてください。

最後と言ったんだけど、１つ忘れていたので

366ページ。これね、都市公園整備事業。これ特に僕

が気になっているのは、中城城址公園なんですよ。

これ当初の計画の完成はいつだったんですか。

○仲本隆都市公園課長 中城公園につきましては、

平成９年に都市計画決定をしておりまして、その同

じ年に都市計画事業認可ということで事業を開始し

ております。

これまでに６回ほど事業期間を延伸しておりまし

て、今現在の事業期間の完了の予定は令和６年となっ

ておりますが、今、完了時期につきましては、令和10年

頃をめどに、今後、進捗状況等もございますので事

業期間の延伸を検討をしているところでございます。

○呉屋宏委員 いいですか、課長。これにはね、上

から４行目に事業期間、昭和47年からと書いてある

よ。違うの。

○仲本隆都市公園課長 重要施策の366ページにござ

います、昭和47年度からというのは、県営公園、ほ

かにも幾つか事業をやっておりまして、その復帰当

時からやっている公園は昭和47年からということに

なっております。中城公園につきましては、平成９年

からの事業実施ということでございます。

○呉屋宏委員 何年たっているの。

○仲本隆都市公園課長 今現在でいきますと、事業

着手から25年経過しているところでございます。

○呉屋宏委員 別に皆さんをいじめるつもりでやっ

ているわけではありませんから、こういうことも最

後にさせてもらいたいんだけど、実はね、ここの事

業目的の中に災害避難場所だとか、環境緑地だとか、

レクリエーション活動の場として都市公園を整備し

てきたということがあるわけですよね。

中部っていうところはどういうところかっていう

のは、御承知だと思いますよ。これだけの人数が

―55万人ぐらいですか、そこにいて、なおかつ基

地でね、そのスペースを取られ、我々がね、憩いの

場所を感じるところがない。レクリエーションすら

やるところが、なかなかない。だから、そういうと

ころをね、真剣に皆さんがこの目的と内容を書いて

いるとおりやっていただければな、そういうふうに

思ってるんですよ。だから、急いで完了させろとは

言わないけれども、ぜひここはね、しっかり皆さん

の肝に銘じながらこの事業はやってください。

そして、たしか平成十二、三年だったかな。稲嶺

惠一さんが知事になったときに言ったのが、選択と

集中と言った。今、選択と集中になってるの。28年

間事業をだらだらだらだらやるんじゃなくて、選択

してここは大事だからここを徹底的にやろうという

ようなことも含めて、もう少し考えるべきじゃない

のかなと僕は思ってるんだけども、課長はどう思っ

てるのか。

○仲本隆都市公園課長 先ほども少し御説明しまし

たけれども、県営の都市公園整備事業というのは県

営９公園実施しておりまして、そういった中で、例

えば社会資本交付金でありますとか、ハード交付金

というそういった事業を、各地域ごとでそれぞれの

事業計画に基づいて、毎年の事業費の配分をやって

いるところでございまして、引き続き中城公園も含

めまして早期整備に向けて取り組んでまいりたいと

考えているところでございます。

○呉屋宏委員 最後です。これね、さっきも言った

道路の問題も含めてね、我々土木委員会のほうから、

これはね、全てさっきの渋滞問題に含めてさせてい

ただきます。

以上です。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

午後０時８分休憩

午後１時30分再開

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 まず初めに、午前もありましたけ

れども、本部の上屋倉庫の死亡事故の件ですけれど

も、ちょっと確認をしたいんですけど、この本部か

ら皆様方に改善要請があったのが令和３年１月22日。

これでいいんですか。

○呉屋健一港湾課長 令和２年１月23日に、本部町

からメールにて北部土木事務所港湾課宛てに依頼が

ありました。

○照屋守之委員 令和２年の次に、令和３年４月20日

に現場視察に行ったということですか。

○呉屋健一港湾課長 令和３年４月20日に、北部土

木事務所職員が現場を確認しております。

○照屋守之委員 １年以上改善要請に応えなくて、

令和３年４月、１年以上たっていますよね。そこで

現場視察に行ったというのは、どういうことですか。

○呉屋健一港湾課長 令和２年１月23日にメールで

連絡、依頼がありまして、その後、令和３年４月19日

に本部港の管理事務所から北部土木事務所へレール
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の調子が悪いということで、また依頼があったと。

その翌日に、北部土木事務所職員が現場を確認して

おります。

○照屋守之委員 事故はいつ起こったんですか。

○呉屋健一港湾課長 令和３年５月27日に発生して

おります。

○照屋守之委員 土木環境委員会で現場視察に行っ

たら、向こうの県の職員が言うには、もう改善する

業者が決まっていたと。業者が決まって、現場に入

る調整をしてる間に、この事故が起こったという説

明をしていましたけど、これ間違いありませんか。

○呉屋健一港湾課長 ４月21日に近隣の工事をして

いた業者に見積りの作成を依頼しております。

○照屋守之委員 もう少し丁寧に説明してください

よ。私が言ったのは、見積りの話はしてませんよ。

ちゃんとそれやってるのですかという。

○呉屋健一港湾課長 失礼いたしました。令和３年

４月21日に近隣の工事をしていた、受注していた業

者に見積りの作成を依頼しております。

そのところ、修繕の工事の対応可否について相談

をしたということであって、そのときに即答ができ

ないということでありまして、新規発注では時間が

かかるということから、６月末に新規契約予定の工

事で対応することにしたということになります。

○照屋守之委員 今、何で、業者が決まって、その

日程調整だっていう部分、我々聞いてたんですけど、

その対応ができなくて、６月以降に現場修繕すると

いう、そういうふうに意思決定したんですか、県は。

○呉屋健一港湾課長 ４月23日に見積りの依頼をし

たのですが、この業者がなかなか対応ができないと

いうことであったので、６月末に契約予定の工事で

対応することにしたということになります。

○照屋守之委員 それで、５月27日に事故が発生し

た。何をやっているんですか、これ。ですから我々

現場を土木環境委員会で見に行って、そういう説明

を受けて、そうだったらこの扉の前は安全策をして、

安全対策をすれば、それは使わないで済むような、

そういうふうなものもできたのに、それもやらない、

修理もしない、安全対策もしない。こういう行政が

ありますか。どうですか。

○呉屋健一港湾課長 修繕することで予定しておい

て、業者を決める過程で発生した事故ということに

なります。

○照屋守之委員 いや、ですから、これ死亡事故で

すよ。県民がこの事故で亡くなったんですよ、県の

所有する、県の管理する物件でね。

令和２年１月23日に改善要請が出て、１年以上そ

の現場も見ないでね、令和３年４月20日は現場視察

に行って、そこですぐ対応すればいいのに、業者も

決めないで６月から修理する、新年度予算で。５月

27日に事故起こったわけでしょう。こんな行政の取

組がありますか。これ、知事、副知事も現場に行っ

ていますよね。いつ行っていますか。

○呉屋健一港湾課長 令和３年７月15日に当時の副

知事が現場を視察しております。

○照屋守之委員 それで、副知事からどういう指示

を受けてますか。

○呉屋健一港湾課長 副知事から原因究明、再発防

止に向けて取り組むように指示を受けております。

○照屋守之委員 この原因究明ですけれども、なぜ

原因究明の委員会ではなくて、再発防止の委員会な

んですか。何で再発防止の委員会にしたんですか。

○呉屋健一港湾課長 まず、原因究明には再発防止

をすることも兼ねておりますので、それで原因究明

もできるということもありますし、また、詳細な原

因については警察の捜査の中で明らかになってくる

と考えております。

○照屋守之委員 原因究明がなければ、再発防止も

ありませんよ。同時にやると言っていますけどね、

再発防止というのは、この再発を防止するというこ

とですよ。原因究明は、この原因を究明するという

ことですよ。原因究明がなければ再発防止も本来な

いんだけど、あえてそれもしないのに再発防止委員

会を立ち上げてやるというのは、これ非常におかし

いやり方ですよ。説明してください。

○呉屋健一港湾課長 再発防止の委員会になるんで

すけれども、その中では事故の発生を踏まえて、事

故に至った要因を整理分析して、港湾施設における

事故の再発防止や管理体制の在り方を検討するため

に設置されておりまして、その設置目的にのっとっ

て実施されております。

○照屋守之委員 ですから、これは原因究明が先で

すよ。何で死亡事故が起こったのか、何でそれにど

ういう要因があったのかということをまず究明して、

それが分かった後に再発防止でしょう。皆さん方、

この再発防止というのは誰のためにやっているんで

すか。この再発防止検討委員会、どういう、誰のた

めにやっているんですか、何の目的があるんですか。

○呉屋健一港湾課長 施設の安全な運用が可能とな

るような目的で設置しております。

○照屋守之委員 施設の安全な運用でしょう。今問

題になってるのは、何で死亡事故が発生したかとい

うのが問題ですよ。県民が亡くなったんですよ、こ

れが先ですよ。施設の安全な運用じゃないですよ。
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まずその原因をしっかり究明して、その後に、再発

防止というのはそれに沿った形で、死亡事故を起こ

さないような形で役所の体制も考える、いろんなこ

とを考えるというのが再発防止で、施設の安全な運

用するために再発防止検討委員会ですか。おかしく

ないですか。何でこういうやり方するんですか。

○呉屋健一港湾課長 先ほども申し上げましたけれ

ども、事故の発生を踏まえて、事故に至った要因を

整理分析し、港湾における事故の再発防止や管理体

制の在り方を検討するために設置されておりまして、

原因の究明はこの中で事故に至った要因を整理分析

することを基につながっていくものと考えておりま

す。

○照屋守之委員 逆ですよ、原因をしっかり解明し

て、究明して、その後から再発防止という手順です

よ。首里城もそうでしたよね、再発防止のその検討

委員会。ですから、今の県政のそういうふうなトラ

ブル事故の対応は、これは県民の立場からすると納

得できませんよ。死亡事故ですよ。先ほどもありま

したけど、ぜひこれは知事にお願いをしたい。取り

計らいお願いします。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から照屋委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するように指示があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 これは県知事に、県の責任と、先

ほどもありましたけれども、これだけ時間がたって、

遺族に対して何もない。せめて見舞金、そういうふ

うなことをやっぱりしっかり対応してもらいたい。

そのために、知事に直接お伺いしたい。よろしくお

願いします。

○瑞慶覧功委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明日の委員会質疑終了後

において協議いたします。

質疑を続けます。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 次に、成果報告の355ページです。

中城湾港の整備、泡瀬地区の。国、県の埋立事業が

進まないで工期が延長されたというふうに聞いてお

ります。その経緯、まず御説明願えませんか。

○呉屋健一港湾課長 今、委員から質問があった、

工期が延長されたその経緯ということなんですけれ

ども、国の埋立工事の進捗に合わせて、工事工程を

まず組む必要があります。埋立ての申請の環境の配

慮事項として、海上工事の施工期間に制約ですね、

４月から７月の海上工事の制限があります。そうい

うこともありまして、事業期間が長期間となってい

るということであります。

○照屋守之委員 国の埋立事業が遅れているという

ことですか。これ、県の埋立事業もありますか。

○呉屋健一港湾課長 国の埋立工事の進捗に合わせ

て、県は工事をする必要があるということでありま

す。

○照屋守之委員 ということは、国の埋立事業が遅

れているから工期も延長したという、それでいいん

ですか。

○呉屋宏委員 単純にそういうことにはならずに、

国の埋立工事に合わせてやる必要もありますし、我

々の工事そのものも、この環境への配慮というのも

ありますので、両方にかかってくるということにな

ります。

○照屋守之委員 じゃあ、県の埋立事業が遅れてい

るというのはどういうことですか。

○呉屋健一港湾課長 県の工事、埋立ての部分が遅

延しているということに関しては、同じようにそう

いうふうな、４月から７月の海上工事の制限という

ものが大きな要因ということになります。

○照屋守之委員 何で、４月から７月の海上工事、

いろんな環境への配慮というのは発注前から分かっ

ていることでしょう。何でそれを理由に、工期が遅

れるというのは理由にならないんじゃないですか。

○呉屋健一港湾課長 実際のところ、工期の設定は

するんですけれども、その期間が工事ができないと

いうことで見込まれている部分もありますけれども、

それ以外にも台風が来ると当然、海上工事になると

直接工事ができないと、うねりの影響を受けて長引

くということも多々ありますので、一概にはそれだ

けが原因ではありませんけれども、４月から７月ま

でのこの制限がかなり効いているということでござ

います。

○照屋守之委員 どのぐらい予定が遅れたんですか。

何年間延びていますか。当初予定と工期延長の期間

を教えてください。

○呉屋健一港湾課長 港湾改修事業でありますと、

平成26年からになっておりまして、現在のところ、

護岸を囲んでいくところでいきますと11年までの期

間になります。

○照屋守之委員 当初予定は何年でしたか。令和７年

でしたか。

○呉屋健一港湾課長 埋立てのことに関してであれ

ば、現在の埋立申請上の工事の期間というのは令和

７年というふうになっておりまして、それを、これ
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からになりますけれども11年まで延伸の手続を取る

ということになります。

○照屋守之委員 ４年間も遅れているのはおかしい

ですよ。今の、先ほどの説明ではつじつまが合いま

せんよ。そういうのも含めて工期というのはつくら

れているのに、４年間の工期延長、これだけ長い時

間延長するってありますか。これは、こういうふう

なことをやると、地元の自治体も含めて非常に不安

を覚えるわけですよ。この成果報告に、沖縄振興公

共投資交付金と社会資本整備交付金の財源によって

整備が進められているということですよね、この事

業ね。これ、埋立事業の財源はどれを使ってるんで

すか。

○呉屋健一港湾課長 355ページに記載しております

事業とそれぞれのお金、財源ですけれども、沖縄振

興公共投資交付金、港湾と書かれている部分は、こ

こにありますように泡瀬地区において養浜、護岸工

事及び環境監視等の調査を行ったとありますとおり、

この予算でもって埋立てを行っていると。

もう一つ、下段のほうにございます社会資本整備

総合交付金、これについては、県道20号線泡瀬工区

ということで、橋梁の予算になっております。

○照屋守之委員 この国がやってる埋立ても社会資

本整備総合交付金ですか。

○呉屋健一港湾課長 国が行っているもので国直轄

事業になりますので、これとまた別の、これは県事

業というふうになりますので別事業となります。

○照屋守之委員 県の埋立事業は、沖縄振興公共投

資交付金ですか。埋立てですよ、埋立て。

○呉屋健一港湾課長 埋立てについては、この沖縄

振興公共投資交付金、いわゆるハード交付金になり

ます。

○照屋守之委員 これが、いわゆる沖縄振興の一括

交付金の中の予算になるわけですか。

○呉屋健一港湾課長 そのとおりでございます。

○照屋守之委員 そうであれば、この沖縄振興の予

算、県が要求した予算が減らされてきてますよね。

本来はこういうふうな埋立事業に、振興交付金は、

何としてもこの東部海浜事業も含めて、これ長年に

わたるそういう事業だから、県が強くお願いすれば、

この埋立ての沖縄振興公共投資交付金―県事業分

はこれでもらえるんじゃないですか。要求していな

いんですか。

○呉屋健一港湾課長 我々も、スケジュールを組み

まして、それに基づいて予算要求をしているところ

でございます。

○照屋守之委員 何で取れないんですか。どういう

ことですか、予算確保できないというのは。

○呉屋健一港湾課長 我々は必要な額を要求してい

るところでございます。

○照屋守之委員 部長、ですからね、これ、皆様方

が沖縄振興の予算をつくって知事を先頭に3000億も

3600億も出すんだけど、国はどんどん向こうの裁量

で削減されて、挙げ句の果ては、令和４年度は3600億

から2608億でしょ｡今度は3200億出して、今2800億ぐ

らいですよ。年末になると、これ幾らなのか分かり

ませんよ。何でこんなことさせるんですか。これだ

け重要なものをね、予算を、せっかくほかの補助事

業で、沖縄だけ特別に予算で含まれているものを、

まさにこれを、県を挙げて、県知事を先頭にして確

保するのが沖縄県政の務めなんじゃないですか。部

長、どうですか。

○島袋善明土木建築部長 委員御指摘のとおり、平

成26年度をピークにして、一括交付金、特にハード

交付金の部分について、毎年減額措置化されてきて

いるという現状でございます。

令和５年度の予算要望につきましては、知事を筆

頭に、８月に内閣府をはじめとする各省庁、そして

県選出国会議員等々に、関係要路に要望して、所要

額の要望をしてきたところでございます。

ただ、やはり内閣府の概算要求としては、ハード

交付金は今年度、令和４年度並みというところでご

ざいますが、12月に向けてさらに一層の上積みをど

うにか頑張るよう、我々も知事と、あと関係市町村

長と一緒になって取り組んでいきたいと思います。

○照屋守之委員 ですから、今まで皆様方が国に要

求するのは、国からもらって当たり前という、その

世界でやっているから、要求しても出さないのは国

の責任だということに今なってるわけですよ。そう

じゃなくて、沖縄振興の一括交付金というのは、沖

縄だけ特別ですよ。10年単位でそういう、我々は仕

組みをつくって要求してきた。それは、国をしっか

り説得できるようなものを県が示さないといけない

んですよ、県の熱意ですよ。それがないから、向こ

うの内閣府に行って、3600億のものが2680億になる

わけでしょう。今回だって全く一緒じゃないですか。

ですから、ぜひ知事を先頭に、この事業の重要性を

しっかり訴えて、予算確保をよろしくお願いします。

○瑞慶覧功委員長 玉城健一郎委員。

○玉城健一郎委員 すみません、今日ちょっと何個

か通告していたんですけど、申し訳ない、１点だけ

質問させてください。

国道、県道の道路の看板なんですけれども、ちょっ

と経年劣化で文字が見えなくなっているのが複数見
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当たるんですね。そういったものというのはどういっ

たふうに改修しているのかということと、今回こう

いった予算というのは配置されていないのか。その

辺り、御説明お願いいたします。

○下地英輝道路管理課長 案内標識の経年劣化の対

応ということでお答えいたします。

道路におけます道路標識修繕につきましては、日

頃の道路パトロールや、点検結果に基づく長寿命化

修繕計画の策定に向けて取り組んでいるところでご

ざいまして、劣化状況や倒壊のおそれがあるなど、

危険性の高い箇所を優先に実施しているところでご

ざいまして、ハード交付金の交通安全等で実施して

るところでございまして、確かに標識が見えなくなっ

たりというのは、私のほうもちょっと、例えば現場

が、そういうのが出てきているなと感じております。

今後、起債事業の活用をする中で必要額の確保に

努めて、対策を実施していきたいと考えております。

○玉城健一郎委員 ありがとうございます。

もし、これまでの予算のものというの、後で資料

か何かで頂だけたら幸いですので、よろしくお願い

します。

観光立県ですので、やっぱりあれが、コロナで

ちょっと人がいなかったからまだよかったと思うん

ですけれども、今もう、コロナでもどんどん人が来

る状況になっているので、看板というのは、やっぱ

りみんな、観光客もよく見ているものだと思います

ので、ぜひよろしくお願いいたします。

以上です。

○瑞慶覧功委員長 島袋恵祐委員。

○島袋恵祐委員 成果のほうから、ちょっとすみま

せん、ページ前後するんですが、362ページの渋滞ボ

トルネック対策ですが、先ほども別の委員から質問

があったんですけれども、私からも。この令和３年

度、2021年度でこの対策事業を実施した中身をちょっ

と教えてください。

○砂川勇二道路街路課長 渋滞ボトルネック対策の

工事ですけれども、令和３年度は、前原交差点です

とか大湾交差点とか、合計13か所で工事を実施して

おります。

○島袋恵祐委員 13か所、工事実施したと。この渋

滞対策推進協議会、定期的に開催されていると思う

んですけれども、このボトルネック事業をやって、

主要渋滞箇所というのもその中で指定されていると

思うんですが、解除された数とかというのも分かれ

ば教えてもらっていいですか。

○砂川勇二道路街路課長 各道路管理者によって対

策工事が実施されるんですけれども、令和３年度ま

での対策で、今年度主要渋滞箇所の指定が11か所で

解除されておりまして、全部で28か所、これまで解

除されたという実績になります。

○島袋恵祐委員 やっぱり効果が出てきている、こ

の事業なのかなというのを思っていますし、引き続

き継続してこの事業をやるということでお話も先ほ

どありましたので、ぜひ引き続き頑張ってほしいな

ということを思います。

次ですけれども、381ページの河川改修事業ですが、

まず2021年、令和３年度にこの事業で完了した工事

等はありますでしょうか。

○波平恭宏河川課長 事業箇所として、事業自体が

完了したという河川はございません。

○島袋恵祐委員 ちょっと執行率等も見ると56.2％

ということで、何か低い執行率になってるのかなと

思うんですけれども、何か理由とかがあるのかなと

思って、教えてください。

○波平恭宏河川課長 すみません、先ほどちょっと

事業完了した河川はないというお話をさせてもらっ

たんですけれども、今年度の年度に限った事業で言

いますと、繰越ししていない箇所もございます。繰

越しが発生していない河川につきましては、我部祖

河川、与那原川、川崎川、安里川、謝名堂川の５河

川については、繰越しはございませんでした。

○島袋恵祐委員 ちょっと個別の川はまた後で聞き

たいんですけれども、この56.2％の執行率になって

るんですけれども、低いなと、やっぱり数字見ても

思うんですけれども、何か理由があるのかなと思っ

て、教えてください。

○波平恭宏河川課長 河川改修事業の場合、ちょっ

と事業の特性としまして、上流側を先に改修してし

まうと下流側の洪水を助長してしまうことになった

り―基本的には下流から順次整備する必要があり

ます。

工事着手箇所、あと、用地交渉の順番にも制約が

ありまして、さらに河川に架かる橋梁の架け替えで

すとか、あと道路管理者との費用負担協議、あと米

軍施設内を流下する河川が多くて、返還、あと共同

使用に向けての協議に時間を要するということが繰

越し、執行率が低い原因になっているのかなと考え

ています。

○島袋恵祐委員 いろいろ理由がある中で、やはり

工期もどうしても延びてしまうとか、そういったも

のもあるのかなと思うんですけれども、この改修事

業というのはいろんな洪水とか、災害に備えるとか

も未然に防ぐということでも大事だと思うので、やっ

ぱり工期のほうきちんとやってもらいたいというこ
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とは要望したいんですが、先ほどちょっと繰越して

いない箇所で与那原川の話があったんですけれども、

与那原川のほうは、もう今のところ事業としては、

工事はもう前年度で完了したということの理解でい

いんでしょうか。

○波平恭宏河川課長 与那原川につきましては比謝

川の支川になっておりまして、比謝川の改修が上流

側に到達するのを待っている状況で、与那原川の計

画に当たっては米軍施設内、嘉手納弾薬庫地区のこ

の移設計画にちょっと影響されるところで、今現在

この米軍のほうでこの施設の配置計画をしていると

ころで、今、与那原川については工事着手というこ

とではなくて、設計を検討しているという状況です。

○島袋恵祐委員 はい、分かりました。ちょっとこ

こもね、すぐ大雨が降ったらやっぱり洪水が起きる

ところでもあるので、ちょっとまた引き続きいきた

いんですけれども、すみません、あと２つ、白比川

と、あと小波津川の今、状況をちょっと教えてくだ

さい。

○波平恭宏河川課長 まず、白比川につきましては、

令和２年３月末に基地が返還されまして、土地の引

渡しに向けて沖縄防衛局さんのほうが支障除去を

行っているところです。

引渡し前に承諾を得まして、河川工事自体には着

手している状況です。

令和３年については、この承認の手続に時間を要

したために、令和３年度の工事が繰越しとなりまし

たが、令和４年の６月にこの工事が完成しておりま

して、令和４年度予定工事ももう既に８月には契約

済みで進めているところでございます。

○島袋恵祐委員 分かりました。小波津川について

はどうですか。

○波平恭宏河川課長 小波津川につきましては、河

口部から西原町役場付近までの1.7キロメートルが概

成している状況で、令和３年度につきましては護岸

工事２件と、あと西原町の橋梁の下部工工事を実施

しておりましたが、ちょっと工事が錯綜して、施工

スペースの確保等で、あとまた台風の影響もありま

して工事が繰越しとなりました。しかし、その後繰

り越した工事、令和４年の７月に完成しておりまし

て、今年度予定しています護岸工事についても６月

に契約済みとなっております。

○島袋恵祐委員 はい、分かりました。引き続き工

事が必要なところもありますし、今申し上げた川以

外にも事業をやっているところもあると思うんです

けれども、ちょっと皆さんに引き続きの頑張りをお

願いしたいと思います。

次ですが、375ページ、道路防災保全事業について

ですけれども、これもこの令和３年度ですかね、

2021年度に事業が完了した箇所があれば教えてくだ

さい。

○下地英輝道路管理課長 道路防災保全事業という

ことでございますが、375ページ中段に書いてありま

すように、橋梁補修事業と災害防除事業を実施して

いるところでございまして、橋梁補修事業につきま

しては、八重瀬町の那覇糸満線や、竹富町の白浜南

風見線等を実施しているところでございまして、あ

と、災害防除につきましては、沖縄市比屋根の沖縄

環状線ののり面補強であったり、あと、南風原知念

線、南城市玉城なんですけれども、その辺ののり面

の抑止をしているところでございまして、記載のと

おり、橋梁補修につきましては県内15路線、災害防

除についても県内15路線について対策を行っている

ところでございます。

○島袋恵祐委員 分かりました。ちょっと個別の箇

所になるので、先ほど課長からの答弁もあり、県道

85号線についても、前回の決算ですとか、委員会等

々でも質問しているんですが、今この道路線が見え

なくなっている箇所もあるというところで、その辺

もこの年度のときに、じゃあ修繕しているのかどう

か、ちょっと教えてください。

○下地英輝道路管理課長 県道85号線―沖縄環状

線における区画線の修繕というところでございます

けれども、区画線の整備につきましては、日常の道

路パトロール等により劣化状況を把握し、白線が視

認できないなど、道路交通に支障となる箇所を優先

的に実施しております。令和３年度は沖縄アリーナ

完成に伴う交通量の増加を踏まえ、県道85号線―

沖縄環状線の沖縄南インターチェンジから山内交差

点付近について実施したところでございます。

○島袋恵祐委員 分かりました。現在も、結構今お

話された区間は整備したというのはあるんですけれ

ども、例えばこの江州中原からこの下に、イオンの

ほうに下っていくこの通りも、線がやっぱり夜、も

う見えなくて、結構、特に雨とか降ったら見えなく

なっている状況で、そこも修繕してもらいたいとい

うのもありますし、あとは、このアワセベイストリー

トですよね、この泡瀬の海岸線、海邦町の。そこが

やっぱり地盤が沈下しているところがあって、雨降

ると、もう水がたまるんですよね。もう結構、反対

側の道路に水がかかったりとかで、歩行者に水とか

そういった状況もあって、皆さん御存じだと思うん

ですけれども、やっぱり直すところはいっぱいある

なと思っていますので、ぜひそういったところをき
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ちんと一つ一つ直していただきたいなと思うんです

けれども、どうでしょうか。

○下地英輝道路管理課長 今、委員御案内の箇所に

つきましては、今年度はサンエー具志川メインシテ

ィ辺りの江州中原交差点付近から、具志川イオン前

原交差点付近について工事に着手しているところで

ございまして、沖縄環状線ですが、交通量も多く優

先度が高いと認識しております。

引き続き道路パトロール等を実施し、必要な対策

を実施してまいります。

また、水たまりがひどいというところも、引き続

き確認、パトロールで現場確認し、起債事業等も活

用して必要な対策を実施していきたいと考えており

ます。

○島袋恵祐委員 はい、ぜひよろしくお願いします。

最後ですけれども、372ページですが、住宅ストッ

ク活用市町村助成支援制度ということで、これ令和

３年度から新規になっているんですけれども、事業

の概要をまず教えていただけますか。

○仲本利江住宅課長 沖縄県住宅ストック活用市町

村助成支援事業とは、住宅の質の向上及び住宅投資

による県内経済の活性化を目的としております。民

間が実施する省エネ、バリアフリー化工事、改修工

事のリフォーム支援として、戸当たり10万円を補助

限度額として市町村に対して県が支援をしておりま

す。

○島袋恵祐委員 実際この１年、実績というのはど

うなっているでしょうか、教えてください。

○仲本利江住宅課長 同事業の令和３年度の実績は、

11市町村が実施しておりまして、県は224件、1166万

9000円を支援しております。

○島袋恵祐委員 これも住宅リフォーム制度、すご

くいい制度だなと思って、ぜひもっと拡充してもら

いたいという立場で質問しているんですけれども、

このリフォームするに当たって、業者の皆さんを、

やっぱり地元の企業には、優先してきちんとやって

もらいたいと思います。その辺はどうなっているか

というのは分かりますか。

○仲本利江住宅課長 このリフォームの補助要綱と

いいますのは、各市町村のほうで定めておりまして、

地元に所在する施工業者を条件とする市町村がほと

んどであります。

○島袋恵祐委員 ぜひ、やっぱり地元業者の皆さん

に本当に発注するという制度で、すごくこれはいい

と思うんですけれども、その経済波及効果というの

ですかね、そういったものも皆さんのところで調べ

て分かりますか。

○仲本利江住宅課長 令和３年度は県が補助した

1166万9000円に対しまして、民間事業者が実施した

総工事費というものが約２億2000万ほどございます。

ですから、県が補助した金額に対して約19.1倍となっ

ておりますので、経済効果があるものと考えており

ます。

○島袋恵祐委員 地元業者優先に発注して、このよ

うにまた地元の企業の皆さんがこのような経済波及

も出ているということで、この事業、いろんな意味

でも必要だなと思うのですが、今、市町村、徐々に

拡大していると思うんですけれども、今後皆さんの

展開としてもっとこの制度を拡充する必要があると

思うんですけれども、どういうお考えを持っている

んでしょうか。

○仲本利江住宅課長 助成の対象の拡大につきまし

ては、前回、従来令和２年度まで実施していたリフ

ォーム市町村助成支援事業というものがございまし

たが、これは省エネとか、バリアフリーが主でござ

いましたが、今回の子育て支援と、あとテレワーク

推進改修工事というものも加えまして、助成の内容

を拡大しているところでございます。

○島袋恵祐委員 分かりました。ぜひその拡充と、

また多くのやっぱり件数がその制度を利用できるよ

うな、そういう拡充も含めて皆さん頑張ってもらい

たいなと思いますので、引き続きの取組をお願いを

したいと思います。

私からは以上です。

○瑞慶覧功委員長 比嘉瑞己委員。

○比嘉瑞己委員 最初に、公営住宅整備事業をお願

いします。

県営住宅の整備だと思います。最初に、昨年度の

実績を教えてください。いろいろ工事をやったと思

うんですけれども、それによって新規の戸数はどれ

くらい増えたのかを教えてください。

○仲本利江住宅課長 昨年度は平成26年から第１期

工事に着手しました県営大謝名団地建替事業が完了

しております。従前の住戸300戸から32戸増やして、

全体で332戸整備しております。

県営住宅は何期にもわたって工事をしますので、

最終年度にしか最終的に何戸増えたというのが出て

こないものですから、令和３年度で事業が完成した

というものは大謝名団地のみとなります。

○比嘉瑞己委員 ちょっと、そのタイムのあれがあ

ると思うんですけれども、その県の方針としてこれ

からこの県営住宅とかこの公営の住宅をどれくらい

増やしていきたいのか。この計画、これまでの何年

前に比べると、どれくらい増えたというのが言えま
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すか。

○仲本利江住宅課長 申し訳ないです。詳細な、

ちょっと今、手持ちのデータは持っておりません。

○比嘉瑞己委員 聞き取りでいろいろやったつもり

だったんですけれども、県の大きな方針としては持っ

ていないんですか。この年間どれくらい増やしてい

こうという。

○仲本利江住宅課長 県では沖縄県公営住宅等ス

トック総合活用計画というものを定めておりまして、

今現在の計画では令和３年から令和12年の10年間に

20団地の建て替えを計画しております。建て替え前

の3776戸から309戸増戸する予定としておりまして、

最終的には3977戸を整備する予定となっております。

○比嘉瑞己委員 大体10年間で300戸は新しく増やし

たいという意味だと理解していいですか。

○仲本利江住宅課長 はい、そのとおりでございま

す。

○比嘉瑞己委員 私たち、議員していると、その県

営住宅に入居したいという相談はよく受けるわけな

んですけれども、その沖縄県のこの県営住宅の戸数

は、人口当たりの全国と比較して多いのか少ないの

か、どういった位置にありますか。

○仲本利江住宅課長 人口当たりの県営住宅の戸数

というものは、ちょっと統計がないものですから、

その代わりに、総世帯数に対して県営住宅の管理戸

数の世帯数が占める割合については、データを持っ

ております。今、県営住宅の管理戸数の世帯数、総

世帯数に占める割合といいますのは、沖縄県は2.55％

となっております。全国平均は1.5％となっておりま

して、都道府県の順位では、東京都、大阪府に次い

で３番目に高い割合となっております。

○比嘉瑞己委員 全国で３番目に県営住宅が、割合

としては多いという数字なんですけれども、意外な

気がしました。

視察とかで本土へ行くと、相当マンモスの団地群

を見ると、沖縄は遅れているのかなと思ったんです

けれども、全国３位ということでした。一方で、た

だもう毎年のように相談が寄せられるわけなんです

けど、この入居に対する応募倍率というんですか、

これについては沖縄県、高いんじゃないかなと思う

んですけれども、この比較ってできますか。

○仲本利江住宅課長 応募倍率については、県の倍

率は把握しておりますが、全国比較というものは今

ちょっと手元に持ってはございません。

○比嘉瑞己委員 沖縄県は何倍ですか。

○仲本利江住宅課長 令和３年度の倍率は5.7倍と

なっております。

○比嘉瑞己委員 ありがとうございます。県営団地

だけでもこれぐらい高くて、また市営団地も町村の

団地も倍率高いと思うんですね。やっぱり全国３位

に多いと言われていても、これだけニーズはある。

やっぱり県民所得が一番低いという沖縄県ですから、

そうした事業というのはやっぱり高いんだと思いま

す。なので、しっかりと10年間で300戸増やすという

のが多いのか少ないのかというのは引き続き研究し

たいと思います。

次の事業で、先ほど、呉屋委員からも質問ありま

したけれども、沖縄県居住支援協議会への推進の補

助金ですね。まず、これの昨年度の実績、昨年度と

いうかこの事業の実績がありますか、この間。

○仲本利江住宅課長 沖縄県居住支援協議会では、

あんしん賃貸支援事業というものを行っておりまし

て、高齢者等に対する民間賃貸住宅への入居の相談

の実績は令和３年度が117件となっております。

○比嘉瑞己委員 聞き取りのときでは平成29年から

やっていて、大体それぐらい年間の実績があると聞

いたんですけれども。お持ちですか、ちょっとこれ

までの実績が分かれば教えてください。

○仲本利江住宅課長 29年度は10月から始まってお

りまして、29年の10月から令和３年度までに相談件

数は803件となっております。

○比嘉瑞己委員 これは民間のアパートとか入りた

くても、なかなか高齢者だったり、障害をお持ちの

方というのが入居を拒まれるケースがよくあります。

そういったのをマッチングしていくという事業だと

聞きました。本当に求められている制度だと思いま

す。呉屋委員も指摘したんですけど、窓口がどこか

というのがまだまだ県民には知られていないと思い

ますので、その周知の方法については改善を求めて

いただきたいと思います。

一方で、先ほど県営住宅の話して、市議会議員の

時代からもっと団地を増やしたらと言ったけど、やっ

ぱり自治体にとってはお金もかかるし、時間もかか

るという課題があります。一方で、民間のアパート

で、もう沖縄の古いアパートとかが増えて、入居募

集しても入ってくれないって、また大家さんの悩み

があるんですよね。こういった公営住宅を増やすの

も大切だけれども、この今ある民間のアパートの活

用、こういったマッチング事業もやっているわけで

すから、そういったところにも目配りをしていくこ

とが大切だと思うんですけれども、沖縄県として何

かありますか。

○仲本利江住宅課長 要支援世帯に対する住宅の需

要に対して、やはり公営住宅だけでは賄えない部分



－196－

がございます。

一方で、民間の賃貸住宅は空き家も生じている状

況がございますので、住宅のセーフティーネット制

度の登録の拡大を進めていきまして、賃貸住宅のオー

ナーや不動産関係の方々に対して、制度の情報を分

かりやすく提供していきたいと思っております。

○比嘉瑞己委員 この報告書にも名前があったんで

すけど、この住宅セーフティーネット制度っていう

のは、どういった事業で、実績とかがありますか。

○仲本利江住宅課長 住宅確保、要配慮者の入居を

拒まない住宅、登録住宅を登録したり、あと入居者

の家賃低廉化に対する費用の助成制度とかそういっ

た制度がございます。

○比嘉瑞己委員 これは入りたいという入居者では

なくて、大家さんに対する支援の事業なんでしょう

か。

○仲本利江住宅課長 事業者に対する支援となりま

す。

○比嘉瑞己委員 こうすれば貸し手である大家さん

にとってもすごくプラスだし、入りたい人にとって

もプラス、もうみんなが助かると思うんですよね。

先ほどの島袋委員が言っていた、そのリフォーム助

成制度とかも組み合わせていけば、本当にこれから

のこのＳＤＧｓの時代と言われる中で、こういった

組合せでちゃんと住居を確保していくという視点が

大切だと思います。その点はまた来年度に向けても

頑張っていただきたいなと思います。

最後に、港湾関係について。昨年の暮れの地元新

聞の報道で、県が管理するこの金武湾港、金武の港

で、辺野古の海上警備をしている会社が不法に使用

していたということが大きく報道されていました。

その点の経過について教えてください。

○呉屋健一港湾課長 今委員がおっしゃった件なん

ですけれども、経緯についてなんですが、北部土木

事務所において、金武湾港の金武地区の現場確認の

際に県の許可なくプレハブを設置して、駐車場とし

て利用していると。あと物揚場が使用されているこ

とを確認しております。その後、周辺利用者等への

情報収集を行った結果、当該警備会社による使用で

あることを確認しております。

北部土木事務所においては、令和３年12月２日に

同警備会社を北部土木事務所に呼んで、即時に使用

を停止して撤去するよう口頭指導を行い、また12月

９日には文書指導を行っております。翌日12月10日

に現場確認を行ったところプレハブ等が撤去されて

いることを確認しております。

○比嘉瑞己委員 これプレハブだけでしょうか。

○呉屋健一港湾課長 プレハブ等が撤去されている

ことを確認しております。

○比嘉瑞己委員 港湾行政の関係で聞いてるんです

けど、岸壁の使用ということも指摘されていたと思

うんですが、その点は問題なかったんですか。

○呉屋健一港湾課長 岸壁の使用等の手続がなされ

ておりませんでした。

○比嘉瑞己委員 無許可で県の港を使用、無許可で

ずっと使っていたわけですよね。この岸壁使用につ

いてはどこまで把握していますか。

○呉屋健一港湾課長 現在、北部土木事務所におい

て現場確認を行うとともに、警備会社及び金武町へ

の聞き取りを行って、使用期間であったり使用面積

などの事実関係、この辺の整理を進めているところ

です。

○比嘉瑞己委員 この岸壁の無許可の使用というの

はどれくらい前からやられていたんですか。

○呉屋健一港湾課長 その辺のことを現在事実確認

を行っているところであります。

○比嘉瑞己委員 報道が昨年の12月だったと思うん

ですが、もう決算の時期です。それでも全然進まな

いんですか。

○呉屋健一港湾課長 現在聞き取り等を進めて、使

用期間、使用面積などの事実関係の整理を進めてい

るところであります。

○比嘉瑞己委員 ４年間無許可で港を使っていたわ

けですよね。管理しているのは北部土木事務所だけ

ど、県でもあるわけですよ。これは国の重要港湾と

しても位置づけられている大変大事な港だと思うん

ですけれども、県の指導の在り方ってこういった形

でいいんですか。ずっと調査をしているので報告が

来ていますけれども、何らかの条例にのっとった過

料だったり、いろいろな罰則があると思うんですけ

ど、条例上はどういうふうになっているんですか。

○呉屋健一港湾課長 まずは事実関係ですね、それ

を明確にしないことにはちょっと前に進めませんの

で、使用期間や使用面積などの事実関係、これの整

理を進めていきたいと考えております。

○比嘉瑞己委員 本来であれば、どれだけの収入に

なる予定ですか。

○呉屋健一港湾課長 そういう使用料の算定におい

ても、使用期間とか使用面積、あとは面積単価等に

なりますので、その辺も事実関係が明らかにならな

い限りは算出がちょっとできないということになり

ます。

○比嘉瑞己委員 これは決算審査ですから、それで

私、決算書で見ているんですけれども、例えば過料
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だったり、その使用料として入ってくるのか分から

ないんですけれども、これ大事な決算審査において

まだ調査中ですという報告は、私とても不誠実だと

思いますよ。部長、これずっと調査が続いていて、

もう半年以上たっています。今後これについてどう

いうふうに取り組んでいきますか。

○島袋善明土木建築部長 今、課長から答弁をさせ

ていただきましたけれども、やはり事実関係の確認

が、まず前段に来るというところで、港湾の管理条

例等関係法令に基づき適正に今後対処していきたい

と考えております。

○比嘉瑞己委員 確認なんですけど、この事業者は

他の県の管理する港湾を現在使用中ですか。

○呉屋健一港湾課長 この警備会社が今、岸壁を使

用しているかどうかはちょっとこの場ではちょっと

確認しないと回答ができません。申し訳ありません。

○比嘉瑞己委員 これだけ違法行為を長年続けてい

たわけですから、しっかりとチェックをして、厳正

に対処をしてほしいと思います。大変重大な問題だ

と思うんですよね。本来入るべき私たちの県の歳入

予算が入っていないわけですから、一日も早く解明

して、ちゃんとした条例に基づく対応を求めたいと

思います。部長、いま一度、この問題に対しての部

長の見解を教えてください。

○島袋善明土木建築部長 事実確認をした後、沖縄

県の港湾管理条例に基づいて適切に処理を考えてお

ります。

○比嘉瑞己委員 終わります。

○瑞慶覧功委員長 崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 成果報告書の366ページの都市公園

課のところで伺いたいと思います。

都市公園の整備事業なんですが、奥武山の運動公

園なんですが、かつて御承知のように、若夏国体と

かね、主会場として多くの運動施設というのか整備

されてきてるようなんですが、主会場の陸上競技場

はＪ１サッカースタジアムを建設するということ、

取り壊される予定でありますが、しかしＪ１スタジ

アムの予定も不透明になっていまして、現状の競技

場なんですが、トラックも、私現場を見たんですが、

草が生えたりね、ほとんど遊休化をしているのかな

と思ったんですが、まずはそこの奥武山の運動スポー

ツの施設としての競技場、これ基本構想の中で陸上

競技場がどう位置づけられたのかについてちょっと

伺いたいと思います。

○仲本隆都市公園課長 まず奥武山公園について少

し御説明しますけれども、琉球政府時代から都市計

画決定されていて、整備されている公園でございま

して、復帰記念の若夏国体に向けて体育施設、体育

館とか、今おっしゃられた陸上競技場とか、そういっ

たものが整備されてきて、現在に至っているという

ような状況でございます。

基本的には、今現在は、この奥武山運動場という

ことで、奥武山公園とは別に、体育施設という位置

づけで文化観光スポーツ部のほうで所管をしている

施設でございます。

○崎山嗣幸委員 この陸上競技場はもう取り壊され

て、Ｊ１サッカースタジアムを造るということの予

定は間違いないんですよね。

○仲本隆都市公園課長 文化観光スポーツ部に確認

しましたところ、スタジアムの整備については財源

の確保や計画地の法規制など、様々な課題があるが、

それらの解決に向けて取り組むとともに、今後のス

ケジュールを整理しているところであるとのことで

す。

○崎山嗣幸委員 もうこれは御承知の数年たってい

るので、ほとんど進捗が見えないということもあっ

て、現在はこの陸上競技場を奥武山運動公園はある

ということになってるわけですよね。それで、管理

もしていると思うんですが、ここの今の陸上競技場

の使用頻度、使用実績は報告してくれますか。この

数年でもいいし。

○仲本隆都市公園課長 こちらも文化観光スポーツ

部に確認しましたところ、奥武山陸上競技場は、現

在、陸上競技の練習のほか、サッカー大会やグラウ

ンドゴルフ大会等に利用されていると。管理につい

ては、毎月１回から２回の芝刈り作業を実施し、安

全利用に努めている。また、今後のスケジュールに

つきましては、Ｊ１規格スタジアムの建設までの間、

安全確保やサービス提供のための必要最低限の修繕

等を行っていくこととしているとのことでございま

す。

○崎山嗣幸委員 この現場は、もうトラックはほと

んどここで競技大会が開かれないという状況だと思

うんですが、もうここはトラックそのものが草も生

えているし、とてもじゃないけれども公式な陸上競

技で使える状態ではないんだけど、サッカー場がで

きるまでの暫定期間というのは、どれぐらい、普通

は５年か10年かというスパンというのはあるんです

か。

○仲本隆都市公園課長 先ほどの答弁と繰り返しに

なってしまいますが、文化観光スポーツ部において

は、今後のスケジュールを整理しているところであ

るとのことであります。

○崎山嗣幸委員 結局、那覇市においての陸上競技
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場は唯一そこだけなんですよね。そこを取り壊すと

いうことの計画は、この間、多分にね、サッカーの

ほうが人気があるからということでＪ１サッカース

タジアムを持っていこうということの基本構想だと

私は思うんですが、では、この見通しもないまま、

ずるずると陸上競技場が今放置というのかね、老朽

化して、トラックも整備もされないという状態が、

いいのかっていうことを含めてね、公園の一体管理

してるものとして、やっぱりよくないんではないか

と私は思うんですが、そのままの状態で、今、グラ

ウンドゴルフとか幾つか使っているようなんですが、

その種のものじゃないでしょう、第２種の陸上競技

場として、そこで公式な競技大会も開催されないと

いう中での皆さんのこの位置づけでは私ないと思う

んですが。この陸上競技場は。そこは、そうであれ

ば暫定的にというのか、整備をするかね、あるいは

何ていうのか、いつまでにＪ１ができるのかどうか

含めて見通さないと、放置状態ではないかと私は思

うんだけど。そうじゃなければ、整備をするとかやっ

て、ある程度、陸上競技場使えるようなことにした

ほうがいいんではないかと私は思うんですが、それ

はどのように考えていますか。

○仲本隆都市公園課長 度々で申し訳ないですけど、

所管の文化観光スポーツ部においては、県において

は県内唯一の施設や国体等の公認基準を満たす必要

のある施設など、県において整備することが効率的

な施設について整備することを基本的な考え方とし

ていると。民間や市町村との役割分担も踏まえつつ、

スポーツ施設の整備を行っているというふうに聞い

ております。

○崎山嗣幸委員 決算なので、私たちはこの運動公

園の中に、主会場と陸上競技場があったりね、野球

場があったり、庭球場あったりするんですが、やっ

ぱり従来は運動公園の中に陸上競技場があるという

のが大体あったんですが、でもこの場所の関係もあ

ると思うんですが、今この状態の中で陸上競技場が

消えていくという那覇の中である場合については、

もう暫定にしろ、これが今言われていること自身が、

じゃあ那覇で陸上競技場がなくなると、競技が行わ

れなくなると、そういうことであるならば、これ何

ていうのか、広域にして隣市町村と一体となって開

催をしていくのかね。あるいは、そうではなくてね、

スタジアムは造れないけれども、トラックは運動公

園の中に造っていくというのか、トラックだけね、

陸上競技の選手のために。そういう工夫というのは、

皆さんの責任としてね、今、奥武山公園の中にウオー

キングする２キロのコースありますよね。そういっ

た意味のコースを整備をしてね、これが競技用的な

ものが100とか200とかということも含めて考えるこ

とが、やっぱりこれだけの那覇市民の陸上競技者の

皆さんに対する、需要に対する私は応えるべきだと

思うんですがね。

じゃないと今ね、豊見城へ行ったり、浦添でしょ、

あと県総ですよ、沖縄市までしかやらないし、今は。

そういったことを含めて考えるならば、今のこの現

状というのかな、サッカースタジアムできるまでずっ

と放置状態ですかについては、陸上競技をやってい

る人たちからも問題は起こっているわけです、これ

は。その辺は、これまでのさっきから言っているよ

うに、若夏国体からいろんな競技場が奥武山で開催

されたことからするならば、そっと消えていくとい

うことは問題あるんではないかと思うんですよね。

そこはどんなですかね。

○仲本隆都市公園課長 度々ですけれども、所管の

文化観光スポーツ部によれば、特に那覇市内から陸

上競技がなくなるということについてですけれども、

那覇市からは陸上競技場がなくなった後の練習場所

等については、南風原町などの近隣自治体の陸上競

技場を市民が利用する広域的な連携を図ることを検

討していると聞いております。

○崎山嗣幸委員 これさ、各市町村それなりの、何

ていうか、需要があるんであって、南風原で使って

くれと言ったってね、そういうわけにいかんと思う

んですよね。広域化するならばね、県も那覇市も南

風原も一体となって使うんだったらいいんだけれど

も、那覇市でそういう競技場ができなくなって、南

風原で使わせてもらうというのが、これしっかり協

定を結んで、共通仕様になってるのかどうかは明確

になっているんですか、これ。南風原のこれを使わ

せるというのは。

○仲本隆都市公園課長 この話合いの詳細について

は、申し訳ありません、把握してございません。

○崎山嗣幸委員 スポーツ全般というのは文化観光

スポーツの担当にも入ると思うから、私が聞いてい

るのは運動公園の管理はもう土木の所管のものだか

ら、この中における運動公園としての陸上競技と合

体してやる方法についてはね、皆さんとしての管轄

でできるのではないかと私聞いているので、今は奥

武山公園の中にある陸上競技場があるわけですよ。

それは皆さんの範疇の中でね。それが今、Ｊ１はで

きないと。でも、ここは使えない状態であるという

ことを含めて、幾らこれが文化観光スポーツのほう

に任せると言ったって、老朽化しているあの施設が、

そのまま公園の中にあるということ自身は、皆さん
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も責任あるんではないかと私は思っているので、こ

れはさっきから聞いているように、文化観光スポー

ツ部に任せているからといってＪ１のスタジアムが

できる見通しもない、だからと今の陸上競技場の整

備もしないというのはまずいんじゃないかと私は

言っているんです。

じゃなければ、じゃ外で、那覇市に陸上競技場が

なくなるのならば、広域化をして造るのかどうかに

ついては示したほうがいいんじゃないかということ

を、私は思うんですが、それで、今、南風原使えま

すよというのは話とは違うんじゃないかと思うんで

すが。

○仲本隆都市公園課長 奥武山公園は、先ほども申

し上げたんですけれども、那覇市の中心市街地に隣

接する運動公園ということで、昭和48年の若夏国体

の主会場として様々な運動施設が整備されてきまし

た。陸上競技場は公園の、奥武山公園のメイン施設

として長年県民に親しまれてきておりますけれども、

若夏国体以降は、先ほども申し上げた沖縄県総合運

動公園や他の自治体においても、類似の施設が整備

されてきているというような状況がございます。今

後につきましては、現在の陸上競技場を所管してい

る所管部局において、その検討がなされていくもの

と考えております。

○崎山嗣幸委員 文化観光スポーツ部との関連もあ

ると思うので、これまた改めて一般質問とかでやる

ときに皆さんと関連させながら、陸上競技場とＪ

１サッカースタジアムの関係については、改めて質

問をしたいと思っています。

それから次なんですが、県道路管理の除草の剪定

について伺おうと思うんですが、道路管理課の決算

書から質問をしようと思うんですがよろしいですか。

従来から県の管理道路の中の草木というのか、相

当成長が早いということを含めて、皆さんがこの21年

度から雑草の刈取り方式変えたということで報道が

ありましたが、これが性能規定方式に変えたからコ

ストも減って、回数も増えるということの報道だっ

た。これは、この方式、どんな方式なのかを説明し

てくれますか。

○下地英輝道路管理課長 除草、雑草管理というこ

とで、これまで除草業務については、除草の面積と

か回数を規定した仕様規定方式ということで、令和

２年度まで行っておりました。年に２回程度の除草

のため、除草後の良好な景観が一時的という課題が

ございました。

このため、年間を通して雑草の草丈の低い状態を

維持するため、令和３年度から、県の要求水準、例

えば20センチから40センチというような水準を示し

まして、そのやり方は受注者のノウハウ、回数であっ

たり、方法だったりというのは、受注者のほうで決

めてもらうというような方法を活用して達成する性

能規定方式を、県管理道路の一部で令和３年度に、

一部路線において導入しております。

○崎山嗣幸委員 この導入した成果というのか、現

れていますか、単年度の中で。

○下地英輝道路管理課長 効果の確認として、この

除草業者の事業者で月に１回セルフモニタリングと

いうことで、動画とかを撮影して、実際規定された

要求水準を満たしているかどうかということを土木

事務所の監督員が確認しているということで、おお

むね道路を通った皆様からも聞こえてくるのは、低

く管理がされていますねというような声も聞こえて

きたりします。

○崎山嗣幸委員 25年度までに県道というのか、雑

草をゼロにすると言ってるんだけど、今言われてる、

僕らがというか、目に見える形で今言っている、こ

のどこら辺かというのは説明できます。どこら辺で

今言ってるのが、雑草がなくなっているという、見

える形というのは。どこら辺のところかな、単年度

で。場所というのか。

○下地英輝道路管理課長 今年度は沖縄本島内の県

管理道路の約４割で実施をしております。南部管内

においては国道330号。古島インター付近から、与儀

交差点付近まで。あと、安謝交差点から那覇糸満線

をずっと行きまして、一日橋辺りまでをやっていま

して、詳細は後で提供することが可能ですので。

○崎山嗣幸委員 ４割ということですので、この成

果というのか、前進するならば25年度もゼロにするっ

て、目に見える形でね、県道から雑草がなくなるこ

とを期待したいと思います。

委員長、終わります。

○瑞慶覧功委員長 新垣光栄委員。

○新垣光栄委員 それでは、土木の決算のほう、令

和３年度の主要施策の成果に関する報告書から

363ページ。その中で、沖縄らしい風景づくりの推進

事業について、この事業内容、目的をお願いいたし

ます。

○仲厚都市計画・モノレール課長 沖縄らしい風景

づくり促進事業は、沖縄独自の風景、町並み、景観

の創成を図るため、景観に関する研修などによる人

材育成、公共事業実施に先立ち、景観に対する検討

を行う、景観評価システムの運用を行っております。

○新垣光栄委員 そういうすばらしい、今普遍的な

観光資源である沖縄らしさというのが、本当に私、
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世界遺産にも匹敵する、それを上回るような観光資

源だと思います。なぜかというと、私たちお花は何

回も見に行くんですよ、桜とか。しかし、首里城で

もなかなか１回行ってしまうと見ない。そういう意

味でも、沖縄らしい風景というのは、普遍的な本当

に観光資源としてすばらしいものがあると思います。

そこで、土木部がそういう共通した、しっかりそ

ういう沖縄らしい風景が大切だということの共通し

た認識を持っているのかどうかお伺いいたします。

○仲厚都市計画・モノレール課長 都市モノレール

課としては、沖縄らしい風景づくりの支援事業とい

うことで、いろいろシンポジウムの開催であったり、

沖縄らしい風景づくりの人材育成、または建築技術

等の開発、景観評価システムと、いろいろ事業を行っ

ておりまして、これを県民方にも景観に対する配慮

とか、その辺りを周知させていきたいなという考え

で今、事業を行っております。

○新垣光栄委員 そういう事業を事業主体である部

で共通の認識として持っていただきたいということ

を今言ってますので、よろしくお願いします。

それを事業主体である土木建築部が認識すること

によって全庁的に広がって、そういう波及効果も出

てくるのではないかなと思っていますので、そうい

う認識を、中部土木事務所とか、北部土木事務所、

南部土木事務所、そういう末端組織まで土建部とし

て認識していただきたいということなんですけども、

部長どうでしょうか。

○島袋善明土木建築部長 今、委員御指摘のとおり、

我々は、例えば道路に代表される高度化利用であっ

たり、河川や地すべり等に対する防災安全等、そう

いった事業を進めております。

それとともに、今委員御指摘のとおり、沖縄らし

い風景づくりというところで沖縄の伝統を生かした、

そういった認識を各土木事務所の隅々まで行くこと

によって、観光だったり、沖縄の伝統芸能にもつな

がりますし、そういった意識で進めていきたいと考

えております。

○新垣光栄委員 本当に心強い答弁ありがとうござ

いました。まさに私、そのとおりだと思っています。

今、そういう事業によって地域住民への景観への関

心を高めるというふうに課題を抱えているんですけ

ど、私は、課題はもう住民のほうが上ですよ。今回

の意識調査の中でも、貧困が１番、自然の保全が２番

です。３番が景観形成なんですよ。そして次が基地

問題。それだけ県民の意識はもう高くて、地域住民

の環境の意識を高めるためと言ったら、もう時代遅

れですよ。そういう職員のほうがしっかりそういう

意識を持って、今から公共工事に関してもそういう

方向性で進めていかないといけないと思っています

ので、よろしくお願いいたします。

次に行きます。365ページ、沖縄フラワークリエイ

ション事業についてお伺いいたします。

この事業が、今、フラワークリエイション事業で

すね、今回沖縄振興特別推進交付金で行われていて、

７億1000万から８億2000万円と増額されて、沖縄県

のこの実行したいという思いが予算面にも表れてい

ると思います。その事業の中で、ちょっと決算書に

関連しますので、フラワークリエイション事業の中

でのこの草木の、台風とか花の品質向上に課題があ

るということなんですけど、具体的にどのような課

題なのか教えていただきたいと思います。

○下地英輝道路管理課長 沖縄フラワークリエイ

ション事業ということで、41路線で草花や花木等に

よる緑化を実施しているというところでございます

けれども、事業内容は、観光地への主要アクセス道

路等において、花と緑のある良好な空間を創出する

と、道路景観を向上させるというところで、沖縄観

光のイメージアップに寄与する目的で実施している

ところでございます。

具体的には、フラワークリエイション事業として

委託業務を今年度23件、各事務所のほうで合計発注

しております。造園の業者であったり、あとシルバー

や福祉団体も活用して取り組んでいるところでござ

います。具体的にはボックスに花を植えているとい

うことで、昔はポットに入れて置いてあったという

ところで、これがやっぱり管理もお金もかかるとい

うところで、今直植えにしているという状況でござ

います。だから、今年の台風でも、ちょっとそれが、

台風が来ると風ですぐに傷んでしまうというところ

もあって、ネットを被せたりとかそういう対策を講

じながら、良好な景観が維持できるように今取り組

んでいるというところでございます。

○新垣光栄委員 課長のおっしゃるとおり、最初は

ポットだった、そして鉢にしている。私はもう鉢も

景観的にはふさわしくないと思います。やっぱり鉢

植えじゃなくて、直植えにして、地域ボランティア

の活用もしながら本当に県民が一体となって、フラ

ワークリエイションをやっていくんだという、もう

そろそろそういう方向性を出していくのが沖縄らし

い風景づくりであるし、世界水準の観光地の形成だ

と思ってますので、その辺をもう少し考えていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いします。

その中で、私、今回この県単費の維持管理も、皆

さんの範疇だと思っていますので、関連して質問さ
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せていただきます。本当に、先ほども嗣幸委員から

ありましたように、部長をはじめ、下地課長、それ

から富原班長ですか、それから友利担当ですか、一

生懸命頑張っていただいて、少ない人員の中で今回、

雑草対策をやっていただいて本当に感謝申し上げて

います。本当にもう、うるま市なんて完全に雑草が

ないような状況で、中部地区のですね、本当にもう

喜んでもらっております。そういう中で、今回は50％

の目標だったのにもかかわらず、40％になったと。

それはフラワークリエイション事業が入ったために、

予算の違いによってそういう弊害が出てきていると

思いますので、そういうのもしっかり考え直して、

次年度は100％の事業でやっていただきたいなと思っ

ておりますので、どうでしょうか、意気込みのほう

聞かせていただきたいんですけど。

○下地英輝道路管理課長 委員御案内の、今年度は

約５割を目指しておったんですけれども、そういう

ことで今約４割の実施状況でございまして、５年度

は、北中南、本島では全区間で導入を目指している

ところで、宮古・八重山にも導入に向けて取組を進

めているところでございまして、６年度以降に全区

間でできたらというところで、関係する方々と意見

交換をしながら取り組んでいきたいと考えておりま

す。

○新垣光栄委員 今、雑草のほうはうまく機能して

きたということなんですけれども、これ県単費の道

路管理予算が、15億近い予算がある中で、雑草のほ

うはうまくいってるんですけども、高木、低木のほ

うが今ぶつ切りになっているんですよ。これ、先週、

宜野湾市の喜友名地区で行われた高木の剪定なんで

すけれども、認識しているのかどうかお伺いいたし

ます。

○下地英輝道路管理課長 この写真の箇所は、今確

認をしたというところでございますが、高木の剪定

については、害虫被害であるとか、そういった対策

のため、やむを得ず強剪定するところも直近ではあ

るというところでございます。

○新垣光栄委員 そういう認識が、先ほど言った認

識が共有できているかということが、先ほど言った

とおりなんですよ、私がなぜ先ほど言ったか。今、

そういう沿道景観計画でも策定して、もう強剪定、

ぶつ切りはしないと。弱剪定でもういくという方針

を出したにもかかわらず、これ予算の執行するため

に無理やりやったのではないかなという状況にしか

見えないですので、しっかり各土木事務所にも共通

認識できるように―もう今はあれですよ、アカギ

の幼虫、害虫ないですよ。その中で先週、こういう

ふうなぶつ切りをされると、予算を使うためにやっ

てるんじゃないかなという認識にしかならないんで

すけども、どうでしょうか。

○下地英輝道路管理課長 県では世界水準の観光地

にふさわしい沿道景観の形成を図るということを目

標に、美ら島沖縄花と樹木の沿道景観計画を９月に

策定いたしました。その中で、高木については弱剪

定による自然な樹形の形成を目指すということをう

たっております。その弱剪定で自然な樹形を目指す

という共通の認識を、各土木事務所とお互いに共通

認識で対応してまいりたいと考えております。

○新垣光栄委員 今、写真を送ったのが、これうる

ま市なんですよ。もう弱剪定をするということで、

市長が方針を出して、本当にきれいですよね。部長、

見ていただいたほうがいいですけど、これが本来あ

るべき姿だと思いますので、しっかり執行、指令を

共通認識を出して、共通認識に基づいた事業をやれ

ばそこまで変わるんだということを、県の皆さんも、

職員の皆さんも分かっていただいて、ぜひ事業を進

めていただきたい。

その中で私、一番思うのは、やっぱり職員の数が

足りない。もう沖縄県の世界に誇れる町並みをつく

るのであれば、専門的にもう少し専門の技術者を入

れてフォローアップしていくのも大切ではないか、

職員を増やしてそういう維持管理のほうの職員を増

やしていくのも必要ではないかと思っておりますの

で、ぜひ、部長、そういう次年度の予算に関しては

配慮もしていただきたいなと思ってますけども、ど

うでしょうか。

○島袋善明土木建築部長 先ほど来、この世界水準

の道路の沿道環境を目指すというところで、これも

昨年から性能評価方式、道路管理課を中心に頑張っ

てきているところでございます。

おっしゃるとおり、人、予算は非常に重要な要素

ですので、ただ一方では今御存じのとおり、コロナ

対策で、我々も一番人数を抱えてる中で、そういっ

た派遣というところで、それはまた全庁的に協力し

ないといけない部分もございますけども、コロナが

収束して落ち着いてきたら、やはり我々としても必

要な人員と、必要な予算の確保については、そういっ

た担当部局に対していろいろと申入れを行いたいと

考えております。

○新垣光栄委員 ぜひ、本当に今頑張ってるんです

よ。本当に頑張ってもらって、課長をはじめ、職員

の皆さん雑草対策を頑張っていますので、しっかり

この雑草対策または沿道景観の形成に向けて、次は

高木、次は低高木になるように進めていただきたい
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と思います。課長、どうでしょうか。

○下地英輝道路管理課長 しっかり取り組んでまい

りたいと考えております。

○新垣光栄委員 次、地滑り対策と、急傾斜地の問

題なんですけれども、結構今、東海岸ですね、本当

に土木事務所の皆さんが頑張っていただいて、急ピッ

チで災害対策させていただいております。その中で、

まだまだ地権者等の同意が得られなくて、なかなか

執行残が残ってるという状況がありますけれども、

その状況をやっぱり改善するためには地域との協力

体制だと思うんですけれども、市町村とのですね。

そういう協力体制はどのようになってるかをお伺い

いたします。

○前武當聡海岸防災課長 地滑り対策事業は続けて

おるんですが、やはり現場に入るための施工同意と

いうのがネックになるところでございます。

その場合には、やはり関係市町村と連携して、土

木事務所だけではなくて、市町村の協力も入れなが

ら同意取付けに頑張ってるというところでございま

す。

○新垣光栄委員 私、県の職員さんの頑張りを評価

しておりますので、この東海岸一帯も急激に進んで

て、ぜひ、遠慮するべきではないと思います。協力

を求めるところには、しっかり、やっぱり地元の自

治体がしっかり分かっていますので、県の職員のほ

うもしっかり遠慮しないで、地元の自治会に協力依

頼すべきではないかなと思ってますので、よろしく

お願いいたします。

次、先ほど言われた下水道事業なんですけれども、

下水事業の割合で、私たち中城村も、今までの予算

では12年かかるということで、県の指導のおかげで

これを地方創生交付金を導入して10％負担にはなっ

たんですけれども、３年、４年で進むことになりま

した。これを進めることによって、下水道の接続を

することによって、アパートや住宅が建てられて、

その建てた効果で税収が入ってくると。結構10％の

負担で、起債を受けて５％まで減ると、税収面でい

うとメリットもあるのかなと思っていますので、強

力に進めていただきたいと思いますけれども、どう

でしょうか。

○上原正司下水道課長 地方創生汚水処理施設整備

推進交付金ですが、今現在のところで５市村がそれ

を使って下水道整備のほうを進めておりますので、

次年度も、またほかの市町村にも促しながら進めて

いきたいと思っています。

○新垣光栄委員 以上です。

○瑞慶覧功委員長 金城勉委員。

○金城勉委員 それでは、先ほども質疑が出ました

けれども、泡瀬地区の土地造成事業について伺いま

す。

この事業の予算ですね、橋梁事業は別にして、そ

の港湾の埋立てに関する港湾事業費の予算の推移を、

令和元年からちょっと数字を教えてくれますか。

○呉屋健一港湾課長 泡瀬地区の埋立事業は、沖縄

振興公共投資交付金と社会資本整備総合交付金を活

用して事業を推進しております。それでですね、元

年度、これは合算になりますけれども……。

○金城勉委員 合算じゃなくて、橋梁は省いていい

ですよ。

○呉屋健一港湾課長 港湾事業ということでありま

すと、令和元年が8.9億円、令和２年度が7.7億円、

令和３年度が7.6億円というふうになっております。

○金城勉委員 今年度は。

○呉屋健一港湾課長 ハード交付金は1.4億円という

ふうになっております。

○金城勉委員 この8.9億、7.7、7.6、1.4と、こう

いう推移になって、だんだんだんだん減ってきてい

るんですけど、要求額はそれぞれの年度で幾らやっ

たか記録ありますか。

○呉屋健一港湾課長 すみません、要求額について

はちょっと今、手元に資料がございません。申し訳

ありません。

○金城勉委員 じゃあ、具体的な数字は述べなくて

いいんですけれども、要求額とこの決定額というの

は、どのぐらいの差があるんですか、概略。

○呉屋健一港湾課長 近年の状況であると、要求し

た額に対してかなり低い額というふうになっており

ます。

○金城勉委員 ちなみに、４年度が1.4億円、３年度

が7.6億円というふうになってるんですけれども、こ

の令和４年度、今年度は幾ら要求したんですか。

○呉屋健一港湾課長 ちょっと時間かかりますが、

例えばでいきますと、直接の答えにはならないかと

思いますけれども、港湾事業でいきますと令和３年

度についていたお金が７億6300万円に対して、令和

４年度は１億3968万円というふうになっております。

○金城勉委員 それは分かってるんだよな。要求額

から、その査定された金額との差があるかというこ

とを知りたかった。

○呉屋健一港湾課長 すみません、ちょっとお時間

いただければと思います。申し訳ありません。

○金城勉委員 この8.9、7.7、7.6、1.4という変化

があるんですけれども、この数字の事業内容、ちょっ

と簡潔に説明してくれますか。
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○呉屋健一港湾課長 港湾の緑地整備事業等であり

まして、護岸の整備であったり、養浜ですね、砂の

投入とか護岸とか、そういった類のものになります。

○金城勉委員 護岸工事といっても、皆さんが説明

したビーチの奥のほうの県の埋立用地については、

護岸も手付かずの状況、まだまだ埋立てに入れてな

い状況ですよね。そういう中で、この令和元年から

８億円、７億円というふうに推移してきているんで

すけれども、この予算というのは、どこに使われた

かというのは説明できませんか。

○呉屋健一港湾課長 今、先ほど申し上げた予算に

ついては、県の埋立ての外周を囲む護岸ということ

になります。

○金城勉委員 この護岸は今どのくらい進んでるん

ですか。

○呉屋健一港湾課長 金額で、事業費ベースになり

ますけれども、約59％というふうになります。

○金城勉委員 護岸の工事で、59％本当に行ってる

のか。護岸の全体の長さと、今完成してる長さ、ちょっ

と教えてください。

○呉屋健一港湾課長 護岸の延長になりますけど、

720メートルのうち、完成が210メートルというふう

になります。

○金城勉委員 これで59％になるのか。

○呉屋健一港湾課長 この護岸を造るためには地盤

改良が必要になりますので、護岸そのもののできて

る構造物の延長、上部工までできている延長と、実

際護岸として先行している部分ですね、しゅんせつ

をしたりとか、地盤改良をしたりとか、あとマウン

ドをつくったりとかというのは先行してやりますの

で、延長そのものと事業費そのものがイコールにな

るわけではないということがあります。

○金城勉委員 これは具体的に数字を並べてみない

とよくパーセントが出るかどうか分かりませんけれ

ども、720メートルのうちの210メートルというふう

になっているんですけれども、なかなか厳しいんじゃ

ないかと思います。

それでね、３年度が7.6億円だったのが、今年度が

極端に1.4億円に落ちてるんですけれども、これはど

うしてですか。

○呉屋健一港湾課長 予算配分の在り方にあると思

うんですけれども、いずれにしても総額の我々の要

求額に対して、実際の内示額が少ないということが

あります。

○金城勉委員 元年度からね、8.9億円、7.7、7.6と、

こう推移してきているのに、今年度はもういきなり

1.4億円というね、事業は早めに進めなきゃいかんの

に、予算は逆に絞られているという状況。これ、非

常に由々しき問題ですね。これまでの元年度から8.9、

7.7、7.６の予算の執行率というのは出ますか。

○呉屋健一港湾課長 すみません、通年が、複数年

にわたってのものはちょっと今、手持ちがありませ

んで、後ほど提供したいと思います。すみません。

○金城勉委員 ところで、こういう予算の推移になっ

ているんですけれども、来年度、令和５年度の皆さ

んのこの工事についての予算要求額というのは、想

定されている数字はありますか｡

○呉屋健一港湾課長 ハード交付金の令和５年度要

求額が、今のところ８億2490万円というふうになっ

ております。

○金城勉委員 令和元年度からの推移を見るとね、

多分、この令和４年度も七、八億の要求があったか

と想像されるんですけどね、令和５年度も8.2億円の

要求ということを予定しているということですから。

だから、こういう令和４年みたいな数字になるとね、

これは皆さん、令和７年度の完成予定を11年度まで

延ばしているのが、果たしてその11年度という数字

もどうなることか、こんなにもうばっさり削るとい

う表現も当たらないぐらいの、この令和３年と令和

４年の数字の変化。8.2億円、来年度要求して、これ

が１億円もしかして切っちゃうんじゃないかという

懸念を持ちます。だからね、これは皆さんの責任で

はないんですけれども、予算の在り方というのは、

これはもうやっぱり財政、それを預かる担当部局及

び執行部の責任重大だというふうに思うんですね。

だから、今後いかにこの一括交付金、そして、特に

ハード交付金の減額が皆さんの事業に、もうボディー

ブローのように効いて、もう失神しそうだよ、皆さ

ん。

この事業と、それから先日、照屋委員も触れた、

胡屋十字路から高原向けの県道20号線の拡幅工事、

これももう本当に、私も市民から叱られっ放しでね、

エーヤー、イチナルバーと。この胡屋高原線、これ

についても、当初計画のスケジュールと今現在どの

ように変わってきたか、ちょっと説明いただけます

か。

○呉屋健一港湾課長 すみません、先ほどの８億と

いうふうに申し上げた数字ですね、ちょっと計算、

足し算するのを漏れておりまして、８億ではなくて

20億580万円です。先ほどの額が、緑地の部分のみを

申し上げておりましたが、港湾改修事業費が11億

8090万となりますので、先ほどの８億2490万を足し

ますと、20億飛んで580万円となります。

申し訳ありません、失礼しました。
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○金城勉委員 新年度の予算がどうなるか注目して

おきます。

それで、今の話に戻しますけれども、この胡屋高

原線の県道20号線、これ、当初計画のスケジュール

と、今現在のスケジュール、ちょっと説明をいただ

けますか。

○砂川勇二道路街路課長 胡屋泡瀬線という街路事

業で実施しておりますが、３工区に分けて実施して

おります。

１工区が、胡屋交差点からコザ中学校前付近まで

なんですけれども、これが一番最初の事業認可期間

ですね、平成17年から平成23年だったところが、今

令和５年までという事業認可の期間になっておりま

す。

２工区ですけども、２工区が平成20年から平成26年

度まで、当初の事業認可期間ですけれども、こちら

も令和５年度までということで今なっております。

最近事業化しました高原工区なんですけれども、

これが平成25年から平成31年までの事業認可だった

ところが、今、令和６年までの事業期間というふう

になっております。

○金城勉委員 令和５年といったら来年ですよ、１工

区令和５年、２工区令和５年。この23年から５年に

延びて、26年から５年に延びたということもびっく

りものですけれども、令和５年、これは皆さんの予

定どおり工事は進みそうですか。

○砂川勇二道路街路課長 これにつきましては

ちょっと時間がかかったところもございますが、今

のところ進捗率は88％程度でございまして、今、令

和５年までとなっておりますが、ちょっと見直しを

行う必要があると思っておりまして、これ都市計画

事業ですので、事業認可というのが必要になります

が、その事業認可を３年程度延長する必要があるだ

ろうと考えております。

２工区につきましては進捗率が54％、用地買収も

おおむね50％完了しておりまして、こちらも今令和

５年ですけども、３年程度延長が必要であると考え

ております。

高原工区につきましては、国道の取付けですとか、

ちょっと交差点の設計、時間を要しておりまして、

次年度都市計画変更の予定でございます。

そのスケジュールから考えますと、こちらもまた

３年程度延ばす必要があるだろうというところで今

考えてるところでございます。

○金城勉委員 この事業の財源はどこですか。

○砂川勇二道路街路課長 ハード交付金でございま

す。

○金城勉委員 ということであれば、今言った泡瀬

の、いわゆる港湾事業と同じような財源になってい

ますのでね、だから要求額が七、八億円もあるのは

1.4億円に減額されたりしている状況の中で、皆さん

の事業もこういうふうに、もうやがて10年以上も遅

延するという状況の中で、このハード交付金という

ことであれば、なおのこと、さらにまた遅延が延び

るという懸念もあるんじゃないですか。

○砂川勇二道路街路課長 予算の状況によってとい

うことではございますが、減額が続けば可能性はあ

ると考えます。

○金城勉委員 デージナトンヤ、もう。こういうこ

とがね、恐らく全県的にいろんな皆さんの公共事業

に影響が及んでいることは、もう想像に難くない。

さらに市町村事業についても、当然のように、それ

は影響及んでいくでしょう。当選してカチャーシー

踊るような、あの姿、今思い起こしますよ。本当に

ね、皆さんかわいそうだ。一生懸命、現場ではやろ

うとしてるのに、その財源を取り付ける能力がない

ということになるとね、本当に皆さん、知事は皆さ

んに対して頭を下げなきゃいかんよね、申し訳ない

と。

疲れたから、もうここで終わる。

○瑞慶覧功委員長 以上で、土木建築部関係決算事

項に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

以上で、予定の議題は全て終了いたしました。

次回は、明10月21日金曜日午前10時から委員会を

開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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